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「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａについ

て 

 

１ 性格 

  ｢独立行政法人会計基準｣及び｢独立行政法人会計基準注解｣に関するＱ＆Ａ（以下

「本Ｑ＆Ａ」という。）は、独立行政法人会計基準等に関して、その実務上の留意点

をＱ＆Ａの形式で記述したものである。 

なお、本Ｑ＆Ａは、今後、実務の現場からの質問等の追加が見込まれるほか、基

準及び注解がよりどころとする企業会計原則の発展や独立行政法人制度の新たな展

開等を踏まえて、今後とも充実・改善が図られていく性格のものである。 

 

２ 設定及び改訂の経緯 

  本Ｑ＆Ａは、初版が平成 12年８月に取りまとめられた後、以下のとおり改訂を行

った。 

 (1) 平成 15年３月改訂 

   平成 15年３月３日に「独立行政法人会計基準の改訂について」が公表されたこ

とに伴う改訂を行った。 

 (2) 平成 16年４月改訂 

   独立行政法人会計基準に関して多数の質問が寄せられたため、共通性が高く追

加することが望ましいと認められる事項について平成 16年４月 30日に改訂を行

った。 

 (3) 平成 17年８月改訂 

   平成 17年６月 29日に「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準の設定及

び独立行政法人会計基準の改訂について」が公表されたことに伴い、平成 17年８

月に再度改訂を行った。 

 (4) 平成 20年２月改訂 

   平成 19 年 11 月 19 日に会社法施行等に伴う「独立行政法人会計基準の改訂」

が行われたことに伴う改訂を行った。 

 (5) 平成 22年４月改訂 

   平成 22年３月 30日に企業会計基準の改正等に伴う「独立行政法人会計基準の

改訂」が行われたことに伴い、平成 21事業年度から適用となる金融商品及び賃貸

等不動産の時価等の注記に関する事項等について改訂を行い、さらに、独立行政

法人通則法の改正に伴う不要財産に係る国庫納付等における会計処理等について

改訂を行った。 

 (6) 平成 22年 11月改訂 

   平成 22 年 10 月 25 日に「独立行政法人会計基準の改訂」が行われたことに伴

い、その会計処理が円滑に行われるよう改訂を行った。 

 (7) 平成 23年６月改訂（平成 23事業年度から適用） 



   平成 23年６月 28日に「独立行政法人会計基準の改訂について」が公表され、

セグメント情報の開示に関する独立行政法人会計基準における考え方が整理され

たことなどに伴い、実務上の取扱いなどについて所要の改訂を行った。また、「固

定資産の減損に係る独立行政法人会計基準の改訂」に伴い改訂を行った。 

 (8) 平成 24年３月改訂 

   平成 23年６月 28日に「独立行政法人会計基準の改訂について」が公表され、

独立行政法人においては、企業会計における会計上の変更及び誤謬の訂正に係る

会計基準を導入することなく、従前の取扱いを継続することとされたことに伴い、

実務上の取扱いなどについて所要の改訂を行った。 

 (9) 平成 27年３月改訂 

   平成 27年１月 27日に「独立行政法人会計基準の改訂について」が公表された。

この改訂は、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12月 24日

閣議決定）及び「独立行政法人通則法の一部を改正する法律」（平成 26年法律第

66号）を踏まえて行われたものであり、セグメント情報の開示の充実や、運営費

交付金の収益化基準は業務達成基準を原則とするとされたことから、実務上の取

扱いなどについて所要の改訂を行った。 

   また、独立行政法人改革で法人分類が設けられたことに伴い、目標や計画も新

設されたことから、全体の表現について修正を行った。 

   なお、会計基準第４３（注解３９）及び第８１（注解６０、注解６１）につい

て経過措置を適用する法人は、それぞれ改訂前のＱ＆ＡのＱ４３とＱ８１を参照

することができる。 

   ただし、改訂後のＱ４３－１については、独立行政法人改革の趣旨を踏まえた

Ｑ＆Ａであり、独立行政法人改革の実効性を高める観点から、経過措置を適用す

る法人であっても改訂後のＱ４３－１を踏まえた対応を行うことが必要である。 

   また、会計基準第８１の経過措置を適用する法人の「運営費交付金債務及び当

期振替額等の明細」については、「旧Ｑ＆Ａ７９－１ １７」で示された様式を参

照する。 

 (10) 平成 28年２月改訂 

   平成 27年１月 27日に公表された「独立行政法人会計基準の改訂について」の

中で、平成 28 事業年度からの適用が容認されている会計基準第８１の適用に関

する実務上の諸課題に対応する観点から、Ｑ＆Ａの所要の改訂を行った。 

   改訂されたＱ＆Ａの適用時期は、「（９）平成 27年３月改訂」と同様とする。な

お、「Ｑ８１－１９ Ａ４」については、平成 27事業年度から適用されることが

求められるが、改正通則法附則第８条により、経過措置が適用される法人につい

ては、経過措置終了まで適用しないことを容認する。これは、目標設定及び評価

に資する情報となる財務情報の有用性をより担保するという会計基準改訂の趣旨

を踏まえたものである。 

 (11) 平成 31年３月改訂 



   平成 29 年９月１日に独立行政法人の財務報告の基礎にある前提や概念につい

て理論的・体系的に整理した「独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」

が公表された。これを踏まえ、平成 30年９月３日に「独立行政法人会計基準の改

訂について」が公表された。 

   会計基準において、行政コスト計算書及び純資産変動計算書の創設、行政サー

ビス実施コスト計算書の廃止、特定の承継資産に係る費用相当額の会計処理の新

設、運営費交付金等による財源措置が明らかにされている賞与又は退職一時金等

に係る引当金及び引当金見返の計上などの改訂がなされた。これらを踏まえ、実

務上の取扱いなどについてＱ＆Ａの所要の改訂を行った。 

   改訂後のＱ＆Ａは、平成 31事業年度から適用する。 

(12) 令和２年６月改訂 

   令和２年３月 26日に「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準

注解』｣が改訂され、連結財務諸表の作成の目的、連結の範囲及び個別財務諸表に

おける関係会社株式の評価方法等の見直しがなされたことや、これまでの実務上

の課題を踏まえ、Ｑ＆Ａの所要の改訂を行った。 

   改訂後のＱ＆Ａは、令和２事業年度から適用する。 

(13) 令和４年３月改訂 

   令和３年９月 21日に公表された「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法

人会計基準注解』｣において、企業会計基準の動向等を踏まえた収益認識、時価の

算定及び会計上の見積りの開示に関する改訂がなされた。これを踏まえ、Ｑ＆Ａ

の所要の改訂を行った。 

   改訂後のＱ＆Ａは、令和３事業年度から適用する。ただし、収益認識に関する

改訂箇所であるＱ９－１、Ｑ４１－１、Ｑ７９－１、Ｑ８０－３（標準的な例）、

Ｑ８０－１０及びＱ８６－１からＱ８６－１０までについては令和５事業年度か

ら、時価の算定に関する改訂箇所であるＱ２７－４、Ｑ２７－５及びＱ８０－６

－２からＱ８０－６－５までについては令和４事業年度から、それぞれ適用する。 

(14) 令和８年３月改訂 

   令和７年９月 29日に「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準

注解」｣が改訂され、損益均衡及びリースに関する会計処理の改訂がなされたこと

を踏まえ、Ｑ＆Ａの所要の改訂を行った。 

   改訂後のＱ＆Ａは、令和８事業年度から適用する。ただし、リースに関する改

訂箇所である、Ｑ３３－１からＱ３３－７まで、Ｑ６２－２、Ｑ７２－２、Ｑ７

３－２、Ｑ７９－１（リースに関する事項に限る）、Ｑ８０－３（リースに関する

事項に限る）、Ｑ８０－７－２（リースに関する事項に限る）、Ｑ８０－１０、Ｑ

８６－１（リースに関する事項に限る）及びＱ１０３－５については、令和１１

事業年度から適用することを原則とし、より早期に適用することも認められるも

のとする。 

 



３ 留意事項 

 (1) 番号等について 

   本Ｑ＆Ａの文中「会計基準」とあるのは独立行政法人会計基準を、「注解」とあ

るのは独立行政法人会計基準注解を、「減損会計基準」とあるのは固定資産の減損

に係る独立行政法人会計基準を指している。また、「Ｑ３０－４」等のＱ番号は、

独立行政法人会計基準の番号である。 

 (2) 目標・計画の表現に関する読替え 

   本Ｑ＆Ａにおける目標及び計画の表現に関し、国立研究開発法人については、

本Ｑ＆Ａ中の「中期目標」とあるのは「中長期目標」と、「中期計画」とあるのは

「中長期計画」と読み替えるものとする。また、行政執行法人については、本Ｑ

＆Ａ中の「中期目標」とあるのは「年度目標」と、「中期計画」とあるのは「事業

計画」と、「年度計画」とあるのは「事業計画」と読み替えるものとする。ただし、

「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』」及び「固定資産

の減損に係る独立行政法人会計基準」の引用等である場合はこの限りではない。 
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｢独立行政法人会計基準｣及び｢独立行 

政法人会計基準注解｣に関するＱ＆Ａ 

第１章 一般原則 

Ｑ０－１ 独立行政法人会計基準、同注解及び本Ｑ＆Ａに詳細な規定がないものの取

扱いについては、原則として一般に公正妥当と認められた企業会計原則に準拠した

会計処理及び表示によることでよいか。 

Ａ 

１ 独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号。以下「通則法」という。）第 37条

では、「独立行政法人の会計は、主務省令で定めるところにより、原則として企業会

計原則によるものとする。」とされており、独立行政法人会計基準は、企業会計原則

に準拠しつつ、公的な性格を有する等の独立行政法人の特性を考慮し、必要な修正

を加えたものである。 

なお、独立行政法人会計基準は、一般的かつ標準的な基準を示すものであり、こ

の基準に定められていない事項については、一般に公正妥当と認められた企業会計

原則に従うこととなる。また、主務省令において個別の独立行政法人の特殊性に基

づく会計処理を定めることを排除するものではないが、その場合には会計基準及び

注解の趣旨に抵触してはならない（「独立行政法人会計基準の改訂について」（令和

３年９月 21 日 独立行政法人評価制度委員会会計基準等部会 財政制度等審議会財

政制度分科会法制・公会計部会）３ 改訂会計基準の性格と取扱い 参照）。 

２ ここでいう企業会計原則とは、昭和 24年７月９日に設定された「企業会計原則」

のほか、「金融商品に関する会計基準」、「退職給付に関する会計基準」等の企業会計

審議会又は企業会計基準委員会で設定された会計基準や、「金融商品会計に関する

実務指針」等の日本公認会計士協会が公表し、その後、企業会計基準委員会へ移管

された指針等が含まれる広い概念である。 

 

Ｑ０－２ 「独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」（平成 29年９月１日 独

立行政法人評価制度委員会会計基準等部会 財政制度等審議会財政制度分科会法

制・公会計部会）が公表されているが、会計基準及び注解との関係はどのように理

解すればよいのか。 

Ａ 

 「独立行政法人の財務報告に関する基本的な指針」（以下「基本的な指針」という。）

は、独立行政法人の財務報告の基礎にある前提や概念を体系化したものである。ま

た、今後の独立行政法人会計基準及び関係通知の改訂等に当たっての基本的な指針
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を提示するものであり、独立行政法人会計基準及び関係通知に定められていない財

務報告上の論点を取り扱う際に参照されるものである。 

  これを受けて平成 30 年９月３日改訂の会計基準及び注解では、財務諸表の役割

及び体系、財務諸表の構成要素など、所要の改訂を行った上で、「独立行政法人会計

基準の改訂について」において、基本的な指針が改訂後の会計基準及び注解の基礎

にある前提や概念を理解する際に参照すべきものであることを示している。 

  したがって、基本的な指針は会計基準及び注解の改訂に当たって参照されるもの

であるが、通則法第 37条に基づく独立行政法人の会計として、直ちに会計処理及び

表示に影響を及ぼすものではない。 

 

Ｑ２－１ 独立行政法人が備えるべき会計帳簿の体系は何か。 

Ａ 

１ 会計基準では、独立行政法人の会計は、正規の簿記の原則に基づいて、その財政

状態及び運営状況に関する全ての取引その他の事象について、複式簿記により体系

的に記録し､正確な会計帳簿を作成しなければならないとされている。 

２ 複式簿記における基本的な会計帳簿の体系例は以下のとおり。 
 

会 計 帳 簿 

      主 要 簿    

     仕訳帳 → 総勘定元帳  → 試算表 → 会計単位の結合など → 財務諸表 

     （会計伝票） 

     補助簿 →  照合 

        
      
 
 

 

３ 上記の基本的な会計帳簿の体系例に関する補足説明は以下のとおり。 

 ① 取引 

   独立行政法人の取引は全て証憑書類に基づいて行われ、証憑書類は、取引の裏

付けとなる証拠書類で、会計記録の正確性、真実性を保証するものである。 

 ② 仕訳帳 

   取引の発生順に仕訳を整理する帳簿であるが、伝票制度の発達に伴い、現在で

は、伝票（入金伝票、出金伝票、振替伝票）がこれに代わっている。なお、決算

整理仕訳も仕訳帳で整理する。 

 ③ 総勘定元帳 

   取引の発生順に仕訳された仕訳帳から、各勘定科目別に整理するために、総勘

定元帳に転記する。そのため、総勘定元帳には各勘定口座が設けられており、仕

取 

引 

現金出納帳 
預金出納帳 
各種収益内訳帳 
資産・負債内訳帳 
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訳をしたときの勘定科目を勘定科目ごとに再集計するために、総勘定元帳の各勘

定口座に転記しその増減及び残高を記録する。 

 ④ 補助簿 

   主要簿（仕訳帳及び総勘定元帳）の記録を補完するために詳細な記録が行われ、

おおむね各勘定科目の内訳帳の役目を果たす。補助簿には、取引内容を詳細に記

録する補助記入帳と特定の勘定ごとに内訳（主として相手先別、品目別などに口

座を設ける。）を記録する補助元帳がある。その他、総勘定元帳の対応勘定との照

合、突合を行い、相互検証を行う目的もある。 

 ⑤ 会計単位の結合など 

   本部・支部会計の結合など複数の会計単位の合算を行うとともに、試算表の勘

定科目から財務諸表の項目への科目の組替えを行う。 

 

Ｑ４－１ 重要性の原則の適用の仕方については、企業会計原則の注解で例示されて

いるような取扱いと同じと考えてよいか。 

Ａ 

  重要性の原則については、会計基準第４及び注解３において、以下のとおり記載

されている。 

 ① 取引その他の事象の金額的側面及び質的側面の両面から重要性を判断すること、 

 ② 重要性の判断は、記録、計算及び表示について行われること、 

 ③ 質的側面の考慮については、独立行政法人の公共的性格に基づく判断も加味し

て行うこと、 

 ④ 重要性の乏しいものについては、本来の方法によらないで他の簡便な方法によ

ることも認められること。 

  設問にあるように、企業会計原則注解においても、重要性の原則が規定されてい

るが、その内容は、主として重要性の乏しいものについて会計処理の観点から、簡

便な取扱いについて具体的な例示が行われているものである。基準においても、上

記④で述べるように、企業会計原則注解と同様、重要性の乏しいものについての簡

便な取扱いを認めており、上記③に該当する場合などの特段の問題がない限り、企

業会計原則注解が例示するような具体的な取扱いが認められる。 

第２章 概念 

Ｑ８－１ 独立行政法人における研究開発費は、企業会計審議会が公表した「研究開

発費等に係る会計基準」に従って処理すべきか。そうだとすると、特定の研究開発

目的のみに使用され、他の目的に使用できない有形固定資産は研究期間が複数年に
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わたる場合でも、取得時に費用処理するのか。 

 （関連項目：第８１ 運営費交付金の会計処理） 

Ａ 

１ 会計基準は、研究開発費の会計処理について基準を設けていないが、会計基準に

定められていない事項については、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

従うこととされているほか、注解７において｢研究開発費等に係る会計基準｣（平成

10年３月 13日 企業会計審議会）を引用していることからも、研究開発費等に係る

会計基準に準拠した会計処理を求めているものと考える。 

２ 研究開発費等に係る会計基準では、研究開発費は、全て発生時に費用として処理

することを原則としており、特定の研究開発目的のみに使用され、他の目的に使用

できない機械装置等は研究期間が複数年にわたる場合でも、取得時に即時償却する

こととなる。なお、受託研究は受託収入を獲得することが確実な活動であり、受託

収入で購入した償却資産については、このような即時償却の会計処理は適用されな

い（Ｑ８－２参照）。 

３ なお、ある特定の研究開発目的に使用された後、他の目的に使用できる場合には、

機械装置等として資産に計上することとなるが、この場合、他の目的に使用できる

場合とは、独立行政法人の他の業務に使用できる場合、他の研究開発目的に使用で

きる場合を含むほか、必ずしも判定の時点において他の目的への使用予定・計画が

明確になっている場合に限ることなく、使用予定が明らかでなくても、汎用性があ

り他の目的に使用することが容易な場合には、当該機械装置等を資産に計上するこ

とが認められる（移管指針第 11号｢研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関す

るＱ＆Ａ｣（最終改正令和６年７月１日 企業会計基準委員会）参照）。 

４ また、｢特定の研究開発目的｣とは、独立行政法人を設立する個別法において｢業務

の範囲｣として規定されているような大きな目的ではなく、｢個々の具体的な研究開

発目的｣を意味している。したがって、長期的な研究プロジェクトの研究テーマＡに

使用する目的で購入した償却資産を同一プロジェクトの研究テーマＢで使用するこ

とが想定されるような場合には、資産に計上することとなる。 

 

Ｑ８－２ ある研究のための研究受託収入で償却資産を購入し、当該資産が他の研究

に使用可能な場合は、どのような会計処理を行うべきか。当初の研究が終了した後

も当該資産について償却を続けなければならないのか。 

Ａ 

１ 設問のような受託研究は受託収入として収益を獲得することが確実な活動である

ため、「研究開発費等に係る会計基準」（平成 10年３月 13日 企業会計審議会）が適

用される研究活動には当たらないものと考えられる。 

２ したがって、受託研究収入によって償却資産を購入した場合には、購入時におい
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て当該資産を使用する予定の期間を耐用年数として償却し費用化することになる。 

 

Ｑ８－２－２ 平成 15年に改訂された独立行政法人会計基準では、「研究開発費等に

係る会計基準」（平成 10年３月 13日 企業会計審議会）を適用することとし、試験

研究に関わる機械装置等の固定資産について、従来の資産計上から原則として費用

処理することになったが、「平成 11年からの中央省庁等改革に伴い国の機関の一部

を切り出して設立された独立行政法人」（以下「先行独立行政法人」と略称）におい

て従来資産計上していたものは一括して償却するのか、それとも新規に取得したも

のから適用するのか。 

Ａ 

  研究開発費等に係る会計基準では、経過措置として当該基準実施前に発生した研

究開発費については、従来採用していた会計処理方法によることを認めている。 

  独立行政法人会計基準における特定の研究開発目的のみに使用される機械装置等

の固定資産の取扱いについても、このような企業会計の考え方に準ずるとともに、

会計処理方法を統一する観点から、平成 15 年改訂時の独立行政法人会計基準が適

用される前に取得したものについては、従来の会計処理を継続適用することとする。

したがって、一括償却は行わない。 

  なお、従来の会計処理を継続適用している場合は、その旨を注記することとする。 

 

Ｑ９－１ 利益の獲得を目的としない独立行政法人の通常の業務活動において発生

した取引を「未収金」「未払金」とせず、「売掛金」「買掛金」という勘定科目を使用

することの理由如何。 

Ａ 

１ 企業会計において、一般に「通常の取引に基づいて発生した営業上の未収金又は

未払金」を「売掛金」「買掛金」という勘定科目で表示している（財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則（昭和 38年大蔵省令第 59号。以下「財務諸表等規

則」という。）第 15条第３号及び第 47条第２号参照）。 

  企業会計でいう「通常の取引」とは、企業の事業目的のための営業活動において

経常的に、又は短期間に循環して発生する取引をいい、必ずしも利益を目的とする

活動であるか否かという点に着目しているわけではない。 

２ そこで、営利を目的としない独立行政法人の会計基準においても同様の規定を置

いたものである。独立行政法人の活動は利益獲得を目的とするものではないが、主

たる事業目的は存在するものであり、この目的に沿った活動によって生じた債権・

債務を、企業会計を通じて理解が定着した勘定科目で表示することについて特段の

問題があるとは考えられず、むしろ有益であると考えたからである。ただし、独立

行政法人においては、「通常の取引」よりは｢通常の業務活動｣という表現が適切と考
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えられることから、そのように表現を修正したものである。 

３ 通常の業務活動には、独立行政法人の経常的な業務活動は全て含まれる。したが

って、経常的な業務活動である限り、当該法人の業務目的に直接関連する活動のみ

ならず、間接的な活動も含まれると解する。 

４ なお、会計基準第９(4)の趣旨は、売掛金とは「顧客との契約から生じた債権そ

の他の独立行政法人の通常の業務活動に基づいて発生した未収金をいう」といって

いるのにすぎないのであって、通常の業務活動において発生した未収金をすべから

く売掛金という勘定科目に整理しなければならないとするものではない。同様に、

会計基準第１５(6)の趣旨は、買掛金とは「独立行政法人の通常の業務活動に基づ

いて発生した未払金をいう」といっているのにすぎないのであって、通常の業務活

動において発生した未払金をすべからく買掛金という勘定科目に整理しなければな

らないとするものではない。企業会計の実務においても、通常の取引に基づいて発

生した営業上の未収金や未払金について、「××未収金」「××未払金」などとい

う勘定科目に置き換えて表示されることも広く行われるなど、弾力的な取扱いが認

められているところである。独立行政法人の会計として、売掛金ないしは買掛金と

いう勘定科目では表現が余り適切ではないと判断される場合には、企業会計と同様

に、弾力的な取扱いも認められると考える。 

 

Ｑ９－２ 独立行政法人がその出先機関に一定期間（１か月）の資金をあらかじめ交

付する場合、「流動資産」の勘定科目「前渡金」として整理し、精算報告をもって該

当勘定科目に振り替えることになるのか。 

Ａ 

  「前渡金」は、飽くまでも外部の取引者に対し支払った原材料、商品等の購入の

ための前渡代金等を表す勘定科目であり、設問のようなケースにおいては、財務諸

表上「現金及び預金」として表示される。 

（参考） 

  なお、期中に、出先機関など自己の組織内の会計単位への資金移動を行う場合は、

通常「前渡金」という勘定科目を使用せず、出先機関の会計組織によるが、「小口預

金」（日常頻繁に生ずる小口経費の支払のために一般現金から区分された現金の出

納を処理する勘定）とするか、出先機関を支店と捉え、支店に対しての現金預金の

振替とみて、支店会計の「現金及び預金」とすることが通例である。 

 

Ｑ９－３ 注解９の経過勘定項目については、決算整理時のみ使用する勘定科目と

いうことになるのか。 

Ａ 

  発生主義会計においては、これらの経過勘定項目も本来は発生時にこれらの科目
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により処理されるのが原則であって、その使用を決算整理時のみに限定するもので

はない。 

  なお、月次決算あるいは年度決算において初めてこれらの科目を用いることも、

実務上簡便的な用法として認められる。 

 

Ｑ１０－１ 独立行政法人の貸借対照表における固定資産の計上基準は何万円以上

か。 

（関連項目：第４ 重要性の原則） 

Ａ 

１ 独立行政法人においては、その業務目的を達成するために所有し、かつ、加工又

は販売を予定しない財貨で、耐用年数が１年以上の財貨は固定資産に計上すること

になる（注解８第５項参照）。 

  ただし、償却資産のうち、この条件を満たすものであっても、１個又は１組の金

額が一定金額以下で、重要性の乏しいものについては、貸借対照表の固定資産には

計上せず、消耗品費等その性格を表す適切な費用科目を付して損益計算書に計上す

ることも認められる（会計基準第４参照）。 

２ 貸借対照表上の固定資産に計上するか損益計算書において適切な費用科目で処理

するかの判断は、本来は、独立行政法人の業務の性格や当該資産の利用状況及び管

理状況等により法人ごとに判断するべきであるが、独立行政法人移行前の組織であ

る国又は特殊法人等での当該資産についての物品管理の状況等も参考にしながら、

特段の事由のない場合の判断基準として、１個又は１組の金額について、法人が取

得したときの価額が 50 万円未満の償却資産については重要性の乏しいものとして

貸借対照表に計上しないとする取扱いが考えられる。 

３ なお、出資対象資産の中に 50万円未満の償却資産がある場合には、当該資産は貸

借対照表に計上されることに留意しなければならない。 

  また、非償却資産については、金額にかかわらず固定資産に計上することとする。 

 

Ｑ１０－２ 耐用年数が１年未満かつ取得時の価額が固定資産の計上基準（例えば 50

万円）以上のものの扱いはどうなるのか。 

Ａ 

  会計基準においては、「独立行政法人がその業務目的を達成するために所有し、か

つ、その加工又は販売を予定しない財貨は、固定資産に属するものとする。」「なお、

固定資産のうち残存耐用年数が一年以下となったものも流動資産とせず固定資産に

含ませ……」（注解８第５項及び第６項参照）と規定されており、独立行政法人が、

その業務目的の達成のために所有し、かつ、その加工又は販売を予定しない財貨を

購入した場合は、固定資産とするが、耐用年数が１年未満のものを購入した場合は、
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当該資産にもともと固定性がなく金額の大小にかかわらず消耗品費等として取得時

に費用として処理することとなる。 

 

Ｑ１１－１ 備蓄資産は特殊な資産であることから、注解１０において有形固定資産

に属することとされている。そのように特殊な資産であることから、備蓄資産を市

場に放出したときに生じる収益についても損益計算に含めないとしてよいか。 

Ａ 

１ 会計基準は、独立行政法人に共通に適用される一般的かつ標準的な基準を示すも

のであり、この基準に定められていない事項については一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に従うことになる。また、会計基準は、独立行政法人の特性等か

ら企業会計原則と異なる会計処理が必要な取引その他の事象については、「第１２

章 独立行政法人固有の会計処理」に他の会計処理とは区分して定めている。 

２ 備蓄資産については、注解１０で、有形固定資産に属する旨定めているが、市場

放出した場合の会計処理について、固有の会計処理は定められていないため、備蓄

資産の市場放出による収益は、通常の有形固定資産の売却の会計処理と同様に損益

計算上の収益として処理することとなる。 

 

Ｑ１６－１ 償却資産を無償取得した場合の会計処理として、貸方項目に資産に係る

繰延収益を計上することになるのか。 

 （関連項目：第２６ 無償取得資産の評価、第８１ 運営費交付金の会計処理、第８

３ 補助金等の会計処理、第８５ 寄附金の会計処理） 

Ａ 

  償却資産を無償で取得した場合の扱いについては、以下のとおり、寄附金や運営

費交付金によって、資産を取得した場合の扱いに準じて考えることができる。 

 ① 政府から譲与を受けた場合 

   政府からの譲与については、運営費交付金で償却資産を購入した場合と同様に

考えられることから、会計基準第８１第６項(1)イと同じ取扱いとする。すなわち、

負債項目である資産に係る繰延収益を計上し、毎事業年度、減価償却に相当する

金額を取り崩して収益に振り替えることが適当である。 

 ② 政府以外の者から贈与された場合 

   政府以外の者から贈与された場合は、寄附金により償却資産を購入した場合と

同様に考えられることから、会計基準第８５第２項(2)及び第３項と同じ取扱い

とする。すなわち、その寄附財産について、寄附者がその使途を特定した場合又

は独立行政法人が使用に先立ってあらかじめ計画的に使途を特定した場合におい

ては、負債項目である資産に係る繰延収益を計上し、毎事業年度、減価償却に相

当する金額を取り崩して収益に振り替えることが適当である。また、客観的に寄
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附財産の属性や独立行政法人の業務目的等を総合的に判断すると当該財産を換金

し、無目的の寄附金として管理せざるを得ない場合など、寄附者若しくは独立行

政法人のいずれにおいてもあらかじめ使途が特定したと認められない場合には、

取得資産の時価に相当する額を受贈益として計上することが適当である。 

 

Ｑ１６－２ 会計基準第１６では、資産に係る繰延収益（中期計画等の想定の範囲内

で、運営費交付金により、又は国若しくは地方公共団体からの補助金等により補助

金等の交付の目的に従い、若しくは寄附金により寄附者の意図に従い若しくは独立

行政法人があらかじめ特定した使途に従い償却資産、前払年金費用を計上した場合

に計上される負債をいう。）が固定負債に属するとされているが、ここでいう「特定

した使途」とは、具体的にどのようなことを考えているのか。独立行政法人の業務

の用途に供することでよいのか。  

 （関連項目：第１４ 負債の定義、第８５ 寄附金の会計処理） 

Ａ 

１ 寄附金は、寄附者が独立行政法人の業務の実施を財政的に支援する目的で出えん

するものであって、その本来的な性格は、独立行政法人にとって直ちに会計的な意

味での負債に該当するものとはいえない。したがって、法人が寄附金を受領した時

点で預り寄附金として負債に計上するためには、会計基準が規定する負債の定義に

合致することが必要であって、受領した寄附金の全てについて預り寄附金として負

債計上できるとするものではない。負債の定義に合致せず、かつ、資本剰余金に計

上すべき出えん金にも該当しない場合には、企業会計の慣行に立ち返り、受領時点

で寄附金相当額を収益に計上することになる。 

２ 会計基準第１４第１項では、「独立行政法人の負債とは、過去の事象の結果として

独立行政法人に生じている現在の義務であり、その履行により独立行政法人のサー

ビス提供能力の低下又は経済的便益を減少させるもの」と規定している。独立行政

法人の会計において負債に計上するには、その前提として、当該寄附金の受領が独

立行政法人に何らかの義務をその時点において生じさせていることが必要である。 

３ このような観点から、会計基準では、（ｱ）寄附者がその使途を特定した場合及び

（ｲ）寄附者が特定していなくとも独立行政法人が使用に先立ってあらかじめ計画

的に使途を特定した場合において、寄附金を受領した時点では預り寄附金として負

債に計上すると規定したところである（会計基準第８５参照）。（なお、設問の資産

に係る繰延収益とは、この預り寄附金を負債に計上し得る場合で、かつ、当該寄附

金を財源として、会計基準第８５第２項(2)に沿った会計処理が行われる場合にお

いて発生する別の負債項目である。） 

４ 使途の特定の程度については、この趣旨に従い、独立行政法人において寄附金を

何らかの特定の事業のために計画的に充てなければならない責務が生じていると判
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断できる程度、すなわち、法人に対して当該寄附金の使用状況について管理責任が

問える程度に特定されていることが必要である。 

５ 具体的には、独立行政法人の業務に使用するといった漠とした程度では不十分で

あり、当該法人の業務に関連した用途の種類、使用金額､使用時期などが明確になっ

ていることが必要と考える。 

６ 特定の方法については、典型的には、中期計画等において定めることを想定して

いるが、中期計画等において特定することが客観的に難しいと判断される場合には、

寄附金受領後使用するまでに当該寄附金の使途を定めた事実が事後的に検証可能な

事例においても、中期計画等において特定した場合に準じた取扱いも認められるも

のとする。 

 

Ｑ１７－１ 

(1) 独立行政法人においては、退職給付引当金及び賞与引当金以外で、どのような引

当金が想定されているのか。 

(2) 翌年度以降において多額の損失が想定される場合において、当年度においてあ

らかじめ引当金を計上することは適当か。引当金の計上が認められるとき、その引

当金を中期計画終了時に次期繰越しとして整理することは適当か。 

(3) 独立行政法人会計基準に記載のない引当金を計上することは可能か。 

Ａ 

１ 独立行政法人会計基準では、役員退職慰労引当金、貸倒引当金、保証債務損失引

当金などが想定されている。いずれの場合においても、独立行政法人会計における

引当金の計上の在り方については、会計基準第１７第１項の要件に照らして判断す

ることになる。なお、賞与引当金については、各独立行政法人の賞与支給規定等の

内容によるが、会計基準第１７第１項に該当する場合には、引当金の計上が必要で

ある。 

２ 翌年度以降において多額の損失が想定されるだけでは、この引当金の要件に該当

しない。また、中期計画終了時においても会計基準第１７第１項の要件に該当する

のであれば引き続き引当金を計上することとなる。 

３ 会計基準及び注解は、一般的かつ標準的な会計基準を示すものであり、独立行政

法人は他に合理的な理由がない限り会計基準及び注解の定めるところに従わなけれ

ばならないが、そこに定められていない事項については、一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に従うこととなる。 

 

Ｑ１７－２ 

(1) 会計基準第１７第１項の要件に該当する場合、財源措置の有無にかかわらず引

当金を計上することになるのか。 
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(2) 会計基準第１７第２項に基づいて計上される引当金見返は、会計上どのような

意味を有するのか。運営費交付金の未収計上は認められないとされていること（Ｑ

８１－２）や未収財源措置予定額（会計基準第８４）との関係如何。 

(3) 会計基準第１７第２項における「客観的に財源が措置されていると明らかに見

込まれる」とはどのような場合か。 

(4) 会計基準第８８の賞与引当金見返及び第８９の退職給付引当金見返以外に、会

計基準第１７第２項の引当金見返を計上することは可能か。 

(5) 補助金など、運営費交付金以外の財源によって「客観的に財源が措置されている

ことが明らかに見込まれる」場合にも引当金見返を計上することになるのか。 

Ａ 

１ 会計基準第１７第１項の要件に該当する場合、財源措置の有無にかかわらず引当

金を計上することになる。これにより、過去の事象の結果として独立行政法人に生

じている現在の義務が貸借対照表に表されることになる。 

２ 国から交付される運営費交付金について未収計上が認められないのはＱ８１－２

のとおりである。しかしながら、事後に財源措置が行われることが法令の規定によ

り定められている場合など、ごく限られた場合のみ、未収財源措置予定額の計上が

認められている（会計基準第８４参照）。その意味で、未収財源措置予定額は、未収

金に類似した性質を有するものの、確定債権ではない。 

  一方で、会計基準第１７第２項に基づいて計上される引当金見返は、法令等、中

期計画等又は年度計画に照らして客観的に財源が措置されていると明らかに見込ま

れる、引当金に見合う将来の収入について計上されるものであり、会計基準第８４

に該当しないものは、未収財源措置予定額として計上することはできない。引当金

見返は、基本的な指針に明示されているとおり、独立行政法人の特性から生じる固

有の取引に基づいて計上される資産にすぎない。 

３ 会計基準第１７第２項の規定より、中期計画等及び年度計画において、将来の支

出に充てるべき財源措置が運営費交付金によって行われることが明らかにされてい

る場合に計上することになる。この場合、中期計画等において「運営費交付金で措

置する」という記述のみで判断するのではなく、「客観的に財源が措置されていると

明らかに見込まれる」かどうかを、具体的な財源措置の手法に即して総合的に判断

する必要がある。例えば、中期計画等に記載される「予算」や「収支計画」におい

て将来の支出に対する財源措置が明示されている場合や、当該法人に対する過去の

財源措置の実績から将来の財源措置が行われる蓋然性が高いと推定することが可能

である場合などは、「客観的に財源が措置されていると明らかに見込まれる」場合の

一つと考えられる。なお、予定していた財源措置が実際に行われないなどの事実が

生じた場合には、計上していた引当金見返を取り崩すなどの会計処理が必要になる。 

４ 引当金見返は賞与引当金見返及び退職給付引当金見返に限られるものではなく、
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会計基準第１７第２項の要件に合致する限り、計上することになる。 

５ 引当金見返の計上は、運営費交付金による財源措置のみに限られるわけではない。

財源措置の客観性・確実性を念頭に具体的な財源措置の手法に即して総合的に判断

した結果、補助金など、運営費交付金以外の財源についても引当金見返を計上する

ことは想定される。 

 

Ｑ１７－３ 平成 30年９月３日の会計基準の改訂により、法令等、中期計画等又は年

度計画に照らして客観的に財源が措置されていると明らかに見込まれる場合にも

引当金を計上し、これに見合う将来の収入については引当金見返を計上することと

されたが、平成 30 事業年度以前に発生していると考えられる部分についてはどの

ように処理を行えばよいか。 

Ａ 

  平成 30年９月３日の会計基準の改訂は平成 31事業年度から適用されるため、当

改訂に基づく、運営費交付金により財源措置がなされていることが明らかな賞与及

び退職一時金等に係る引当金の計上は、平成 31事業年度の期首に行う必要がある。

当該金額に係る引当金の繰入れは臨時損失に、引当金見返に係る収益は臨時利益に

計上し、この金額に重要性がある場合には、行政コスト計算書及び損益計算書にそ

の内容を注記することとする。 

 ＜例示＞ 

  平成 30 事業年度以前に発生した、財源措置が運営費交付金により行われるこ

とが中期計画で明らかにされている○○に係る引当金は平成 31 年４月１日時点

で 50である。 

引当金の計上 

会計基準改訂に伴う 

○○引当金繰入 

50  ○○引当金 50 

引当金見返の計上 

○○引当金見返 50  ○○引当金見返に係る収益 50 

注記 

（行政コスト計算書関係） 

臨時損失のうち、50 は会計基準改訂に伴う○○引当金繰入であり、平成

30事業年度以前の発生分であります。 

（損益計算書関係） 

臨時損失に計上した会計基準改訂に伴う○○引当金繰入 50は、平成 30事

業年度以前の発生分であります。 
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臨時利益に計上した○○引当金見返に係る収益 50は、会計基準改訂に伴

い期首に計上した○○引当金見返に係る収益であります。 

 

Ｑ１７－４ 会計基準第８１第７項において、引当金の取崩し時に引当金見返とそれ

に見合う運営費交付金債務を相殺するものとされているが、例えば、退職手当の支

給基準の改訂等により引当金が減額された場合など、引当時に想定した当初の目的

外での引当金の取崩しや減額が行われた場合は引当金見返についてどのように処

理を行えばよいか。 

Ａ 

  引当時に想定した当初の目的外での引当金の取崩しや減額が行われた場合、当該

引当金に見合う将来の収入である引当金見返についても減額を行う必要がある。当

該引当金見返の減額は、引当金見返に係る収益をマイナス金額で処理することとす

る。 

 

Ｑ１９－１ 

(1) 注解１２第２項(1)にいう「｢第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理｣

を行うこととされた償却資産を取得した場合」とは、国有財産による現物出資財産

及び施設費による償却資産を取得した場合が該当する場合と思われるが、現物出資

財産の場合は資本金が計上されることとなるため、結局、注解１２第２項(1)に該当

して資本剰余金が計上される場合とは、施設費による償却資産（会計基準第８２ 施

設費の会計処理）を取得した場合となると考えられる。そうであるならば、注解１

２第２項(1)で「施設費により非償却資産」と規定し、施設費により手当てされる事

例を非償却資産に限定したのは何故か。 

(2) 施設費による償却資産で、「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」に

該当しないことがあるのか。 

(3) 注解１２第２項(3)の「固定資産」とは、非償却資産及び償却資産の全てが該当

することとなるのか。 

(4) 注解１２第２項(5)は、無償取得資産の非償却資産を取得した場合も、該当する

ものと考えてよいのか。 

(5) 中期計画に定める「剰余金の使途である目的積立金」で「機械・装置」等の償却

資産を購入した場合も同様の取扱いとなるのか。（目的積立金で取得した「機械・装

置」の減価償却額が損益計算書に反映されないこととなる。）運営費交付金で「機械・

装置」などの償却資産を購入した場合は、その金額を別の負債項目である「繰延運

営費交付金（資産）」に振り替えて減価償却額を取り崩すこととなっているが、それ

と矛盾することにならないか。それとも目的積立金では、「機械・装置」などの固定

資産は購入できないのか。 
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（関連項目：第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理、第８２ 施設費の会

計処理） 

Ａ 

１ 独立行政法人が固定資産（非償却資産及び償却資産を包含する概念）を取得した

場合において、拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、独立行政法人の会計上

の財産的基礎を構成すると認められる場合には、相当額を資本剰余金として計上す

ることとしている（注解１２第１項）。 

２ 注解１２第２項(1)は、国からの施設費を財源とする事例において、資本剰余金を

計上するのは、非償却資産又は会計基準第８７第１項の適用される償却資産を取得

した場合とすることを規定するものである。したがって、この注解１２第２項(1)の

文言の「国からの施設費により」は、「非償却資産」のみならず、「「第８７ 特定の

資産に係る費用相当額の会計処理」を行うとされた償却資産」にも係ると解釈すべ

きである。 

３ 施設費を財源とする償却資産については、通常、会計基準第８７第１項に従って

減価償却の処理を行うことが想定されるが、理論上は、会計基準第８７第１項の特

定がされないこともあり得る。 

４ 中期計画において機械・装置を剰余金の使途として定めれば、目的積立金を財源

に当該機械・装置を購入することは可能である。 

５ このような考え方を基本にして、独立行政法人による固定資産の取得と財源別の

貸方科目との関係を整理すると、以下の表のようになる。 

取得財源 
貸方科目 

非償却資産の場合 償却資産の場合 

出資 

（現物出資も含む。） 
資本金 資本金 

施設費 資本剰余金 
資本剰余金 

(会計基準第８７第１項適用の場合) 

目的積立金 資本剰余金 資本剰余金 

運営費交付金 
資本剰余金 

（中期計画の想定の範囲内） 
資産に係る繰延収益 

補助金等 資本剰余金 資産に係る繰延収益 

国からの譲与 資本剰余金 資産に係る繰延収益 

使途特定寄附金 
資本剰余金 

（中期計画の想定の範囲内） 
資産に係る繰延収益 

使途不特定寄附金 受入時に収益（受贈益）計上 

使途特定寄附財産 資本剰余金 資産に係る繰延収益 

使途不特定寄附財産 受入時に収益（受贈益）計上 

自己収入 受入時に収益計上 
 

６ 運営費交付金で償却資産を購入した場合と目的積立金で償却資産を購入した場合
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の貸方の整理が異なるのは、前者においては、当該資産を購入するかどうかは法人

の裁量に委ねられているのに対して、後者においては、中期計画に定める剰余金の

使途についての主務大臣の認可（通則法第 30条、第 35条の５及び第 35条の 10）

を経ており、拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案した結果差異が認められるた

めであり、後者の場合は独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成すると考えるた

めである。 

 

Ｑ１９－２ 注解１３第２項に「出えんを募った際の条件に基づき出えん者に払い戻

す場合（中略）を除き、取り崩すことはできない」旨が明記されているが、払い戻

すことが予定されている場合は、負債に計上すべきではないのか。 

（関連項目：第８５ 寄附金の会計処理） 

Ａ 

１ 注解１３は、民間出えん金について記述しており、当該出えん金が独立行政法人

の財産的基礎に充てられる場合であって、中期計画等に従って出えんを募った場合

には、資本剰余金として計上することを明らかにした規定である。 

２ 出えん金とは、寄附金であり、本来的には出えん者に払い戻すことは予定されな

いが、運用ファンドや債務保証ファンド等に充てることを明らかにして出えんを募

る（又はそのような民間出えん金を特殊法人等から承継する）場合が想定され、そ

の実態が資本金と同様に独立行政法人の会計上の財産的基礎と認められるため、資

本剰余金に計上することとしているものである。 

３ 注解１３第２項の記述は、このような寄附金としての民間出えん金について、出

えん金が充てられる事業が廃止された場合において、出えん金に残余がある場合に

は、出えん金の額を限度として払い戻す場合を想定した規定であり、会社が解散し

た場合に残余財産を株主に払い戻すことと同様であるので、負債性が認められる約

束ではない。なお、将来、出えん金額を返還する旨の約束がある場合は、そもそも

預り金であり、寄附金である出えん金には該当しないことになる。 

 

Ｑ２０－１ 

(1) 行政コストと従来の行政サービス実施コストとの違いは何か。また、行政サービ

ス実施コストの廃止に伴い、今後は国民の負担に帰せられるコストを財務諸表に表

示しないこととなるのか。 

(2) 行政コストは、費用とその他行政コストに分類されるが、為替差損益のように同

一の経済事象により収益と費用の両面が生じ得るものであって、両者の差額が収益

になる取引も存在する。このような取引は行政コストに含まれないのか。 

(3) 注解１５第２項では、その他行政コストに以下の取引を含むこととしている。 

① 独立行政法人の会計上の財産的基礎が減少する取引に関連する、「第８７ 特
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定の資産に係る費用相当額の会計処理」を行うこととされた償却資産及び非

償却資産の売却、交換又は除却等に直接起因する資産又は負債の増減額（又は

両者の組合せ）（注解１５第２項（5）） 

② 「第９９ 不要財産に係る国庫納付等に伴う譲渡取引に係る会計処理」を行う

ことによる資本剰余金の減額又は増額（注解１５第２項（6）） 

会計基準第２０における行政コストの定義に従えば、これらの取引のうち資産

の増額、負債の減額及び資本剰余金の増額に相当する金額については、その他行政

コストに含まれることとなるのか。 

(4) 業務運営の財源の大部分を交換取引の対価収入が占める独立行政法人では、行

政コスト計算書における行政コストと、損益計算書における費用とが同額となるこ

とも想定されるが、このような場合であっても両計算書を別々に作成する必要があ

るのか。 

(5) 評価・換算差額等はその他行政コストに含まれないのか。 

Ａ 

１ 行政コストとは、サービスの提供、財貨の引渡又は生産その他の独立行政法人の

業務に関連し、資産の減少又は負債の増加をもたらすものであり、独立行政法人の

拠出者への返還により生じる会計上の財産的基礎が減少する取引を除いたものをい

う（会計基準第２０第１項）。一方、従来の行政サービス実施コストは、独立行政法

人の業務運営に関して、国民の負担に帰せられるコストと定義されていた。 

これらの違いは、行政コストがアウトプットを産み出すために使用したフルコス

トの性格を有するものであり、機会費用を含まないのに対し、従来の行政サービス

実施コストは国民の負担に帰せられるコストであり、機会費用を含むものの自己収

入等が控除される点である。 

なお、国民の負担に帰せられるコストは、会計基準第６２第１項に基づき行政コ

スト計算書に注記しなければならない。 

２ 行政コスト計算書には損益計算書上に表示される費用を計上する。為替差損益の

ように同一の会計年度内において収益と費用の両者が生じるものについては、両者

の差額が費用となる場合にのみ行政コストに含めることとする。 

３ その他行政コストとは、行政コストに含まれるものであって、独立行政法人の会

計上の財産的基礎が減少する取引に相当するものであるが、独立行政法人の拠出者

への返還により生じる会計上の財産的基礎が減少する取引には相当しないものをい

う（注解１５第１項）。 

このため、注解１５第２項(5)及び(6)における資産の増額、負債の減額及び資本

剰余金の増額に相当する金額については行政コストに含まれないとも考えられるが、

行政コスト計算書の構成要素の整理上、費用と収益のような、行政コストの反対に

位置する概念は定めていないことから、その他行政コストのマイナスとして除売却
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差額相当額に含めて計上することとした。 

また、「第９９ 不要財産に係る国庫納付等に伴う譲渡取引に係る会計処理」を行

うことによる資本剰余金の減額又は増額には、資本剰余金（施設費）の減少や資本

剰余金（国庫納付差額）、資本剰余金（減資差益）も含まれるようにも考えられるが、

その他行政コストは「独立行政法人の拠出者への返還により生じる会計上の財産的

基礎が減少する取引には相当しないもの」とされていることから、これらの資本剰

余金の減額又は増額は含めないこととした。 

４ 基本的な指針では、「業務運営の財源の大部分を交換取引の対価収入が占める独

立行政法人」について、財源構造の違いを踏まえた概念の修正を一部行うものの、

独立行政法人の特性のほとんどは変わりないことから、「業務運営の財源の大部分

を国からの運営費交付金が占める独立行政法人」を基礎とした財務諸表の役割及び

体系、その背後にある会計観を踏まえた財務諸表の構成要素の整理を妨げるもので

はないと整理された。 

よって、行政コスト計算書における行政コストと、損益計算書における費用とが

同額となった場合であっても両計算書は別々に作成する必要がある。 

５ 評価・換算差額等は、その他有価証券評価差額金や繰延ヘッジ損益などの資産又

は負債に係る評価差額等を純資産の部に直接計上するための区分であり、独立行政

法人においては例外的に生じるものである。この評価・換算差額等は注解１５第１

項におけるその他行政コストの定義のうち、独立行政法人の会計上の財産的基礎が

減少する取引には相当しないため、その他行政コストに含まれないこととなる。 

 

Ｑ２０－２ 

(1) 注解１５第２項に示されている「その他行政コストに含まれる取引」である「減

価償却相当額」と第５７第２項に示されている「その他行政コストに含まれる取引

の累計額」である「減価償却相当累計額」の関係はどのように理解すればよいのか。 

(2) 「その他行政コストに含まれる取引」である「除売却差額相当額」の会計処理に

当たっては、過年度に計上した「減価償却相当累計額」をどのように取り扱うのか。 

Ａ 

１ 貸借対照表において資本剰余金を控除する形で計上される「その他行政コスト累

計額」は、前事業年度末における「その他行政コスト累計額」に、当事業年度中に生

じた「その他行政コスト」の増減額を加えて計算される。 

２ 例えば、注解第１５第２項(1)の「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処

理」を行うこととされた特定の償却資産の減価償却に相当する額については、「減価

償却相当額」として行政コスト計算書の「その他行政コスト」に計上する。また、そ

れと同時に「減価償却相当累計額」として貸借対照表の「その他行政コスト累計額」

に計上して、会計基準第８７第１項のとおり資本剰余金を減額することとなる。 
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３ 特定の償却資産の減価償却取引については、費用として扱うべきでない資源消費

額であると同時に、会計上の財産的基礎の価値減少額を表す（基本的な指針参照）

という借方の二つの側面と、資産の価値の減少額という貸方の側面を加えた、三つ

の側面を一つの仕訳で表す必要がある。このため、「その他行政コスト」である「減

価償却相当額」と「その他行政コスト累計額」である「減価償却相当累計額」の両科

目が、借方に同時に発生することとなる。 

また、損益計算書上の費用と「その他行政コスト」で構成される独立行政法人の

行政コストは、独立行政法人がアウトプットを産み出すために使用したフルコスト

の性格を有するとともに、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられ

るコストの算定基礎を示す指標としての性格を有する（注解１４参照）ため、国民

から見た情報の重要度は極めて高いものと考えられる。 

本Ｑ＆Ａにおける「その他行政コスト」の計上に係る仕訳例においては、上記の

考え方に基づき、「その他行政コスト」及び「その他行政コスト累計額」が同時に計

上されることを明確にすること及び行政コストの重要性の観点から、「減価償却相

当累計額（減価償却相当額）」といった形式で、「その他行政コスト累計額」に係る

勘定科目の後に「その他行政コスト」に係る勘定科目を括弧書きで記載することと

する。 

４ 企業会計においては、有形固定資産の処分時の会計処理は全て損益計算の範疇と

なる。他方、独立行政法人においては、固定資産を取得した際、拠出者の意図や取

得資産の内容等を勘案し、独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成すると認めら

れる場合には、相当額を資本剰余金として計上することとなる。そのため、施設費

を財源にして取得した特定の償却資産を除却した場合、除却損相当額はその他行政

コストとして行政コストを構成することになる。（Ｑ３１－５の回答参照） 

５ 以下、施設費を財源として取得した特定の償却資産に係る「除売却差額相当額」

及び「減価償却相当累計額」に係る会計処理の具体例を示す。 

前提条件 

○ X1年４月１日（X1事業年度期首）に施設費を財源として建物 1,000を取得した。 

○ 当該資産は減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして、取得時ま

でに特定されている。 

○ 耐用年数５年、残存価額ゼロ、定額法にて減価償却を実施する。 

○ X3 年３月 31 日（X2 事業年度期末）に中期計画等及び年度計画で想定した業務

運営を行ったにもかかわらず減損が発生した。 

○ 上記に係る減損額は 500とする。  

○ X3年４月１日（X3事業年度期首）に当該資産を処分（除却）した。 

 

① X1事業年度 
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(1) X1年４月１日 

資産の取得及び預り施設費の資本剰余金への振替 

建物 1,000  現金預金 1,000 

預り施設費 1,000 資本剰余金 1,000 

 

(2) X2年３月31日 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）

(*1) 

200  減価償却累計額 200 

(*1) 建物の減価償却費1,000／５年＝200 

 

② X2事業年度 

(1) X3年３月31日 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）

（*2) 

200  減価償却累計額 200 

(*2) 建物の減価償却費 1,000／５年＝200 

減損損失 

減損損失相当累計額 

（減損損失相当額） 

500  減損損失累計額 500 

 

③ X3事業年度 

(1) X3年４月１日 

資産の除却 

特定の償却資産（会計基準第８７第１項の適用がある場合）について、過去

に減価償却相当累計額及び減損損失相当累計額を計上している固定資産を処

分（除却及び売却）した場合、当該資産は既に存在しないこととなるため、減

価償却相当累計額及び減損損失相当累計額を貸借対照表に継続して計上する

ことは適切ではない。したがって、減価償却相当累計額及び減損損失相当累計

額は、当該資産の処分（除却及び売却）時において、相当額を除売却差額相当

累計額に振り替える必要がある。 

なお、当該振替（下段の仕訳）においては、その他行政コストである減価償

却相当額、減損損失相当額及び除売却差額相当額は計上されないことに留意が

必要である。 
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減価償却累計額 

減損損失累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

400 

500 

100 

 

 建物 

 

 

 

1,000 

 

 

 
 

除売却差額相当累計額(*3) 900  減価償却相当累計額 

減損損失相当累計額 

400 

500 

(*3) 過年度の減価償却相当累計額 400＋過年度の減損損失相当累計額 500＝900 

 

Ｑ２１－１ 資本的支出と修繕費とを区別する際の基本的な考え方としては、資産価

値を高めるものを資本的支出とすることとなると考えられるが、より実務的な基準

として、例えば次のようなものを独自に定めてよいか。 

 ① 金額的な区分基準として、資産計上の重要性の基準（例えば 50万円以上）と同

一の基準を用いる。 

 ② 短い周期で行われる修繕（例えば、法人税法に定める３年以内の周期の修繕）

や法人税法上の形式基準による修繕（60 万円未満又は取得価額の 10％以下の修

繕）を修繕費とする。 

Ａ 

１ 固定資産の取得後に行う改良又は修繕に係る支出については、資産価値を高めた

り、耐用年数を延長させたりする支出と、通常の維持管理又は原状回復のための支

出があり、前者は資本的支出として処理し、後者は修繕費として処理することとな

る。しかしながら、実務上の取扱いにおいては、これらが混在し、明確に区分でき

ない場合がある。 

２ これらについては法人税法基本通達において、「少額又は周期の短い費用の損金

算入（基本通達７－８－３）」や「形式基準による修繕費の判定（基本通達７－８－

４）」「資本的支出と修繕費の区分の特例（基本通達７－８－５）」が定められており、

企業会計の実務としてはこれらの基本通達に沿った処理が行われているところであ

る。独立行政法人においても、これらの処理について企業会計と基本的には同様に

考えられるところから、法人税法基本通達の趣旨に従って判断することも差し支え

ないといえる。 

３ また、固定資産計上の重要性の基準を参考にして判断することも差し支えないと

いえる。 

 

Ｑ２３－１ 

(1) なぜ独立行政法人の利益の定義に、費用に対応する積立金の取崩額を含めて規

定したのか。 
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(2) 費用に対応する積立金の取崩額とは、具体的にどのような積立金の取崩額を想

定しているのか。また、損益計算書上の当期純利益及び当期総利益との関係はどの

ように整理されるのか。 

Ａ 

１ 費用に対応する積立金の取崩額を利益に含めない場合、目的使用に対応して生じ

た費用のみが損益計算に反映されることによって、利益が「インセンティブを与え

る仕組みに基づく独立行政法人の経営努力を反映する利益情報」を提供することの

妨げとなってしまうためである（基本的な指針参照）。 

２ 損益計算書上、当期総利益の算定に当たっては、通則法の取扱いを踏まえた目的

積立金取崩額のみならず、個別法の取扱いも踏まえた前中期目標等期間繰越積立金

取崩額等も含まれる。ただし、通則法第 44条第１項に基づく積立金については利益

処分又は国庫納付時に取り崩されることから、費用に対応する積立金の取崩額には

含まれない。 

また、会計基準第２３にて定義されている利益は損益計算書上の当期総利益に相

当し、当該利益の定義のうち「費用と収益との差額」が当期純利益に相当する。 

 

Ｑ２４－１ 「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」（平成 10 年３月 13 日 

企業会計審議会）において、連結キャッシュ・フロー計算書が対象とする資金の範

囲を現金（手元現金及び要求払預金）及び現金同等物と定めているが、独立行政法

人のキャッシュ・フロー計算書が対象とする資金の範囲に、現金同等物は含まれな

いと解してよいか。 

Ａ 

会計基準第２４に定めるとおり、独立行政法人のキャッシュ・フロー計算書が対

象とする資金の範囲は、手元現金及び要求払預金であり、現金同等物は含まれない。 

第３章 認識及び測定 

Ｑ２６－１ 

(1) 国から物品の譲与を受けた場合、これを受ける科目は何か。独立行政法人が譲与

で受け入れた「機械・装置」「工具、器具及び備品（耐用年数１年以上のもの）」「車

両運搬具」なども注解８第６項に準じ、固定資産として計上するのか。 

(2) 独立行政法人設立時に国から譲与される物品についても、公正な評価額をもっ

て取得原価とするのか。それとも国の物品管理簿に記載されている価額をもって取

得原価とすることができるのか。 

(3) 譲与を受けた物品について公正な評価を行った場合の会計処理における貸方科
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目は何か。 

(4) 国から譲与を受けた時点で原価計算を行った結果、耐用年数を経過しているこ

とが判明した「機械・装置」「工具、器具及び備品（耐用年数１年以上のもの）」「車

両運搬具」などについても、注解８第６項に準じ、独立行政法人の貸借対照表に固

定資産として計上するのか。 

（関連項目：第１９ 資本金等、第２６ 無償取得資産の評価、第８１ 運営費交付金

の会計処理、第８５ 寄附金の会計処理） 

Ａ 

１ 国から譲与を受けた物品も、当該物品が固定資産の要件に合致する場合において

は、独立行政法人の貸借対照表に固定資産として計上する。すなわち、独立行政法

人の業務目的を達成するために所有し、かつ、加工又は販売を予定しない財貨で、

耐用年数が一年以上の財貨は、固定資産に計上することになる。ただし、償却資産

のうち、この条件を満たすものであっても、その金額が一定金額以下で、重要性の

乏しいものについては、貸借対照表の固定資産に計上せず、消耗品費等その性格を

表す適切な費用科目を付して損益計算書に計上することも認められる。 

２ 独立行政法人設立時に、国から譲与される物品についても、承継時点における公

正な評価額をもって取得原価とし、当該価額をもって貸借対照表に計上されること

となる。 

３ 会計基準において、国から譲与された物品の会計処理について直接規定された項

目はないが、これらの処理については、会計基準「第２６ 無償取得資産の評価」、

｢第８１ 運営費交付金の会計処理｣、｢第８５ 寄附金の会計処理｣、｢第１９ 資本金

等｣、｢注解１２ 資本剰余金を計上する場合について｣等を参考に判断することにな

る。すなわち、 

 ① 当該物品が非償却資産の場合、借方の整理としては当該物品の内容を示す固定

資産として当該物品の評価額で処理するとともに、貸方の整理としては当該金額

を資本剰余金として処理する。 

 ② 当該物品が償却資産の場合、借方の整理としては当該物品の内容を示す固定資

産として当該物品の評価額で処理するとともに、貸方の整理としては当該金額を

繰延物品受贈額（資産）として処理する。なお、この場合、当該資産の償却額相

当額については、繰延物品受贈額（資産）戻入として収益に振り替えることにな

る。 

 ③ 当該物品が消耗品相当の場合、借方の整理としては当該物品の内容を示す消耗

品費等その性格を表す適切な費用科目を付して処理するとともに、貸方の整理と

して物品受贈益を計上する。 

４ なお、耐用年数を経過し償却済みとみられる資産であっても、承継時点で適切に

当該資産の評価を行った結果、その評価額が固定資産の計上基準額（例えば 50 万
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円）以上の場合（出資対象の場合は固定資産の計上基準額未満も含む。）は、固定資

産に計上するとともに、残存耐用年数を適正に見積もり、減価償却の手続を行う必

要がある。 

 

Ｑ２６－２ 会計基準第２６では、「譲与、贈与その他無償で取得した資産については、

公正な評価額をもって取得原価とする」と規定されているが、 

(1) 「公正な評価額」とは、具体的にはどのような価額なのか。 

(2) また、独立行政法人設立時に国から譲与される物品について、その量及び種類が

膨大である場合には、次のような評価方法により簡便化できないか。 

 ① 全ての物品について国の物品管理簿に記載されている価額をもって取得原価と

する。 

 ② 償却資産については、国の物品管理簿の価額に承継時点までの費用配分（減価

償却）を行い、残額をもって取得原価とする。 

Ａ 

１ ｢公正な評価額｣とは、原則として時価を基準とした評価額である。 

２ 独立行政法人設立時に国から譲与される物品の評価については、物品管理簿に記

載されている価額が承継時点の公正な評価額を反映している限りにおいて、設問の

ような簡便な取扱いは認められるものと考える。 

 

Ｑ２６－２－２ 会計基準第２６では、「譲与、贈与その他無償で取得した資産につい

ては、公正な評価額をもって取得原価とする」と規定されているが、科学研究費補

助金で研究者が取得した固定資産につき独立行政法人が寄附を受けた場合にはど

のような評価額を付すことになるか。 

Ａ 

  科学研究費補助金取扱規程において、補助金により設備等を購入した場合には直

ちに、設備等を所属研究機関に寄附するものと規定されている。したがって、科学

研究費補助金で研究者が取得した固定資産について独立行政法人が寄附を受けた場

合の評価額は、原則として設備等の取得価額（当該資産の引取費用等の付随費用を

含めた額）によることになる。また、研究作業上の理由等により一定期間の後に研

究者から独立行政法人へ寄附された場合については、取得時から寄附時点までの減

価償却累計額相当額を取得価額から控除した額をもって公正な評価額とする。 

 

Ｑ２６－３ 

(1) 独立行政法人が国から引き継ぐ資産について、独立行政法人移行前の資産区分

に従って、承継形態、償却区分、独法の取得価額、耐用年数、取得時及び償却の会

計処理などを整理するとどうなるか。 
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(2) この場合、国における物品管理の現状では、取得価額２万円未満の償却資産は、

帳簿管理していないが、これらを承継した場合、どのように処理すべきか。 

Ａ 

１ 業務運営の財源を運営費交付金に依存する独立行政法人において、国から引き継

ぐ資産に関する会計処理を整理すると別表のとおり。（なお、別表の整理は、典型的

なケースであって、個別のケースでは異なる結果となる場合があることに留意され

たい。） 

２ 取得価額２万円未満の物品についても、独立行政法人への承継時点で公正な評価

を行い、当該物品が非償却資産及び棚卸資産の場合には当該評価額をもって資産計

上し、当該物品が償却資産の場合は、当該評価額をもって費用計上することとなる。 

 

Ｑ２６－４ 

(1) 国から譲与を受ける予定の物品については、承継時点で、評価額が固定資産の計

上基準額（例えば 50万円）以上のものが固定資産の要件に合致する物品という前提

の下で、簿価（台帳価格）50万円以上の物品について、法定耐用年数（減価償却資

産の耐用年数に関する省令に基づく耐用年数）を参考として、定額法による減価償

却を行い、承継時点での残存価額が固定資産の計上基準額（例えば 50万円）以上と

なったものを固定資産として計上するという評価方法が実務的な取扱いと考えてよ

いか。 

(2) 承継される物品が量及び種類において膨大である場合には、簡便な方法は認め

られないのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人の会計実務上の取扱いとしては、承継時点で評価額が固定資産の計

上基準額（例えば 50万円）以上の物品が貸借対照表能力を有する償却資産の要件に

合致するという前提の下で、物品管理簿の簿価（台帳価格）50万円以上の物品につ

いて、法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数に関する省令に基づく耐用年数）を

参考として、定額法による減価償却を行い、承継時点での残存価額が固定資産の計

上基準額（例えば 50万円）以上となったものをその価額で固定資産として計上し、

残存耐用年数において償却するのが原則である。 

２ ただし、承継される物品が量及び種類において膨大である場合など合理的な理由

が存する場合には、承継時点で明らかに固定資産の計上基準額（例えば 50万円）を

下回るであろうと判断される物品について、簡便な方法で評価することとしても差

し支えないものとする。例えば、５年前に取得した購入価格 100万円の測定機器（法

定耐用年数５年、残存価額 10万円）については、残存価額 10万円をもって、借方

に消耗品費、貸方に物品受贈益を計上する会計処理を行ってもよい。 
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Ｑ２６－５ 独立行政法人設立時に、国から承継する資産に係る会計処理と特殊法人

等から承継する資産の会計処理は、同様の会計処理と考えてよいか。 

Ａ 

１ 先行独立行政法人は、国からの承継については、資産に限定され、負債の承継は

行われていない。また、承継資産のうち、国有財産（国有財産法上の国有財産）に

ついてのみ、国からの現物出資とし、物品については譲与と整理されている。 

２ これに対し、特殊法人等から独立行政法人化される場合は、特殊法人等が保有す

る資産のほか、債務も承継することとされており、また、資産の総額から負債の総

額を控除した額を国から出資されたものと整理することとされている。 

３ このように、会計処理の前提となる法令の規定が異なっているため、特殊法人等

から承継する資産の会計処理は、国から承継する資産に係る会計処理とは同一では

なく、設立法令の規定を踏まえ適切な処理を行う必要がある。具体的には、特殊法

人等からの承継資産は物品であっても資本金の一部を構成することになることか

ら、「譲与」として整理することは、原則として認められない。 
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（別表） 

 ○国から引き継いだ資産の会計処理 

独法移行前の資産区分 引継

形態 

法人の 

取得価額 

耐用 

年数 

仕        訳 

 償却区分 取  得  時 償 却 等 の 認 識 

① 

国有財産 非償却資産 

現物

出資 

評価委員 

による 

評価額 

― 
資 産 ××× 

資本金 ××× 
― 

償却資産 

（※１） 

 

 

 

残存 

耐用 

年数 

資 産 ××× 

資本金 ××× 

減価償却相当累計額 ××× 

（減価償却相当額） 

減価償却累計額 ××× 

国

有

財

産

以

外

の

資

産 

② 

重要 

物品 

（50万

円以上） 

非償却資産 

譲与 

公正な 

評価額 

 

― 

 

資 産 ××× 

資本剰余金 ××× 
― 

償却資産 

 
 

50 万円 

以上 

残存 

耐用 

年数 

資 産 ××× 

繰延物品受贈額（資産）××× 

減価償却費 ××× 

減価償却累計額 ××× 

繰延物品受贈額（資産）××× 

繰延物品受贈額（資産）戻入××× 

50 万円 

未満 

（※２） 

― 
消耗品費 ××× 

物品受贈益 ××× 
― 

③ 

50万円 

未満の 

物品 

非償却資産 

譲与 
公正な 

評価額 

 

― 

 

資 産 ××× 

資本剰余金 ××× 
― 

償却資産 

（※２） 

 

― 

 

消耗品費 ××× 

物品受贈益 ××× 
― 

  （注）※１ 会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当する場合とする。 

     ※２ 取得価額 50万円未満の償却資産は重要性が乏しいものとして貸借対照表に計上しない取扱いを採用した場合とする。 



 27 

Ｑ２６－６ 独立行政法人設立時に特殊法人等から承継する償却資産の会計処理に

ついて、次のような処理は認められるか。 
 

 ① 特殊法人等から承継する償却資産を中古資産の取得とみなして法人税法に準じ

て会計処理をする方法 

  ア 特殊法人等での会計処理 

      取得原価 100,000、 耐用年数 20年、 減価償却方法：定額法 

      経過年数 10年、 減価償却累計額 45,000、 未償却残高 55,000 

  イ 独立行政法人での会計処理 

      取得価額 65,000（時価評価額）、 減価償却方法：定額法 

      耐用年数 12年（特殊法人等での残存年数×1.2）、 

      会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当 

      初年度の会計処理（仕訳） 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

4,875  減価償却累計額 4,875 

  減価償却相当額の計算：（65,000×0.9）×1／12＝4,875 
 

 ② 特殊法人等における償却資産の簿価が適正な時価であると認められる場合に、

当該償却資産の取得原価及び減価償却累計額をそれぞれ承継し、特殊法人等での

減価償却を引き継いで処理する方法 

  ア 特殊法人等での会計処理 

      取得原価 100,000、 耐用年数 20年、 減価償却方法：定額法 

      経過年数 10年、 減価償却累計額 45,000 未償却残高 55,000 

  イ 独立行政法人での会計処理 

      特殊法人等での会計処理をそのまま承継 

      取得価額 100,000、 減価償却方法：定額法、 耐用年数 20年 

      経過年数 10年、 減価償却累計額 45,000 未償却残高 55,000、 

      会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当 

      初年度の会計処理（仕訳） 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

4,500  減価償却累計額 4,500 

  減価償却相当額の計算：（100,000×0.9）×1／20＝4,500 

  当該資産の減価償却累計額は、45,000⇒49,500となる。 
 

 ③ 特殊法人等が補助金等を財源として取得した資産であって、資産見返負債を計

上している場合に、資産見返負債を承継し、減価償却に合わせ収益化する方法 

  ア 特殊法人等での会計処理 

      取得原価 100,000、 耐用年数 20年、 減価償却方法：定額法 
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      経過年数 10年、 減価償却累計額 45,000、 未償却残高 55,000 

      資産見返負債残高 55,000 

  イ 独立行政法人での会計処理 

      取得価額 55,000、 耐用年数 10年、 減価償却方法：定額法 

      資産に係る繰延収益 55,000（特殊法人等から承継） 

      初年度の会計処理（仕訳） 

減価償却費 4,950  減価償却累計額 4,950 
 

資産に係る繰延収益 4,950  資産に係る繰延収益

戻入 

4,950 

  減価償却額の計算：（55,000×0.9）×1／10＝4,950 

Ａ 

１ 設問の①及び③については適切な処理として認められる。なお、③のケースでは、

特殊法人等の簿価が適正な時価であることが前提となる。 

２ 設問の②の会計処理は、特殊法人等の処理と独立行政法人との処理を継続させて

おり、特殊法人等を廃止し新たに独立行政法人が設立されるという法人の実態に合

致せず、認められない。特殊法人等からの承継資産についても、独立行政法人設立

時に新たに取得したものとして会計処理を行う必要がある。 

３ なお、承継時の会計処理は独立行政法人単位で統一する必要があり、合理的な理

由がなく異なる会計処理を組み合わせることは認められないものと考える。 

 

Ｑ２６－７ 民間等から、固定資産の寄附を受けた場合にはどのような会計処理を行

えばよいのか。 

Ａ 

１ 民間等からの寄附により取得した資産については、会計基準第２６の規定により、

公正な評価額をもって貸借対照表に資産として計上することになる。 

２ 貸方の処理については、会計基準「第８５ 寄附金の会計処理」及び同注解６６の

考え方を踏まえ、寄附を受けた資産の使途が特定されていると認められる場合は、

繰延寄附金（資産）の科目で整理し、使途が特定されていない場合は、当該資産の

貸借対照表計上価額と同額を受贈益として計上することとなる。 

 

Ｑ２７－１ その他有価証券とは、具体的にどのような有価証券が該当するのか。 

Ａ 

１ その他有価証券とは、売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式

以外の有価証券であるが、注解２２で利息収入を得る目的で長期保有の意思をもっ

て取得した債券は長期的には売却の可能性が見込まれる場合であっても、満期保有

目的の債券に区分することとなっており、独立行政法人においてその他有価証券を



 29 

保有することは極めて限定的になるものと考えられる。 

２ このように独立行政法人会計基準が、その他有価証券の範囲を限定的なものと位

置付けているのは、資金の運用は法令が定める運用範囲の枠内では独立行政法人の

裁量に委ねられていることから、運用の目的で保有する有価証券については、その

評価差額を損益計算書に適切に反映する必要があるとの考えによるものである。し

たがって、独立行政法人の会計実務においても、会計基準設定の趣旨を踏まえ、そ

の他有価証券への区分は限定的なものとして取り扱われる必要がある。 

３ その他有価証券に該当する有価証券としては、例えば、法令の規定により独立行

政法人に帰属し、特定の債務の償還財源に充てるため計画的に売却することが明ら

かな有価証券や、政府等からの資金返還の要請等に応じるため、次年度において売

却することとされた有価証券（Ｑ２７－８参照）が考えられる。 

 

Ｑ２７－２ その他有価証券の評価差額については純資産の部に全額を計上するこ

ととされているが、税効果会計の適用を受ける独立行政法人においても同様の処理

を行う必要があるのか。 

Ａ 

  税効果会計が適用される独立行政法人においては、その他有価証券の評価差額に

税効果会計を適用した後に純資産の部に計上することとなる。 

 

Ｑ２７－３ 関係会社株式について、出資先持分額が取得原価よりも下落した場合に

は、出資先持分額をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の費用として処理

し、翌期首に洗い替えることとされているが、下落割合は考慮する必要がないのか。 

Ａ 

  会計基準「第２７ 有価証券の評価基準及び評価方法｣第２項(3)に規定する関係

会社株式の評価基準は、関係会社の財務諸表を基礎とした純資産額に持分割合を乗

じて算定した額（以下「出資先持分額」という。）をもって評価するものであり、下

落割合は考慮する必要がない。なお、出資先持分額は注解２０における時価には該

当しない。 

 

Ｑ２７－４ 会計基準第２７第３項後段において、市場価格のない株式等については、

発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときに減損処理を行う

こととされているが、合同会社等への出資についても同様に減損処理を行うと考え

てよいか。 

Ａ 

  合同会社等への出資についても、株式と同様に取り扱うことになる。 

 

Ｑ２７－５ 有価証券の評価に関し、｢時価が著しく下落したとき｣及び｢回復する見
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込があると認められる場合｣の定義はどのようなものか。 

Ａ 

１ 「独立行政法人会計基準の改訂について」（令和３年９月 21日 独立行政法人評価

制度委員会会計基準等部会 財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会）の

「３ 改訂会計基準の性格と取扱い」に記述されているように、会計基準及び注解に

規定されていない事項については、一般に公正妥当と認められた企業会計の基準に

よることとされており、この考え方は有価証券の評価についても該当する。 

２ したがって、設問の件については、移管指針第９号｢金融商品会計に関する実務指

針｣（最終改正令和７年３月 11 日 企業会計基準委員会）の第 91 項及び第 92 項に

定めるところによることとなる。 

 

Ｑ２７－６ 注解２３の(2)にある「独立行政法人が定める信用上の運用基準」とは、

具体的にはどのように考えるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が行う資金運用は安全かつ効率的に行うことが求められるところで

あるが、社債等への運用が認められている法人においては、安全性について例えば、

格付会社の格付が一定基準以上の社債に限定するといった運用基準を内規で定める

場合が想定されるところであり、注解２３の(2)にある「独立行政法人が定める信用

上の運用基準」とは、このような運用基準を想定している。 

 

Ｑ２７－７ 注解２３の(1)、(2)にある「中期目標等期間後の中期目標等期間」には、

独立行政法人設立後最初の中期目標等期間も該当するのか。 

Ａ 

  特殊法人等において取得された有価証券であって、独立行政法人設立に際し特殊

法人等から承継したものについては、特殊法人等の期間を前中期目標等期間とみな

して、注解２３を適用することが認められる。 

 

Ｑ２７－８ 政府等からの資金返還の要請等に応じるため、次年度において償還期限

前に売却することとされた満期保有目的の債券については、保有目的の変更を行う 

必要があるか。 

Ａ 

  政府等からの資金返還の要請等に応じるため、次年度において売却することとさ

れた債券については、売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式に

は該当しないと解されるため、その他有価証券に振り替えた上で、各債券の償還期

限にかかわらず流動資産に有価証券として一括表示することとなると考えられる。 

 

Ｑ２７－９ 注解２３＜満期保有目的の債券の保有目的の変更について＞において
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示された(1)から(3)の場合を除き、満期保有目的の債券を償還期限前に売却した場

合には、「当該売却した債券と同じ事業年度に購入した残りの満期保有目的の債券

の全てについて、保有目的の変更があったものとして売買目的有価証券に振り替え

なければならない」とされている。 

  当該債券の売却代金を財源として別の債券を新たに購入した場合、新たに購入し

た債券は、売買目的有価証券に区分する必要があるか。 

Ａ 

  債券の売却代金を財源として購入した新たな債券を満期保有目的の債券に分類す

ることは、満期保有目的の債券の償還期限前の売却に制限を課す注解２３の趣旨に

反するため認められない。したがって、新たに購入した債券は、売買目的有価証券

に区分する必要がある。ただし、保有目的の変更を求めない注解２３(1)及び(2)と

の整合性から、債券の売却を行った中期目標等期間後の中期目標等期間において、

売却代金を財源として新たな債券を購入した場合には、当該債券は満期保有目的の

債券に区分することとなる。 

 

Ｑ２７－１０ 関係会社株式の評価については、「当該会社の財務諸表を基礎とした

純資産額に持分割合を乗じて算定した額（以下「出資先持分額」という。）をもって

貸借対照表価額とする。出資先持分額が取得原価よりも下落した場合の評価差額は

当期の費用として処理し、翌期首に取得原価に洗い替えなければならない。」（会計

基準第２７第２項(3)）とされているが、行政コスト計算書において関連する損益は

どのように計上されるか。 

Ａ 

１ 関係会社株式については、出資先持分額が取得原価よりも下落した場合には、評

価差額は当期の費用として処理するとともに、翌期首に取得原価に洗い替えなけれ

ばならない（会計基準第２７第２項(3)参照）ため、当該評価差額を当期の行政コス

ト計算書及び損益計算書に費用として計上し、翌期首には洗替えによる戻入益を認

識することとなる。 

２ 翌期末の出資先持分額が取得原価よりも下落している場合には、損益計算書にお

いて、関係会社株式の評価の洗替えにより発生した戻入益と相殺して表示すること

とする。行政コスト計算書には、両者の差額が費用となる場合にのみ行政コストに

含めることになる（Ｑ２０－１ Ａ２参照）。なお、関係会社株式の売却に伴い認識

された売却損は、戻入益と相殺して表示できないことに留意が必要である。 

 

Ｑ２７－１１ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20年法律

第 63号。以下「科技イノベ活性化法」という。）に基づき、無償で取得した非上場
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会社の新株予約権は、時価評価の対象となるか。 

Ａ 

  設問の新株予約権については、以下①～③の点を踏まえ、時価評価を行わず、備

忘価額をもって取得価額及び貸借対照表価額とすることができる（その場合の備忘

価額は１円とする。）。ただし、法人発ベンチャーが、金融商品取引法（昭和 23年法

律第 25 号）第２４条第１項第１号又は第２号に掲げる有価証券を発行する会社と

なった場合には、新株予約権は時価をもって貸借対照表価額とする。 

 ① 科技イノベ活性化法における研究開発法人については、法人発ベンチャーへの

支援に努めることが求められており、当該支援は無償で行うことが可能であると

ともに、支援を行う際に株式や新株予約権を取得・保有することが認められてい

ること。 

 ② 科技イノベ活性化法に基づき取得される非上場会社の新株予約権については、

時価評価を行うための業務負担が法人発ベンチャーに対する支援の実施を妨げる

ことがないよう、一定の配意が必要と考えられること。 

 ③ 無償で取得した新株予約権については、無償であることから取得価額の減少は

想定されず、また独立行政法人においては、主たる目的が売却益の獲得ではない

ため、新株予約権の保有期間中に時価を把握する必要性は、民間企業等と比較し

て大きなものではないと考えられること。 

  備忘価額をもって取得価額及び貸借対照表価額とした場合には、発行元の法人発

ベンチャーに対する支援の内容を注記するものとする。 

  なお、その後法人発ベンチャーが上場し、当該その新株予約権について時価をも

って貸借対照表価額とした場合は、科技イノベ活性化法に基づく支援を要因として

当該新株予約権を無償で取得した旨及び取得日を注記する。 

 

Ｑ２８－１ 

(1) 会計基準第２８第２項で、「時価が取得原価より下落した場合には時価をもって

貸借対照表価額としなければならない。」とあるが、ここでいう取得原価と比較すべ

き時価とは何か。 

(2) また、時価と比較するべき原価とは何か（低価基準の適用に際しては、「切放し

法」と「洗替え法」のどちらを用いるのか。）。 

Ａ 

１ 会計基準では、棚卸資産について、時価と原価を比較し、いずれか低い方で評価

をする低価基準の採用を強制している。低価基準を採用した場合の時価については、

（ｱ）正味実現可能価額、（ｲ）再調達価額の二つの考え方がある。 

２ 正味実現可能価額とは事業年度末の売価からアフターコスト（製造加工費、一般

管理費、販売費の合計額）を差し引いた価額で、売却した場合にはどれだけの資金

に転換できるかという観点からの評価である。再調達価額は、当該棚卸資産の取得
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のため通常要する価額で、新たに取得するのにはどれぐらい掛かるかという観点か

らの評価である。 

３ 棚卸資産に対して低価基準を採用する場合、適用するべき時価について、通常、

直接販売する棚卸資産、例えば商品については正味実現可能価額を、加工して販売

するもの、例えば原材料や仕掛品については加工費の見積りの困難性もあって、再

調達価額を採用している場合が多い。 

４ 時価と比較するべき原価については、取得価額を基礎に先入先出法や平均法等で

算定された切下げ前の帳簿価額と時価に切下げ後の帳簿価額とが考えられ、前者を

洗替え法、後者を切放し法という。それぞれ合理性があるが、独立行政法人の損益

計算の考え方からは、切放し法が望ましい。 

 

Ｑ２８－２ 販売用不動産についても低価基準が適用されるのか。また、販売用不動

産の時価はどのように求めるのか。 

Ａ 

１ 会計基準第２８は、棚卸資産について低価基準の採用を強制しているところであ

り、販売用目的で保有する不動産も棚卸資産に該当することから、販売用不動産に

ついても、当然に低価基準を適用することとなる。 

２ 販売用不動産の時価については、販売用不動産のうち、通常の業務活動の循環過

程にある資産については、販売見込額から販売経費等見込額を控除した（開発後販

売する資産については、完成後販売見込額から造成・建設工事原価の今後発生見込

額及び販売等経費見込額を控除した）正味実現可能価額をもって時価とし、通常の

業務活動の循環過程から外れていると認められる資産（例えば、事業を中止しその

後の方針が未定の資産や、経済状況等から相当期間売れ残っているような資産）に

ついては、事業の中止、相当の売れ残り等を前提とした、決算日における公正な評

価額をもって時価とする。 

 

Ｑ２９－１ 貸倒引当金は、債務者の財政状態等に応じて一般債権、貸倒懸念債権、

破産更生債権等に区分し、区分ごとの貸倒見積高により計上することとされている

が、債務者をこれらに区分する基準はあるのか。 

Ａ 

  債務者を区分する基準は、会計基準第２９第２項において次のように規定してい

るところであるが、より具体的な判断基準については、移管指針第９号｢金融商品会

計に関する実務指針｣（最終改正令和７年３月 11日 企業会計基準委員会）の第 106

項以下に定めるところによることとなる。 

  ① 一般債権：経営状態に重大な問題が生じていない債務者に対する債権 

  ② 貸倒懸念債権：経営破綻の状態には至っていないが、債務の弁済に重大な問

題が生じているか又は生じる可能性の高い債務者に対する債権 
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  ③ 破産更生債権等：経営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている債務者に対す

る債権 

 

Ｑ３１－１ 償却終了後の簿価が資産計上基準以下であれば、重要物品であっても資

産に計上しなくてよいのか。 

Ａ 

  会計基準第３１第４項において、「償却済の有形固定資産は、除却されるまで残存

価額又は備忘価額で記載する。」と規定するように、一旦、固定資産として計上した

資産については、償却完了後も、除却されるまでの間、残存価額（例えば取得原価

の 10％）又は備忘価額（例えば１円）で固定資産に計上することとなる。 

 

Ｑ３１－２ 有形固定資産の取得原価はどのように算定するのか。土地等の評価方法

について、不動産鑑定士による方法や公示価格を基に計算する方法などがあるが、

具体的な評価方法はどうなるのか。 

 （関連項目： 第２５ 取得原価主義、第２６ 無償取得資産の評価） 

Ａ 

１ 「貸借対照表に記載する資産の価額は、原則として、当該資産の取得原価を基礎

として計上」（会計基準第２５）しなければならず、有形固定資産の取得原価は、そ

の取得時点における取引価額により測定されるが、現物出資や寄附などのような金

銭取引以外の取引により取得された場合には、その資産の「公正な評価額をもって

取得原価とする」（会計基準第２６）こととなる。この場合において、不動産の「公

正な評価額」をどのように考えるかという点が問題となる。 

２ 不動産の場合には、種々の評価方法があるが、独立行政法人の場合には、法人が

営利を目的とする事業を営むものではないため、将来収益や将来キャッシュ・フロ

ーに基づく評価方法は通常適当ではないといえる。そのように考えると独立行政法

人における不動産の評価方法としては、不動産鑑定評価額をもってする方法と公示

価格や路線価による方法などが適当と考えられる。 

 

Ｑ３１－３ 有形固定資産の時価が取得原価より下落した場合にはどのような会計

処理を行うのか。 

Ａ 

  独立行政法人の会計処理としては、有形固定資産の時価が取得原価より下落した

としても、直ちに評価を減ずる処理を行う必要はない。（（別冊）「固定資産の減損に

係る独立行政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注

解」参照） 

 

Ｑ３１－４ 有形固定資産は、いつの時点で除却されるのか。 
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（関連項目：第８ 資産の定義） 

Ａ 

  「独立行政法人の資産とは、過去の事象の結果として独立行政法人が支配してい

る現在の資源であり、独立行政法人のサービス提供能力又は経済的便益を生み出す

能力を伴うもの」（会計基準第８）である。固定資産のサービス提供能力が当該資産

の取得時に想定されたサービス提供能力に比べ著しく減少し将来にわたりその回復

が見込めない状態となった場合又は固定資産の経済的便益を生み出す能力が著しく

減少した場合には、その時点で減損会計基準に基づく減損処理を行い、その後、当

該資産が物理的に滅失した時点で、除却処理を行う。なお、減損会計基準Ｑ２－１

に従い、減損会計を適用しない重要性の乏しい固定資産については、会計基準第８

の定義に該当しなくなった時点で、仮に物理的には存在する場合であっても、除却

処理を行う。 

 

Ｑ３１－５ 有形固定資産が処分（売却）された場合にはどのような会計処理を行う

のか。 

（関連項目：第４０ 費用配分の原則、第５５ 減価償却累計額の表示方法、第８７ 

特定の資産に係る費用相当額の会計処理） 

Ａ 

１ 企業会計においては、有形固定資産の処分時の会計処理は全て損益計算の範疇と

なる。他方、独立行政法人においては、固定資産を取得した際、拠出者の意図や取

得資産の内容等を勘案し、独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成すると認めら

れる場合には、相当額を資本剰余金として計上されることとなる資産が存在する。

すなわち、当該固定資産の取得が資本計算に属するものと損益計算に属するものと

に区別される。したがって、当該固定資産の処分時の会計処理は、取得時の会計処

理が資本計算に属するのか、損益計算に属するのかによって、対応が異なってくる。 

２ 以下、具体的な事例に則して、説明を加える。 

 取得時の価額 100の償却資産（耐用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）を一年後

に売却した場合を例とする。 

① 現物出資の場合 

取得時 

資産 100  資本金 100 

 

ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 
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現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

固定資産売却益 

100 

40 

ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 

減価償却累計額 

固定資産売却損 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

 

ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合）で、 

以下の cの場合を除く。（注） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20 

 

 減価償却累計額 20 

 

イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

 

ｃ 特定の償却資産の場合（会計基準８７第１項の適用がある場合）で、かつ、

通則法第 46 条の２第３項ただし書きによる不要財産の譲渡により生じた簿価

（取得時の簿価）超過額の全部又は一部の金額を国庫納付しないことについて

主務大臣の認可を受けた場合（注） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20 

 

 減価償却累計額 20 

 

120で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 120  資産 100 
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減価償却累計額 

 

20 除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

固定資産売却益 

20 

 

20 
 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

     

② 施設費や目的積立金等取得時において資本剰余金に振り替えられた取引の場合 

取得時 

資産 

預り施設費 

（又は目的積立金など） 

100 

100 

 現金 

資本剰余金 

100 

100 

   以下の処理は①に同じ 

 

③ 取得時に資産に係る繰延収益を計上している場合（例えば使途特定寄附金で中

期計画の想定内で償却資産を購入した場合） 

取得時 

資産 

預り寄附金 

100 

100 

 現金 

繰延寄附金（資産） 

100 

100 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 
 

繰延寄附金（資産） 20   繰延寄附金（資産）戻入 20 

イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

固定資産売却益 

100 

40 
 

繰延寄附金（資産） 80   繰延寄附金（資産）戻入 80 

ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 

減価償却累計額 

固定資産売却損 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

 

繰延寄附金（資産） 80   繰延寄附金（資産）戻入 80 

      

④ 取得時に特に貸方の処理がない場合（例えば自己収入の場合） 

取得時 

資産 100  現金 100 
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減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

固定資産売却益 

100 

40 

ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

現金 

減価償却累計額 

固定資産売却損 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

 

⑤ 非償却資産の場合（取得時に資産に係る繰延収益を計上している場合を除く。） 

  Ｑ９８－１を参照 

 

 （注）①のｂ及びｃの会計処理について 

特定の償却資産の売却においては、注解１５第２項(5)により、当該売却により

生じた差額は、特定の償却資産の売却に直接起因した資産の増減であることから、

独立行政法人の費用、収益の定義からは除外され、資本取引として整理される。 

ただし、特定の償却資産であっても、通則法第 46条の２第３項ただし書きによ

り不要財産の譲渡により生じた簿価（取得時の簿価）超過額の全部又は一部の金

額を国庫納付しないことについて主務大臣の認可を受けた場合においては、当該

資産についてはその時点において特定が解除された状態となったといえることか

ら、売却に伴う差額については、注解１５第２項(5)の「特定の償却資産の売却に

直接起因したもの」とはならず、損益取引として処理されることになる。 

 

Ｑ３１－５－２ 特定の償却資産（会計基準第８７第１項の適用がある場合）及び非

償却資産について、減損会計基準「第６ 減損額の会計処理」を踏まえ、「中期計画

等又は年度計画で想定した業務運営を行ったにもかかわらず」減損が生じたとして、

過去に減損損失相当累計額を計上している場合、当該固定資産の処分（売却）時の

会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

１ 特定の償却資産（会計基準第８７第１項の適用がある場合）及び非償却資産につ

いて、減損会計基準「第６ 減損額の会計処理」を踏まえ、「中期計画等又は年度計

画で想定した業務運営を行ったにもかかわらず」減損が生じたとして、過去に減損

損失相当累計額を計上している固定資産を処分（売却）した場合、当該資産は既に

存在しないこととなるため、減損損失相当累計額を貸借対照表に継続して計上する
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ことは適切ではない。したがって、減損損失相当累計額は、当該資産の処分（売却）

時において、相当額を除売却差額相当累計額に振り替える必要がある（Ｑ２０－２

Ａ５③(1)参照）。 

  なお、これによる除売却差額相当累計額への振替は、減損会計基準第１０に定め

る「減損の戻入れ」には該当しないことに留意する。 

２ 以下、具体的な事例に則して、説明を加える。 

① 取得時の価額 100の特定の償却資産（耐用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）

について、初年度に「中期計画等又は年度計画で想定した業務運営を行ったにも

かかわらず」減損が生じたとして、減損損失相当累計額を 30計上し、一年後に 40

で売却した場合（現金取引とする。） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20 

 

 減価償却累計額 20 

 

減損 

減損損失相当累計額 

（減損損失相当額） 

30 

 

 減損損失累計額 30 

 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

減損損失累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

40 

20 

30 

10 

 資産 

 

 

 

100 

 

 

 

 

除売却差額相当累計額 50  減価償却相当累計額 

減損損失相当累計額 

20 

30 

 

② 取得時の価額 100の非償却資産について、初年度に「中期計画等又は年度計画

で想定した業務運営を行ったにもかかわらず」減損が生じたとして、減損損失相

当累計額を 30計上し、一年後に 50で売却した場合（現金取引とする。） 

減損 

減損損失相当累計額 

（減損損失相当額） 

30 

 

 減損損失累計額 30 

 

売却時 

現金 

減損損失累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

50 

30 

20 

 土地 

 

 

 

100 
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除売却差額相当累計額 30  減損損失相当累計額 30 

 

Ｑ３１－６ 

(1) 現物出資された有形固定資産（建物等の償却資産）が除却され、更に代替資産が

購入された場合、どのような会計処理を行うのか。 

(2) この場合において代替資産が購入されない場合は、資本剰余金合計がマイナス

（借方残）として残ることになると思うが、それでよいのか。 

（関連項目：第５７ 純資産の表示項目、第８１ 運営費交付金の会計処理、第８２ 

施設費の会計処理、第８５ 寄附金の会計処理、第８７ 特定の資産に係る費用相

当額の会計処理） 

Ａ 

１ 有形固定資産（建物等の償却資産）の除却の会計処理については、Ｑ３１－５及

びＱ３１－５－２を参照 

２ 代替資産が購入された場合、当該代替資産の財源によってそれぞれの処理を行う。

すなわち、財源が運営費交付金の場合には会計基準第８１に、施設費の場合には会

計基準第８２に、補助金等の場合には会計基準第８３に、寄附金の場合には会計基

準第８５に沿った会計処理が行われることとなる。また、財源が政府出資の場合に

は、資本金に組み入れられることとなる。 

３ 現物出資資産あるいは施設費を財源とする会計基準第８７第１項の特定の償却資

産が除却された後、代替資産が手当されない場合には、設問にあるように法人の貸

借対照表における資本剰余金合計がマイナスになる可能性はある（会計基準第５７

参照）。 

 

Ｑ３１－７ 償却資産に関する残存価額（ないし備忘価額）とは、具体的にはどのよ

うな水準になるのか。また、誰がその水準を決定するのか。 

Ａ 

１ 償却資産の耐用年数が独立行政法人により自主的に決定することが原則であると

同様に、残存価額についても独立行政法人により自主的に見積もることが原則であ

る。 

２ しかしながら、耐用年数に関し法人税法上の法定耐用年数を一般的耐用年数とし

て独立行政法人においても採用することが認められると同様に、残存価額について

も、従来の「取得価額の１割」という考え方を含め、次の法人税法上の考え方も認

められる。 

 ① 平成 19年４月以降に取得した減価償却資産については、償却可能限度額（取得

価額の 95％相当額）及び残存価額を廃止し、耐用年数経過時に備忘価額まで償却

することができる。 
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 ② 平成 19年３月 31日以前に取得した減価償却資産については、償却可能限度額

まで償却した事業年度等の翌事業年度以後５年間で備忘価額まで均等償却するこ

とができる。 

３ 減価償却システムの変更に時間を要することなどの理由により、平成 19 年度に

おいて、いわゆる新定額法、新定率法による減価償却計算を開始することが困難な

ときは、平成 20年度から適用することができる。なお、平成 20年度から、従来の

定率法を新定率法に、あるいは従来の定額法を新定額法に変更する場合であっても、

法令等の改正に伴う変更に準じた正当な理由による会計方針の変更として取り扱う

ものとするが、平成 21年度以降より適用する場合には、法令等の改正に伴う変更に

準じた正当な理由による会計方針の変更としては取り扱われないことに留意する必

要がある。 

４ なお、平成 19 年度税制改正における減価償却項目に関連する今後の会計処理の

詳細については、監査・保証実務委員会実務指針第 81号「減価償却に関する当面の

監査上の取扱い」（最終改正平成 24年２月 14日 日本公認会計士協会）を参考とす

る。 

５ 独立行政法人における残存価額の変更については、Ｑ８０－８に従い、以下の取

扱いとすることが適当である。 

 ① 残存価額の変更について、過去に定めた残存価額が、これを定めた時点での合

理的な見積りに基づくものであり、それ以降の変更も合理的な見積りによるもの

であれば、当該変更は、会計上の見積りの変更に該当する。 

 ② 残存価額の変更が、会計上の見積りの変更に該当する場合、当該変更の影響は、

当事業年度及びその資産の残存耐用年数にわたる将来の期間の損益で認識する。 

 ③ 残存価額の変更について、過去に定めた残存価額がその時点での合理的な見積

りに基づくものではなく、これを事後的に合理的な見積りに基づいたものに変更

する場合、当該変更に伴う過年度の損益修正額は、原則として臨時損益として処

理する。 

 

Ｑ３２－１ 自己創設の工業所有権（特に特許権）の場合、会計基準第３２にいう「取

得のために支出した金額」とはどのような支出を想定しているのか。何らかの原価

計算を行い、計算しなければならないのか。また、取得の際、登録免許税も特許料

も免除されており、弁理士に依頼しなかった場合、無形固定資産に計上する必要は

ないのか。 

Ａ 

１ 研究開発費は、全て発生時に費用処理することから（｢研究開発費等に係る会計基

準｣（平成10年３月13日 企業会計審議会）参照）、自己創設の工業所有権（特許権等）

の取得原価は、特許印紙代や弁理士費用等の特許取得のための費用に限定されるこ

ととなる。 
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２ このため、特許印紙代等の納付が免除されており、かつ、出願を弁理士に依頼し

ない場合には、取得原価が存在しないこととなり、無形固定資産として計上しない

取扱いとせざるを得ない。 

３ なお、このような取得原価ゼロの工業所有権であっても、運営費交付金等を財源

とする研究開発費を用いて取得されたものであり、国民共通の財産としての性格を

有することから、補助簿等で適切に管理を行うことが必要であるほか、当該工業所

有権が重要な権利である場合には、備忘価額で無形固定資産に計上することも考え

られる。 

 

Ｑ３２－２ 無形固定資産の時価が取得原価より下落した場合にはどのような会計

処理を行うのか。 

Ａ 

  独立行政法人の会計処理としては、無形固定資産の時価が取得原価より下落した

としても、直ちに評価を減ずる処理を行う必要はない。 

 

Ｑ３２－３ 注解２４第３項において、「機械装置等に組み込まれているソフトウェ

アについては、当該機械装置等に含めて処理する。」とされているが、機器に組み込

まれているソフトウェアを機器として把握するというのは画一的にならないか。 

Ａ 

１ この処理については、移管指針第８号「研究開発費及びソフトウェアの会計処理

に関する実務指針」（最終改正令和６年７月１日 企業会計基準委員会）において示

されているが、以下のいずれにも該当するケースにおいて適用することが要請され

ているところである。 

 ① 機器とソフトウェアが相互に有機的一体として機能するものであり、両者は別

個では何ら機能せず一体として初めて機能するものであること 

 ② 両者の経済的耐用年数に関連性が高いと認められること 

２ したがって、機器とソフトウェアの価格が区分されているような場合や、ソフト

ウェアの交換が予定されているような場合には、この処理を適用しなければならな

いケースに該当するとは必ずしもいえず、その一体性の有無を改めて検討すること

となる。 

３ このように、ソフトウェアが機器に組み込まれている全ての場合について機器と

して処理するという考え方ではないことに注意することが必要である。 

 

Ｑ３２－４ 

(1) 注解２４において、無形固定資産として計上しなければならないソフトウェア

について、将来の収益獲得が確実に認められる場合とあるが、「収益性が認められる」

とはどのような趣旨なのか。また、会計基準第８において、「独立行政法人のサービ
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ス提供能力」を伴うものは、独立行政法人の資産を構成するものとされているが、

ソフトウェアの資産性の判断とどのように関係するのか。 

(2) 以下のような事例は、収益性が認められるのか。 

 ① 病院における医事情報システムは、その導入により事務処理等が著しく効率化

し、結果として患者の大幅受入れ増が可能となる。 

 ② インターネットによる予約システムを構築すると、民間の事例によれば予約増

による収益増が見込まれる。 

  （関連項目：第８ 資産の定義） 

Ａ 

１ 法人内利用のソフトウェアについては、完成品を購入した場合のように、その利

用により将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には、無形固

定資産に計上する。また、会計基準第８で規定する独立行政法人における資産の定

義からは、独立行政法人のサービス提供能力を伴うソフトウェアについても、無形

固定資産として計上する取扱いとすることが適切である。 

  例えば、設問の事例で、病院において、医事情報システムを導入し予約増による

収益増が確実に認められる場合、その導入により事務処理等が著しく効率化し、収

入に対する費用の削減が確実である場合、又は独立行政法人のサービス提供能力の

増加を伴う場合には、病院における医事情報システムは、法人内利用のソフトウェ

アとして、無形固定資産に計上すべきである。 

２ ソフトウェアを用いて外部に業務処理等のサービスを提供する場合、その提供に

より将来の収益獲得が確実であると認められるとき、又は独立行政法人のサービス

提供能力の増加を伴うときは、そのソフトウェアは無形固定資産に計上される。設

問にあるインターネット予約システムは、収益増が見込まれるのであれば、無形固

定資産に計上されると考える。 

３ 独立行政法人の資産を定義している会計基準第８では、サービス提供能力を伴う

資源は独立行政法人の資産を構成するものとされている。一方、資産計上するソフ

トウェアについて記述されている注解２４ではサービス提供能力について明確に記

述されていない。 

  このため、当該Ｑ＆Ａにおいて、ソフトウェアの資産性の有無は会計基準第８の

規定に基づいて判断するべきであることを改めて明確にした。 

 

Ｑ３２－５ 工業所有権、ソフトウェア以外で、無形固定資産に該当するものとして

は、どのようなものがあるか。例えば、電話加入権は無形固定資産に該当するのか。 

Ａ 

１ 無形固定資産に該当するものとしては、工業所有権（特許権、実用新案権、商標

権、意匠権）、著作権、鉱業権、借地権、地役権等がある。 

２ 電話加入権は、ＮＴＴに対する施設設置負担金であり、償還請求ができないが、
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従来の民間における会計実務から、無形固定資産として整理することが適切である。 

 

Ｑ３３－１ 注解２５において「減額された使用料で貸し付ける又は借り受ける資産

は、通常の取引と同様に、契約がリースを含むか否かを判断しなければならない。」

とされているが、ここで想定されている取引とはどのようなものか。 

Ａ 

  時価よりも低い対価が使用料として設定されている契約に基づく取引を想定して

いる。 

 

Ｑ３３－２ 独立行政法人が借手となる場合のリース期間はどのように決定するの

か。 

Ａ 

１ 借手である独立行政法人のリース期間は、企業会計基準適用指針第 33号「リース

に関する会計基準の適用指針」（令和６年９月 13日 企業会計基準委員会。以下「リ

ース適用指針」という。）第 17項を基準に判断することになる。 

  借手である独立行政法人は、当該独立行政法人が延長オプションを行使すること

又は解約オプションを行使しないことが合理的に確実であるかどうかを判定するに

当たって、経済的インセンティブを生じさせる要因を考慮する。 

２ その際、独立行政法人が中期目標に基づく業務運営を求められていること等を踏

まえ、独立行政法人が延長オプションを行使すること又は解約オプションを行使し

ないことが合理的に確実であるかどうかを判定するに当たっては、これまでのリー

ス契約の実績や中期目標を踏まえた事業の継続性等を考慮した上で、法人において

リース期間を決定する。 

 

Ｑ３３－３ 使用権資産は会計上の財産的基礎を構成するのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人が固定資産を取得した場合において、拠出者の意図や取得資産の内

容等を勘案し、独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成すると認められる場合に

は、相当額を資本剰余金として計上することとなる（注解１２第１項）。 

  ただし、使用権資産については、固定資産であるものの、原資産の引渡しにより

借手に使用権の支配が移転した部分について資産計上するものであり、当該資産の

所有権は飽くまでも貸手に帰属しており、当該資産を独立行政法人の会計上の財産

的基礎を構成するものと認識することはできない。 

２ なお、減価償却がその他行政コストになるかどうかの判断は、当該資産が会計上

の財産的基礎に相当するかどうかではなく、会計基準第８７第１項にいう特定の償

却資産に該当するかどうかで判断すべきものである。 
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Ｑ３３－４ 運営費交付金を財源として使用権資産を計上した場合において、財源側

の会計処理はどのように考えればよいか。 

Ａ 

１ 会計基準第３３第２項のとおり、使用権資産は、①リース負債に②リース開始日

までに支払った借手のリース料、③付随費用及び④資産除去債務に対応する除去費

用を加算し、受け取ったリース・インセンティブを控除した額により算定される。

また、リース適用指針第 27項、第 29項及び第 34項に基づき、使用権資産の取得価

額に、⑤借地権の設定に係る権利金等や⑥建設協力金等の差入預託保証金（建設協

力金等・敷金）の一部を含める。 

  このうち②、③、⑤及び⑥のように、減価償却費の計上に先立つ支出については、

費用に先行する支出として、その相当額を運営費交付金債務から繰延運営費交付金

（資産）に振り替えることができる。 

  使用権資産の構成要素によって財源側の会計処理が異なるため、使用権資産の内

訳及び金額を把握することが重要となる。 

２ ①リース負債については、リース料の額を運営費交付金債務から運営費交付金収

益として収益に振り替える。 

３ ②、③、⑤及び⑥のような費用に先行する支出については、Ａ５に該当する場合

を除き、使用権資産の計上時にその金額を運営費交付金債務から繰延運営費交付金

（資産）に振り替えることができる。繰延運営費交付金（資産）は毎事業年度、減

価償却相当額を取り崩して、繰延運営費交付金（資産）戻入として収益に振り替え

る。 

４ ④については、計上時における財源側の会計処理は伴わない。 

５ ⑤のうち、使用権資産の取得価額に含めることとされた借地権設定に係る権利金

等について、リース適用指針の定めに従い減価償却を行わない場合には、権利金等

の支払額を運営費交付金債務から運営費交付金収益として収益に振り替える。 

６ 令和７年９月 29 日の会計基準改訂に伴い、リースに関する改訂内容が適用され

る以前に計上された⑤及び⑥については、従来の会計処理を継続することができる。

すなわち、相当額を資本剰余金として計上していた場合には、引き続き当該会計処

理を継続することができる。 

７ 会計処理のイメージは以下のとおり。なお、リース負債の額 120（上記①）、付随

費用の額 30（上記③）、減価償却額 50（耐用年数３年で定額法、残存価額ゼロ）、毎

年のリース料 45（リース期間３年、利息相当額の配分は定額法）、リース料及び付

随費用は運営費交付金により手当てされるとする。 

 

    運営費交付金の入金 

現金 75  運営費交付金債務 75 
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    使用権資産及びリース負債の計上 

使用権資産 

 

運営費交付金債務 

150 

 

30 

 リース負債 

現金(*1) 

繰延運営費交付金（資産） 

120 

30 

30 

   （*1）付随費用 30 

    減価償却費の計上及びリース料の支払 

減価償却費 

繰延運営費交付金（資産）

(*2) 

50 

10 

 減価償却累計額 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

50 

10 

   (*2) 付随費用相当の使用権資産から生じる減価償却費 30÷３年=10 

 

リース負債 

支払利息 

40 

5 

 現金 45 

 

運営費交付金債務 45  運営費交付金収益 45 

８ 上記の取扱いは、補助金等及び寄附金を財源として使用権資産を計上した場合に

おいても同様とする。 

 

Ｑ３３－５ リース取引の会計処理についても会計基準第４第３項が適用されるも

のと考えるが、同項に定める「簡便な方法」が認められるのはどのような場合か。 

Ａ 

１ 独立行政法人におけるリースについては、使用権資産に計上しなければならない

ものと考えられる。しかし、リースに該当するリース物件の全てを資産計上しなけ

ればならないのではなく、リース契約１件当たりのリース料総額が一定額以下の取

引など重要性の乏しいものについては、簡便な方法によることが認められる。 

  以下①～③のいずれかに該当する場合には、借手は、会計基準第３３第２項の規

定にかかわらず、リース開始日において使用権資産及びリース負債を計上せず、リ

ース料をリース期間にわたって原則として定額法により費用として計上することが

できる。 

 ① リース開始日において、借手のリース期間が 12か月以内であり、かつ購入オプ

ションを含まないリース 

 ② 借手のリース料が、固定資産の計上基準額に満たないリース 

 ③ 法人の事業内容に照らして重要性の乏しいリースで、リース契約１件当たりの

金額が 300万円以下であるリース 

  上記①において、借手は、対応する原資産を自ら所有していたと仮定した場合に

貸借対照表において表示するであろう科目ごと又は性質及び法人の事業における用
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途が類似する原資産のグループごとに適用するか否かを選択することができる。 

  上記③において、借手は、一つのリース契約に科目の異なる有形固定資産又は無

形固定資産が含まれているときは、異なる科目ごとに、その合計金額により判定す

ることができる。「リース契約 1件当たりの金額」の算定の基礎となる対象期間は、

原則として、借手のリース期間とする。ただし、当該借手のリース期間に代えて、

契約に定められた期間とすることができる。リース契約１件当たりの金額の算定に

当たり維持管理費用相当額の合理的見積額を控除することができる。 

２ 使用権資産総額に重要性が乏しいと認められる場合の取扱いについては、リース

適用指針に定めるところを参照されたい。 

 

Ｑ３３－６ 令和７年９月 29 日の会計基準の改訂によりリースに関する改訂内容が

適用されることとされたが、適用初年度における以下①～⑤の取扱いはどのように

なるか。 

 ① 会計方針の変更に係る影響額 

 ② リースの識別 

 ③ 借手がファイナンス・リース取引に分類していたリース 

 ④ 借手がオペレーティング・リース取引に分類していたリース及び会計基準の適

用により借手が新たに識別したリース 

 ⑤ 附属明細書 

Ａ 

① 令和７年９月 29 日の会計基準の改訂によりリースに関する改訂内容を適用する

に当たっては、当該改訂内容は会計方針の変更として取り扱うものとする。この場

合、会計方針の変更に係る影響額については、適用初年度において一時の損益とし

て損益計算書に計上する。 

② 次のいずれか又は両方により、リースを識別する。 

 ・ 適用初年度の前事業年度の期末日において、ファイナンス・リース又はオペレ

ーティング・リース取引に識別している取引に、企業会計基準第 34号「リースに

関する会計基準」（令和６年９月 13日 企業会計基準委員会。以下「リース会計基

準」という。）及びリース適用指針を適用して契約にリースが含まれているか否か

を判断することを行わずに当該改訂内容を適用すること 

・ 適用初年度の期首時点で存在する、ファイナンス・リース又はオペレーティン

グ・リース取引に識別していない契約について、当該時点で存在する事実及び状

況に基づいてリース会計基準及びリース適用指針を適用して契約にリースが含ま

れているか否かを判断すること 

③ 適用初年度の前事業年度の期末日において、借手がファイナンス・リース取引に

分類していたリースについて、適用初年度の前事業年度の期末日におけるリース資

産及びリース債務の帳簿価額のそれぞれを適用初年度の期首における使用権資産及
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びリース負債の帳簿価額とすることとする。 

  借手のリース料に含まれている利息相当額を利息法から定額法に修正した場合に

は、適用初年度の前事業年度の期末日における利息相当額の総額を、適用初年度以

降の各期に定額で配分することとする。 

④ 適用初年度の前事業年度の期末日において、借手がオペレーティング・リース取

引に分類していたリース及び借手が会計基準の適用により新たに識別したリースに

ついて、次のとおり会計処理を行う。 

 a 適用初年度の期首時点における残りの借手のリース料を適用初年度の期首時点

の借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値によりリース負債を計上す

る。 

 b リース１件ごとに、次のいずれかで算定するかを選択して使用権資産を計上す

る。 

  ・ 会計基準がリース開始日から適用されていたかのような帳簿価額。ただし、

適用初年度の期首時点の借手の追加借入利子率を用いて割り引く。 

  ・ 上記 aで算定されたリース負債と同額。ただし、適用初年度の前事業年度の

期末日に貸借対照表に計上された前払又は未払リース料の金額の分だけ修正

する。 

  具体的な適用初年度の会計処理は以下のとおり。なお、適用初年度の期首時点に

おける残りのリース料の割引現在価値 120、減価償却額 40（耐用年数３年で定額法、

残存価額ゼロ）、毎年のリース料 45（リース期間３年、利息相当額の配分は定額法）、

リース料は運営費交付金により手当てされるとする。借手は会計基準の適用前はオ

ペレーティング・リース取引に分類している。また、使用権資産は、リース負債と

同額にする。 

 

  適用初年度の期首 

使用権資産 120  リース負債 120 

  減価償却費の計上及びリース料の支払 

減価償却費 40  減価償却累計額 40 

 

現金 45  運営費交付金債務 45 

 

リース負債 

支払利息 

40 

5 

 現金 45 

 

運営費交付金債務 45  運営費交付金収益 45 

⑤ 附属明細書については、Ｑ８０－８Ａ（２）の考え方を踏まえ、令和７年９月 29
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日の会計基準の改訂の適用に伴う資産の変動額を、当期増加額及び当期減少額に反

映することとする。 

 

  上記Ａ①～⑤のほか、適用初年度の取扱いについては、リース適用指針に定める

ところを参照されたい。 

 

Ｑ３３－７ 独立行政法人会計基準等に定めのないリースに関する事項については

どのように考えればよいか。 

Ａ 

  独立行政法人会計基準等に定めのない事項については、リース会計基準及びリー

ス適用指針に定めるところを参照することとなる。 

 

Ｑ３５－１ 繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっては、企業会計基準委員会公

表の「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」を適用することとしてよいか。

また、これを適用するに当たって、独立行政法人の特性に起因して考慮すべき事項

はあるか。例えば、中期計画等を越えた課税所得の発生について予測できるか。 

Ａ 

１ 繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっては、企業会計基準適用指針第 26 号

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（最終改正平成 30年２月 16日 企

業会計基準委員会）によることが適切である。 

２ 中期計画を越えた課税所得の発生について予測することも可能である。ただし、

独立行政法人制度は中期目標期間ごとに厳格な評価を実施する仕組みであり、次の

中期目標期間においては、業務運営の方針が変わることも想定されることから、中

期目標期間を越えるような課税所得の予測を行う場合は、合理性のある予測を行う

ことが求められる。 

 

Ｑ３５－２ 諸税金の更正、決定等による追徴税額及び還付税額は、損益計算書上

どのように表示すべきか。 

Ａ 

  諸税金の更正、決定等による追徴税額及び還付税額は、Ｑ８０－８の考え方に準

じた処理を行う必要がある。具体的な表示方法は、以下のとおりである。 

 ① 法人税、住民税及び事業税 

   損益計算書上、「法人税、住民税及び事業税」の次にその内容を示す名称を付

した科目をもって記載する。ただし、これらの金額の重要性が乏しい場合には、

「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示することができる。 

 ② 利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税、事業所税 

   損益計算書上、当該追徴税額及び還付税額が、過去の誤謬に起因する場合には、
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臨時損益の区分に記載し（ただし、これらの金額の重要性が乏しい場合には、当

期の税額と同一の区分に表示することができる。）、過去の誤謬に起因しない場

合には、当期の税額と同一の区分に表示する。 

 

Ｑ３８－１ 退職給付引当金の計上はどのように行うのか。具体的な会計処理、計上

額の計算方法を示してほしい。例えば、役員分と職員分を一括して表示するのか別

掲するのか、整理資源及び恩給負担金に係る退職給付引当金の計算はどのように行

うのか。 

Ａ 

１ 退職給付引当金を計上する必要がある退職給付債務には、（ｱ）退職一時金、（ｲ）

確定給付企業年金及び厚生年金基金（以下「確定給付企業年金等」という。）から支

給される年金給付、（ｳ）退職共済年金等に係る整理資源、（ｴ）恩給負担金に係る債

務がある。 

２ このうち、退職共済年金等に係る整理資源及び恩給負担金については年金支給等

の事務が国家公務員共済組合連合会及び総務省政策統括官（恩給担当）で行われて

おり、退職給付引当金の計上額を独立行政法人自らが算定することが困難であるた

め、次によることとする。 

 ① 退職共済年金等に係る整理資源 

  ア 財政検証が行われた年度については、整理資源の負担を行うこととされてい

る独立行政法人から、整理資源に係る将来給付見込額の割引現在額について、

財務省主計局給与共済課長宛に照会し、同課からの回答額を引当金として計上

する。 

  イ 財政検証が行われない年度については、アにより計上した引当金から、各年

度において支払った整理資源負担金の額を逐次取り崩して整理する。 

  ウ このような処理の結果、整理資源に係る退職給付引当金の見直しは５年ごと

に行われることになるが、その際生ずる引当金の差額については、原則として、

当該年度において費用処理することが必要であるが、財政検証の期間に合わせ

て簡便的に５年間で償却することも認められる。 

 ② 恩給負担金については、恩給給付費の負担を行うこととされている独立行政法

人から、毎年度、年金給付情報について、総務省政策統括官（恩給担当）付恩給

企画管理官付恩給経理官宛に照会し、同室からの回答を基に各法人において所要

額の算定を行い引当金を計上する。なお、算出方法等については、当初の算出の

際に同室と調整するものとする。 

３ 貸借対照表における表示方法は、各独立行政法人の内規等に従い、退職給付引当

金の科目により一括して表示すること、役員分と職員分を区分して表示することの

いずれも認められる。 
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Ｑ３８－２ 

(1) 会計基準第３８第８項の規定の趣旨は何か。年金債務に係る退職給付引当金の

計算において、簡便法は全く認められないのか。 

(2) また、勘定別に区分して経理する独立行政法人における 300人未満の判断は、勘

定別に行うのか、それとも法人全体として行うのか。 

Ａ 

１ 会計基準第３８第８項は、企業会計基準第 26 号「退職給付に関する会計基準」

（最終改正平成 28年 12月 16日 企業会計基準委員会）と同様に職員数 300人未満

の独立行政法人について、簡便法による退職給付引当金の計上を認める趣旨である

が、簡便法が認められるのは退職一時金に限られ、確定給付企業年金等の年金債務

については簡便法を認めないこととしている。 

２ 年金債務について簡便法が認められないのは、合理的な簡便法が考えられないこ

とによる。 

３ 法律の規定により勘定別の経理が要請される独立行政法人については、職員数 

300 人の判断は勘定別に行う。ただし、法人単位財務諸表を作成することとの関係

から、ある勘定で本来の方法による必要がある場合は、全ての勘定において本来の

方法により計算することが必要である。 

 

Ｑ３８－３ 整理資源等に係る退職給付債務の額について、企業会計の制度変更時差

異に準じて一定期間で償却する会計処理は認められないか。 

Ａ 

  独立行政法人設立時の貸借対照表に、退職給付引当金として計上することにより、

損益の変動は生じないことから、一定期間での償却は認められない。 

 

Ｑ３８－４ 退職給付引当金を計算する際の割引率について、注解３４に「安全性の

高い債券の利回りを基礎として決定する。」とされているが、安全性の高い債券とは

どのようなものを指すのか。 

Ａ 

  安全性の高い債券とは、国債、地方債、政府保証債等通則法第 47条に規定する債

券をいう。 

 

Ｑ３８－５ 企業会計では、企業会計基準第 26号「退職給付に関する会計基準」第 35

項の適用に伴う会計方針の変更の影響額については、期首の利益剰余金に加減する

こととなっている（「退職給付に関する会計基準」第 37項）が、独立行政法人にお

いては、当該変更の影響額をどのように会計処理するのか。 

Ａ 

  独立行政法人においては、通則法第 44条が定める「利益及び損失の処理」との関
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係から、会計方針の変更の影響額を期首の利益剰余金に加減することは認められず、

一時の損益として損益計算書に計上する必要がある。 

この場合、当該会計方針の変更の影響額は、臨時損益の区分において「退職給付

会計基準改正に伴う調整額」の名称をもって掲記する。 

なお、割引率変更の要否を判定する際に、これまで重要性基準を考慮してきたが、

平成 27 事業年度の期首において重要性基準を考慮せずに、企業会計基準適用指針

第 25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（最終改正平成 27年３月 26日 企

業会計基準委員会）第 24項に基づいて決定された割引率を使用する場合がある。割

引率の変更により発生した差異は、通常は、当該年度に発生する数理計算上の差異

に含めて、法人の採用する費用処理方法及び費用処理年数に従って処理されるが、

この平成 27 事業年度の期首における場合には、会計基準等の適用に伴う会計方針

の変更の影響額に含めて臨時損益とする取扱いも認められる。また、この場合でも、

翌年度以後の割引率の決定において再度重要性基準を考慮することも認められる。 

 

Ｑ３９－１ 独立行政法人会計基準における資産除去債務の定義、会計処理及び開示

についてはどのように考えればよいか。 

Ａ 

１ 会計基準第３９において資産除去債務に係る会計処理が定められているところで

あるが、独立行政法人会計基準に資産除去債務の会計処理が導入されたときの「５ 

改訂会計基準の性格と取扱い」（独立行政法人会計基準の改訂について（平成22年

３月30日独立行政法人会計基準研究会 財政制度等審議会財政制度分科会法制・公

会計部会））に記述されているように、「改訂後の基準及び注解は、一般的かつ標準

的な会計基準を示すものであり、独立行政法人は他に合理的な理由がない限り基準

及び注解の定めるところに従わなければならないが、そこに定められていない事項

については、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従うこととなる」とさ

れており、この考え方は、資産除去債務に関する会計についても該当する。 

２ したがって、設問の件については、独立行政法人会計基準等に定めのない事項に

ついては、企業会計基準第18号「資産除去債務に関する会計基準」（改正令和６年

９月13日企業会計基準委員会）、企業会計基準適用指針第21号「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（改正平成23年３月25日 企業会計基準委員会）に定める

ところを参照することとなる。 

 

Ｑ３９－２ 資産除去債務に係る会計基準の適用初年度において、既に保有している

有形固定資産に係る資産除去債務の計上を行う場合の会計処理はどのように行え

ばよいか。 

Ａ 

  既存の有形固定資産に係る資産除去債務については、適用初年度の期首において
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新たに負債として計上される資産除去債務の金額が、時の経過により当初発生時よ

りも増加することとなる。その一方で、資産に追加計上される除去費用の金額は、

経過年度の減価償却費相当額だけ当初発生時よりも減少することとなる。このため、

適用初年度における既存資産に係る資産除去債務の計上額は、負債の増加額の方が

資産の増加額よりも大きくなる。適用初年度の具体的な会計処理を示すと以下のよ

うになる。 

 ① 適用初年度の期首における既存資産に係る資産除去債務は、適用初年度の期首

時点における割引前将来キャッシュ・フローの見積り及び割引率により計算を行

う。 

 ② 適用初年度の期首における既存資産の帳簿価額に加える除去費用は、資産除去

債務の発生時点における割引前将来キャッシュ・フローの見積り及び割引率が、

適用初年度の期首時点と同一であったものとみなして計算した金額から、その後

の減価償却額に相当する金額を控除した金額とする。 

 ③ 上記①及び②により計算した金額の差額は、適用初年度において原則として臨

時損失に計上するものとする。 

  なお、当該既存資産に係る除去費用等が会計基準第９１に基づき主務大臣により

特定されたものである場合には、当該差額は損益計算上の費用に計上せず、資本剰

余金を減額するものとする。 

 

Ｑ４０－１ 年度途中で償却資産を取得した場合、初年度への原価の配分額は、幾ら

なのか（１年分とするのか、月割りや日割りで計算するのか。）。 

Ａ 

  原則として、月割り又は日割りで計算を行うことが望ましい。 

 

Ｑ４０－２ 償却資産の耐用年数は、独立行政法人側で独自に決めてよいか。 

Ａ 

１ 耐用年数は減価償却費ないし減価償却相当額の総額を各年度に配分する場合の基

礎となる期間であり、耐用年数の決定には、物理的減価と機能的減価の双方を考慮

して決定する必要がある。 

２ 耐用年数には、一般的耐用年数と個別的耐用年数がある。一般的耐用年数は、固

定資産の種類が同じ場合には個々の資産の置かれた条件に関わりなく、画一的に定

められた耐用年数である。また、個別的耐用年数は、独立行政法人が、自己の固定

資産につき操業度の大小や技術革新の程度などの条件を勘案し自主的に決定するも

のである。 

３ 本来、独立行政法人は、自主的に個別的耐用年数を採用するべきであるが、我が

国の各企業は、現在、税法上の耐用年数を一般的耐用年数として通常採用しており、

個別的な耐用年数の決定の困難性を考えると、独立行政法人でもこれを採用するこ
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とは認められよう。ただし、一般的耐用年数を採用している場合でも、それが実態

とかけ離れたものであるときは妥当な耐用年数としなければならない。 

４ なお、日本公認会計士協会から、監査・保証実務委員会実務指針第 81号「減価償

却に関する当面の監査上の取扱い」（最終改正平成 24年２月 14日 日本公認会計士

協会）が公表されており、その要旨は以下のとおりである。独立行政法人会計にお

ける耐用年数の取扱いにおいても、この趣旨を十分に考慮されなければならないと

考える。 

 ① 耐用年数は経済的使用可能予測期間に見合ったものでなければならない。 

 ② 資産の使用状況、環境の変化等により、当初予定による残存耐用年数と現在以

降の経済的可能予測期間との乖離が明らかになったときは、耐用年数を変更しな

ければならない。 

５ 独立行政法人における耐用年数の変更については、Ｑ８０－８に従い、以下の取

扱いとすることが適当である。 

 ① 耐用年数の変更について、過去に定めた耐用年数が、これを定めた時点での合

理的な見積りに基づくものであり、それ以降の変更も合理的な見積りによるもの

であれば、当該変更は、会計上の見積りの変更に該当する。 

 ② 耐用年数の変更が、会計上の見積りの変更に該当する場合、当該変更の影響は、

当事業年度及びその資産の残存耐用年数にわたる将来の期間の損益で認識する。 

 ③ 耐用年数の変更について、過去に定めた耐用年数が、これを定めた時点での合

理的な見積りに基づくものではなく、これを事後的に合理的な見積りに基づいた

ものに変更する場合、当該変更に伴う過年度の損益修正額は、原則として臨時損

益として処理する。 

 ④ 見込販売数量又は見込販売収益に基づいて償却を行っている市場販売目的のソ

フトウェアについて、見込販売数量又は見込販売収益を変更した場合、上記に準

じて処理を行う。 

 

Ｑ４０－３ 会計基準第４０第３項ただし書による定率法の減価償却が認められる

のはどのような場合なのか。 

 ① 「国からの財源措置が予定されない」とは、運営費交付金による財源措置に限

られるのか、それとも補助金等も含まれるのか。 

 ② 「機械装置等」とは機械装置のほかに何が含まれるのか。 

Ａ 

  会計基準においては、独立行政法人相互間の比較可能性の観点を考慮し、共通に

適用される基準として、減価償却の方法は定額法によるものとされている。しかし、

収入のほとんどを自己収入が占めており、市場原理に基づく業務運営を前提として

いる独立行政法人においては、再投資資金の回収のため、定額法では不十分な場合

も想定されることから、定率法の採用を認めているものである。 



 55 

 ① 「国からの財源措置が予定されない」とは、運営費交付金による財源措置が原

則として予定されていないことが前提となるが、製造業務のほかに研究業務を行

っている場合に研究業務部門を対象として運営費交付金が措置されており、製造

部門は独立採算によって運営されていると認められる場合は、「国からの財源措

置が予定されない」に該当するものと認められる。 

   また、補助金等についても原則は交付が予定されないことが前提となるが、定

率法の減価償却を適用する事業とは直接関係のない補助金等が交付される場合

は、「国からの財源措置が予定されない」に該当するものと認められる。 

 ② 定率法の減価償却を適用できるのは、機械装置が原則であるが、製造業務と密

接に関連し、機械装置と同程度の経済的陳腐化が見込まれる固定資産については、

定率法によることができる余地を残すため、会計基準は「機械装置等」との表現

を行っているものであり、会計実務ではこのような趣旨を踏まえ、機械装置に準

ずるものに限定することが適切である。 

 

Ｑ４０－４ 独立行政法人の設立時に使用途中の財産を現物出資した場合、出資時点

までの減価分はどう処理するのか。 

Ａ 

  独立行政法人に対して、設立時に出資される建物等の償却資産はこれまで使用さ

れてきたものが大部分である。これまでの使用期間に対応した減価償却累計額の扱

いについては、当該資産が出資時に時価で評価され、国が購入した際の取得価額と

は切り離されていることから、評価された時価そのもので貸借対照表に計上し、減

価償却累計額はゼロとする。その後の減価償却については、当該資産に係る残存耐

用年数について減価償却を行っていくこととする。したがって、出資された個々の

償却資産について残存耐用年数を判断することとなる。 

 

Ｑ４０－５ 固定資産が機能的に陳腐化した場合の臨時償却は認められるのか。 

Ａ 

  従来、独立行政法人においても一般の企業と同様に、固定資産において当初予見

できなかった機能的原因（例えば、新技術の発明）等による陳腐化が生じることと

なった場合、減価償却計算を修正すべく臨時償却を行うことは認められていた。 

  一方、企業会計においては、上記による固定資産の耐用年数の変更については、

会計上の見積りの変更に該当することとされ、当期以降の費用配分に影響させる方

法のみを認める改正が過去に行われた。 

  独立行政法人においても、企業会計基準との調和を図る観点から、臨時償却の考

え方が廃止された企業会計基準と同様な取扱いが採られるため、固定資産の耐用年

数の変更については、当期以降の費用配分に影響させる方法を採ることとなる。な

お、耐用年数の変更の具体的な取扱いについては、Ｑ４０－２参照。 
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Ｑ４１－１ 当年度契約の国又は地方公共団体からの受託研究収入 100の使用状況は

次のとおりであった。 

 ① 翌年度以降３年間研究に使用する機械装置 60 

 ② その他経費支出 40 

  このような場合、収益を分割計上する、又は、取得資産に対応する見返負債を設

定することにより、受託研究事業に係る損益を均衡させる会計処理を行うことが認

められるか。 

Ａ 

１ 研究機関の受託研究は実質的に複数年にわたり行われ、初年度において償却資産

を購入して当該研究期間内で使用する場合が多い。一方、受託研究契約は単年度契

約であり、会計基準第８６に従い、履行義務を充足した時に又は充足するにつれて

収益認識されることになる。したがって、収益を分割計上することはできない。 

２ 受託研究費で取得した研究専用償却資産は固定資産に計上するとともに、使用予

定期間にわたって減価償却を行うことになる（Ｑ８－２回答参照）。 

  当年度 受託収入 100 研究経費 40 減価償却費 20（残存価額０とした場合） 

 ＋１年度                減価償却費 20 

 ＋２年度                減価償却費 20 

  このように、当該事業のみに着目すると初年度では利益が計上され､翌年度以降

は減価償却費部分が損失として計上されることになる。 

  国又は地方公共団体からの受託研究収入は独立行政法人の自己収入であり、民間

からの受託収入と同様の処理を行う（注解６８）こととされている。すなわち、資

産に係る繰延収益を用いて損益を均衡させるような会計処理は、運営費交付金や補

助金等の国の財源措置との関係で認められるものであり、自己収入に該当する受託

研究収入を財源として購入した償却資産について、資産に係る繰延収益を設定する

ことは認められない。 

第４章 財務諸表の体系 

Ｑ４２－１ 独立行政法人の財務諸表は相互にどのように関連しているのか。 

Ａ 

以下のとおりである。
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Ｑ４３－１ 財務諸表上開示すべきセグメントについて、事業内容に応じて目標の単

位を集約した単位としても差し支えないか。 

Ａ 

１ 会計基準は、目標設定・評価における参考情報としての財務情報の有用性を担保

する観点から、中期目標、中長期目標又は年度目標における事業等のまとまりごと

の区分に基づくセグメント情報と一体として、目標・評価単位と整合したセグメン

ト情報を開示させることを求めている。そのため、開示するセグメント情報は、事

業等のまとまりごとの区分に基づく情報であり、目標の単位を集約した単位に基づ

く情報とすることは認められない。 

２ なお、法人が、国民等への情報提供に資するとの判断から、事業等のまとまりを

更に細分化したセグメント情報を追加的に開示することは妨げない。 

 

Ｑ４３－２ 会計基準第４３第１項において、「独立行政法人における開示すべきセ

グメント情報は、当該法人の中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区

分に基づくセグメント情報とする」とされているが、一方、注解７８においては、

「主務省令等により区分して経理することが要請されている場合の、各経理単位の

財務諸表はセグメント情報として整理し、勘定別財務諸表には該当しないものとす

る」とされている。両者の関係如何。 

Ａ 

１ 会計基準第４３第１項に規定されているとおり、独立行政法人が開示すべきセグ

メント情報は、一定の事業等のまとまりごとの区分に基づく情報となる。 

２ 一定の事業等のまとまりごとの区分と、主務省令等により区分経理が要請されて

いる単位は、一般的に整合するものと考えられるが、一致しない場合の各経理単位

の情報は、注解４０第３項に規定されている追加的セグメント情報として整理する。 

 

Ｑ４５－１ 行政コスト計算書は、通則法第 38条第１項に規定する「その他主務省令

で定める書類」として財務諸表の一部となるのか。 

（関連項目：第４２ 財務諸表の体系） 

Ａ 

  行政コスト計算書は、行政コストの状況を表すとともに、フルコスト情報の提供

源となるものであり、国民から見た情報の重要度は極めて高いものと考えられるた

め、通則法第 38条第１項の「その他主務省令で定める書類」として財務諸表を構成

する書類の一つに位置付けるべきものである。なお、会計基準第４２では、行政コ

スト計算書を独立行政法人の財務諸表の体系の中に位置付けている。 

 

Ｑ４６－１ 何を損益計算に含めるかは独立行政法人に判断が委ねられているのか。 

 （関連項目：第２１ 費用の定義、第２２ 収益の定義、第４１ 発生主義の原則、第



 59 

８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理、 第８９ 退職給付に係る会計処理） 

Ａ 

１ 会計基準においては発生主義会計が採用されており（会計基準第４１参照）、独立

行政法人の財務諸表は、過去に発生した全ての取引その他の事象の財務的影響を、

資産、負債、純資産、行政コスト、費用、収益又は利益の構成要素に区分して表現

している。これらの構成要素のうち、損益計算は費用及び収益の二つの構成要素に

よってなされる。 

２ 独立行政法人の財務諸表のうち、「損益計算書は、独立行政法人の運営状況を明ら

かにするため、一会計期間に属する独立行政法人の全ての費用とこれに対応する全

ての収益とを記載して当期純利益を表示しなければならない」（会計基準第４６第

１項）のであって、会計基準に定める費用及び収益の定義に該当する全ての取引そ

の他の事象は損益計算に含めなければならない。何を損益計算に含めるかについて、

独立行政法人の側で自由に決められるものではない。 

第５章 貸借対照表 

Ｑ５５－１ 

(1) 現物出資された無形固定資産の減価償却の会計処理はどうなるのか。次の方法

のうちいずれか（無形固定資産は減価償却累計額を控除した未償却残高を表示す

ることとなっているから、②の方法となるのか。）。 

 ① （借）減価償却相当累計額（減価償却相当額）／（貸）無形固定資産 

 ② （借）資本剰余金 ／（貸）無形固定資産 

(2) 償却完了後は、「資本剰余金」がマイナス（借方残）として残ることになるが、

それでよいのか。 

（関連項目：第５７ 純資産の表示項目、第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会

計処理） 

Ａ 

１ 現物出資された無形固定資産については、各事業年度にその取得原価を減価償却

の方法により配分することになるが、現物出資された有形固定資産と同様、会計基

準第８７第１項の特定の償却資産に該当する限り、減価償却費については損益計算

上の費用として計上しない。貸借対照表上無形固定資産については、減価償却累計

額を控除した未償却残高を記載するとされているため、その会計処理として、「（借）

減価償却相当累計額（減価償却相当額）／（貸）無形固定資産」の処理を行うこと

となる。なお、会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当しない場合において

は、減価償却費を損益計算上の費用として計上する。この場合の会計処理は、「（借）

減価償却費 ／ （貸）無形固定資産」となる。 
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２ 現物出資された無形固定資産の減価償却に相当する額は実質的に会計上の財産的

基礎の減少と考えられるため、減価償却相当累計額が借方残として残ることは会計

上の財産的基礎の減少を表し、広義の「資本剰余金」（狭義の資本剰余金と減価償却

相当累計額の合計）がマイナスになる場合もあり得る。 

 

Ｑ５７－１ 

(1) 施設費で購入した償却資産に係る減価償却に相当する額は、会計基準第５７第

２項にいう減価償却相当累計額に表示するという理解でよいのか。 

(2) 現物出資財産の減価償却に相当する額はどこに表示することとなるのか。 

(3) 施設費の減価償却相当累計額と合わせて表示することで資本剰余金合計がマイ

ナスになることも想定しているのか。 

 （関連項目：第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理） 

Ａ 

１ 施設費で購入した償却資産に係る各期の減価償却に相当する額は、当該償却資産

が会計基準第８７第１項にいう特定の償却資産に該当する場合において、期末の貸

借対照表の純資産の部における減価償却相当累計額に控除項目として蓄積されるこ

ととなる。 

２ 現物出資財産の減価償却に相当する額も、施設費で購入した償却資産の場合と同

様である。 

３ 控除項目である減価償却相当累計額が狭義の資本剰余金を上回り、広義の資本剰

余金合計がマイナスになる場合もあり得る。 

 

Ｑ５７－２ 会計基準第５７第２項及び第５８に「承継資産に係る費用相当累計額」

とあるが、有形固定資産及び無形固定資産から生じる費用相当累計額も含まれるの

か。 

Ａ 

注解１５第２項(4)では、「承継資産」を「個別法の権利義務承継の根拠規定に基

づく資産をいう。」とし、有形固定資産及び無形固定資産を含む概念で定義している。

ただし、会計基準第５７第２項及び第５８の「承継資産に係る費用相当累計額」は、

会計基準第８７第２項の有形固定資産及び無形固定資産を除く承継資産についての

会計処理に基づき計上される費用相当累計額の表示について規定したものである。

承継資産のうち、会計基準第８７第１項の有形固定資産及び無形固定資産から生じ

る費用相当累計額（減価償却相当累計額）は、会計基準第５７第２項及び第５８の

「減価償却相当累計額」に含めて表示される。 

 

Ｑ５７－３ 会計基準第５７第２項に規定されている資本剰余金の控除科目のうち、

「除売却差額相当累計額」の平成 31 事業年度の期首残高はどのように算出すれば
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よいか。 

Ａ 

１ 平成 31事業年度の除売却差額相当累計額の期首残高は、平成 28年２月改訂Ｑ＆

ＡのＱ７９－１「１４ 資本金及び資本剰余金の明細」における資本剰余金の内訳項

目である「損益外除売却差額相当額」の平成 30事業年度における期末残高から、平

成 30事業年度までに計上された資本剰余金（国庫納付差額）を控除した額となる。

なお、控除した資本剰余金（国庫納付差額）は狭義の資本剰余金に含まれ、Ｑ７９

－１「１４ 資本剰余金の明細」における資本剰余金の内訳項目に表示されることと

なる。 

２ これは、平成 28年２月改訂Ｑ＆ＡのＱ７９－１「１４ 資本金及び資本剰余金の

明細」の記載上の注意⑥に「資本剰余金（国庫納付差額）については、損益外除売

却差額相当額の欄に記載する」旨を規定していたため、損益外除売却差額相当額に

は資本剰余金（国庫納付差額）が含まれているが、平成 30年９月３日の会計基準の

改訂により、資本剰余金（国庫納付差額）はその他行政コストに含めないこととさ

れたため（Ｑ２０－１Ａ３参照）、その他行政コスト累計額である除売却差額相当累

計額にも含めないこととしたものである。 

 

Ｑ５７－４ 会計基準第５７第３項には「前中期目標等期間繰越積立金」とあるが、

例えば、行政執行法人の場合には、単年度管理を行うことから「前事業年度繰越積

立金」といった名称で表示することでもよいか。 

Ａ 

１ 財務諸表における科目名称については、基本的には法人分類などの実態に応じて

各法人が判断することになる。その一方で、国民その他の利害関係者に分かりやす

い形で情報開示されなければならない。 

２ そのため、例えば、行政執行法人の場合には「前事業年度繰越積立金」、中期目標

管理法人の場合には「前中期目標期間繰越積立金」、国立研究開発法人の場合には

「前中長期目標期間繰越積立金」などと表示することが望ましい。 

 

Ｑ５９－１ その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取

得した資産に係る金額はどのように把握、算定するのか。 

Ａ 

１ その他行政コスト累計額は、独立行政法人の実質的な会計上の財産的基礎の減少

の程度を表示し、当該資産の更新に係る情報提供の機能を果たすとされている（注

解６９第２項）。会計上の財産的基礎という点において、資本金と資本剰余金とに実

質的な相違はないという考え方もあるが、当該累計額のうち出資を財源に取得した

資産に係る金額を注記することにより、資本金に係る財産的基礎の減少の程度が明

らかになる。 
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２ 独立行政法人が通則法第 46 条の２の規定により不要財産に係る国庫納付をした

場合において、当該納付に係る不要財産が政府からの出資に係るものであるときは、

当該独立行政法人は、当該独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る不要財産に

係る部分として主務大臣が定める金額により資本金を減少するものとされている

（会計基準第９８第１項）。そのため、通常、各独立行政法人においては、出資に係

る資産は区分して管理されているものと考えられる。よって、その他行政コスト累

計額のうち独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産に係る金額は、それら

の資産についてのその他行政コスト累計額を集計することによって算定することに

なる。 

３ しかしながら、独立行政法人の資産管理の実態等に応じて、例えば、その他行政

コスト累計額について、資本金と資本剰余金の比率で按分した額を資本金に係る額

とするなど、簡便な方法で算定することも認められると考えられる。 

４ なお、独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産には、当然に現物出資に

係る資産も含まれる。 

 

Ｑ５９－２ その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取

得した資産に係る金額の注記は、具体的にどのような内容を記載することとなるの

か。減価償却相当累計額や減損損失相当累計額など、その他行政コスト累計額の内

訳別に記載することが必要か。 

Ａ 

  貸借対照表関係の注記の区分において、出資を財源に取得した資産に係るその他

行政コスト累計額の合計額を記載すれば足り、その他行政コスト累計額を内訳別に

記載する必要はない。 

第６章 行政コスト計算書 

Ｑ６２－１ 会計基準第６２第１項に基づく「独立行政法人の業務運営に関して国民

の負担に帰せられるコスト」の注記はどのように記載すればよいか。 

Ａ 

  行政コスト計算書に注記すべき「独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に

帰せられるコスト」の算定方法は会計基準第６２第２項のとおりである。また、そ

の内容は注解４４において具体的に定められている。注記の具体的な記載方法は各

法人の判断に基づくことが原則であるが、標準的な例を示すと次のようになる。 

行政コスト計算書関係 

 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 
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行政コスト           ×××円 

自己収入等          △×××円 

法人税等及び国庫納付額    △×××円 

機会費用            ×××円 

独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト  ×××円 

 

２．機会費用の計上方法 

 (1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ず

る機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。 

(2) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10年利付国債の平成××年３月末利回りを参考に××％で計算しております。 

 (3) 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引から

生ずる機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付政府保証債の平成××年３月末利回りを参考に××％で計算しており

ます。 

 (4) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、

独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付

支給基準等を参考に計算しております。 

 

 

Ｑ６２－２ 減額された使用料によるリースに係る機会費用については、どのように

計算するのか。 

（関連項目：第６２ 注記事項） 

Ａ 

国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費

用の計算（注解第４４第５項（１））と同様とする。 

 

Ｑ６２－３ 委託費の交付を受けて研究を行う場合、従来の委託研究のやり方だと、

研究のために購入した資材は、法人が委託期間中に国から無償で使用している形に

なる。このようなものも無償使用コストとして行政コスト計算書に注記しなければ

ならないのか。 

Ａ 

  委託費に基づいて資材を購入する場合の扱いについては、委託契約の内容に応じ

て適切に対応する必要がある。 

  例えば、購入した資材の所有権が独立行政法人に帰属するとされている場合には、

（委託期間経過後に当該資材の国への返還義務がある場合であっても、）その資材

の使用は委託契約の一部であり、自らの財産を使用しているため、「無償使用」の問

題は生じない。 
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Ｑ６２－４ 会計基準第６２第１項に基づく「独立行政法人の業務運営に関して国民

の負担に帰せられるコスト」の注記に含めて表示される機会費用のうち、「国又は地

方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費

用」については、国有財産法上の国有財産及び同様の地方公共団体の財産について

のみ計算すればよいのか。 

（関連項目：第４ 重要性の原則） 

Ａ 

１ 「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生

ずる機会費用」には、国民がコストを負担する限りにおいて、狭義の国有財産（国

有財産法の対象となる財産）のみならず、物品管理法等が対象とする動産等も含む

広義の国有財産及び同様の地方公共団体の財産に関する無償又は減額使用コストが

含まれる。 

２ なお、具体的な事例において「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された

使用料による貸借取引から生ずる機会費用」に該当するかどうかの判断にあっては、

独立行政法人の会計が目的とするところが、法人の財政状態及び運営状況を明らか

にし、国民その他の利害関係者の判断を誤らせないようにすることにあることを考

慮し、金額的側面及び質的側面の両面からの重要性を勘案して、重要性の乏しいも

のについては、ここにいう「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用

料による貸借取引から生ずる機会費用」には含めないものとする処理も認められる

（会計基準第４参照）。 

 

Ｑ６２－５ 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用

とは何か。 

Ａ 

１ 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員であり国又は地方公共団体に復

帰することが予定される職員であって、独立行政法人での勤務に係る退職給与は支

給しない条件で採用している場合は、退職給付に係る将来の費用は発生しないこと

から、退職給付引当金の計上は要しないこととなる。 

２ このような出向職員退職給与は、当該職員が復帰後退職する際に独立行政法人で

の勤務期間分を含め、国又は地方公共団体において支払われることとなるため、国

又は地方公共団体の資源を利用することから生ずる機会費用に該当する。なお、他

の独立行政法人や国立大学法人との人事交流による出向職員に係る退職給与は、出

向元において国からの財源で負担される場合には、「国又は地方公共団体との人事

交流による出向職員から生ずる機会費用」に含めるべきとも考えられるが、独立行

政法人間の比較可能性の観点などから、会計基準において機会費用の範囲を限定し

ている趣旨（Ｑ６２―８参照）を踏まえ、含めないこととする。 

３ 国又は地方公共団体との人事交流により出向職員から生ずる機会費用は、以下の
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ように算定する。 

期末に在職する出向者については、当期末の退職給付見積額から前期末の退職給

付見積額（前期末に当該出向者が在籍していない場合には、着任時の退職給付見積

額）を控除して計算することを原則とする。 

期中に国又は地方公共団体に帰任した出向者については、帰任時の退職給付見積

額から前期末の退職給付見積額を控除して計算することを原則とする。 

なお、期中に着任した出向者については、着任時の前後いずれか近い方の期末日

に着任したものとみなして、機会費用を算定することも認められ、期中に帰任した

出向者については、帰任時の前後いずれか近い方の期末日に帰任したものとみなし

て、機会費用を算定することも認められる。ただし、９月末に帰任した出向者の交

替要員として 10 月以降に別の出向者が着任した場合には、９月末に帰任した出向

者は期首（前期末）に帰任し、10月以降に着任した出向者も期首（前期末）に着任

したものとみなして機会費用を算定する必要がある。 

４ 国の機関の一部を分離して設立された独立行政法人については、国からの出向職

員なのか、独立行政法人本来の職員かの判断が困難な場合も想定されるが、独立行

政法人を設立する個別法の附則の規定、設立時の経緯等を総合的に勘案して判断す

る必要がある。 

 

Ｑ６２－６ 国からの現物出資に係る還付消費税は、「運営費交付金及び国又は地方

公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益」には含まれない旨が注解４４第

１項(2)に規定されているが、内税方式の会計処理を採用している場合に通常の業

務運営や施設整備等によって生じた還付消費税の取扱いはどうなるのか。 

Ａ 

通常の業務運営や施設整備等によって生じた還付消費税は、控除すべき収益に含

まれる。 

 

Ｑ６２－７ 以下に掲げる収入は、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰

せられるコストの計算上「運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に

基づく収益以外の収益」として行政コストから控除することができるのか。 

  ① 繰延運営費交付金（資産）戻入 

  ② 繰延補助金等（資産）戻入 

  ③ 繰延寄附金（資産）戻入 

  ④ 繰延物品受贈額（資産）戻入 

  ⑤ 国からの物品受贈益 

  ⑥ 国からの受託収入 

  ⑦ 引当金見返に係る収益 

  ⑧ 科学研究費補助金その他の補助金に係る間接経費相当額 
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Ａ 

１ 設問中の①、②、④、⑤、⑦はその取得原資が税金であること、⑧は直接の対価

性がないことから運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収

益以外の収益として取り扱うことはできないものと考える。③の財源は税金からの

拠出でないこと、⑥は対価性があることから、それぞれ控除できるものと考える。 

２ 以上を整理すると次のとおりである。 

 

収入の区分 行政コストから控除することの可否 

① 繰延運営費交付金（資産）戻入 控除できない。 

② 繰延補助金等（資産）戻入 控除できない。 

③ 繰延寄附金（資産）戻入 控除できる。 

④ 繰延物品受贈額（資産）戻入 控除できない。 

⑤ 国からの物品受贈益 控除できない。 

⑥ 国からの受託収入 控除できる。 

⑦ 引当見返に係る収益 控除できない。 

⑧ 科学研究費補助金その他の補助金 

に係る間接経費相当額 

控除できない。 

 

Ｑ６２－８ 独立行政法人会計基準に列挙されていない一般に機会費用と考えられ

る、例えば独立行政法人間における資産の無償賃借などの場合に、独立行政法人の

業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに計上する必要があるか。 

Ａ 

注解４４第３項では機会費用を「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額され

た使用料による貸借取引から生ずる機会費用」、「政府出資又は地方公共団体出資等

から生ずる機会費用」、「国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条

件による融資取引から生ずる機会費用」及び「国又は地方公共団体との人事交流に

よる出向職員から生ずる機会費用」の４種類に限定している。なぜなら、機会費用

は一般に広い概念であるが会計帳簿の記録に基づくものではなく、通常は財務会計

上認識されることはない。しかし、独立行政法人においてはその制度趣旨に鑑み、

独立行政法人間の比較可能性の観点などから、会計基準において制度的に範囲を限

定するものである。したがって、独立行政法人会計基準において列挙されている以

外の機会費用を独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに

計上する必要はない。 

 

Ｑ６２－９ 

(1) 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの計算上、「法

人税等及び国庫納付額」はなぜ控除されるのか。 

(2) また、控除される法人税等の額に税効果会計の｢法人税等調整額｣を加減するの

はなぜか。 
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Ａ 

１ 法人税等については、損益計算書において税引前当期純利益から控除されるもの

であり費用性があるものと考えられ、行政コストに含まれる。しかしながら、利益

の一部を国等に納付するものであり最終的に国民の負担に属するものとはいえない。

このため、法人税等は独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコ

ストの計算上、控除する必要がある。 

２ 同様に、国庫納付額も最終的に国民の負担に属するものではないことから控除す

る必要があるが、国庫納付額には利益処分としてのものと損益計算書上に費用とし

て計上されるものがある。利益処分として行われる国庫納付は、損益計算書に計上

されず行政コストにも含まれないため、独立行政法人の業務運営に関して国民の負

担に帰せられるコストの計算上、行政コストから控除する必要はない。一方、損益

計算書上に費用として計上される国庫納付については、行政コストに含まれるため

これを控除する必要がある。 

３ なお、行政コストには法人税等及び法人税等調整額が計上されるため、独立行政

法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの計算上、法人税等の額に

法人税等調整額を加減して控除することで、結果として行政コストの法人税等及び

法人税等調整額が控除されることとなる。 

 

Ｑ６２－１０ 「国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借

取引から生ずる機会費用」に関し、減額された使用料による貸借取引とはどのよう

な場合を想定しているのか。また、民間における参考事例がないとき、どのように

してその機会費用を計算するのか。 

Ａ 

１ 減額された使用料による貸借取引とは、国有財産法、物品の無償貸付及び譲与等

に関する法律において、国有財産及び国の物品を国以外の者に対して時価よりも低

い対価で貸し付けることができる場合が規定されており、これらの法律を根拠とし

て減額された使用料による貸借取引が行われることを想定したものである（注解 

４４第４項参照）。なお、国の財産は、時価による譲渡及び貸付けが原則とされてお

り、法律の規定によらず時価よりも低い対価で貸付けが行われることはない。 

２ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

とは、当該資産が市場によって提供されたとしたら支払うべきであろうコストと実

際の支払額との差額を意味するものであり、例えば近隣の地代や賃貸料等を参考に

計算を行うこととされている（注解４４第５項(1)参照）が、民間における参考事例

がない場合であっても何らかの合理的な仮定計算を行うことが必要である。 

３ 仮定計算の方法については、行政コスト計算書に注記を行うことにより、客観性・

透明性を確保するものとする。 
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Ｑ６２－１１ 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに

おける「政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用」の算定に用いる「一

定利率」はどのように決定するのか。また、共通の数値を策定し、各独立行政法人

に通知するなどの周知は行わないのか。 

Ａ 

１ 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用は、当該出資額を市場で運用したな

らば得られたであろう金額として計算すべきものであり、「一定利率」の数値として

は、国債の利回りを参考に決定することとなる（注解４４第５項(2)参照）が、独立

行政法人間の比較可能性が重要であり、「一定利率」については、各独立行政法人が

共通の数値を使用することが望ましい。 

２ 具体的に使用すべき「一定利率」については、決算日における 10年もの国債の利

回り（具体的には、決算日（当日が土・日曜日の場合は直前の営業日）における 10

年国債（新発債）の利回り）であり、日本相互証券が公表しているものによるもの

とする。 

 

Ｑ６２－１２ 施設費は固定資産を取得したときに資本剰余金に振り替えられるが、

決算日において負債として整理される預り施設費又は繰延施設費（建設仮勘定）が

存在する場合、当該預り施設費又は繰延施設費（建設仮勘定）も政府出資又は地方

公共団体出資等に含めて機会費用を計算するのか。 

Ａ 

預り施設費又は繰延施設費（建設仮勘定）は、資本剰余金に転換する前段階のも

のであり、国民から見た場合には既に負担が発生しているので、政府出資又は地方

公共団体出資等から生ずる機会費用の計算対象と考えるのが適当である。 

 

Ｑ６２－１３ 政府出資等の額が、期首と期末では異なる場合、どのように計算する

のか。 

Ａ 

期首（前期末）と期末の平均を取って政府出資等の額とする。 

 

Ｑ６２－１４ 資本金200億円（全額現物出資）で、４月１日に設立された独立行政法

人において、機会費用算定に用いる｢一定利率｣を２％とすると、次のようなケース

では当年度の政府出資等の機会費用は幾らになるのか。 

 ① 現物出資財産の減価償却により、資本剰余金が△10億円発生した場合 

② さらに、施設費により９月末日に50億円の建物を増築し、当該年度において 

△２億円の減価償却相当額が発生している場合 

Ａ 

  計算例 
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               前年度末       当年度末 

    政府出資金         200          200 

    資本剰余金          0          50 

    減価償却相当累計額      0         △12 

    資本剰余金合計        0          38 

 

   政府出資等の機会費用 ＝ （200＋238）／２ × ２％＝ 4.38 億円 

   注：行政コストとしては、減価償却相当額が、別途、12億円発生している。 

 

Ｑ６２－１５ 国又は地方公共団体からの無利子又は低利融資を受けている場合の

機会費用の算定について、｢通常の調達利率｣とはどのような金利を用いればよいの

か。また、通常の調達利率は、期末時点での金利なのか、あるいは年間の平均金利

なのか。 

Ａ 

  注解第４４第５項(3)における｢通常の調達利率｣とは、債券発行や借入金により

資金調達を行っている独立行政法人にあっては、当該債券及び借入金の調達金利の

年平均利率によることとし、無利子又は低利融資以外に資金調達を行っていない独

立行政法人にあっては、決算日（当日が土・日曜日の場合は直前の営業日）におけ

る 10年もの国債（新発債）の利回りであり、日本相互証券が公表しているものによ

るものとする。 

 

Ｑ６２－１６ 

(1) 注解４４第５項(2)において、目的積立金を財源として生じた資本剰余金が、機

会費用算定の基礎となる政府出資等に含まれていない趣旨は何か。 

(2) 注解４４第５項(2)において、その他行政コスト累計額のうち「第９１ 資産除去

債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当累計額及び利息費用

相当累計額が、機会費用算定の基礎となる政府出資等から控除する額に含まれてい

ない趣旨は何か。 

(3) その他行政コスト累計額のうち目的積立金を財源として生じた資本剰余金に対

応する額については、機会費用算定の基礎となる政府出資等から控除する額（注解

４４第５項(2)ア～ウ）から除外することでよいか。 

（関連項目：第２０ 行政コストの定義） 

Ａ 

１ 目的積立金は経営努力認定を受けた積立金であり、法人の費用削減又は収益の増

加という自己努力によって生じた利益を源泉としているものと考えられるため、政

府出資等に係る機会費用の算定に含めることは適切ではない。そのため、目的積立
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金を財源として生じた資本剰余金は、機会費用算定の基礎となる政府出資等の資本

剰余金には含まれていない。 

２ 「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当

累計額及び利息費用相当累計額は、資産除去債務に対応する除去費用等のうち、当

該費用に対応すべき収益の獲得が予定されていないものとして特定された場合に計

上されるものであり、国又は地方公共団体の資源の利用とは関係なく計上されるも

のである。そのため、機会費用算定の基礎となる政府出資等から控除する額に含ま

れていない。 

３ 目的積立金を財源として生じた資本剰余金は機会費用算定の基礎となる政府出資

等に含まれていないことから、注解４４第５項(2)で規定しているとおり、その他行

政コスト累計額のうち目的積立金を財源として生じた資本剰余金に対応する額につ

いては、機会費用算定の基礎となる政府出資等から控除する額（注解４４第５項(2)

ア～ウ）から除外する。 

第７章 損益計算書 

Ｑ６６－１ 臨時損益と企業会計の特別損益とは同じと考えてよいのか。 

Ａ 

  企業会計における特別損益は、「特別」という用語が広く解釈されがちであるため、

独立行政法人会計基準ではできるだけ限定しようという趣旨から「臨時損益」とし

たところである。したがって、「臨時損益」は「特別損益」と同一内容のものではな

く、限定的に使用されるべきものである。 

 

Ｑ６６－２ 臨時損益の区分には前期損益修正は含まれると解釈してよいか。 

Ａ 

１ 過去における見積りの誤り等が当期において発見された場合には、過年度の損益

修正額を当期の損益と区分する必要から、前期損益修正についても、原則として臨

時損益の区分に表示する。 

２ ところで、独立行政法人の財務諸表は、当該事業年度の業務運営の状況等を示す

ものであることから、過年度の損益修正額を含む財務諸表は当該年度の業務運営状

況を正しく示していないことが問題となる。 

  このため、主務大臣等への説明目的で前事業年度比較財務諸表等を作成する場合

には、過年度の損益修正額については、当該会計事象が生じた事業年度に正しい処

理がされたものと仮定して比較財務諸表等を作成することにより、当該事業年度の

業務運営の状況等を正しく表示することとする。 

３ なお、主務大臣の承認を受ける正規の財務諸表（通則法第 38条の財務諸表）は、
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上記１の処理を行った財務諸表であり、上記２の前事業年度比較財務諸表等は飽く

までも参考情報として作成するものである。 

  また、前事業年度比較財務諸表等には、前期損益修正額の金額、内容、当該会計

事象が生じた事業年度に正しい処理がされたものと仮定したことにより生じた影響

の状況等を注記するものとする。 

 

Ｑ６６－３ 損益計算書の様式に「（何）業務費」とあるが、どのように費用項目を立

てるべきか。例えば、業務費について形態別の科目を示さなくてよいか。人件費は

どのように表示すればよいか（配賦する必要がないか。）。また、通則法第 38条第２

項で提出する決算報告書での項目の立て方とは一緒になるのか。 

（関連項目：第６７ 損益計算書の様式） 

Ａ 

１ 独立行政法人は公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及び事業の

実施主体であって、その業務の実施に関して負託された経済資源に関する情報を負

託主体である国民に開示する責任を負っており、説明責任の観点から、その財政状

態及び運営状況を明らかにし、適切に情報開示を行うことが要請される。この観点

から、主に運営状況を明らかにするため、一会計期間に属する法人の全ての費用と

これに対応する全ての収益とを記載し、当期純利益及び当期総利益を表示するため

に導入された書類が損益計算書である。 

２ 損益計算書にどのような費用項目を立てるかの判断に当たっては、このような損

益計算書を作成する趣旨を十分に勘案して、各独立行政法人がそれぞれにふさわし

い項目の在り方を十分に検討すべきである（独立行政法人の業務の多様性を考慮す

ると、当然に全ての法人に共通に適用されるべき業務費の項目はないものと認識す

る。）。 

３ 一般的には、中期目標や中期計画の業務運営の効率化に関する項や業務の質の向

上に関する項において具体的に記載される業務内容との対応関係をも考慮して定め

るのが望ましい。 

４ 例えば、（ｱ）業務の質の向上に関する項において、一定の業務ごとに達成すべき

成果が規定されている場合には、その項立てと対応させて定める。また、（ｲ）業務

運営の効率化に関する項において、特に、一定の業務に関する人件費、物件費等に

関する計画等が定められている場合には、それに対応して、当該業務に係る人件費、

物件費等を項立てする。 

５ なお、通則法第 38条第２項に規定する決算報告書は、独立行政法人の予算に対応

するものなので、予算での項目の立て方に連動することになる。 

 

Ｑ６６－４ 特殊法人等の損益計算書の表示科目においては予算科目である目的別

科目が利用されていた。一方、先行独立行政法人の損益計算書の表示科目は企業会
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計と同様に形態別科目が利用されている。特殊法人等から独立行政法人化した法人

の損益計算書の表示科目にも形態別科目を採用するという理解でよいか。 

Ａ 

  一般に、形態別（性質別）分類は異なる会計主体間の費用の比較可能性に優れて

おり、恣意的な分類が少ないと考えられている。一方、目的別（機能別）分類は、

事業活動別コストに係る意思決定（活動単位当たり費用の算出、予算準拠性等）な

どの目的適合性に優れていると考えられている。 

  会計基準第６７からも明らかなように、形態別（性質別）の科目によることとし

ていることから、特殊法人等からの移行独立行政法人についても、形態別（性質別）

の表示科目による必要がある。 

  ただし、主務大臣の評価に資する観点から目的別（機能別）に区分する必要があ

ると合理的に認められる場合は、目的別（機能別）科目の区分の下に、その細区分

として形態別（性質別）科目による表示を行うことが考えられ、目的別（機能別）

科目のみによる表示は認められないと考える。 

 

Ｑ６６－５ 科学研究費補助金の会計処理は、研究者個人に対して支給されるものと

して預り金処理すべきか、それとも当該補助金に基づき実施される研究は独立行政

法人の業務の一環として行うと考え、収益として処理すべきか。 

Ａ 

  科学研究費補助金はいわゆる競争的研究費として一人又は複数の研究者により行

われる研究計画の研究代表者に交付される補助金であり、研究機関に交付されるも

のではない。したがって、研究機関では当該補助金を機関収入に算入することはで

きないものとされている（「科学研究費補助金 交付・執行等事務の手引」 日本学術

振興会編）。一方、同手引においては補助金の取扱事務は研究機関の事務局で処理す

ることとされている。 

  以上の点を踏まえつつ、科学研究費補助金の事務取扱を公正に実施する観点から、

科学研究費補助金については独立行政法人において預り金として処理し、補助金に

含まれる事務取扱に要する間接費相当額は法人の収益として整理することとする。 

  なお、補助金で購入した固定資産を独立行政法人が研究者個人から寄贈された場

合には、会計基準第２６に従い公正な評価額をもって受け入れる。 

 

Ｑ６７－１ 損益計算書の様式に関して、「経常費用、経常収益」を「経常収益、経常

費用」の順に変えることは可能か。 

Ａ 

１ 独立行政法人会計基準は、全ての独立行政法人に共通に適用される会計処理の基

準であり、損益計算書の様式についても、原則として基準に準拠した様式とするこ

とが必要である。 
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２ なお、業務運営の財源を運営費交付金や補助金等に依存しない、独立採算の業務

運営を行う独立行政法人であって、企業会計における損益計算書のように、「経常収

益、経常費用」の順に記載することが適切と認められる法人については、主務省令

において、その旨を定めることが適切である（「独立行政法人会計基準の改訂につい

て」（令和３年９月 21日 独立行政法人評価制度委員会会計基準等部会 財政制度等

審議会財政制度分科会法制・公会計部会）３ 改訂会計基準の性格と取扱い 参照）。 

第８章 純資産変動計算書 

Ｑ６９－１ 会計基準第６９の純資産変動計算書及び会計基準第１０１第１項(4)の

法人単位純資産変動計算書の様式は、具体的にどのような記載となるのか。 

Ａ 

  以下のとおりである。
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 資

本
金

合
計

、
資

本
剰

余
金

合
計

又
は

利
益

剰
余

金
（

又
は

繰
越

欠
損

金
）

合
計
の

表
示

は
省

略
す

る
こ
と

が
で

き
る

（
注
解

４
６

第
１

項
）

。

②
 資

本
剰

余
金

の
内

訳
項

目
を

表
示

し
、

各
内

訳
項

目
ご

と
に

当
期

首
残

高
、

当
期
変

動
額

及
び

当
期

末
残
高

の
各

金
額

を
純
資

産
変

動
計

算
書

に
表
示

す
る

こ
と

が
で
き

る
。

こ
の

場
合

、
附

属
明

細
書

に
お

け
る

資
本
剰

余
金
の
明

細
を
作

成
し
な
い

こ
と
が

で
き

る
（

注
解

４
６
第

２
項

）
。

③
 当

期
変

動
額

の
表

示
は

、
概

ね
貸

借
対

照
表

に
お

け
る

表
示

の
順

序
に

よ
る

こ
と
と

す
る

（
会

計
基

準
第
６

８
第

６
項

）
。

④
 評

価
・

換
算

差
額

等
の

当
期

変
動

額
に

は
、

当
期

変
動

額
の

純
額

を
表

示
す

る
も
の

と
す

る
（

会
計

基
準
第

６
８

第
４

項
）
。

⑤
 中

期
目

標
期

間
の

最
終

年
度

に
お

け
る

目
的

積
立

金
残

額
の

積
立

金
へ

の
振

替
及
び

積
立

金
の

国
庫

納
付
等

の
会

計
処

理
に
つ

い
て

は
Ｑ

９
６

－
２
参

照
。

⑥
 法

人
単

位
貸

借
対

照
表

の
純

資
産

の
部

の
利

益
剰

余
金

（
又

は
繰

越
欠

損
金

）
に
つ

い
て

は
、

内
訳

科
目
を

設
け

ず
合

計
額
の

み
を

表
示

し
、

ま
た
法

人
単

位
純

資
産
変

動
計

算
書

の
利

益
剰

余
金

（
又

は
繰

越
欠

損
金
）

の
当
期
変

動
額
に

は
、
当
期

変
動
額

の
純

額
の

み
を

表
示
す

る
こ

と
と

す
る

（
会
計

基
準

第
１

０
１
第

２
項

）
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 法

人
単

位
純

資
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変
動

計
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お
け

る
利
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余
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（
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は
繰

越
欠

損
金
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つ
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て

は
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勘
定

相
互
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の
損

益
取
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係

る
費

用
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収
益

と
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相

殺
消

去
し

て
算
定

さ
れ

た
法

人
単

位
損

益
計

算
書

に
お

け
る

利
益
を

含
む
当
期

変
動
額

の
純
額
が

表
示
さ

れ
る

こ
と

と
な

る
（
注

解
７

９
第

２
項

）
。

　
Ⅳ
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差
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資
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Ｑ６９－２ 平成 31 事業年度の純資産変動計算書の当期首残高はどのように表示す

ればよいか。 

Ａ 

１ 平成 31事業年度の純資産変動計算書における狭義の資本剰余金の当期首残高は、

平成 30 事業年度の期末残高から損益外除売却差額相当額を控除した額とする。た

だし、平成 30事業年度までに計上された資本剰余金（国庫納付差額）は控除する額

から除外する。なお、当該資本剰余金（国庫納付差額）は、狭義の資本剰余金に含

め、Ｑ７９－１「１４ 資本剰余金の明細」における資本剰余金の内訳項目として表

示されることとなる（Ｑ５７－３参照）。 

以上から、平成 30事業年度の貸借対照表における狭義の資本剰余金残高と、平成

31 事業年度の純資産変動計算書における資本剰余金の当期首残高は整合しないこ

とから、その旨、平成 31 事業年度の純資産変動計算書に注記することが適切であ

る。 

２ また、その他行政コスト累計額に係る表示項目の読替え及び残高の組替えは下表

のとおりである。 

平成 30事業年度の 

表示項目 

平成 31事業年度の 

表示項目 

平成 31事業年度の 

当期首残高 

損益外減価償却累計額 減価償却相当累計額 平成 30事業年度の期末 

残高を引き継ぐ。 

損益外減損損失累計額 減損損失相当累計額 同上 

損益外利息費用累計額 利息費用相当累計額 同上 

－ 承継資産に係る費用相当累計額 － 

損益外除売却差額相当額 除売却差額相当累計額 Ｑ５７－３参照 

３ 上記以外の当期首残高については、平成 30 事業年度の期末残高を記載するもの

とする。 

第９章 キャッシュ・フロー計算書 

Ｑ７０－１ 一般企業における株主に対する配当の支払は財務活動によるキャッシ

ュ・フローに含まれるとされているが、国庫納付に係るキャッシュ・フローは業務

活動による区分とされている。国庫納付は、配当の支払とどのように性格が違うと

考えるのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人の国庫納付（不要財産に係る国庫納付を除く。）は、（ｱ）運営費交付

金の精算的性格のもの、（ｲ）独占的な業務に係る収益を納付するもの、（ｳ）政府出

資金に対する配当的性格のもの、あるいはこれらの複数の性格を有するもの等様々

であるが、いずれも、業務活動に伴い生じた余剰の一部を国庫に納付するものであ

ることから、業務活動によるキャッシュ･フローに区分することとされている（不要
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財産に係る国庫納付についてはＱ７０－３を参照）。 

２ 運営費交付金等に依存せず、独立採算の業務運営を行い、国庫納付の性格が民間

企業の配当の支払と同様の性格であると認められる独立行政法人であって、国庫納

付の支払を財務活動によるキャッシュ・フローに区分すべきと認められる場合は、

主務省令でその旨の定めを置くことが適切と考える。 

３ なお、勘定区分を行っている独立行政法人において、国庫納付を業務活動に区分

する勘定と財務活動に区分する勘定とが並存することとなれば、法人単位財務諸表

において、業務活動及び財務活動に二つの区分に計上され、財務諸表利用者の理解

を困難とするおそれもあり、財務諸表利用者の誤解を招かないよう適宜注記で補足

するなどの対応が必要と考える。 

 

Ｑ７０－２ 独立行政法人の業務による有価証券の売買及び融資の回収については、

業務活動によるキャッシュ・フローの区分に計上されるのか。 

Ａ 

１ 有価証券の売買について 

  有価証券の売買による収入及び支出は、通常は投資活動の区分に計上することと

なるが、有価証券の売買を主要な業務として実施している独立行政法人、具体的に

は、保有する有価証券の相当部分が売買目的有価証券であり、ディーリングを行っ

ているような独立行政法人にあっては、有価証券の売買による収入及び支出は業務

活動によるキャッシュ・フローの区分に計上することとなる。 

２ 融資業務に係る貸付け及び回収について 

  民間企業等に対する資金の貸付けを主要な業務として実施している独立行政法人

にあっては、当該業務に係る貸付けの支出及び回収金の収入は業務活動によるキャ

ッシュ・フローの区分に計上することとなる。 

 

Ｑ７０－３ 通則法第 46条の２又は第 46条の３の規定に基づく不要財産に係る国庫

納付等による支出については、財務活動によるキャッシュ・フローの区分における

「不要財産に係る国庫納付等による支出」において整理することとされているが、

一方で、業務活動によるキャッシュ・フローの区分における「国庫納付金の支払額」

との違いは何か。 

Ａ 

  通則法第46条の２又は第46条の３の規定に基づく不要財産に係る国庫納付等は、

独立行政法人においてその財政基盤の適正化及び国の財政への寄与を図るため、業

務の見直し等により不要となった財産について国庫納付等を行うものであり、独立

行政法人の業務活動に伴い生じた余剰の一部を国庫に納付するものとはその性格を

異にする。 

  したがって、不要財産に係る国庫納付等による支出については、業務活動による
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キャッシュ・フローではなく財務活動によるキャッシュ・フローとして整理するこ

ととなる。 

 

Ｑ７２－１ 

(1) 運営費交付金で固定資産を購入した場合、キャッシュ・フロー計算書において、

財源は業務活動収入に計上され、支出は投資活動の支出として整理されるという理

解でよいのか。この場合、支出に対応させるため財源を投資活動の収入に計上する

ことは可能か。 

(2) 寄附金で固定資産を購入した場合のキャッシュ・フロー計算書上の処理の仕方

はどうなるのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人にキャッシュの増減があった場合に、これを業務活動、投資活動及

び財務活動の三つの区分のうちのいずれに計上するかについては、当該キャッシュ

の増減をもたらした活動を基に判断することになる。 

２ まず、固定資産の購入によるキャッシュの減少については、固定資産の取得とい

う投資活動によるものであるので、そのキャッシュの調達方法に関係なく、全て投

資活動によるキャッシュ・フローに表示することになる。 

３ また、運営費交付金の受入れによるキャッシュの増加については、運営費交付金

は法人の業務活動のための財源として交付され、基本的には最終的に収益化される

べきものとして受け入れられるものであるので、その全額を業務活動によるキャッ

シュ・フローに計上することになる。 

４ 同じく寄附金（資本剰余金として整理される民間出えん金を除く。以下本項にお

いて同じ。）の受入れによるキャッシュの増加についても、寄附金は法人の一定の業

務活動に充てることを期待されて交付されるものであり、基本的には最終的に収益

化されるべきものとして受け入れられるものであるので、その全額を業務活動によ

るキャッシュ・フローの区分に表示することになる。 

５ なお、これらの三つの区分については、キャッシュの動きを法人の活動の性質ご

とに切り取って表示するためのものであり、各区分内で資金収支を均衡させなけれ

ばならないといった規範性があるわけではない（一般企業のキャッシュ・フロー計

算書においても、投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスになり、営業活動

によるキャッシュ・フローと財務活動によるキャッシュ・フローがプラスとなるこ

とが多い。）。 

 

Ｑ７２－２ リースの利息相当額部分及び元本返済額部分は、キャッシュ・フロー計

算書上のどの区分に含めるのか。 

Ａ 

  借手の支払リース料のうち、利息相当額部分は業務活動の区分における利息の支
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払額に含める。また、借手の支払リース料のうち、元本返済額部分は財務活動の区

分に記載する。 

  なお、リース負債に含めていない短期リースに係るリース料、少額リースに係る

リース料及び変動リース料は、業務活動の区分に記載する。 

 

Ｑ７３－１ 国から物品の譲与を受けた場合の資産の取得に関しては、重要な非資金

取引としての注記に該当するのか。 

Ａ 

  物品の譲与は、資金を介在せずに資産を取得する取引であり、重要性のある物品

の譲与は、非資金取引として注記する事項に該当するものと考える。 

 

Ｑ７３－２ 注解５３において、キャッシュ・フロー計算書に注記すべき重要な非資

金取引の例として、「現物出資の受入れによる資産の取得」、「不要財産の現物による

国庫納付又は払戻しによる資産の減少」、「資産の交換」、「リースによる資産の取得」、

「重要な資産除去債務の計上」が掲げられているが、減価償却費等の非資金費用は

含まれないのか。 

Ａ 

１ キャッシュ・フロー計算書の注記における重要な非資金取引とは、キャッシュの

出入りを伴わないために業務活動、投資活動及び財務活動のいずれの区分において

も把握することのできない経済取引であって、独立行政法人の財務内容に大きな変

更となるものを意味している。減価償却は費用の期間配分のために行う会計上の処

理であってここでいう経済取引ではないので、注記事項とはならない。 

２ なお、実態としては、減価償却費は業務活動によるキャッシュの流出を伴わない

費用であるので、業務活動によって生じたキャッシュ・フローには、これに相当す

る額が含まれていることになる（これは、業務活動によるキャッシュ・フローを間

接法で計算すれば、より明白となる。）。 

第１０章 利益の処分又は損失の処理に関する書類 

Ｑ７６－１ 損益計算上の損失が発生した場合、通則法第 44 条第１項に基づく積立

金（１項積立金）を充当し、その次に通則法第 44条第３項により中期計画で定める

使途に充てるために、使途ごとに適当な名称を付した積立金（３項積立金）を充当

するという考え方でよいのか。 

Ａ 

  ある事業年度に生じた損失に関し、当該事業年度末において設問にいう１項積立

金と３項積立金が共に残っている場合、会計基準等ではどちらの積立金を優先的に
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損失の補塡に充てるかについては定められていない。これは当該事業年度に係る損

失処理計算書において、生じた損失をどの積立金から補塡するかについて個別にそ

の額を明らかにし、主務大臣の承認を得ることにより行えば足り、あらかじめその

優先順位について一義的に定めておく必要はないという趣旨である。 

第１１章 附属明細書及び注記 

Ｑ７９－１ 附属明細書を作成する各明細には、具体的にどのような内容を考えてい

るのか。 

Ａ 

１ 附属明細書の意義 

 ① 財務報告及び財務諸表において遵守されるべき基本的観点は基準の一般原則に

記述されているところであるが、一般的に「理解可能性」といった観点について

も財務報告及び財務諸表には強く求められているところである。 

 ② この理解可能性からして、貸借対照表や損益計算書等についてはいたずらに複

雑とならないことが求められ、余りにも詳細な情報は貸借対照表や損益計算書等

には表示されないこととなる。 

 ③ しかし、そのような貸借対照表や損益計算書等の表示だけであると重要な情報

が十分に開示されなくなるおそれがあるため、これを補うために附属明細書及び

注記として詳細な情報が開示される。そのうち明細書形式が適切と判断されるも

のが附属明細書である。 

 ④ 附属明細書の作成に当たっては、このような附属明細書の意義を十分に考慮す

ることが必要である。 

 ⑤ さらに、国民その他の利害関係者の理解可能性を高めるために、附属明細書の

情報を補足・補完することが有用なことがある。例えば、独立行政法人固有の会

計処理に伴い生じた科目に関連して、各法人の判断に基づき、関連する附属明細

書に情報を追加することにより、国民その他の利害関係者による法人の業務運営

の状況の理解を助けることがある。具体的には、承継資産に係る費用相当額（会

計基準第８７第２項）に係る記載などについて、各法人の判断に基づき、関連す

る附属明細書に適切に反映することが必要であると考える。 

 

２ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会

計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減

価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 
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資産の種類 

期 
首 
残 
高 

当
期
増
加
額 

当
期
減
少 
額 

期 
末 
残 
高 

減価償却 
累計額 

減損損失 
累計額 

差引 

当期末 

残高 

摘要 

 当期 
償却 
額 

 当期 
減損 
額 

有形固定資産 

（減価償却費） 

建 物           

構築物           

…           

計           

有形固定資産 

（減価償却相当額） 

建 物           

構築物           

…           

計           

非償却資産 土 地           

有形固定資産合計 

建 物           

構築物           

…           

計           

無形固定資産 

特許権           

借地権           

…           

計           

投資その他の資産 
…           

計           

（記載上の注意） 

  ① 有形固定資産（会計基準第１１に掲げられている資産）、無形固定資産（会計基準第１２

に掲げられている資産）、投資その他の資産（会計基準第１３に掲げられている資産）につ

いて記載すること。 

  ② 減価償却費が費用に計上される有形固定資産と、会計基準第８７第１項及び第９１の規定

により減価償却相当額がその他行政コストに計上される有形固定資産各々について記載す

ること。 

  ③ 「無形固定資産」、「投資その他の資産」についても、会計基準第８７第１項及び第２項の

規定により減価償却相当額及び費用相当額がその他行政コストに計上されるものがある場

合には、「有形固定資産」に準じた様式により記載すること。 

  ④ 「有形固定資産」、「無形固定資産」、「投資その他の資産」の欄は、貸借対照表に掲げられ

ている科目の区別により記載すること。 

  ⑤ 「期首残高」、「当期増加額」、「当期減少額」、及び「期末残高」の欄は、当該資産の取得

原価によって記載すること。 

  ⑥ 「減価償却累計額」の欄には、減価償却費を損益計算書に計上する有形固定資産にあって

は減価償却費の累計額を、会計基準第８７第１項に定める特定の償却資産及び第９１に定め

る特定の除去費用等に係る償却資産にあっては減価償却に相当する額の累計額を、無形固定

資産及び投資その他の資産にあっては償却累計額を記載すること。 

  ⑦ 期末残高から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した残高を、「差引当期末残高」

の欄に記載すること。 

  ⑧ 災害による廃棄、滅失等の特殊な理由による増減があった場合、又は同一の種類のものに

ついて貸借対照表の総資産の１％を超える額の増加若しくは減少があった場合（ただし、建
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設仮勘定の減少のうち各資産科目への振替によるものは除く。）は、その理由及び設備等の

具体的な金額を脚注する。 

 

３ 棚卸資産の明細 

種 類 
期 首 

残 高 

当期増加額 当期減少額 期 末 

残 高 
摘 要 当期購入･

製造･振替 
その他 払出･振替 その他 

        

        

計        

（記載上の注意） 

  ① 会計基準第９(6)から(11)までに掲げられている棚卸資産を対象として、棚卸資産の種類

ごとに記載する。 

  ② ｢当期増加額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、当期購入･製造又は他勘定からの振替以外

の理由による棚卸資産の増加額を記載し、増加の理由を注記すること。 

  ③ ｢当期減少額｣の欄のうち、｢その他｣の欄には、棚卸資産の売却･利用による払出し又は他

勘定への振替以外の理由による棚卸資産の減少額を記載し、減少の理由を注記すること。 

  ④ 販売用不動産については、別表として記載すること。 

 

４ 有価証券の明細 

 (1) 流動資産として計上された有価証券 

売買目的 

有価証券 
銘柄 取得価額 時価 

貸借対照表

計上額 

当期損益に含まれ

た評価損益 
摘  要 

      

計      

満期保有 

目的債券 

種類及び

銘柄 
取得価額 券面総額 

貸借対照表

計上額 

当期費用に含まれ

た評価差額 
摘  要 

      

計      

貸借対照表 

計上額合計 
      

 

 (2) 投資その他の資産として計上された有価証券 

満期保有 

目的債券 
種類及び 

銘柄 
取得価額 券面総額 

貸借対照表 

計上額 

当期費用に 
含まれた 
評価差額 

摘  要 

      

計      

関係会社 

株式 
銘柄 

 
取得価額 

出資先持分
額 

貸借対照表 

計上額 

当期損益に 
含まれた 
評価差額 

関係会社株式 

評価差額金 
摘 要 

       

計       

その他 

有価証券 
種類及び 

銘柄 
取得価額 時価 

貸借対照表 

計上額 

当期費用に 
含まれた 
評価差額 

その他有価証

券評価差額金 
摘 要 
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計       

貸借対照表 

計上額合計 
      

（記載上の注意） 

  ① 会計基準第２７に定める有価証券で貸借対照表に計上されているものについて記載する

こと。 

  ② 流動資産に計上した有価証券と投資その他の資産に計上した有価証券を区分し、売買目的

有価証券、満期保有目的債券、関係会社株式及びその他有価証券に区分して記載すること。 

  ③ 為替差損益については、当期費用に含まれた評価差額の欄に（ ）内書で記載すること。 

  ④ その他有価証券の｢当期費用に含まれた評価差額｣の欄には、会計基準第２７第３項により

評価減を行った場合の評価差額を記載すること。 

 

５ 長期貸付金の明細 

区 分 期首残高 
当期 

増加額 

当期減少額 
期末残高 摘 要 

回収額 償却額 

関係会社長期貸付金       

       

その他の長期貸付金       

  ○○貸付金       

  ××貸付金       

計       

（記載上の注意） 

  ① 長期貸付金の「区分」欄は、関係会社長期貸付金とその他の貸付金に区分し、さらに、そ

の他の長期貸付金については、適切な種別等に区分して記載すること。 

  ② 長期貸付金について当期減少額がある場合には、その原因の概要を「摘要」欄に記載する

こと。 

 

６ 長期借入金の明細 

区 分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率

（％） 

返済期限 摘 要 

        

        

計        

（記載上の注意） 

  ① 会計基準第１６(5)に定める長期借入金について記載すること。 

  ② ｢平均利率｣の欄は、加重平均利率を記載すること。 

 

７ （何）債券の明細 

銘 柄 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 利率

（％） 

償還期限 摘 要 
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計        

（記載上の注意） 

    当該独立行政法人の発行している債券（当該事業年度中に償還済となったものを含む。）

について記載すること。 

 

８ 引当金の明細 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
目的使用 その他 

       

       

計       

（記載上の注意） 

  ① 前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金（貸倒引当金、退職給付引当金及び

法令に基づく引当金等を除く。）について、各引当金の設定目的ごとの科目区分により記載

すること。 

  ② ｢当期減少額｣の欄のうち｢目的使用｣の欄には、各引当金の設定目的である支出又は事実の

発生があったことによる取崩額を記載すること。 

  ③ ｢当期減少額｣のうち｢その他｣の欄には、目的使用以外の理由による減少額を記載し、減少

の理由を｢摘要｣欄に記載すること。 

 

９ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

区 分 
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高 

摘 要 
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高 

○○貸付金        

 一般債権        

 貸倒懸念債権        

 破産更生債権等        

○○割賦元金        

 一般債権        

 貸倒懸念債権        

 破産更生債権等        

……        

計        

（記載上の注意） 

  ① ｢区分｣欄は、貸借対照表に計上した資産の科目ごとに区分し、さらに、当該科目ごとに、

会計基準第２９に定める｢一般債権｣、｢貸倒懸念債権｣及び｢破産更生債権等｣の三つに区分し

て記載すること。 

  ② 各々の貸倒見積高の算定方法を｢摘要｣欄に記載すること。 

 

１０ 退職給付引当金の明細 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

退職給付債務合計額 
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退職一時金に係る債務      
確定給付企業年金等に係る
債務 

     

整理資源に係る債務      

恩給負担金に係る債務      

未認識過去勤務費用及び未認
識数理計算上の差異 

     

年金資産 
 
 

    

退職給付引当金 
 
 

    

（記載上の注意） 

  ① 会計基準第１６(7)に定める退職給付に係る引当金について記載すること。 

  ② 退職給付債務については、会計基準第３８に定める｢退職一時金に係る部分｣、｢確定給付

企業年金等に係る部分」、｢整理資源に係る部分｣及び｢恩給負担金に係る部分｣の四つに区分

して記載すること。 

 

１１ 資産除去債務の明細 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

      

      

計      

（記載上の注意） 

  ① 貸借対照表に計上されている資産除去債務について、当該資産除去債務に係る法的規制等

の種類ごとの区分により記載すること。 

  ② 資産除去債務に対応する除去費用等について第９１特定の有無を「摘要」欄に記載するこ

と。 

 

１２ 法令に基づく引当金等の明細 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

      

      

計      

（記載上の注意） 

  ① 前期末及び当期末貸借対照表に計上されている各引当金等の科目の区分により記載する

こと。 

  ② 根拠となった法令並びに引当金等の引当て及び取崩しの基準を｢摘要｣欄に記載すること。 

 

１３ 保証債務の明細 

 １３－１ 保証債務の明細 

区 分 
期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 保証料収益 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額 
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（記載上の注意） 

  本表は、債務の保証業務を行う全ての独立行政法人が記載すること。 

 

 １３－２ 保証債務と保証債務損失引当金との関係の明細 

区 分 
保証債務の残高 保証債務損失引当金の残高 

摘 要 
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高 

        

        

計        

（記載上の注意） 

  ① 本表は、債務の保証業務を主たる業務として行う独立行政法人であって、会計基準第９３

により、保証債務見返の科目を計上する法人において作成すること。なお、これ以外の法人

にあっては、保証債務損失引当金の明細は、｢８ 引当金の明細｣に記載すること。 

  ② 本表は、｢９ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細｣に準じて作成すること。 

 

１４ 資本剰余金の明細 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

施設費      

運営費交付金      

補助金等      

寄附金等      

目的積立金      

減資差益      

国庫納付差額      

計      

（記載上の注意） 

  ① 発生源泉の区分に分けて記載すること。 

  ② 当期増加額又は当期減少額がある場合には、その発生の原因の概要を「摘要」欄に記載す

ること。 

   

１５ 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 

 (1) 運営費交付金債務及び運営費交付金収益は多くの独立行政法人において金額

的に非常に重要な項目といえるばかりでなく、国から受領することから判断して

質的にも重要な項目と考えられる。 

 (2) 運営費交付金は補助金とは異なり、国が事前に使途を特定しないという意味

でのいわば渡し切りの交付金であることから、独立行政法人は、運営費交付金を

どのように使用したかを説明する責任を有しており、通則法では、独立行政法人

は、運営費交付金について、国民から徴収された税金その他の貴重な財源で賄わ
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れることに留意し、中期計画に従って適切かつ効率的に使用しなければならない、

とされている（通則法第 46条第２項）。 

 (3) 運営費交付金は受入時に全て負債として認識されるが、その後の振替処理は

運営費交付金収益のみならず、固定資産取得原資とされた場合の他の負債等への

振替処理もあるように、複数の項目への振替処理が行われることになる。 

 (4) また、運営費交付金収益への振替処理は「業務の進行に応じて収益化」される

ため、運営費交付金が収受された年度に必ずしも収益化されるわけではなく、複

数年度にわたることも考えられる。 

(5) さらに、法令等、中期計画等又は年度計画に照らして客観的に財源が措置され

ていると明らかに見込まれる引当金に見合う将来の収入について計上された引当

金見返については、引当金の取崩時に当該引当金見返とそれに見合う運営費交付

金債務を相殺することになる。 

 (6) 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細は、以上のような項目の重要性と

その処理の多様性から要請されている訳であるが、このため明細書の作成に当た

っては多様な処理の内容について記述することが要請されることとなる。 

 (7) 具体的には次の内容が明細書に開示されることが必要と考える。 

・ 運営費交付金債務の期首残高 

・ 運営費交付金の当期交付額 

・ 運営費交付金債務の当期振替額 

・ 引当金見返との相殺額及びその内訳 

・ 運営費交付金収益への振替額及びその内訳 

・ 繰延運営費交付金（資産）への振替額及びその内訳 

・ 資本剰余金への振替額及びその内訳 

・ 運営費交付金の主な使途 

・ 運営費交付金債務の期末残高及び使用見込み 

 (8) なお、運営費交付金が交付されない独立行政法人においては、当該明細の作成

は必要ない。 

 

運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（様式及び記載例） 

(1) 運営費交付金債務の増減の明細 

期首 

残高 

当期 

交付額 

当期振替額 

引当金見返

との相殺額 

期末 

残高 
運営費 
交付金 
収益 

繰延運営
費交付金
（建設仮
勘定） 

繰延運営
費交付金
（資産） 

資本 
剰余金 

小計 

5,000 10,000 5,550 400 550 0 6,500 1,000 7,500 
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(2) 運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細 

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 

区分 
運営費交付

金収益 

運営費交付金の主な使途 

費用 主な使途 

業務達成基準による振替額 

Ａ事業 2,200 2,100 
人件費：500、○○費：300、

△△費：200、その他：1,100 

Ｂ事業 1,100 1,000 
人件費：200、○○費：100、

△△費：50、その他：650 

Ｃ事業 550 500 
人件費：100、○○費：100、

△△費：70、その他：230 

期間進行基準による振替額 1,150 990 
人件費：400、○○費：300、

△△費：100、その他：190 

費用進行基準による振替額 550 550 
人件費：50、○○費：200、 

△△費：200、その他：100 

会計基準第 81第４項による振替額 0 ―  

合計 5,550 5,140  

（記載上の注意） 

 ① 「業務達成基準による振替額」の区分は、セグメントごとに記載すること。ただし、それ

よりも細かい、例えば収益化単位の業務を記載することを妨げるものではない。  

 ② 「主な使途」には、人件費が含まれている場合には、人件費は金額の多寡によらず記載す

ること。人件費以外の使途については、法人の判断で記載すること。ただし、「人件費」と

「その他」のみの記載は許容されない。開示した「主な使途」の合計額は、「費用」欄の金

額と整合させること。 

 ③ 会計基準第８１第４項による振替額の欄は、中期目標期間の最終年度以外は設けないこ

とができる。 

 ④ Ｑ３３－４に基づくリースに係る運営費交付金の収益化額のうち、管理部門に係るリー

スについては「期間進行基準による振替額」欄に記載し、管理部門に係るリース以外のリー

スについては「業務達成基準による振替額」欄に記載する。 

⑤ 運営費交付金の主な使途には、引当金見返に係る収益に見合う費用は含めない。 

 

② 繰延運営費交付金（資産）、繰延運営費交付金（建設仮勘定）及び資本剰余金

への振替額並びに主な使途の明細 

セグメント 

繰延運営費交付金（資

産）への振替 

繰延運営費交付金（建

設仮勘定）への振替 

資本剰余金への 

振替 

振替額 主な使途 振替額 主な使途 振替額 主な使途 

Ａ事業 130 業務用器具備

品：80 

○○建物間仕切

り工事：30 

その他：20 

400 ○○建物建

設工事：400 

0  

Ｂ事業 0  0  0  

Ｃ事業 0  0  0  

共通 420 △△建物：420 0  0  

合計 550  400  0  
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(3) 引当金見返との相殺額の明細 

セグメント 
引当金見返との相殺 

相殺額 主な相殺額の内訳 

Ａ事業 700 賞与引当金見返   400 

退職給付引当金見返 200 

△△引当金見返   100 

Ｂ事業 0  

Ｃ事業 0  

共通 300 賞与引当金見返   100 

退職給付引当金見返 200 

合計 1,000  

 

(4) 運営費交付金債務残高の明細 

運営費交付 

金債務残高 
使用見込み 

業務達成基準を

採用した業務に

係る分 

6,500 

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込

みは以下のとおりである。 

 

Ａ事業のＸプロジェクトが、プロジェクトの見直しのた

め、翌事業年度以降に再度実施することとされたことから、

翌事業年度に3,500収益化予定 

Ｂ事業のＹ計画が、・・・翌事業年度に2,000収益化予定 

Ｃ事業のＺ業務が、・・・翌事業年度に1,000収益化予定 

 

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

500 

○費用進行基準を採用した業務は、期中に震災対応のために

突発的に発生した○○業務である。 

○繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度

において収益化する予定である。 

配分留保額 500 

○法人運営上の不測の事態に備えるため留保している額：300 

○単年度で業務完了するとみなした上で会計処理を行ってい

る△△業務の一部について、資材調達業者の倒産により当

事業年度に実施できなかったため、新たな業者を選定した

上で翌事業年度に実施するため留保している額：150 

○運営費交付金配分額を超過して配分留保額から支出した

額：50 

当該超過支出額については、資金的裏付けがないため、会

計基準第８１第４項により、中期目標期間の最後の事業年

度において収益化する予定である。 

計 7,500  

（記載上の注意） 

   「使用見込み」には、債務残高の今後の使用見込みを具体的に記載するとともに、繰越事由

を具体的に記載すること。 

   また、Ｑ８１－３２で解説されている配分留保額は、「配分留保額」の欄に、債務残高の今

後の使用見込みについて、Ｑ８１－３２Ａ３、５及び８で示した繰越事由ごとに金額とその必

要性を具体的に記載すること。 
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１６ 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

 １６－１ 施設費の明細 

区  分 当期交付額 

左の会計処理内訳 

摘  要 繰延施設費
（建設仮勘

定） 
資本剰余金 その他 

      

      

計      

（記載上の注意） 

  ① 当期交付額は、補助金等の額の確定が行われた額を記載すること（精算による国庫へ返還

する金額を含まず、出納整理期間に精算交付される予定の額を含む。）。 

  ② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。 

 

 １６－２ 補助金等の明細 

区  分 当期交付額 

左の会計処理内訳 摘 要 

繰延補助金等

（建設仮勘

定） 

繰延補助

金等（資

産） 

資本剰余金 
長期預り

補助金等 
収益計上  

        

        

計        

（記載上の注意） 

  ① 当期交付額は、補助金等の額の確定が行われた額を記載すること（精算による国庫へ返還

する金額を含まず、出納整理期間に精算交付される予定の額を含む。）。 

  ② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。 

  ③ 引当金見返との相殺については、「運営費交付金債務及び当期振替額等の明細」を参考に

記載すること。 

 

 １６－３ 長期預り補助金等の明細 

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘   要 

      

      

計      

（記載上の注意） 

  ① 当期増加額は、｢１６－２ 補助金等の明細｣の長期預り補助金等の額と一致する。 

  ② ｢区分｣欄は、補助金等の交付決定の区分ごとにその名称を記載すること。 

  ③ ｢摘要｣欄には、当期減少額の内訳（長期預り補助金等を使用した経費の内訳）を記載する

こと。 

 

１７ 役員及び職員の給与の明細 

 (1) 独立行政法人においては、通則法第30条第２項第３号、第35条の５第２項第３
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号又は第35条の10第３項第３号において人件費の見積りを定めることが求められ

るとともに、同法第50条の２、第50条の10、第50条の11、第52条又は第57条にお

いてそれぞれ役員等の報酬及び職員の給与に関する規定が設けられている。 

 (2) したがって、具体的には次の内容が明細書に開示されることが必要と考える。 

   ・ 法人の長、個別法に定める通則法第18条第２項の役員及び監事に対する支

給報酬額（退職手当が支給されている場合には退職手当も含む。）及び支給人

員数 

   ・ 職員に対する支給給与額（退職手当が支給されている場合には退職手当も

含む。）及び支給人員数 

   ・ 通則法第50条の２、第50条の11又は第52条により主務大臣に届け出られて

いる役員に対する報酬等の支給の基準についての概要 

   ・ 通則法第57条により主務大臣に届け出られている職員に対する給与の支給

の基準又は同法第50条の10又は第50条の11により主務大臣に届け出られてい

る職員に対する給与及び退職手当の支給の基準についての概要 

 (3) 独立行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準について、主務大臣が総

務大臣の定める様式に則って公表する事項についても、明細書に併せて公表する

こととする。 
 

  役員及び職員の給与の明細 
                           （単位：千円、人） 

区  分 
報 酬 又は 給 与 退 職 手 当 

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員 

役  員 
（      ） 

 
（   ） 

 
（      ） 

 
（   ） 

 

職  員 
（      ） 

 
（   ） 

 
（      ） 

 
（   ） 

 

合  計 
（      ） 

 
（   ） 

 
（      ） 

 
（   ） 

 

（記載上の注意） 

  ① 役員に対する報酬等の支給の基準の概要（例：役員の報酬月額、退職手当の計算方法）

並びに職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要（例：一般職国家公務員に準拠、

退職手当の計算方法）を脚注すること（行政執行法人にあっては職員に対する退職手当の

支給の基準についての概要の記載は要しない。）。 

  ② 役員について期末現在の人数と上表の支給人員とが相違する場合には、その旨を脚注

すること。 

  ③ 支給人員数は、年間平均支給人員数によることとし、その旨を脚注すること。 

  ④ 非常勤の役員又は職員がいる場合は、外数として（  ）で記載することとし、その旨

を脚注すること。 

  ⑤ 支給額、支給人員の単位は千円、人とすること。 

  ⑥ 中期計画において損益計算書と異なる範囲で予算上の人件費が定められている場合は、

その旨及び差異の内容を脚注すること。 
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１８ 科学研究費補助金の明細 

種 目 当期受入れ 件数 摘 要 

 （ ）   

 （ ）   

合 計 （ ）   

（記載上の注意） 

 ① 本明細は、文部科学省又は独立行政法人日本学術振興会から交付される科学研究費補助金及

び以下の条件を満たすもの及びこれと同等のもの（以下「科学研究費補助金等」という。）を

記載対象とする。 

  （ア）「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」が適用されること 

  （イ）補助事業者が個人又はグループであること 

  （ウ）補助事業者が公募により決定されること 

  （エ）補助事業者の属する機関等により経理を行うことが義務付けられていること 

 ② 当該年度において受け入れた科学研究費補助金等の明細を記載すること。 

 ③ 種目は、科学研究費補助金等の研究種目等に従い記載すること。 

 ④ 間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（ ）内に記載すること。 

 

１９ 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

 (1) 会計基準では、附属明細書により開示することが適当と判断される事項のう

ち、各独立行政法人において共通して質的又は金額的に重要な事項を基準第７９

(1)から(15)に示しているが、独立行政法人の様態のみならず、特定時点のその独

立行政法人の置かれている状況如何によっては、(1)から(15)に示した事項以外

の事項についても附属明細書として開示することが適当と判断される場合が考え

られる。 

 (2) このような場合に備えて基準に盛り込まれたのが(16)の「上記以外の主な資

産、負債、費用及び収益の明細」である。したがって、必ずしもこの(16)の明細

書を作成しなければならないというわけではないが、各独立行政法人においては

年度ごとに記載の必要性を慎重に吟味することが求められる。 

 (3) 記載の必要性の判断に当たっては 

  ① 金額的に重要な事項であるか、あるいは質的に重要な事項（金額が僅少な事

項は多くの場合に除かれる。）であるか否か。 

  ② 貸借対照表等の諸表における表示のみでは、財務報告の利用者の「独立行政

法人の業務の遂行状況についての的確な把握」あるいは「独立行政法人の業績

の適正な評価」に資するといえず、このため補足的な情報開示が必要と判断さ

れるか否か。 

  ③ 明細書の形式による開示が適当と判断されるか否か。 

  という観点について吟味されるべきであり、以上の観点全てから必要と判断され

る事項が、附属明細書として開示されることとなる。 

   なお、上記の①及び②の観点から必要とされた事項であって、③の観点から不
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要となる場合には、注記として開示されることとなる。 

 

Ｑ７９－２ セグメント情報の開示様式はどのようになるか。 

Ａ 

１ 会計基準第４３において、セグメント情報として開示すべき事項は、行政コスト、

「第６２ 注記事項」の独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられる

コスト、事業収益、事業損益、総損益及び当該セグメントに属する総資産額とされ

ている。また、注解４０第２項において、独立行政法人は、業績評価のための情報

提供等による国民、主務大臣その他の利害関係者に対する説明責任を果たす観点か

ら、開示すべき情報についても、主要な資産項目、主要な費用及び収益（国又は地

方公共団体による財源措置等を含む。）の内訳を積極的に開示する必要があるとさ

れている。 

２ セグメント情報の作成に当たっては、以上の点を踏まえつつ各独立行政法人の判

断により必要と認められる情報を開示することになるが、参考として以下に記載例

及び記載上の留意事項の例を示すこととする。 

【記載例】 

 Ａ事業 Ｂ事業 ・・・ 計 法人共通 合計 

Ⅰ行政コスト 

損益計算書上の費用合計 

その他行政コスト 

減価償却相当額 

減損損失相当額 

利息費用相当額 

承継資産に係る費用相当額 

除売却差額相当額 

その他行政コスト合計 

 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

行政コスト ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

Ⅱ独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損益 

  事業費用 

××業務費 

△△業務費 

・・・ 

・・・ 

その他 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 
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  一般管理費 

財務費用 

雑損 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

  事業収益 

運営費交付金収益 

△△収入 

・・・ 

・・・ 

その他 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

事業損益 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

Ⅳ臨時損益等 

臨時損失 

・・・ 

 

 

×× 

 

 

×× 

 

 

×× 

 

 

×× 

 

 

×× 

 

 

×× 

計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

臨時利益 

・・・ 

 

×× 

 

×× 

 

×× 

 

×× 

 

×× 

 

×× 

計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

税引前当期純損益 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

法人税等 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

当期純損益 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

目的積立金取崩額 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

当期総損益 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

Ⅴ総資産 

土地 

建物 

構築物 

・・・ 

その他 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

 

×× 

×× 

×× 

×× 

×× 

計 ×× ×× ×× ×× ×× ×× 

（記載上の留意事項） 

  ① 事業費用は各セグメントの事業実施により発生した事業費用合計とし、主要な事業費用の

内訳を開示する。 

  ② 事業収益は各セグメントの事業実施により発生した事業収益合計とし、主要な事業収益

（国又は地方公共団体による財源措置等を含む。）の内訳を開示する。 

  ③ 事業損益は事業収益と事業費用の差額を記載するものとする。事業損益の合計は損益計算
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書の経常損益と一致する。 

  ④ 事業の種類の区分方法及び事業の内容を脚注する。 

  ⑤ 総資産は各セグメントの事業実施に必要となる資産の額を記載し、主要な資産項目の内訳

を開示する。 

  ⑥ 費用及び収益等のうち各セグメントに配賦しなかったものは、配賦不能費用及び配賦不能

収益等として法人共通の欄に記載し、その金額及び主な内容を脚注する。 

  ⑦ 総資産のうち各セグメントに配賦しなかったものは、法人共通の欄に記載し、その金額及

び主な内容を脚注する。 

  ⑧ 目的積立金を財源とする事業費用が含まれている場合は、その旨、金額を脚注する。 

  ⑨ セグメント情報の記載に当たっては、記載対象セグメント、事業費用等の配分方法、資産

の配分方法等について継続性が維持されるよう配慮する。 

    なお、記載対象セグメント、事業費用等の配分方法、資産の配分方法等を変更した場合に

は、その旨、変更の理由及び当該変更がセグメント情報に与えている影響を記載する。ただ

し、セグメント情報に与える影響が軽微な場合には、これを省略することができる。 

３ なお、注解４０第３項に基づき、追加的セグメント情報を開示する場合、当該セ

グメント情報は、会計基準第４３第１項にいう一定の事業等のまとまりごとの区分

に基づくセグメント情報とは異なる。そのため、開示する情報は会計基準第４３第

２項によらないことから、会計基準第４３第２項を参考にしつつ、各法人が判断す

ることになる。ただし、国民その他の利害関係者に対して、より有用な情報を提供

する観点から、行政コスト、事業費用、事業収益、事業損益、総損益及び総資産は、

少なくとも開示する必要がある。 

 

Ｑ７９－３ セグメント情報について、以下の事項の取扱いはどのようになるのか。 

 ① 一般管理費の取扱い 

 ② 機会費用 

Ａ 

  セグメント情報作成に当たっては、損益計算書における経常費用を合理的な基準

により各セグメントへ配賦することが求められる。しかし、経常費用のうち一般管

理費については、管理部門における費用を主たる内容とすることが想定されること

から、一般管理費に区分される全ての費用を各セグメントへ配賦することが困難な

状況が考えられる。このような場合には、各セグメントへ配賦不能な一般管理費は

配賦不能費用として法人共通の欄に記載することとなる。 

  また、同様に、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

のうち機会費用についても各セグメントに配賦することが望ましい。しかしながら、

機会費用のうち、政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用については、各セグ

メントへの出資額等不明確な場合も多いと考えられる。このような場合には、配賦

不能なコストとして法人共通の欄に記載することとなる。 

 

Ｑ７９－４ 決算報告書の開示様式はどのようになるか。 
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Ａ 

  決算報告書は財務諸表には該当せず、会計基準の範囲外であるが、参考までにそ

の様式例を示せば、以下のようなものが考えられる。
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区分 

Ａ事業 Ｂ事業 共通 合計 

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

○○補助金等 

施設整備費補助金 

受託収入 

    計 

支出 

業務経費 

○○補助金等事業費 

施設整備費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

    計 

                

（記載上の留意事項） 

  ① 決算報告書における区分は、年度計画に記載されている予算に従う。 

  ② 予算額は当該年度の年度計画に記載されている予算金額とする。 

  ③ 年度計画の変更により予算額に変更があった場合は、変更後の金額を予算額とする。 

  ④ 決算額は、収入については現金預金の収入額に期首期末の未収金額等を加減算したものを記載し、支出については、現金預金の支出額に期首期末の

未払金額等を加減算したものを記載する。 

  ⑤ 予算額と決算額の差額を記載し、著しい乖離が生じた場合には｢備考｣欄に差額の生じた理由を簡潔に記載する。 

  ⑥ 損益計算書の計上額と決算額の集計区分に差がある場合には、その相違の概要を｢備考｣欄に記載する。 
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Ｑ７９－５ 決算報告書について、以下の事項の取扱いはどのようになるか。 

 ① 決算報告書で記載される予算とは年度計画に記載している予算と同一と解して

よいか。 

 ② 予算執行の段階で予算を変更した場合に、当該事項を決算報告書に反映させる

必要があるか。 

 ③ 決算報告書で記載される決算はどのように解すればよいか。 

 ④ 予算額と決算額に「著しい乖離」が生じた場合に、差額の理由を記載させるこ

ととなった経緯は何か。また、「著しい乖離」はどのように判断すればよいか。 

Ａ 

１ 独立行政法人においては、通則法第 31条第１項（通則法第 35条の８で準用する

場合を含む。）の規定に基づく年度計画（行政執行法人の場合は通則法第 35条の 10

の規定に基づく事業計画）の一項目として、予算が公表されている。決算報告書は

当該予算の執行状況を表すものであると想定されることから、決算報告書に記載さ

れる予算は年度計画に記載されている予算と同一のものである。 

２ 年度計画自体を変更せずに、例えば、一般管理費として割り当てられた予算を合

理的な理由に基づき業務経費として執行した場合、決算報告書の予算区分は変更せ

ず、決算額を業務経費として処理する。この処理により生じる差額の発生理由は備

考欄において簡潔に記載することとなる。 

３ 決算報告書は割当予算に対してその執行状況を報告する準拠性報告であるから、

決算額は予算執行した金額を記載すべきである。 

  決算報告書は財務諸表を主務大臣に提出するときに添付され、財務諸表について

主務大臣による承認を受けた後、一般の閲覧に供されることとなる。そのため、財

務諸表に記載されている数値と予算執行額との関係を明確に開示することが、財務

諸表及び決算報告書の利用者の理解可能性を高めることになる。しかしながら、会

計基準第４１の規定により、独立行政法人の財務諸表は発生主義により処理するこ

とが定められており、必ずしも財務諸表上の数値と予算執行額が一致するものでは

ない。 

  そこで、決算報告書に記載する決算額は収入については現金預金の収入額に期首

期末の未収金額等を加減算したものを記載し、支出については、現金預金の支出額

に期首期末の未払金額等を加減算したものを記載した上で、損益計算書の計上額と

決算額の集計区分に差がある場合には、その相違の概要を備考欄に記載することと

したものである。 

４ また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議

決定）の中で、説明責任・透明性の向上の観点から、事業等のまとまりごとに予算

の見積り及び執行実績を明らかにし、著しい乖離がある場合にはその理由を説明さ

せることとされている。そのため、予算額と決算額の差額に著しい乖離があったと

きは、決算報告書でその理由を説明することを求めている。 
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  「著しい乖離」かどうかは、決算報告書の科目区分ごとに決算額が予算額に対し

て 10％以上増減したかどうかで判断する。 

  また、増減率が 10％に満たない場合であっても、差額が生じた理由等の質的側面

を重視し、差額の生じた理由を記載することも考えられる。 

 

Ｑ７９－６ Ｑ７９－４において「決算額は、収入については現金預金の収入額に期

首期末の未収金額等を加減算したものを記載し、支出については、現金預金の支出

額に期首期末の未払金額等を加減算したものを記載する。」と記載されているが、こ

れらの「等」には何が含まれるのか。 

Ａ 

  年度計画の予算は、国からの財源措置である運営費交付金や補助金等が出納整理

期間が設けられている国の予算制度を前提として積算、交付されることから、翌事

業年度に支払われる３月分の超過勤務手当等の未払金等についても当事業年度の支

出予算として計上されている。 

  決算報告書は、年度計画の予算と対比して作成される必要があり、予算と同様に

未収金や未払金を加減することが必要となる。「等」に何が含まれるかについては、

未収金及び未払金に準ずるものであり、年度計画の予算の作成趣旨に基づいて判断

されるべきものであり、一般的に「等」に該当する具体的科目名を例示することは

できない。 

 

Ｑ７９－７ 決算報告書における決算額には各区分における前年度からの繰越額は

反映させるのか否か。また、前年度からの繰越額を決算額に反映させる場合には別

記して表示するのか。 

Ａ 

  決算報告書における決算額において前事業年度からの繰越に係る決算額と当期分

に係る決算額とを区分することは特に必要なく、予算との重要な差があれば、注記

等で明らかにすることで足りる。 

 

Ｑ７９－８ 区分経理のある独立行政法人においては、勘定別決算報告書及び法人単

位決算報告書の双方を作成するのか。 

Ａ 

  決算報告書は割当予算に対する執行状況を報告する準拠性報告書であると位置付

けられることから、予算を区分経理ごとに割り当てられている法人においては勘定

別決算報告書の作成は当然に必要であり、勘定別決算報告書は事業等のまとまりご

との予算と決算を明らかにするよう作成する必要がある。 

  収支予算書はコントロールのためのものであり規範性が求められるが、勘定別収

支予算書と法人単位収支予算書を作成した結果、何らかの事由で相互に矛盾した場
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合に、勘定別と法人単位のどちらに規範性が与えられるか不明確となるおそれがあ

る。したがって、勘定区分のある独立行政法人については、一般的には法人単位収

支予算を作成する必要はない。 

  なお、勘定区分のある独立行政法人でも法人単位収支予算を作成することは可能

であるが、この場合には、法人単位の収支決算書も作成する必要がある。 

 

Ｑ８０－１ 重要な債務負担行為とは、具体的にどのような事象を指しているのか。 

Ａ 

１ 債務負担行為とは、独立行政法人が金銭の納付を内容とする債務を負担する行為

であって、当該会計年度内に契約は結ぶが、実際の支出の全部又は一部が翌期以降

になるものをいう。債務負担行為は建物あるいは施設の工事請負契約あるいは重要

な物品購入契約のような将来確実に支出がなされるものと、損失補償及び保証契約

のように偶発債務であるものと二つに分類される。 

２ 重要な債務負担行為とはこれらの債務負担行為のうち独立行政法人の事業に照ら

し、内容的又は金額的に重要なものを指している。 

３ なお、独立行政法人の財務諸表に重要な債務負担行為を注記するのは、貸借対照

表に債務としては計上されていないが、独立行政法人が将来負担することとなる（あ

るいはその可能性のある）ものを明らかにするためと考えられることから、例えば、

重要な債務負担行為のうち、上記の建物あるいは施設の工事請負契約あるいは重要

な物品購入契約のような将来確実に支出がなされるものについて財務諸表に注記す

る金額は、契約総額のうち次年度以降に支出が予定される金額（未払計上されてい

る金額を除く。）とすることとなる。 

 

Ｑ８０－２ 会計基準では、「財務諸表には、その作成日までに発生した重要な後発事

象を注記しなければならない」（会計基準第８０第１項、注解５８第１項参照）とあ

るが、ここでいう財務諸表の作成日とはいつなのか。 

Ａ 

１ 財務諸表の作成日とは、文理解釈上は、監事の監査を受けるための財務諸表を独

立行政法人が作成した日、また、会計監査人の監査を受けなければならない独立行

政法人にあっては、会計監査人及び監事の監査を受けるための財務諸表を独立行政

法人が作成した日が財務諸表作成日となると考えられる。 

２ しかしながら、企業会計においては、後発事象は「会社計算規則」（平成 18年２

月７日法務省令第 13号）に定める計算書類に記載されるが、民間企業は計算書類を

監査役又は監査委員会に提出する日までに発生した後発事象を計算書類に記載して

いる。また、会計監査人の監査を受ける会社法上の会計監査人設置会社においては、

計算書類受領日以降会計監査人の監査報告日までに発生した後発事象に関しても、

計算書類上記載している。このように、後発事象の開示目的に鑑みれば、独立行政
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法人においても、監事の監査を受けるための財務諸表を法人が作成した日までのみ

ならず、法人による財務諸表の作成日以降監事の監査報告日又は会計監査人の監査

報告日までに発生した後発事象に関しても、財務諸表に注記を行うことが望ましい

と考える。 

 

Ｑ８０－３ 注解５７第２項に、開示すべき会計方針が定められているが、具体的に

どのように記載すればよいか。 

Ａ 

  財務諸表に注記すべき会計方針は注解５７第２項に例示されている。会計方針の

具体的な記載方法は各法人の判断に基づくことが原則であるが、標準的な例を示す

と次のようになる。なお、注記については明瞭性の原則の観点から、独立行政法人

が採用した固有の会計処理についても記載することが必要である。 

 

重要な会計方針 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

  業務達成基準を採用しております。 

管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。 

期中に震災対応のために突発的に発生した××業務については、当該業務の予

算、期間等を見積もることができず、業務と運営費交付金との対応関係を示すこ

とができないため、費用進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

 (1) 有形固定資産（使用権資産を除く。） 

   定額法を採用しております。 

   なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物    ○○～○○年 

    機械装置  ○○～○○年 

    ・・・・・・・・・・・・ 

   また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７第１項）及び資産除去

債務に対応する特定の除去費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価

償却に相当する額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除

して表示しております。 

 (2) 無形固定資産（使用権資産を除く。） 

   定額法を採用しております。 

   なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間

（○年）に基づいております。 

(3) 使用権資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第８７第２項）の会計処理方法 

個別法に基づく承継資産のうち、〇〇に係る費用相当額については、承継資産

に係る費用相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

４．賞与引当金の計上基準 
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役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担

すべき金額を計上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金

により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見

返として計上しております。 

 

５．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

 (1) 原則法で処理している場合 

職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（○年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（○年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金に

ついては、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を採用しており、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上し

ております。 

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置が

なされる見込みである確定給付企業年金等については、退職給付引当金と同

額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 

(2) 退職一時金について簡便法を採用している場合 

確定給付企業年金等から支給される年金給付については、職員の退職給付

に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（○年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（○年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしております。 

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。このうち、運営費交付金により財源措

置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付引当金と同額を

退職給付引当金見返として計上しております。 

また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財源措置が

なされる見込みである確定給付企業年金等については、退職給付引当金と同

額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 

６．法令に基づく引当金等の計上根拠及び計上基準 

   ○○準備金 

    ○○○○○の費用に充てる（損失に備える）ため、○○法第○○条に定め

る基準に基づき計上しております。 

 

７．有価証券の評価基準及び評価方法 
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 (1) 売買目的有価証券 

    時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

 (2) 満期保有目的債券 

    償却原価法（利息法） 

 (3) 関係会社株式 

    出資先持分額による評価（移動平均法による取得原価との評価差額は部分

純資産直入法により処理） 

 (4) その他有価証券 

    期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 

８．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 原材料 

    移動平均法による低価法 

 (2) 貯蔵品 

    移動平均法による低価法 

 (3) 未成受託研究支出金 

    個別法による低価法 

 

９．収益及び費用の計上基準 

 (1) 受託研究に係る収益 

受託研究に係る収益は、主に国又は地方公共団体から支出された委託費で

あり、委託契約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。

当該履行義務は、サービス等を引き渡す一時点において、顧客が当該サービ

ス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識し

ております。 

 (2) ○○のサービスに係る収益 

○○のサービスに係る収益は、主に○○事業に係る収益であり、顧客との

契約に基づいて○○サービスを提供する履行義務を負っております。当該履

行義務は、当法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が

便益を享受することで充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を

見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しておりま

す。 

 (3) 製品の販売に係る収益 

製品の販売に係る収益は、主に製造による販売収益であり、顧客との販売

契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務

は、製品を引き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し

て充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

10．債券発行差額の償却方法 

  債券発行差額は、債券の償還期間にわたって償却しております。 

 

11．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 

12．消費税等の会計処理 

  消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
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Ｑ８０－４ 運営費交付金の収益化方法として費用進行基準を採用した場合（注解６

２第４項に該当する場合）、当該収益化の考え方を採用した理由を「運営費交付金収

益の計上基準」に注記することとなるが、その内容はどのようなものか。 

Ａ 

１ 業務の実施と運営費交付金との対応関係が示されていない理由について、具体的

に示す必要がある。 

２ なお、費用進行基準は、例えば、期中に震災対応のための突発的な業務が複数発

生し、当該業務の予算、期間等を見積もることができないなど、業務と運営費交付

金との対応関係が示されない場合に限り採用できることに留意する必要がある。 

 

Ｑ８０－５ 会計基準第８０第１項におけるその他独立行政法人の状況を適切に開

示するために必要な会計情報とは具体的にはどのような注記が考えられるか。 

Ａ 

  具体的には、注解５５に定められている「財務諸表の表示に関する注記」（Ｑ８０

－５－２参照）、金融商品関係及び退職給付関係等の注記をいう。その他、各独立行

政法人の状況に応じて、企業会計基準委員会の公表する会計基準、適用指針及び実

務対応報告並びに財務諸表等規則などを参考の上、適切な開示を行うものとする。 

 

Ｑ８０－５－２ 注解５５に定められている「財務諸表の表示に関する注記」は具体

的にどのように記載すればよいか。 

Ａ 

１ 注解５５のとおり、財務諸表に表示する会計基準の第１２章の「独立行政法人固

有の会計処理」に伴う科目等については、財務報告利用者の理解の促進の観点から、

財務諸表上に注記することで明瞭に表示する必要がある。 

２ 表示の方法としては、例えば、貸借対照表上の科目名に（注）を付した上で、貸

借対照表の下に「（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であ

る。」と明記する方法が考えられる。 

３ また、（注）を付すべきと考えられる「独立行政法人固有の会計処理」に伴う科目

名等は、会計基準第５８、第６１及び第６７で示されている貸借対照表、行政コス

ト計算書及び損益計算書の標準的な様式を踏まえれば次のようなものである。なお、

各法人の状況を踏まえ、追加でその他の科目名等に（注）を付すことを妨げない。 

(1) 賞与引当金見返 

(2) 未収財源措置予定額 

(3) 退職給付引当金見返 

(4) 運営費交付金債務 

(5) 預り施設費 

(6) 預り補助金等 
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(7) 預り寄附金 

(8) 資産に係る繰延収益 

(9) 長期預り補助金等 

(10) 長期預り寄附金 

(11) その他行政コスト累計額 

(12) 民間出えん金 

(13) 前中期目標期間繰越積立金 

(14) （何）積立金 

(15) 減価償却相当額 

(16) 減損損失相当額 

(17) 利息費用相当額 

(18) 承継資産に係る費用相当額 

(19) 除売却差額相当額 

(20) 運営費交付金収益 

(21) 補助金等収益 

(22) 財源措置予定額収益 

(23) 寄附金収益 

(24) 賞与引当金見返に係る収益 

(25) 退職給付引当金見返に係る収益 

(26) 目的積立金取崩額 

 

Ｑ８０－５－３ 以下の事象が生じた場合に注記事項として財務諸表の開示は必要

か。 

 ① 独立行政法人又は独立行政法人の主要な業務の廃止、民営化又は他の法人との

統合等を行う旨の閣議決定、法律の成立又は法案の国会提出 

 ② 独立行政法人個別法の附則で規定された経過的な業務の終了又は経過措置期間

の終了に伴う勘定の廃止 

Ａ 

  法人又は法人の主要な業務の廃止等は法人や勘定の存続に係る重要事項であるの

で、法人に上記のような状況が生じた場合は会計基準第８０に規定されている「そ

の他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報」の注記として開

示が必要である。 

 

Ｑ８０－６－１ 注解６０第１項において、金融商品の時価等について開示を行う理

由は何か。 

Ａ 

  企業会計においては、国際財務報告基準とのコンバージェンスを図ることに加え、



 106 

金融取引を巡る環境が変化する中で、投資者に対する情報提供等の観点から、金融

商品の時価情報に対するニーズが拡大していること等を踏まえ、金融商品の時価等

について開示を行うこととされている。 

  他方、独立行政法人においては、その会計が「原則として企業会計原則による」

とされていること、独立行政法人が保有している金融商品は国民共通の財産であり、

その有効活用を図る観点等から、国民その他の利害関係者に対して時価情報を提供

することに一定の意義があると認められることから、独立行政法人会計基準におい

ても金融商品の時価等について開示を求めるものである。 

 

Ｑ８０－６－２ 貸付金等の金銭債権債務の時価は、どのような方法により算定した

らよいか。 

Ａ 

１ 企業会計基準第 30号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日 企業会

計基準委員会）では、時価の算定に当たっては、状況に応じて、十分なデータが利

用できる評価技法を用い、関連性のある観察可能なインプットを最大限利用し、観

察できないインプットの利用を最小限にするとされている。 

２ 時価を算定するに当たって用いる評価技法には、例えば、次の三つのアプローチ

がある。 

① マーケット・アプローチ 

マーケット・アプローチとは、同一又は類似の資産又は負債に関する市場取引

による価格等のインプットを用いる評価技法をいう。 

 ② インカム・アプローチ 

インカム・アプローチとは、利益やキャッシュ・フロー等の将来の金額に関す

る現在の市場の期待を割引現在価値で示す評価技法をいう。 

③ コスト・アプローチ 

コスト・アプローチとは、資産の用役能力を再調達するために現在必要な金額

に基づく評価技法をいう。 

３ 貸付金の時価は、インカム・アプローチに含まれる、現在価値技法により算定す

る方法が一般的と考えられる。現在価値技法を用いる場合、リスクの調整方法及び

用いるキャッシュ・フローの種類により、例えば、次の方法がある。 

① 割引率調整法 

リスク調整後の割引率と、契約上の若しくは約束された、又は最も可能性の高

いキャッシュ・フローを用いる方法 

② 期待現在価値法（確実性等価法） 

リスク調整後の期待キャッシュ・フローと信用リスクフリーレートを用いる方

法 

③ 期待現在価値法（リスク調整法） 
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リスク調整を行わない期待キャッシュ・フローと、市場参加者が要求するリス

ク・プレミアムを含めるように調整した割引率（①で用いる割引率とは異なる。）

を用いる方法 

４ 例えば、貸付金のキャッシュ・フローとして契約上のキャッシュ・フローを用い

る場合には、割引率は将来の債務不履行に関する予想を反映する（割引率調整法）。

一方、期待キャッシュ・フローを用いる場合には、当該期待キャッシュ・フローに

将来の債務不履行に関する不確実性に係る仮定が既に反映されているため、割引率

調整法と同じ割引率ではなく、当該期待キャッシュ・フローに固有のリスクと整合

的な割引率を用いる（期待現在価値法）と考えられる。 

５ ところで、独立行政法人における貸付金は、各法人固有の政策目的に則して実行

されるものであることから、新規貸付金利の設定方法が、法令又は業務方法書に規

定されている場合、若しくは内規等により定められ、当該内規等について主務大臣

の承認等を得ている場合には、当該利率を基礎として割引率を算定し、貸付金の将

来キャッシュ・フローの割引計算を行うことができるものと考えられる。 

６ なお、新規貸付がない場合及び新規貸付金利が市場利子率に比較して著しく低い、

若しくは無利息である場合については、市場性を織り込む観点から、同種の貸付金

の金利又はリスク・フリーに近い市場利子率を基礎として割引率を算定し、貸付金

の将来キャッシュ・フローの割引計算を行うことが必要と考えられる。 

７ 上記の貸付金の時価の算定に関する取扱いは、借入金など貸付金以外の金銭債権

債務についても同様に適用されるものと考えられる。 

 

Ｑ８０－６－３ 貸付金の時価評価をグループ単位で行うことは認められるか。認め

られる場合、グルーピングの方法にはどのようなものが考えられるか。 

Ａ 

１ 企業会計基準第 30号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年７月４日 企業会

計基準委員会）では、資産又は負債の時価を算定する単位は、それぞれの対象とな

る資産又は負債に適用される会計処理又は開示によるものと定められ、金融商品に

おいては、通常、個々の金融商品が時価の算定の対象となるとされている。貸付金

の時価を算定する場合も、個々の貸付金ごとに時価を算定することが原則と考えら

れるが、時価の算定が合理的に行われる限りにおいて、一定のグルーピングを行っ

た上で時価を算定する方法も考えられる。 

２ 企業会計基準適用指針第 19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（最

終改正令和６年９月 13日 企業会計基準委員会）の金融業の開示例では、以下の区

分を行っている例が示されており、民間企業等に対して、資金の貸付、債務の保証

等の信用の供与を行うことを業務としている独立行政法人においては、当該区分が

参考になるものと考えられる。 

 ・ 種類に基づく区分 
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 ・ 内部格付に基づく区分・債権区分に基づく区分 

 ・ 期間に基づく区分 

 

Ｑ８０－６－４ 債務保証契約も注記対象となるのか。注記対象となる場合、時価は

どのような方法により算定したらよいか。 

Ａ 

１ 独立行政法人における債務保証契約については、会計基準「第３０ 債務保証の会

計処理」又は「第９３ 信用の供与を主たる業務としている独立行政法人における債

務保証の会計処理」に基づき、前者による場合には決算日における債務保証の総額

を注記し、後者による場合には債務保証の額を貸借対照表に計上することとされて

いる。 

２ 企業会計における債務保証契約については、企業会計基準適用指針第 19号「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（最終改正令和６年９月 13日企業会計基準

委員会）第 23項において、「金融商品会計基準等の対象であり、保証先ごとに総額

で注記するため、貸借対照表に計上されていない場合であっても、その注記額が資

産の総額に対して重要な割合を占め、かつ、その時価に重要性がある場合には、そ

の時価を注記することが適当である」とされていることから、独立行政法人の債務

保証契約においても同様の取扱いとなる。 

３ 時価の算定方法については、契約期間、保証の履行可能性、担保による回収可能

性などを基礎としてシミュレーションモデルを用いた期待値推計を行う方法が考え

られる。しかし、このような評価技法による算定に必要な情報を入手することが現

実的でない場合には、保証料を決定するに当たり、債務者の信用リスク、担保によ

る回収可能性等が市場参加者の観点から適切に反映されており、算定日の出口価格

を表すことができると判断されることを条件に、契約上の保証料の将来キャッシュ・

フローと、同様の新規契約を実行した場合に想定される保証料の将来キャッシュ・

フローとの差額を割り引いて現在価値を算定する方法が考えられる。 

４ なお、貸付金と同様に、新規保証料率の設定方法が法令又は業務方法書に規定さ

れ、若しくは、新規保証料率の設定方法が内規等により定められ、当該内規等につ

いて主務大臣の承認等を得ている場合には、当該保証料率を基礎として割引率を算

定し、新規契約を実行した場合に想定される保証料の将来キャッシュ・フローを計

算することができるものと考えられる。 

 

Ｑ８０－６－５ Ｑ２７－１１において、科技イノベ活性化法に基づき、無償で取得

した非上場会社の新株予約権については、備忘価額をもって取得価額及び貸借対照

表価額とすることができる（その場合の備忘価額は１円とする。）とされたが、金融

商品に関する注記は、どのように記載するのか。また、Ｑ２７―１１における「発

行元の法人発ベンチャーに対する支援の内容」の注記については、具体的にどのよ



 109 

うな内容を記載することとなるのか。 

Ａ 

１ 設問の新株予約権に係る貸借対照表価額は備忘価額であるため、注解２０に規定

する「時価」には該当しない。また、時価を注記しない「市場価格のない株式等」

は、会計基準第２７において「市場において取引されていない株式及び出資金等株

式と同様に持分の請求権を生じさせるもの」と定義されていることから、金融商品

に関する注記において、新株予約権を「市場価格のない株式等」の欄に含めること

は適当ではない。 

  したがって、「金融商品の時価等に関する事項」において、当該新株予約権は、期

末日における貸借対照表計上額、貸借対照表日における時価及びその差額のいずれ

にも含めず、法人発ベンチャーの数及び貸借対照表価額を注記することとする（Ｑ

８０―６－６参照）。 

２ 発行元の法人発ベンチャーに対する支援の内容の注記については、科技イノベ活

性化法に基づき新株予約権を無償で取得した要因として、取得日から期末日までに

おける支援先である法人発ベンチャーに対して行った、知的財産の移転・設定又は

許諾、施設・設備の提供、技術指導等の支援の実績を記載する（Ｑ８０―６－６参

照）。 

  なお、その後法人発ベンチャーが上場し、当該その新株予約権について時価をも

って貸借対照表価額とした場合は、科技イノベ活性化法に基づく支援を要因として

当該新株予約権を無償で取得した旨及び取得日を注記する。 

 

Ｑ８０－６－６ 金融商品に関する注記については、具体的にどのような内容を記載

することとなるのか。 

Ａ 

１ 注解６０第１項においては、金融商品に関する具体的な注記内容を定めていない。

このため、企業会計基準適用指針第 19号｢金融商品の時価等の開示に関する適用指

針｣（最終改正令和６年９月 13日 企業会計基準委員会）を参考とし、重要性の乏し

いものを除き、次の事項を注記する。 

① 金融商品の状況に関する事項 

② 金融商品の時価等に関する事項 

③ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

２ 「金融商品の時価等に関する事項」のうち、現金及び短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものについては、注記を省略することができる。 

３ 市場価格のない株式等については、時価を注記しないこととする。この場合、当

該金融商品の概要及び貸借対照表計上額を注記する。 

４ なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。 
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【記載例１】一般的な独立行政法人の場合 

１．金融商品の状況に関する事項 

  当法人は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定し、財政融資資

金及び金融機関からの借入及び財投機関債の発行により資金を調達しております。 

  未収債権等に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程等に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第 47条の規定等に基づ

き、公債及び△△△格以上の社債のみを保有しており株式等は保有しておりません。 

  借入金等の使途は運転資金(主として短期)および事業投資資金(長期)であり、主

務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、

現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金及び短期借入金は短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

   （単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額（*1） 

時価（*1） 差額 

(1) 有価証券及び投資有価証券 

① 満期保有目的の債券 

② その他有価証券（*2） 

(2) 財投機関債 

(3) 長期借入金 

 

xxx 

xxx 

  (xxx) 

(xxx) 

 

xxx 

xxx 

 (xxx) 

(xxx) 

 

xxx 

－ 

xxx 

xxx 

 （*1） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。  

 （*2） その他有価証券には、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20年

法律第 63号）に基づき、無償で取得した非上場会社の新株予約権（会社数：〇社、貸借対

照表価額：×××円）を含めておりません。 

 

（注１）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

 （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 xxx 

 

（注２）科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20年法律第 63号）に基づ

き、新株予約権を無償で取得した要因として記載する非上場会社に対する取得日から期

末日までの支援内容は次のとおりです。 
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社名 支援内容の実績 

〇〇株式会社 

・〇〇に係る知的財産の使用許諾（□年×月

～△年×月） 

・〇〇棟の居室（〇㎡）及び××に係る研究

機器の貸与等 

・〇〇に係る技術指導 

・・・ ・・・ 

 

 （注３）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

三つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。 

 

有価証券及び投資有価証券 

国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 

財投機関債 

当法人の発行する財投機関債は、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるため、

レベル１の時価に分類しております。 

 

長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

【記載例２】貸付等の資金供給を主な業務としている独立行政法人の場合 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

  当法人は、貸付事業及び出資事業などの資金供給業務を実施しております。これ

らの業務を実施するため、財政融資資金及び金融機関からの借入及び財投機関債の

発行により資金を調達しております。 
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

  当法人が保有する金融資産は、主として国内の法人ないし個人に対する貸付金で

あり、貸付先の契約不履行によってもたらされる信用リスクにさらされております。

また、有価証券及び投資有価証券は、主に債券、株式であり、満期保有目的及び政

策推進目的で保有しております。これらは、それぞれ、発行体の信用リスク及び金

利の変動リスク、市場価格の変動リスクにさらされております。 

  借入金及び財投機関債は、一定の環境の下で当法人が市場を利用できなくなる場

合など、支払期日にその支払を実行できなくなる流動性リスクにさらされておりま

す。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

 ① 信用リスクの管理 

   当法人は、当法人の債権管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、

貸付金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格

付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運

用しております。これらの与信管理は、各事業部のほか審査部により行われ、ま

た、定期的に投融資委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さ

らに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。 

   有価証券の発行体の信用リスクに関しては、リスク管理部において、信用情報

や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。 

 ② 市場リスクの管理 

 （ⅰ）金利リスクの管理 

    あらかじめ法令又は業務方法書等により定められた方法により利率を決定し

ております。 

 （ⅱ）価格変動リスクの管理 

    各事業で保有している株式は、政策目的で保有しているものであり、出資先

の市場環境や財務状況などをモニタリングしております。これらの情報は、リ

スク管理部を通じ、理事会において定期的に報告されております。 

 ③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

   当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行ってお

ります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、

現金は注記を省略しており、預金、未払金及び短期借入金は短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

   （単位：百万円） 
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 貸借対照表 

計上額（*） 

時価（*） 差額 

(1) 貸付金 

貸倒引当金 

 

(2) 有価証券及び投資有価証券 

① 満期保有目的の債券 

② その他有価証券 

(3) 破産更生債権等 

(4) 財投機関債 

(5) 長期借入金 

(6) デリバティブ取引 

xxx 

△xxx 

xxx 

 

xxx 

xxx 

 xxx 

 (xxx) 

(xxx) 

－ 

 

 

xxx 

 

xxx 

xxx 

 xxx 

 (xxx) 

(xxx) 

－ 

 

 

xxx 

 

xxx 

－ 

xxx 

xxx 

xxx 

－ 

（*）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

 

（注）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

 （単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 xxx 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の三つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。 

 

 

 

 

 

 

  (1) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 
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   （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２  レベル３  合計 

有価証券及び投資有価証券 

その他有価証券 

 国債・地方債等 

 

 

xxx 

 

 

xxx 

 

 

－ 

 

 

xxx 

 

  (2) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

   （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２  レベル３  合計 

貸付金 

有価証券及び投資有価証券 

 満期保有目的の債券 

   国債・地方債等 

破産更生債権等 

財投機関債 

長期借入金 

－ 

 

 

xxx 

－ 

xxx 

－ 

xxx 

 

 

xxx 

xxx 

xxx 

xxx 

xxx 

 

 

－ 

xxx 

－ 

－ 

xxx 

 

 

xxx 

xxx 

xxx 

xxx 

 

 （注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

貸付金 

貸付金については、貸付金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計

額を政策金利に信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。こ

のうち変動金利によるものは、短期間で政策金利を反映するため、貸付先の信用状態が実行

後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価額を時価と

しております。また、貸倒懸念債権については、見積将来キャッシュ・フローの割引現在価

値又は担保及び保証による回収見込額を用いた割引現在価値により時価を算定しています。

時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうで

ない場合はレベル２の時価に分類しております。  

 

有価証券及び投資有価証券 

国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。国債は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当法人が保有して

いる地方債及び社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認めら

れないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 
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破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等を用いた割引現在価値法に

より時価を算定しております。時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な

場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。 

 

財投機関債 

当法人の発行する財投機関債は、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるもの

はレベル１の時価に分類しております。相場価格を利用できないものについては、元利金の

合計額と、当該財投機関債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法

により時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。な

お、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記「デリ

バティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を用いて

算定しております。 

 

デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記

「長期借入金」 参照）。 

 

Ｑ８０－７－１ 注解６０第２項において、賃貸等不動産の時価等について開示を行

う理由は何か。 

Ａ 

  企業会計においては、国際財務報告基準とのコンバージェンスを図ることに加え、

投資情報として一定の意義があることから、賃貸等不動産の時価等について開示を

行うこととされている。 

  他方、独立行政法人においては、その会計が原則として「企業会計原則による」

とされていること、独立行政法人が保有している賃貸等不動産は国民共通の財産で

あり、その有効活用を図る観点等から、国民その他の利害関係者に対して時価情報

を提供することに一定の意義があると認められることから、独立行政法人会計基準

においても賃貸等不動産の時価等について開示を求めるものである。 

 

Ｑ８０－７－２ 注解６０第２項では賃貸等不動産の定義、範囲等が示されていない
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が、独立行政法人が保有する不動産のうち、どのような不動産が賃貸等不動産に該

当することとなるのか。 

Ａ 

１ 注解６０第２項においては、賃貸等不動産の定義及び範囲が明示されていないた

め、企業会計基準第20号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（最終

改正令和６年９月13日 企業会計基準委員会）における賃貸等不動産の定義（第４

項）、範囲（第５項）を基準に判断することとなる。 

２ 同会計基準第４項(2)において、「賃貸等不動産」とは、「棚卸資産に分類されて

いる不動産以外のものであって、賃貸収益又はキャピタル・ゲインの獲得を目的と

して所有者又は使用権資産の形でリースの借手が保有する不動産（ファイナンス・

リースの貸手における不動産を除く。）をいう」ものと定義され、第５項におい

て、賃貸等不動産には、(1)貸借対照表において投資不動産（投資の目的で所有す

る土地、建物その他の不動産）として区分されている不動産、(2)将来の使用が見

込まれていない遊休不動産及び(3)上記以外で賃貸されている不動産が含まれると

規定されていることから、独立行政法人が保有する不動産のうちこれらの不動産に

該当するものは、賃貸等不動産の範囲に含まれることとなる。 

３ なお、独立行政法人が保有し、賃貸している不動産の中には、一定の政策目的を

遂行するために保有しているものがあり、当該不動産については、賃貸料が近隣の

類似不動産と比較して廉価に設定されているものがある。このような政策目的によ

り独立行政法人が賃貸する不動産については、必ずしも賃貸収益又はキャピタル・

ゲインの獲得自体を目的として保有されているとは言い難いものの、独立行政法人

の資産の有効活用の観点等から、賃貸収益を得ている不動産については、原則とし

て企業会計と同様に時価等の開示を行うことが適当と考えられる。 

 

Ｑ８０－７－３ 注解６０第２項においては注記の省略に関する規定がないが、賃

貸等不動産の総額に重要性がない場合も注記を行う必要があるのか。また、重要性

が乏しいかどうかの判断を行う際の賃貸等不動産の時価を基礎とした金額は、どの

ように算定するのか。 

Ａ 

１ 重要性については、会計基準第４が適用されるため、注解６０には改めて規定し

ていないが、賃貸等不動産についても、その総額に重要性が乏しい場合には、当該

賃貸等不動産について法令等に基づき処分等を行うことが予定されている場合等、

独立行政法人の公共的性格に基づく質的側面からの重要性が認められる場合を除

き、注記を省略することができる。当該賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいかど

うかは、賃貸等不動産の貸借対照表日における時価を基礎とした金額と当該時価を

基礎とした総資産の金額との比較をもって判断することとなる。 

２ なお、重要性の判断を行う際に用いる時価を基礎とした金額の把握に当たって
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は、実勢価格や査定価格などの容易に入手できる評価額や適切に市場価格を反映し

ていると考えられる指標（公示価格、固定資産税評価額、都道府県基準地価格、路

線価による相続税評価額）に基づく価額等を用いることができる。また、建物等の

償却資産については、適正な帳簿価額をもって時価とみなすことが認められる。 

  また、帳簿価額の基礎となった価額（独立行政法人設立時の時価評価額又は購入

価額等）と時価の乖離が、評価時（購入時）からの当該不動産に類似する近隣の不

動産価格の推移に鑑みて大きくないと合理的に判断される場合には、重要性の判断

に用いる時価を基礎とした金額を帳簿価額と同額とみなすことが可能な場合もある

と考えられる。 

 

Ｑ８０－７－４ 独立行政法人が保有する賃貸等不動産の中には、民間が保有する賃

貸等不動産とは性格が異なるものがあると考えられるが、そのような賃貸等不動産

の時価はどのように算定したらよいか。 

Ａ 

１ 独立行政法人が保有する賃貸等不動産の中には、例えば、政策目的により賃貸料

が近隣の類似不動産と比較して廉価に設定されているものや、使用目的の変更や処

分を独立行政法人が独自に行うことができない等の制約のあるものがあり、これら

の賃貸等不動産については、どのような前提で評価を行うかにより結果として評価

額に大きな差が生じることが想定される。 

２ このため、各独立行政法人においては、開示対象となる賃貸等不動産の状況、独

立行政法人の運営における経済性・効率性等を適切に勘案して、時価の算定方法及

び算定の前提条件を決定し、時価の算定を行うことが必要である。なお、算定の前

提条件等については、注記事項に併せて開示することが適当と考えられる。 

３ また、開示対象となる賃貸等不動産のうち重要性が乏しいものについては、実勢

価格や査定価格などの容易に入手できる評価額や適切に市場価格を反映していると

考えられる指標（固定資産税評価額や路線価による相続税評価額等）に基づく価額、

償却資産については、適正な帳簿価額をもって時価とみなすことも認められるもの

と考えられる。 

 

Ｑ８０－７－５ 「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」にお

いては、賃貸等不動産の時価を把握することが極めて困難な場合は時価を注記せず、

その事由及び当該賃貸等不動産の概要等を記載することとされているが、独立行政

法人の賃貸等不動産については、どのような場合がこれに該当するのか。 

Ａ 

１ 企業会計基準適用指針第 23 号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準

の適用指針」（改正令和６年９月 13日 企業会計基準委員会）第 14項において、「賃

貸等不動産の時価を把握することが極めて困難な場合は、時価を注記せず、重要性
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が乏しいものを除き、その事由、当該賃貸等不動産の概要及び貸借対照表計上額を

他の賃貸等不動産とは別に記載する」こととされている。さらに、同適用指針第 34

項において、賃貸等不動産の時価を把握することが極めて困難な場合について、「例

えば、現在も将来も使用が見込まれておらず売却も容易にできない山林や着工して

間もない大規模開発中の不動産などが考えられるが、賃貸等不動産の状況は一様で

はないため、状況に応じて適切に判断する必要があると考えられる」との考え方が

示されている。 

２ 独立行政法人が保有する賃貸等不動産についても、Ｑ８０－７－１で示している

とおり、企業会計と同様に時価等の開示を行うことが原則であるが、政策目的を遂

行するために独立行政法人が保有している賃貸等不動産の中には、規模、構造、使

用方法等の多くの側面において、民間企業には全くみられない特異性を有する資産

が存在する。このような賃貸等不動産については、時価を把握することが極めて困

難な場合も想定されることから、このような場合には、当該賃貸等不動産の状況に

応じて各法人において適切に判断する必要があると考えられる。 

 

Ｑ８０－７－６ 賃貸等不動産に関する注記については、具体的にどのような内容

を記載することとなるのか。 

Ａ 

１ 注解６０第２項においては、賃貸等不動産に関する具体的な注記内容を定めてい

ない。このため、企業会計基準第20号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計

基準」（最終改正令和６年９月13日 企業会計基準委員会）を参考とし、重要性が

乏しい場合を除き、次の事項を注記する。 

  また、管理状況等に応じて、注記事項を用途別、地域別等に区分して開示するこ

とができる。 

(1) 賃貸等不動産の概要 

(2) 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び期中における主な変動 

(3) 賃貸等不動産の当期末における時価及びその算定方法 

(4) 賃貸等不動産に関する収益及び費用等の状況 

２ 時価を把握することが極めて困難な場合は、時価を注記せず、重要性の乏しいも

のを除き、その事由、当該賃貸等不動産の概要及び貸借対照表計上額を他の賃貸等

不動産とは別に記載する。 

３ 賃貸等不動産の当期末における時価は、当期末における取得原価から減価償却累

計額及び減損損失累計額を控除した金額と比較できるように記載する。 

４ なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。 

 

 

【記載例】 
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  当法人は、□□□長が認めた者の住宅等を確保するため、全国に△△住宅（土地

を含む。）を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増

減額及び時価は次のとおりであります。 

   （単位：百万円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

××× ××× ××× ××× 

 （注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。 

 （注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。 

   取得等による増加（○○住宅ほか○箇所）   ××百万円 

   譲渡等による減少（○○住宅ほか○箇所）   ××百万円 

 （注３）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて当法人で算定した金額

（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。 

  また、賃貸等不動産に関する平成××年３月期における収益及び費用等の状況は

次のとおりであります。 

 

  （単位：百万円） 

賃貸収益 賃貸費用 
その他 

（売却損益等） 

××× ××× ××× 

 （※）実務上把握することが困難なため、賃貸費用に計上していない費用がある場合には、その

旨明記する。 

 

Ｑ８０－８ 「独立行政法人会計基準の改訂について」（平成 23 年６月 28 日独立行

政法人会計基準研究会 財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会）におい

て、企業会計基準第 24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（平成

21年 12月４日 企業会計基準委員会）（企業会計基準第 24号「会計方針の開示、会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（改正令和２年３月 31 日 企業会計

基準委員会）に改正）については、独立行政法人にこれを導入することなく、従前

の取扱いを継続することが適当である旨記載されているが、独立行政法人において、

会計方針の開示、会計方針の変更、表示方法の変更、会計上の見積りの変更及び過

去の誤謬は、具体的にどのような取扱いとなるのか。 

Ａ 

  独立行政法人会計における会計方針の開示、会計方針の変更、表示方法の変更、

会計上の見積りの変更及び過去の誤謬は、以下の取扱いとすることが適当である。 
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 （１）会計方針の開示 

   重要な会計方針に関する注記の開示目的は、財務諸表を作成するための基礎と

なる事項を国民その他の利害関係者が理解するために、採用した会計処理の原則

及び手続の概要を示すことにある。この開示目的は、会計処理の対象となる会計

事象等に関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、会計処理の原則及び

手続を採用するときも同じである。なお、関連する会計基準等の定めが明らかで

ない場合とは、特定の会計事象等に対して適用し得る具体的な会計基準等の定め

が存在しない場合をいう。 

 （２）会計方針の変更 

   新たな会計方針を過去の期間の全てに遡及適用する処理は行わず、その変更の

影響は、当事業年度以降の財務諸表において認識する。なお、会計方針の変更の

具体的な範囲は、以下のとおりとなる。 

事象 具体的な取扱い 

有形固定資産の減価償却方法 会計方針の変更に該当し、その変更に当たっ

ては、注解５７第１項（１）の注記を行う。 

会計処理の変更に伴う表示方

法の変更 

会計方針の変更に該当する。 

会計処理の対象となる会計事

象等の重要性が増したことに

伴う本来の会計処理の原則及

び手続への変更 

従来、会計処理の対象となる会計事象等の重

要性が乏しかったため、本来の会計処理によ

らずに簡便な会計処理を採用していたが、当

該会計事象等の重要性が増したことにより、

本来の会計処理に変更する場合、当該変更は、

会計方針の変更に該当しない。 

会計処理の対象となる新たな

事実の発生に伴う新たな会計

処理の原則及び手続の採用 

会計方針の変更に該当せず、追加情報として

取り扱う。 

 

連結又は持分法の適用の範囲

に関する変動 

財務諸表の作成に当たって採用した会計処理

の原則及び手続に該当しないため、会計方針

の変更に該当しない。 

 （３）表示方法の変更 

   流動資産から固定資産への区分変更や、経常損益から臨時損益への区分変更等、

財務諸表の表示区分を越える変更は、表示方法の変更として取り扱う。また、キ

ャッシュ・フローの表示の内訳の変更については、表示方法の変更として取り扱

う。例えば、ある特定のキャッシュ・フロー項目について、キャッシュ・フロー

計算書における表示区分を変更した場合や、連結キャッシュ・フロー計算書につ
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いて、業務活動によるキャッシュ・フローに関する表示方法（直接法又は間接法）

を変更した場合が、表示方法の変更に該当する。 

 （４）会計上の見積りの変更 

   会計上の見積りの変更は、当該変更が変更期間のみに影響する場合には、当該

変更期間に会計処理を行い、当該変更が将来の期間にも影響する場合には、将来

にわたり会計処理を行う。 

   なお、過去の財務諸表作成時において入手可能な情報に基づき最善の見積りを

行った場合には、当事業年度中における状況の変化により会計上の見積りの変更

を行ったときの差額又は実績が確定したときの見積り額との差額は、その変更の

あった事業年度又は実績が確定した事業年度に、その性質により、経常費用又は

経常収益として認識する。 

 （５）過去の誤謬 

   過去の財務諸表について、新たな表示方法に従い組替えする処理は行わず、当

事業年度以降の財務諸表において、新たな表示方法での開示を行う。 

   なお、Ｑ６６－２のＡ１によることとなり、過去の財務諸表における誤謬が発

見された場合には、過去の財務諸表の遡及修正は行わず、過年度の損益修正額を

原則として臨時損益の区分に表示する。 

 

Ｑ８０－９ 退職給付に係る注記については、具体的にどのような内容を記載するこ

ととなるのか。 

Ａ 

１ 会計基準においては、退職給付に係る具体的な注記内容を定めていない。このた

め、企業会計基準適用指針第 25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（最終

改正平成 27年３月 26日 企業会計基準委員会）を参考とし、次の事項を注記する。 

 (1) 法人の採用する退職給付制度の概要（国家公務員共済組合法の退職等年金給

付制度を採用している場合には、その旨を含む。） 

 (2) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 (3) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

 (4) 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前

払年金費用の調整表 

 (5) 退職給付に関連する損益 

 (6) 年金資産に関する事項（年金資産の主な内訳を含む。） 

 (7) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

 (8) その他の退職給付に関する事項 

２ なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。 

 

【記載例１】全ての制度を原則法で会計処理している場合 
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（退職給付に係る注記） 

  １．採用している退職給付制度の概要 

    当法人は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度

及び確定拠出制度並びに国家公務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用

している。 

確定給付企業年金制度（積立型制度である。）では、給与と勤務期間に基づい

た一時金又は年金を支給する。 

    退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務

期間に基づいた一時金を支給する。 

 

  ２．確定給付制度 

    (1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 15,000 

 勤務費用 1,040 

 利息費用 700 

 数理計算上の差異の当期発生額 1,700 

 退職給付の支払額 △400 

 過去勤務費用の当期発生額 300 

 制度加入者からの拠出額 160 

期末における退職給付債務 18,500 

 

    (2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 7,000 

 期待運用収益 350 

 数理計算上の差異の当期発生額 50 

 事業主からの拠出額 640 

 退職給付の支払額 △200 

 制度加入者からの拠出額 160 

期末における年金資産 8,000 

 

    (3）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及

び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 12,000 

年金資産 △8,000 

積立型制度の未積立退職給付債務 4,000 

非積立型制度の未積立退職給付債務 6,500 
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小計 10,500 

未認識数理計算上の差異 △2,280 

未認識過去勤務費用 △270 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 7,950 

退職給付引当金 7,950 

前払年金費用 - 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 7,950 

 

    (4）退職給付に関連する損益 

勤務費用 1,040 

利息費用 700 

期待運用収益 △350 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 70 

過去勤務費用の当期の費用処理額 30 

臨時に支払った割増退職金 50 

 合 計  1,540 

 

    (5）年金資産の主な内訳 

     年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。 

債券 48％ 

株式 39％ 

現金及び預金 8％ 

その他 5％ 

 合 計  100％ 

 

    (6）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

     年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮している。 

 

    (7）数理計算上の計算基礎に関する事項 

     期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

      割引率 5.0％ 

      長期期待運用収益率 5.5％ 

 

  ３. 確定拠出制度 
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    当法人の確定拠出制度への要拠出額は、3,000 であった。 

 

４．退職等年金給付制度 

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、3,000であった。 

 

  【記載例２】退職一時金制度を簡便法で会計処理している場合（退職一時金制度

のみの法人） 

  （退職給付に係る注記） 

   １．採用している退職給付制度の概要 

     当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び

国家公務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用している。 

非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給

しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算している。 

 

   ２．確定給付制度 

    (1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整  

表 

期首における退職給付引当金 3,000 

 退職給付費用 700 

 退職給付の支払額 △400 

期末における退職給付引当金 3,300 

    (2）退職給付に関連する損益 

      簡便法で計算した退職給付費用 700 

 

３．退職等年金給付制度 

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、3,000であった。 

 

  【記載例３】退職一時金制度を簡便法で会計処理している場合 

  （退職給付に係る注記） 

   １．採用している退職給付制度の概要 

     当法人は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度及び確定拠出制度並びに国家公務員共済組合法の退職等年金給付制度を採

用している。 

確定給付企業年金制度（積立金制度である。）では、給与と勤務期間に基づ

いた一時金又は年金を支給する。 

     退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤



 125 

務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び

退職給付費用を計算している。 

 

   ２．確定給付制度 

    (1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（(3)に掲げられたものを除

く。） 

期首における退職給付債務 10,000 

 勤務費用 540 

 利息費用 500 

 数理計算上の差異の当期発生額 800 

 退職給付の支払額 △200 

 過去勤務費用の当期発生額 200 

 制度加入者からの拠出額 160 

期末における退職給付債務 12,000 

 

    (2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 7,000 

 期待運用収益 350 

 数理計算上の差異の当期発生額 50 

 事業主からの拠出額 640 

 退職給付の支払額 △200 

 制度加入者からの拠出額 160 

期末における年金資産 8,000 

 

    (3）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整

表 

期首における退職給付引当金 3,000 

 退職給付費用 700 

 退職給付への支払額 △400 

期末における退職給付引当金 3,300 

 

    (4）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及

び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 12,000 

年金資産 △8,000 

積立型制度の未積立退職給付債務 4,000 
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非積立型制度の未積立退職給付債務 3,300 

小計 7,300 

未認識数理計算上の差異 △1,110 

未認識過去勤務費用 △180 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,010 

退職給付引当金 6,010 

前払年金費用 - 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,010 

 

    (5）退職給付に関連する損益 

勤務費用 540 

利息費用 500 

期待運用収益 △350 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 40 

過去勤務費用の当期の費用処理額 20 

簡便法で計算した退職給付費用 700 

 合 計  1,450 

 

    (6）年金資産の主な内訳 

     年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりである。 

債券 48％ 

株式 39％ 

現金及び預金 8％ 

その他 5％ 

 合 計  100％ 

 

    (7）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

      年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年

金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待

される長期の収益率を考慮している。 

 

    (8）数理計算上の計算基礎に関する事項 

      期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

      割引率 5.0％ 

      長期期待運用収益率 5.5％ 
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   ３．確定拠出制度 

    当法人の確定拠出制度への要拠出額は、3,000であった。 

 

４．退職等年金給付制度 

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、3,000であった。 

 

Ｑ８０－１０ リースに関する開示については、具体的にどのような内容を記載する

こととなるのか。 

Ａ 

１ リースに関する開示は、表示と注記事項に区分され、注記事項は、重要な会計方

針とリースに関する注記に区分される。 

２ 重要な会計方針の注記については、リースに関して借手が行った会計処理につい

て理解することができるよう、次の会計処理を選択した場合、その旨及びその内容

を注記する。 

 ① リースを構成する部分とリースを構成しない部分とを分けずに、リースを構成

する部分と関連するリースを構成しない部分とを合わせてリースを構成する部分

として会計処理を行う選択 

 ② 指数又はレートに応じて決まる借手の変動リース料に関する例外的な取扱いの

選択 

 ③ 借地権の設定に係る権利金等に関する会計処理の選択 

  上記の会計方針を重要な会計方針として注記している場合、リースに関する注記

として繰り返す必要はなく、重要な会計方針の注記を参照することができる。 

３ リースに関する注記については、財務諸表本表で提供される情報と併せて、リー

スが借手又は貸手の財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローに与える影響を国

民その他の利害関係者が理解するための情報を開示することを目的としており、借

手及び貸手は次の事項を注記する。 

 ① リース特有の取引に関する情報 

 ② 当期及び翌期以降のリースの金額を理解するための情報 

４ Ａ３の開示目的に照らして重要性に乏しいと認められる注記事項については、記

載しないことができる。 

 

Ｑ８０－１１ 収益認識に関する開示については、具体的にどのような内容を記載す

ることとなるのか。 

Ａ 

１ 会計基準においては、収益認識に関する具体的な注記内容を定めていない。この

ため、企業会計基準第 29号「収益認識に関する会計基準」（最終改正令和６年９月

13日 企業会計基準委員会）及び企業会計基準適用指針第 30号「収益認識に関する
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会計基準の適用指針」（最終改正令和６年９月 13日 企業会計基準委員会）を参考と

する。 

２ 収益認識に関する開示は、表示（Ｑ８６－６参照）と注記事項に区分され、注記

事項は、重要な会計方針の注記と収益認識に関する注記に区分される。 

３ 重要な会計方針の注記は、次の事項を注記する（Ｑ８０－３参照）。 

(1) 会計基準第８６における主な履行義務の内容 

(2) 独立行政法人が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の

時点） 

４ Ａ３の項目以外にも、重要な会計方針に含まれると判断した内容については、重

要な会計方針として注記する。 

５ 収益認識に関する注記における開示目的は、顧客との契約から生じる収益及びキ

ャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性を国民その他の利害関係者が理

解できるようにするための十分な情報を独立行政法人が開示することである。 

６ 収益認識に関する注記は、次の事項を注記する。 

(1) 収益の分解情報 

(2) 収益を理解するための基礎となる情報 

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

７ Ａ３及びＡ４に従って、重要な会計方針として注記している内容は、収益認識に

関する注記として記載しないことができる。 

８ 収益認識に関する注記として記載する内容について、財務諸表における他の注記

事項に含めて記載している場合には、当該他の注記事項を参照することができる。 

９ 会計基準第８６における収益に重要性が乏しい場合には、重要な会計方針の注記

及び収益認識に関する注記を省略することができる。 

10 なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。 

11 収益認識に関する注記を記載するに当たり、どの注記事項にどの程度の重点を置

くべきか、また、どの程度詳細に記載するのかをＡ５の開示目的に照らして判断す

ることになるが、参考として以下に記載例を示すこととする。 

 

【記載例】 

当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８６における収益に重要性が

乏しいため、注記を省略しております。 

(1) 収益の分解情報 

当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、Ａ事業、Ｂ事業及びＣ事業で

あり、各事業の主なサービス等の種類は〇〇委託に係るサービス成果、〇〇サー

ビス、〇〇製品であります。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分にお

ける収益は、〇〇百万円、〇〇百万円及び〇〇百万円であります。 

(2) 収益を理解するための基礎となる情報 
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「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に

記載のとおりであります。 

(3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、〇〇百

万円であり、当法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて〇

年から〇年までの間で収益を認識することを見込んでいます。 

 

Ｑ８０－１２ 会計上の見積りの開示に関する考え方は、注解５７第４項に規定され

ているが、具体的にどのような項目を記載することとなるのか。 

Ａ 

１ 会計基準においては、会計上の見積りの開示に関する具体的な注記内容を定めて

いない。このため、企業会計基準第 31 号「会計上の見積りの開示に関する会計基

準」（令和２年３月 31日 企業会計基準委員会）を参考とする。 

２ 会計上の見積りの開示を行うに当たり、当該事業年度の財務諸表に計上した金額

が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす

リスクがある項目を識別する。識別する項目は、通常、当該事業年度の財務諸表に

計上した資産及び負債である。なお、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす

リスクがある場合には、当該事業年度の財務諸表に計上した行政コスト、収益及び

費用、並びに会計上の見積りの結果、当該事業年度の財務諸表に計上しないことと

した負債を識別することを妨げない。また、注記において開示する金額を算出する

に当たって見積りを行ったものについても、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を

及ぼすリスクがある場合には、これを識別することを妨げない。 

翌事業年度の財務諸表に与える影響を検討するに当たっては、影響の金額的大き

さ及びその発生可能性を総合的に勘案して判断する。なお、直近の市場価格により

時価評価する資産及び負債の市場価格の変動は、項目を識別する際に考慮しない。 

３ 当該事業年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌

事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスク（有利となる場合及び不利となる

場合の双方が含まれる。）がある項目における会計上の見積りの内容について、国民

その他の利害関係者の理解に資する情報として、次の事項を注記する。 

(1) 会計基準に基づき識別した会計上の見積りの内容を表す項目名 

(2) (1)に掲げる項目に係る当該事業年度の財務諸表に計上した金額 

(3) (1)に掲げる項目に係る会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係

者の理解に資するその他の情報 

４ Ａ３(2)及び(3)の事項の具体的な内容や記載方法（定量的情報若しくは定性的情

報又はこれらの組合せ）については、Ａ３の開示目的に照らして判断する。また、

Ａ３(2)及び(3)の事項について、会計上の見積りの開示以外の注記に含めて財務諸

表に記載している場合には、会計上の見積りに関する注記を記載するに当たり、当
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該他の注記事項を参照することにより当該事項の記載に代えることができる。 

５ Ａ３における、会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に

資する「その他の情報」には、例えば、次のようなものがある。 

(1) 当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法 

(2) 当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

(3) 翌事業年度の財務諸表に与える影響 

６ なお、注記は、全ての財務諸表にそれぞれ記載することが必要である。 

 

Ｑ８０－１３ 事業報告書に記載されるリスク情報と会計上の見積りの開示に関す

る注記に記載されるリスク情報の関係は何か。 

Ａ 

独立行政法人は、公共性の高いサービスが持続的に提供されるかの判断に影響す

る業務運営上の課題に加えて、目標の達成を阻害する要因となるリスクや財務に係

るリスク等に関する情報を、その対応策も含めて提供すべきである（基本的な指針

参照）。独立行政法人の事業報告書に記載される「業務運営上の課題・リスク及びそ

の対応策」には、例えば、リスク管理の状況と業務運営上の課題・リスク及びその

対応策の状況が含まれる。 

一方、会計上の見積りの開示に関する注記は、当該事業年度の財務諸表に計上し

た金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を

及ぼすリスクがある項目における会計上の見積りの内容について、国民その他の利

害関係者の理解に資する情報を開示するものである（「独立行政法人会計基準の改

訂について」（令和３年９月 21 日独立行政法人評価制度委員会会計基準等部会 財

政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会）２ 会計基準改訂の主な内容 （３）

会計上の見積りの開示 参照）。 

両者の内容は重複することもあるが、一般的には事業報告書において提供される

リスク情報の方が、会計上の見積りの開示に関する注記と比べて、その対象範囲が

広いと考えられる。 

 

Ｑ８０－１４ 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」第８項において具体的に

例示された事項であったとしても、各法人の実情を踏まえ、財務諸表において当該

事項の注記を要しないと合理的に判断される場合には、当該事項について注記しな

いことも認められるか。 

Ａ 

  企業会計基準第 31号「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（令和２年３月

31日 企業会計基準委員会）第８項において具体的に例示された事項であったとし

ても、会計上の見積りの開示に関する注記事項が、独立行政法人等の保有する情報

の公開に関する法律（平成 13年法律第 140号）における不開示情報に相当する場合
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等、各法人の実情を踏まえ、財務諸表において当該事項の注記を要しないと合理的

に判断される場合には、注記しないことも認められる。 

第１２章 独立行政法人固有の会計処理 

Ｑ８１－１ 運営費交付金の収益化の基準について、業務達成基準を原則としている

趣旨は何か。 

Ａ 

「中央省庁等改革の推進に関する方針」（平成 11年４月 27日 中央省庁等改革推

進本部決定）の中で、運営費交付金は、国が事前に使途を特定しないという意味で

のいわば「渡し切りの交付金」であり、したがって、独立行政法人の支出予算につ

いては、その執行に当たり、国の事前の関与を受けることなく予定の使途以外の使

途に充てることができるものとする、とされている。 

また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議

決定）において、「法人の会計基準について、損益均衡の仕組みを維持しつつ、事業

等のまとまりごとに区分された情報を充実するとともに、原則として業務達成基準

を採用するなどの見直しを行う。また、法人における管理会計の活用等により自律

的マネジメントの実現を図る。」とされた。 

さらに、平成26年の制度改正に際して規定された通則法第46条第２項において、

「独立行政法人は、業務運営に当たっては、前項の規定による交付金について、国

民から徴収された税金その他の貴重な財源で賄われるものであることに留意し、法

令の規定及び中期目標管理法人の中期計画、国立研究開発法人の中長期計画又は行

政執行法人の事業計画に従って適切かつ効率的に使用するよう努めなければならな

い。」と規定された。この趣旨は、運営費交付金の適切な使用について通則法におい

て明らかにすることで、独立行政法人に対し、その事務及び事業の実施財源となる

運営費交付金が税金その他の貴重な財源であることに留意した適切かつ効率的な使

用を義務付けることで、透明性や説明責任を向上させるとともに、その執行に関し

不要・不適切な支出を防止すべき責務があることを明らかにしようとするものであ

る。 

これら平成 25 年閣議決定以降の独立行政法人改革における主な目的の一つは、

独立行政法人制度を導入した本来の趣旨に則り、大臣から与えられた明確なミッシ

ョンの下で、法人の長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的な運営、適切なガ

バナンスにより、国民に対する説明責任を果たしつつ、法人の政策実施機能の最大

化を図ることである。 

以上を踏まえ、運営費交付金の収益化について、会計基準第８１第２項において、

業務達成基準によって収益化を行うことを原則としている。 
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業務達成基準の採用は、運営費交付金予算を収益化単位の業務に配分し、それを

業務の進行に応じて収益化するために、見積り費用と実績費用の管理体制を構築す

ることで、予算と実績の比較分析を通じて透明性や説明責任を向上させ、会計情報

を用いた主務大臣による事後評価の仕組みや法人の自律的なマネジメントの実現に

貢献することを主眼としている。 

 

Ｑ８１－２ 運営費交付金を未収計上する会計処理は認められるのか。 

Ａ 

運営費交付金について未収計上することは認められない。 

 

Ｑ８１－３ 第８１第２項における「収益化単位の業務」はどのように設定すればよ

いか。 

Ａ 

収益化単位の業務については、「注解４０セグメント情報の開示について」で示さ

れている「中期目標等における一定の事業等のまとまり」と関連付けて設定する。

例えば、金融業務を行う法人においては、審査、回収といった事務の観点あるいは

融資の種別の観点から、人材育成業務を行う法人においては、研修、他機関との連

携などの事務の観点あるいは育成プログラムの種類の観点から設定される。 

「一定の事業等のまとまり」は、収益化単位の業務を集積したもの、あるいは収

益化単位の業務そのものである。すなわち、一般的に用いられる事業、業務の概念、

関係性とは異なり、独立行政法人会計基準における一定の事業等のまとまりの「事

業等」と、収益化単位の業務の「業務」は、同一の概念である。 

また、収益化単位の業務は、ＰＤＣＡサイクル等の内部管理が機能するよう、原

則として、運営費交付金予算が配分され、投入費用の管理が行われる最小の単位の

業務とする。管理部門の活動についても、例えば部門別などの細かい単位に細分化

することとする。 

なお、上記の「投入費用の管理が行われる最小の単位」の意味するところは、Ｑ

８１－１に記載した「業務達成基準による収益化を原則としている趣旨」を達成す

るための適切な単位を設定することである。 

例えば複数の業務が有機的に関連しながら業務完了を目指しており、当該業務の

全体像が客観的に資料等（例えば、業務計画やロードマップ、工程表等）で明確に

されている場合には、法人の長の判断でこれら複数の業務を一体として設定するこ

とも考えられる。また、複数の業務を一体として設定した結果、収益化単位の業務

と一定の事業等のまとまりが同一となることも考えられる。 

ただし、この場合は、複数の業務を一体として設定することの合理性について主

務大臣や国民、監事や会計監査人等に対して説明できるようにする必要がある。 

さらに、上記の「管理部門の活動についても、例えば部門別などの細かい単位に
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細分化する」の意味するところも、管理部門の組織構造の細分化を求めているもの

ではなく、法人の長による内部管理を徹底する観点から、適切な単位（例えば、部、

課、グループといった組織単位）を設定することを示している。 

 

Ｑ８１－４ 運営費交付金の収益化基準について、一つの法人において、複数の基準

を採用することは可能か。 

Ａ 

  運営費交付金は業務達成基準によって収益化を行うことを原則としている。ただ

し、管理部門の活動に限っては期間進行基準で収益化を行い、例えば期中に震災対

応のための突発的な業務が発生し、業務の予算、期間等を見積もることができない

場合など、当該業務について業務と運営費交付金の対応関係が示されない場合に限

り、費用進行基準により、支出額を限度に収益化することとしている。 

そのため、例えば、通常の業務は業務達成基準で収益化、管理業務は期間進行基

準、期中に突発的に発生し、運営費交付金の対応関係が示されない業務は費用進行

基準で収益化をするなど、業務ごとに異なる基準を採用することは可能である。 

 

Ｑ８１－５ 

(1) 一度設定した収益化単位の業務を見直し、収益化単位を統合あるいは分割する

ことは可能か。 

(2) 管理部門の活動の単位を見直すことは可能か。 

Ａ 

１ 収益化単位の業務及び管理部門の活動の単位の設定は、法人の長のマネジメント

の考え方に基づいてなされるものであることから、法人の長のマネジメント方針が

見直された場合にはこれを変更することもあり得る。運営費交付金を適切かつ効率

的に使用する責務を果たすため、収益化単位の業務及び管理部門の活動の単位の変

更は、原則として事業年度開始時点で行う必要があるが、法人の長のマネジメント

の考え方が当該時期に変更されたことを含め合理的な理由が存在する場合には、第

３四半期末までに変更することも認められる。変更する場合には、法人の長は速や

かに、変更された収益化単位の業務及び管理部門の活動に対応する運営費交付金配

分額を示す必要がある。 

２ なお、上記の変更を行う理由や合理性について、主務大臣や国民、監事や会計監

査人等に対して説明できるようにする必要がある。 

 

Ｑ８１－６ 独立行政法人が固定資産を取得した際、その固定資産が運営費交付金に

より支出されたと合理的に特定できる場合、できない場合とはどのような場合を指

すのか。 
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Ａ 

  独立行政法人が固定資産を取得した際、その固定資産の取得についてあらかじめ

中期計画やその添付書類等において運営費交付金を財源とするということが記載さ

れているような場合、「合理的に特定」されているものと考える。例えば、運営費交

付金の進行基準について定めている記述のうち、固定資産を取得することが予定さ

れているような場合や施設・設備に関する計画の中で財源を運営費交付金とする旨

が記載されているような場合が想定される。 

 

Ｑ８１－７ 

(1) あらかじめ中期計画等において、固定資産の取得が運営費交付金を財源とする

ことが記載されていれば、「運営費交付金により支出されたと合理的に特定できる」

場合と考えられるが、このような場合においては、当該取得の対象となった固定資

産が「非償却資産で中期計画の想定外」であることは想定されないのではないか。 

(2) Ｑ８１－６回答中の「その固定資産の取得についてあらかじめ中期計画やその

添付書類等において運営費交付金を財源とするということが記載されている」につ

いて、固定資産の記載は、予算の事項レベルでの記載でよいのか。 

Ａ 

１ 確かに中期計画で運営費交付金を財源とするということが記載されている場合に

は、「中期計画の想定外」ということはあり得ないと考えられるが、「合理的に特定

できる場合」とは、中期計画で記載されている場合だけに限られず、「その添付書類

等」において特定できる場合や期末において事後的に初めて合理的に特定できるよ

うな場合、更には全額を運営費交付金で賄うような独立行政法人において中期計画

において資産を特定していないような場合も想定される。（なお、念のため、なぜ中

期計画で区別するかについては、中期計画は主務大臣の認可を要するという点で出

資者たる国の意思が反映されている度合が高いと考えられるためであって、非償却

資産で中期計画において想定しているものについては会計上の財産的基礎である資

本剰余金へ振り替えるという考え方に基づいているからである。） 

２ 固定資産の記載の程度は、必ずしも予算の事項レベルとはリンクしない。中期計

画においては、個々の財産一つ一つを特定することまでは要せず、ある程度その資

産が属する用途や案件ごとのカテゴリーなど概括的に記載することでよいと考えら

れる。言い換えると、取得した資産を見た場合、中期計画に記載されている括りの

中に入るのか入らないのかを明確に認識できる程度まで、中期計画で特定されてい

る必要はあると考える。 

 

Ｑ８１－８ 会計基準第８１第６項(1)イにいう「非償却資産であって上記アに該当

しないとき」（すなわち、中期計画の想定の範囲外）とは、当該非償却資産に相当す

る額を繰延運営費交付金（資産）に計上したままとしておくのか、それともいずれ
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かの時点で収益化を行うのか。 

Ａ 

  当該非償却資産を保有している間は、繰延運営費交付金（資産）に計上したまま

とするが、注解６２第９項により、当該資産を売却、交換又は除却した場合には、

その時点で全額収益化する。 

 

Ｑ８１－９ 

(1) 会計基準第８１第６項(2)にいう「運営費交付金により支出されたと合理的に特

定できない場合」とは、運営費交付金以外の収入により固定資産を取得した場合を

想定しているのか。 

(2) ここでいう「相当とする金額」とはどのような金額か。 

(3) また、「相当とする金額」を収益に振り替える結果、２年目以降は減価償却費の

みが計上されることになると思われるが、それでよいのか。この場合、減価償却に

相当する額が損益計算書上の費用ではなく、資本剰余金の減額とする整理はないの

か。 

Ａ 

１ 「運営費交付金により支出されたと合理的に特定」できる場合とは、中期計画、

中期計画に添付された書類、年度計画その他により資産の取得が運営費交付金から

なされたということが明らかである場合であり、それ以外の場合が「運営費交付金

により支出されたと合理的に特定できない場合」である。したがって、「運営費交付

金により支出されたと合理的に特定できない場合」は運営費交付金以外の収入によ

り固定資産を取得した場合も当然入り得るものであるが、会計基準第８１において

は運営費交付金債務からの振替について記述されているものであり、運営費交付金

以外の収入により固定資産を取得した場合についての処理に直接関心があるわけで

はない。ここでは、中期計画などにより運営費交付金によって支出されたというこ

とが合理的に特定できない場合であっても、按分計算によって運営費交付金によっ

て支出されたとみなす額を「相当とする額」とし、この額について運営費交付金債

務から収益に振り替える処理を定めている。 

２ この結果、設問の中にもあるように、取得年度は収益が立ち、次年度以降は減価

償却費が計上されることとなる。 

３ なお、このような資産についての減価償却の処理を会計基準第８７第１項により

行うことができるか否かの問題は、会計基準第８７第１項にいう「その減価に対応

すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産」となるかどうかの問

題であり、このような資産とすることを否定する記述はないが、取得について資本

剰余金に計上されないにもかかわらず、減価償却を資本剰余金の減額によって行う

ことは結果的に損益のバランスを欠くこととなるので、認められないものと解する。 
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Ｑ８１－１０ 

(1) 運営費交付金で購入した償却資産の耐用年数が中期目標の期間より長い場合、

当該資産及び資産に係る繰延収益は中期目標の期間を繰り越せるのか。 

(2) 運営費交付金を財源として、中期計画の想定の範囲外で非償却資産を取得した

場合、当該資産及び資産に係る繰延収益は中期目標の期間を繰り越せるのか。 

Ａ 

  いずれの場合も中期目標の期間を繰り越せる。 

 

Ｑ８１－１１ 注解６１において、「「収益化単位の業務及び管理部門の活動と運営費

交付金の対応関係を明確にする」とは、法人の長が事業年度開始時点において、収

益化単位の業務及び管理部門の活動に対応する運営費交付金の配分額を示すこと

をいう。」とされているが、具体的にはどのような方法で示せばよいのか。 

Ａ 

各独立行政法人の運営費交付金配分決定の内規等に従い、例えば、法人内におい

て理事会等、一定の承認を得た年度予算の算定資料を両者の対応関係を示すものと

して取り扱うことが考えられる。 

 

Ｑ８１－１２ 業務達成基準による運営費交付金の収益振替は、当初の予算を満額使

い切って、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定するアウトプット指標とし

て当初設定した数値の 120％の結果を出しても、利益は出ないと考えてよいのか。 

Ａ 

１ 当初予定した金額を満額使い切って 120％の結果を出したとしても、利益は生じ

ない。 

２ 当初設定した数値の 80％の結果しか出せなかったとしても、業務が完了した場合

には当該業務に係る運営費交付金配分額を全額収益化する。 

 

Ｑ８１－１３  

(1) 運営費交付金を財源として｢重要性が認められる棚卸資産｣を取得した場合は、

繰延運営費交付金（資産）に振り替えることとされているが、重要性が認められる

棚卸資産とは、どのようなものか。 

(2) 特殊法人等から独立行政法人化した場合であって、棚卸資産を特殊法人等から

承継し、独立行政法人設立時の開始貸借対照表に棚卸資産が計上されている法人で、

運営費交付金を財源として重要性が認められる棚卸資産を取得した場合、繰延運営

費交付金（資産）を計上することは可能か。 

Ａ 

１ 運営費交付金は、独立行政法人の支出ベースでその所要額が算定され交付される

ものである（運営費交付金が支出ベースで交付されることを前提として、会計基準



 137 

第８１ 運営費交付金の会計処理も規定されている。）。したがって、棚卸資産を取得

した場合と役職員の給与等を支払った場合とで異なる取扱いを行う必要性は基本的

にはないものと考える。 

２ しかしながら、損益計算書は独立行政法人の業務運営の状況を適切に表示する必

要があるとの観点から、会計基準第８１は、固定資産及び重要性が認められる棚卸

資産を取得した場合には、当該資産が費用化される時点において運営費交付金の収

益化を行う会計処理を認めているものである。 

３ 「重要性が認められる棚卸資産」とは、独立行政法人の業務の性格や貸借対照表

における棚卸資産の占める割合等を総合的に勘案して決定すべきものであるが、例

えば、プロジェクト等の業務に必要な棚卸資産であって、当該業務との関係から、

年度末の保有高が事業年度ごとに大きく変動するようなものが該当する。 

なお、事務用の消耗品等、経常的な事務処理を円滑に行うため通常一定量を保管

しているものについては「重要性が認められる棚卸資産」には該当しないものとし

て取り扱う。 

４ 設問(2)にある特殊法人等から移行した独立行政法人であって、その開始貸借対

照表に棚卸資産が計上されている場合の取扱いについても、上記３により判断する

こととなる。 

 

Ｑ８１－１４ 運営費交付金の未使用分について、余資運用の観点から有価証券を取

得した。この場合の運営費交付金の会計処理についてはどのようになるのか。 

Ａ 

  有価証券の取得は飽くまで余資の運用であって、予算の執行とは関係がない。し

たがって、運営費交付金債務を取り崩すことはできない。 

 

Ｑ８１－１５ 運営費交付金を財源として固定資産を取得した場合の会計処理につ

いて、圧縮記帳の容認規定である企業会計原則注解 24「国庫補助金等によつて取得

した資産について」を適用するのか。 

 （参考）企業会計原則注解 24 

   国庫補助金、工事負担金等で取得した資産については、国庫補助金等に相当す

る金額をその取得原価から控除することができる。 

   この場合においては、貸借対照表の表示は、次のいずれかの方法によるものと

する。 

  ① 取得原価から国庫補助金等に相当する金額を控除する形式で記載する方法 

  ② 取得原価から国庫補助金等に相当する金額を控除した残額のみを記載し、当

該国庫補助金等の金額を注記する方法 

Ａ 

１ 運営費交付金を財源として固定資産を取得した場合の会計処理については、会計
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基準第８１に定められているため、企業会計原則注解 24「国庫補助金等によつて取

得した資産について」は適用されない。 

２ なお、圧縮記帳は、国庫補助金等を受領した時点での一括課税を避けるという、

法人税法上の課税繰延策として認められた処理方法である。企業会計原則注解 24に

おける圧縮記帳の容認規定は、企業会計と法人税法との調整を図った結果であるが、

法人税法も利益処分方式による会計処理を認めており、必ずしも圧縮記帳による会

計処理を必要としない。さらに、貸借対照表によって独立行政法人の財政状態、行

政コスト計算書によって行政コストを表示するという目的に照らしても、圧縮記帳

は認められるべきものではないと考えられる。 

３ なお、同様に、施設費及び補助金等を財源として固定資産を取得した場合におい

ても、圧縮記帳は認められない。 

 

Ｑ８１－１６ 資産に係る繰延収益のうち、建設仮勘定に対応するもの（以下「建設

仮勘定に対応する繰延収益」という。）に係る次の会計処理如何。また、その財源が、

運営費交付金、施設費、補助金等である場合に会計処理に異なるところはあるか。 

 ① 繰延運営費交付金（建設仮勘定）の計上が認められる長期の契約とはどのよう

な契約か。 

 ② 当初契約では年度内竣工の計画であったが、諸事情で工期を延長することとな

り、工期が翌事業年度までとなった場合においても、繰延運営費交付金（建設仮

勘定）を計上すると解してよいか。 

 ③ 固定資産を取得し、建設仮勘定に対応する繰延収益から本来の科目に振り替え

る際に、費用処理されるものが判明した場合はどのような会計処理を行うのか。 

 ④ 建設仮勘定に対応する繰延収益を計上すべき長期の契約であって、施設費や補

助金等が交付（独立行政法人から見て入金）される前に前金払等を支払った場合

にはどのような会計処理を行うのか。 

Ａ 

 ① 長期の契約とは、契約期間が２以上の事業年度にわたる契約である。 

 ② 契約変更により契約期間が２以上の事業年度にわたることとなった場合の取扱

いも同様である。 

 ③ 固定資産を取得し、建設仮勘定に対応する繰延収益から本来の科目に振り替え

る際に、費用処理されるものが判明した場合には、当該費用の額に相当する額を

建設仮勘定に対応する繰延収益から収益に振り替えることとなる。 

   なお、各事業年度において建設仮勘定を計上するに際しては、契約内容から、

資産に計上すべき部分と費用処理すべき部分とを適切に管理し、当初から費用認

識できるような経費については、その発生した事業年度において費用認識を行う

必要があり、費用処理すべきことが明らかな経費を建設仮勘定に計上することは

認められない。 
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 ④ 施設費及び補助金等は、国の会計制度ではいずれも、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律の適用がある｢補助金等｣であり、交付決定が行われる以

前に事業を実施することは認められない。補助金等の交付決定が行われた後、補

助金等の概算交付が行われる以前に前金払等の支出を行った場合の会計処理につ

いては次のようになる。 

   補助金等の交付決定時 

仕訳なし     

   500の前金払を行ったとき 

建設仮勘定 500  現金 500 

   補助金等の概算払 700の交付を受けたとき 

現金 700  預り補助金等 700 
 

預り補助金等 500  繰延補助金等（建設仮勘定） 500 

   200の部分払を行ったとき 

建設仮勘定 200  現金 200 
 

預り補助金等 200  繰延補助金等（建設仮勘定） 200 

 

Ｑ８１－１７ 独立行政法人が通常の業務として貸付事業を行っている場合、当該貸

付金は貸借対照表上において、流動資産に計上されることになると考えられる。こ

のような場合、運営費交付金や補助金を財源として業務を実施した場合の財源側の

会計処理はどのように考えればよいか。例えば、会計基準第８１などでは資産に係

る繰延収益の計上を固定資産及び重要な棚卸資産に限定しているが、運営費交付金

や補助金等を財源として貸付を実施した場合に資産に係る繰延収益への振替処理

は認められるか。 

Ａ 

資産に係る繰延収益による会計処理は、独立行政法人固有の会計処理として設定

されたものであり、会計基準に規定されていないものは認められない。 

他方、「独立行政法人会計基準の改訂について」（令和３年９月 21日 独立行政法

人評価制度委員会会計基準等部会 財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計

部会）の中で「主務省令において個別の独立行政法人の特殊性に基づく会計処理を

定めることを排除するものではない」と規定されている。設問のような事例のケー

スでは、主務省令等でその旨の会計処理が規定される場合に限って認められる。な

お、この場合、「基準及び注解の趣旨に抵触してはならない」とされていることにも

留意する。 
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Ｑ８１－１８ 一つの固定資産を補助金、運営費交付金、自己収入等の複数財源で取

得した場合の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

独立行政法人が固定資産等を取得した際、その取得額のうち運営費交付金に対応

する額については、会計基準第８１第６項に基づく会計処理を行うこととされてい

る。また、補助金等を財源の全部又は一部として固定資産等を取得したときは、取

得に充てられた補助金等の金額を会計基準第８３第４項に基づき会計処理を行う

こととされている。 

複数の財源をもって一の固定資産を取得することは通常想定し難いが、効率性等

の観点から、複数の業務に使用される固定資産を複数の財源で取得した場合は、取

得財源別に区分された形で会計処理を行うことになる。なお、一つの固定資産を財

源別に区分した場合に、それぞれにつき異なる耐用年数を採用することは有り得な

いことである。 

 

Ｑ８１－１９ 棚卸資産を運営費交付金及び自己収入を財源として取得する場合に

はどのような会計処理をすればよいか。 

Ａ 

運営費交付金を財源として「重要性が認められる棚卸資産」（販売するために保有

するものを除く。）を取得した場合は、運営費交付金債務を繰延運営費交付金（資産）

に振り替えることとされている。 

一方、寄附金及び自己収入を財源として棚卸資産を取得した場合については、独

立行政法人固有の会計処理は規定されておらず、資産に係る繰延収益を計上するこ

とは認められていない。 

「重要性が認められる棚卸資産」（販売するために保有するものを除く。）を複数

の財源により取得した場合は、取得財源別に区分された形で会計処理を行うことに

なる。 

なお、この場合において、資産に係る繰延収益を計上できるのは、当該重要性が

認められる棚卸資産が運営費交付金又は補助金により支出されたと合理的に特定で

きる場合に限られることに留意が必要である。 

 

Ｑ８１－２０ 注解６１において、「『収益化単位の業務及び管理部門の活動と運営

費交付金の対応関係を明確にする』とは、法人の長が事業年度開始時点に、収益化

単位の業務及び管理部門の活動に対応する運営費交付金の配分額を示すことをい

う。」とされている。事業年度開始時点で示された運営費交付金配分額について、

事業年度途中において見直すことは認められないのか。 

Ａ 

１ 法人の長は、法人に対して課された運営費交付金を適切かつ効率的に使用する責
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務を果たすために、事業年度開始時点までに、当該事業年度に交付される運営費交

付金（前事業年度から繰り越された運営費交付金債務額を含む。）について、収益化

単位の業務及び管理部門の活動に配分しなければならない。 

２ 運営費交付金を適切かつ効率的に使用する責務が課されている一方で、独立行政

法人には、業務効率化だけではなく政策効果の最大化も求められている。そのため、

必要に応じて、事業年度途中において運営費交付金配分額の見直しを行うことも認

められる。なお、この運営費交付金配分額の見直しには、各収益化単位の業務に配

分しない間接業務費への配分額の見直しも含む。 

３ 適切かつ計画的な業務実施の観点からは、運営費交付金配分額の見直しは第３四

半期末までに確定されるべきである。なお、当該見直しについても法人の長が行う

必要がある。 

４ ただし、独立行政法人の業務の特性を踏まえると、法人の責めに帰さないコント

ロール不可能な業務を取り巻く環境の変化、例えば、大幅な為替変動のほか、国の

補正予算の編成に伴う業務の追加、民間受託等の外部資金獲得に伴う業務の大幅な

追加、社会情勢の変化による業務の縮小など、通常想定することが困難な事象に伴

う業務の大幅な追加あるいは縮小が第４四半期中に生じた場合には、更なる運営費

交付金配分額の見直しを行うことが適切な場合も想定される。この場合には、当該

見直し後の交付金配分額をもって運営費交付金債務の収益化を行うことになる。 

５ 第４四半期に運営費交付金配分額を見直す場合においても、法人の長が見直しを

行うのはもちろんのこと、第４四半期に運営費交付金配分額の見直しを行う理由や

合理性を主務大臣や国民、監事や会計監査人等に対して説明できるようにする必要

がある。 

６ 収益化単位の業務が複数年にわたって実施される業務の場合、各事業年度の第３

四半期末から期末日までの間、運営費交付金配分額の見直しは認められないが、翌

事業年度の期首から第３四半期末までの間は、運営費交付金配分額の見直しを行う

ことが認められる。 

７ なお、Ｑ８１－１に記載した、原則として業務達成基準により運営費交付金債務

を収益化することとしている会計基準の趣旨を踏まえれば、収益化単位の業務及び

業務達成基準を採用している管理部門の活動の運営費交付金配分額については、業

務あるいは活動が完了した時点以降見直しの対象とすることは認められない。 

８ また、独立行政法人は政策実施機能の最大化を図る観点から、法人の長の判断の

下、各収益化単位の業務の運営費交付金配分額を超過して支出することができる。

その当不当の判断は事後の評価によることとなる。 

 

Ｑ８１－２１ 注解６１において、「収益化単位の業務に対応する運営費交付金の配

分額を示すに当たっては、業務費のうち、収益化単位の業務に横断的、共通的に発

生する費用（人件費や修繕費等）については、原則として一定の基準を用いて各収
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益化単位の業務に配分する必要がある。」とされているが、配分しないことも認め

られるのか。 

Ａ 

１ 業務達成基準の原則適用は、法人の長による収益化単位の業務ごとの予算と実績

の比較分析を通じたＰＤＣＡを可能にし、会計情報を用いたマネジメントの実現に

貢献することを目的としている。収益化単位の業務ごとのＰＤＣＡを徹底する観点

から、業務費のうち、収益化単位の業務に横断的、共通的に発生する費用（以下「間

接業務費」という。）について、原則として一定の基準を用いて各収益化単位の業務

に配分する必要がある、とされている。 

２ 独立行政法人は、一般的に人的資源投入型の業務を実施している法人が多いと考

えられるため、人件費をはじめとする間接業務費についても可能な限り各収益化単

位の業務に配分することが必要である。 

３ 一方、「(２)管理会計の活用等による自律的マネジメントの考え方」（（独立行政法

人会計基準の改訂について（平成 27 年１月 27 日独立行政法人会計基準研究会 財

政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会））では、独立行政法人会計におけ

る管理会計の活用等について記述されているが、一般的に管理会計は内部利用目的

の会計であることから、会計基準及び注解で一律に方法を定めるべきものではなく、

当該法人の業務の特性を踏まえたマネジメントを機能させる観点から、法人の長が

決定するべきものである。そのため、法人の長の判断により、間接業務費を各収益

化単位の業務に配分しないことも許容される。 

４ 間接業務費を各収益化単位の業務に配分しない場合であっても、各セグメントに

おける事業損益を適切に表示するため、間接業務費は、一定の基準を用いて各セグ

メントに配分する必要がある。したがって、セグメント情報における「法人共通」

欄には、事業費用は記載されないことになる。 

 

Ｑ８１－２２ 間接業務費を各収益化単位の業務に配分する際の「一定の基準」とは

どのような基準か。 

Ａ 

１ 法人の長が間接業務費を各収益化単位の業務に配分する際の「一定の基準」は、

実態を適切に反映する合理的な基準でなければならない。 

２ 合理的な基準は、法人の長が間接業務費の発生態様に応じて定めるものであり、

会計基準及び注解あるいは本Ｑ＆Ａで一律に示すべきものではない。 

３ そのため、費目ごとに配分基準を設けることも認められるし、一つの配分基準で

間接業務費を配分することも認められると考えられる。 

４ ただし、一旦採用した配分基準は、原則として、継続的に適用しなければならな

い。 
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Ｑ８１－２３ 収益化単位の業務に配分しなかった間接業務費についてはどのよう

に収益化すればよいか。 

Ａ 

収益化単位の業務に配分しなかった間接業務費（Ｑ８１－２１参照）については、

業務完了の考え方を明確化することは困難であることから、Ｑ８１－２４Ａ５に従

って、単年度で業務が完了するとみなした上で会計処理を行う必要がある。 

なお、収益化単位の業務に配分しなかった間接業務費は、「間接業務費」という管

理区分に運営費交付金予算が配分され、予算執行が行われるものであり、いまだ業

務に投入されていない配分留保額（Ｑ８１－３２参照）とは異なる点に留意が必要

である。 

 

Ｑ８１－２４ 完了までに複数年要することがあらかじめ見込まれる業務の場合、運

営費交付金配分額の設定と収益化はどのように行うのか。 

Ａ 

１ 法人の長は各収益化単位の業務の見積費用総額等を基に、各事業年度の運営費交

付金配分額を設定することになる。この運営費交付金配分額の設定に当たっては、

各収益化単位の業務に配分された運営費交付金の総額が、当該事業年度に国から法

人に交付された運営費交付金の総額及び前事業年度からの繰越額の合計額を超えて

はならないことに留意する必要がある。 

２ 各事業年度の収益化については、各事業年度末時点において確定している運営費

交付金配分額に未交付の運営費交付金を財源として支出する予定の見積額を加えた

額（以下「運営費交付金配分予定額」という。）を各事業年度末の業務の進行状況に

応じて行うことになる。ただし、一事業年度の収益化額は、当該年度の運営費交付

金配分額（前事業年度からの繰越額を含めて配分された額）を上回ってはならない。 

なお、運営費交付金配分予定額は、収益化額算定のための計算上の概念であり、

法人は、運営費交付金配分予定額を根拠に、運営費交付金が必ずしも交付されるわ

けではないことに留意する。 

３ 完了までに複数年要することがあらかじめ見込まれる業務の、運営費交付金配分

額の設定と収益化については、Ａ１、Ａ２を踏まえ、例えば以下のような方法が考

えられる。 

＜具体例＞ 

二事業年度にわたり業務を実施する予定であり、二事業年度全体で 2,500の費

用が見込まれた。X1事業年度に 1,000、X2事業年度に 1,500の費用を見込んだこ

とから、X1事業年度においては、国から法人に交付された運営費交付金 1,000を

当該業務に係る運営費交付金配分額として設定した。 

この場合、X1事業年度の収益化は、運営費交付金配分予定額 2,500（＝X1事業

年度末に確定した運営費交付金配分額 1,000＋X2 事業年度の支出見積額 1,500）
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を X1 事業年度末の業務の進行状況に応じて行うことになる。ただし、収益化額

は、X1事業年度の運営費交付金配分額 1,000を上回ってはならない。 

 

４ なお、収益化単位の業務については、法人の長が当該業務を開始する際、当然に

業務完了の考え方を明確化する必要がある。当該業務完了の考え方については、主

務大臣や国民、監事や会計監査人等が客観的に判断できる必要があるため、業務の

全体像を客観的に明らかにしたもの、例えば業務計画やロードマップ、工程表等を

用いた上で、業務完了の考え方を明確にするとともに、その考え方を説明できるよ

うにする必要がある。 

５ また、法人の長が「完了までに複数年を要する」ことを合理的に説明できない場

合には、運営費交付金が毎年度措置されているものであることに鑑み、収益化単位

の業務は単年度で業務完了するとみなした上で会計処理を行う必要がある。 

なお、単に中期目標期間中において毎事業年度継続して業務を行っているという

漠とした理由では不十分であり、「完了までに複数年を要する」ことの合理的な説明

とはならないことに留意する必要がある。 

 

Ｑ８１－２５ 収益化単位の業務の運営費交付金配分額として、投入費用のほか、当

該業務で使用する固定資産（重要性が認められる棚卸資産を含む。）取得見込額も含

めて算定している場合の会計処理はどのようになるのか。また、収益化単位の業務

に前払費用が発生する場合の会計処理はどのようになるか。 

Ａ 

１ 運営費交付金を配分した時点では、特定の支出が、費用計上されるのか固定資産

計上されるのかは、不明確なケースが多いと想定される。そのため、収益化単位の

業務の運営費交付金配分額として、投入費用のほか、当該業務で使用する固定資産

取得見込額も含めて算定している場合の会計処理としては、例えば、以下のような

処理が考えられる。 

① 収益化単位の業務の進行状況を測定し、当該業務の運営費交付金配分額（完

了までに複数年要することがあらかじめ見込まれる業務の場合には、Ｑ８１－

２４を参照）に進行状況を乗じた金額を算定する。 

② ①の金額のうち、固定資産取得額について、運営費交付金債務から繰延運営

費交付金（資産）あるいは資本剰余金に振り替える。 

③ ①の金額から②の金額を差し引いた額について、運営費交付金債務から運営

交付金収益に振り替える。 

２ 以下、具体的事例を示す。 

(1) X1事業年度 

① 二事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1事業年度当初で支出総額

は 2,500（X1事業年度 2,000、X2事業年度 500）と見込まれた。 
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② X1事業年度においては、当該事業年度に交付された運営費交付金から 2,000

を当該業務に係る運営費交付金配分額として設定し、X2 事業年度の見積費用

500と合わせて運営費交付金配分予定額を 2,500とした。 

③ 業務の進行状況を測定する指標として、資金の投入割合（資金投入額／運営

費交付金配分予定額）を選択した。当事例において資金投入額とは、当該事業

年度の損益計算書に計上される業務費用（減価償却費を除く。）に固定資産の当

該事業年度の取得額を加えたものとする。 

④ X1事業年度における費用発生額は 1,400、固定資産取得額は 200であった（減

価償却費は省略）。 

 ＜X1事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 2,000  運営費交付金債務 2,000 
 

業務費用 1,400  現金預金 1,400 
 

固定資産 200  現金預金 200 

期末 

運営費交付金債務 200  繰延運営費交付金（資産） 200 
 

運営費交付金債務 1,400  運営費交付金収益 1,400 

   ○ X1 事業年度末進行状況＝64％（業務費用 1,400＋固定資産取得額 200）／運営費交付
金配分予定額 2,500 

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,500×X1事業年度末進行状況 64％－繰延
運営費交付金（資産）振替額 200＝1,400 

○ 運営費交付金債務の繰越額：運営費交付金配分額 2,000－収益化額 1,400－繰延運営費
交付金（資産）振替額 200＝400 

 

(2) X2事業年度 

① X2事業年度においては、当該事業年度に交付された運営費交付金から新たに

当該業務に係る運営費交付金配分額として 500を設定した（X1事業年度からの

繰越額 400と合わせて X2事業年度の運営費交付金配分額は 900）。これにより、

当該業務に係る運営費交付金配分予定額の全額について運営費交付金が配分さ

れた。 

② X2事業年度における費用発生額は 700、固定資産取得額は 150であった（減

価償却費は省略）。 

 

＜X2事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 500  運営費交付金債務 500 
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業務費用 700  現金預金 700 
 

固定資産 150  現金預金 150 

期末 

運営費交付金債務 150  繰延運営費交付金（資産） 150 
 

運営費交付金債務 750  運営費交付金収益 750 

○ X2事業年度末進行状況：100％（業務完了のため） 
○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,500（X1事業年度 2,000＋X2事業年度 500）×

X2事業年度末進行状況 100％－X1事業年度収益化額 1,400－X1事業年度繰延運営費交付
金（資産）振替額 200－X2事業年度繰延運営費交付金（資産）振替額 150＝750 

 

＜各事業年度の費用、収益、損益額＞ 

 X1事業年度 X2事業年度 合計 
業務費用 1,400 700 2,100 
運営費交付金収益 1,400 750 2,150 
損益 0 50 50 

 

３ 管理部門の活動に係る運営費交付金配分額を財源に固定資産が取得された場合も

同様の考え方で処理を行うことが考えられる。すなわち、運営費交付金配分額から

固定資産取得相当額を控除した残額について、運営費交付金債務から運営費交付金

収益に振り替える。 

４ なお、収益化単位の業務の配分額に賞与支給見込額、退職金支給見込額（又は年

金資産への掛金拠出見込額）が含まれている場合にも同様に、運営費交付金配分額

から、引当金見返との相殺額を控除した残額について運営費交付金収益に振り替え

る。 

５ 以下、運営費交付金を財源とした収益化単位の業務に前払費用が発生する場合の

会計処理について、通則法第 44 条の利益がより法人の活動成果を適切に表すこと

となるように、法人が業務の進行状況を客観的に測定する指標として投入費用を設

定した場合の具体的事例を示す。 

(1) X1事業年度 

 ① 二事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1事業年度当初で支出総

額は 2,500（X1事業年度 2,000、X2事業年度 500）と見込まれた。 

 ② X1 事業年度においては、当該事業年度に交付された運営費交付金から

2,000を当該業務に係る運営費交付金配分額として設定し、X2事業年度の見

積費用 500と合わせて運営費交付金配分予定額を 2,500とした。 

 ③ 業務の進行状況を測定する指標として、投入費用（損益計算書上に計上さ

れる費用／運営費交付金配分予定額）を選択した。 

 ④ X1事業年度における費用発生額は1,400、前払費用発生額は200であった。 

 ＜X1事業年度における処理＞ 
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期中 

現金預金 2,000  運営費交付金債務 2,000 
 

業務費用 1,400  現金預金 1,400 
 

前払費用 200  現金預金 200 

期末 

運営費交付金債務 1,400  運営費交付金収益 1,400 

○ X1事業年度末進行状況＝56％：業務費用 1,400／運営費交付金配分予定額 2,500 
○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,500×X1事業年度末進行状況 56％＝1,400 
○ 運営費交付金債務の繰越額：運営費交付金配分額 2,000－収益化額 1,400＝600 

 

(2) X2事業年度 

① X2事業年度においては、当該事業年度に交付された運営費交付金から新たに

当該業務に係る運営費交付金配分額として 500を設定した（X1事業年度からの

繰越額 600 と合わせて X2 事業年度の運営費交付金配分額は 1,100）。これによ

り、当該業務に係る運営費交付金配分予定額の全額について運営費交付金が配

分された。 

② X2事業年度における費用発生額は 700、前払費用からの費用振替額は 200で

あった。 

 

＜X2事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 500  運営費交付金債務 500 
 

業務費用 700  現金預金 700 
 

業務費用 200  前払費用 200 

期末 

運営費交付金債務 1,100  運営費交付金収益 1,100 

○ X2事業年度末進行状況：100％（業務完了のため） 
○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,500（X1事業年度 2,000＋X2事業年度 500）×

X2事業年度末進行状況 100％－X1事業年度収益化額 1,400＝1,100 

 

＜各事業年度の費用、収益、損益額＞ 

 X1事業年度 X2事業年度 合計 
業務費用 1,400 900 2,300 
運営費交付金収益 1,400 1,100 2,500 
損益 0 200 200 
（*） 前払費用が発生する業務に係る収益と費用が X2事業年度に集約され、通

則法第44条の利益がより法人の活動成果を適切に表現するものとなってい
る。 
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Ｑ８１－２６ 

(1) 注解６２第２項(3)において「独立行政法人は、収益化単位の業務の進行状況を

客観的に測定するため、客観的、定量的な指標を設定する必要がある。」とされてい

るが、客観的、定量的な指標とは具体的にはどのような指標が考えられるか。 

(2) また、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定するに当たり、制約はあるの

か。 

Ａ 

１ 独立行政法人の業務の多様性を前提とすると、収益化単位の業務の進行状況を測

定する指標は、様々なものが想定されるため、一概に示すことはできない。各法人

の業務の性質や実態を踏まえつつ、合理性や実現性等を考慮して定めることになる。 

２ 「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成 26年９月２日 総務大臣決定、

令和６年 11月 26日改定）では、事業等のまとまりごとにできる限り定量的な目標

又は指標を設定することとされており、当該目標又は指標を収益化単位の業務の進

行状況を客観的に測定する指標とすることも考えられる。ただし、以下のような場

合があることから、指標として適切なものか十分に検討する必要がある。 

・ 収益化単位の業務を事業等のまとまりを細分化して設定したことにより、事業

等のまとまりと収益化単位の業務の大きさが異なり、事業等のまとまりごとに設

定された目標又は指標が、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標

として適当でない場合 

・ 事業等のまとまりごとに設定された目標又は指標がアウトカムに着目して設

定されているため、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標として

適当でない場合（なお、事業等のまとまりごとに設定された目標又は指標がアウ

トプットに着目して設定されていても、収益化単位の業務の進行状況を客観的に

測定する指標として適当でない場合も当然ある。） 

３ また、業務の進行状況を測定する客観的、定量的指標として、投入資源（例えば

作業時間、投入費用）などのインプット情報で進行状況を測定できる場合、業務の

進行状況と密接に関連するなどの理由から、投入資源に着目した指標を設定するこ

とも考えられる。 

４ なお、収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標は、法人の長のリー

ダーシップに基づく自主的・戦略的な運営の結果を財務情報に適切に反映するもの

が選択されると考えられる。 

そのため、法人の長は、国民等に対する説明責任を果たすため、採用した指標が

進行状況を測定するための指標として適切であると判断した理由を説明できなけれ

ばならない。 

 

Ｑ８１－２７ Ｑ８１－２６において、業務の進行状況を測定する客観的、定量的指
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標として、投入資源（例えば作業時間、投入費用）などのインプット情報で進行状

況を測定できる場合、業務の進行状況と密接に関連するなどの理由から投入資源に

着目した指標を設定することも考えられる、とされている。 

  独立行政法人が収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標として投入

費用を設定することも考えられるが、その場合、費用進行基準と同じではないか。 

Ａ 

１ 収益化単位の業務の進行状況を客観的に測定する指標は、独立行政法人が業務の

性質や実態を踏まえつつ、合理性や実現性等を考慮して定めるものであり、投入費

用を設定することもあり得る。しかしながら、その場合でも、業務達成基準と費用

進行基準は明確に異なるものである。 

２ 費用進行基準を採用する場合、業務ごとの見積り費用、実績費用の管理を行う必

要がないために、独立行政法人において業務ごとに着目した管理が適切に行われず、

また、法人全体で支出した費用と同額を収益計上する方法であることから、効率化

（費用節減）のインセンティブが働きにくいとされてきたところである。 

３ 一方、業務達成基準を採用する場合には、収益化単位の業務ごとの見積り費用と

実績費用の管理体制を構築することが必要となる。当該管理体制を構築することは、

独立行政法人の長による収益化単位の業務ごとの予算と実績の比較分析を通じたＰ

ＤＣＡを可能にし、これにより効率化（費用節減）のインセンティブを高め、会計

情報を用いたマネジメントの実現に貢献するものである。 

 

Ｑ８１－２８ 費用進行基準は「期中に震災対応のための突発的な業務が複数発生し、

当該業務の予算、期間等を見積もることができないなど」とあるが、例えば、災害

対応業務であって、業務の予算や期間等を見積もることができる場合に費用進行基

準を採用することは可能か。 

Ａ 

１ 通則法第 46 条第２項で、独立行政法人は運営費交付金を適切かつ効率的に使用

する責務があることが明確化された趣旨を踏まえるならば、突発的に業務が発生し

た場合にも当該業務の予算を見積もるよう努力することが必要である。 

２ 災害対応業務であっても、業務の予算や期間等を見積もることができる場合には、

業務と運営費交付金の対応関係が明らかであることから、業務達成基準に基づいて

収益化することになる。また、当該業務の発生によっても運営費交付金配分額を見

直さなかった業務や、見直し後の配分額が明らかな業務についても同様に、業務と

運営費交付金の対応関係が明らかであることから、業務達成基準によって収益化を

行うことになる。 

３ 費用進行基準は極めて限定的な場合にのみ採用できる収益化方法であり、突発的

な業務の発生等を理由に、安易に費用進行基準を採用することは適切ではない。 
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Ｑ８１－２９ 会計基準第８１第５項において、中期目標及び中長期目標の期間の最

後の事業年度（行政執行法人は毎事業年度）の期末処理において精算のために収益

に振り替えられた金額については、臨時利益として計上するとあるが、具体的には

どのような勘定科目名称で表示すればよいか。 

Ａ 

「運営費交付金精算収益化額」という名称を用いて表示することが望ましい。 

 

Ｑ８１－３０ 特定の収益化単位の業務が、運営費交付金と自己収入を財源に行われ

る場合、会計処理はどのように行えばよいか。 

Ａ 

１ 特定の収益化単位の業務が運営費交付金と自己収入を財源に行われる場合、当該

収益化単位の業務の運営費交付金配分額は、見積費用総額から自己収入見込額を控

除して決定されると考えられる。この場合の会計処理としては、例えば、以下のよ

うな処理が考えられる。以下、具体的事例に則して説明する。 

(1) X1事業年度 

① 二事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1事業年度当初で費用総額

は 2,500（X1事業年度 2,000、X2事業年度 500）と見込まれた。 

② X1事業年度には自己収入が 300見込まれたため、当該事業年度に交付される

運営費交付金から、1,700（当該事業年度の見積費用 2,000－自己収入 300）を

運営費交付金配分額として設定した。 

③ また、X2事業年度の自己収入として 200が見込まれたため、X2事業年度の見

積費用 500から自己収入 200を控除した 300と合わせ、運営費交付金配分予定

額を 2,000とした。 

④ 運営費交付金収益化のための業務の進行状況を測定する指標として、資金の

投入割合（資金投入額／運営費交付金配分予定額）を選択した。 

⑤ X1事業年度における費用発生額は 1,400、自己収入は 300であった。 

   

＜X1事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 1,700  運営費交付金債務 1,700 
 

業務費用 1,400  現金預金 1,400 
 

現金預金 300  自己収入 300 

期末 

運営費交付金債務 1,190  運営費交付金収益 1,190 

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。 
○ 運営費交付金で充当する費用額の算定：業務費用 1,400×運営費交付金配分額 
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1,700／(運営費交付金配分額 1,700＋自己収入 300)＝1,190 
○ X1事業年度末進行状況（運営費交付金財源分）：59.5％＝業務費用 1,190／運営費交付
金配分予定額 2,000 

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,000×X1 事業年度末進行状況 59.5％＝
1,190 

○ 運営費交付金債務繰越額：運営費交付金配分額 1,700－収益化額 1,190＝510 

 

(2) X2事業年度 

① X2事業年度においては、交付された運営費交付金から 300（X2事業年度の見

積費用 500－自己収入見込額 200）を当該業務に係る運営費交付金配分額とし

て設定した（X1 事業年度からの繰越額 510 と合わせて X2 事業年度の運営費交

付金配分額は 810）。これにより、当該業務に係る運営費交付金配分予定額の全

額について運営費交付金が配分された。 

② X2事業年度における費用発生額は 700、自己収入は 100であった。 

 

＜X2事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 300  運営費交付金債務 300 
 

業務費用 700  現金預金 700 
 

現金預金 100  自己収入 100 

期末 

運営費交付金債務 810  運営費交付金収益 810 

○ X2事業年度末進行状況：100％（業務完了のため） 
○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,000（X1事業年度 1,700＋X2事業年度 300）×
X2事業年度末進行状況 100％－X1事業年度収益化額 1,190＝810 

 

＜各事業年度の費用、収益、損益額＞ 

 X1事業年度 X2事業年度 合計 
業務費用 1,400 700 2,100 
運営費交付金収益 1,190 810 2,000 
自己収入 300 100 400 
損益 90 210 300 

 

２ 運営費交付金と自己収入を財源に業務が行われ、固定資産取得のための支出が行

われる場合の会計処理としては、例えば、以下のような処理が考えられる。以下、

具体的事例に則して説明する。 

前提条件 

(1) X1事業年度 

① 二事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1事業年度当初で支出総額

は 2,500（X1事業年度 2,000、X2事業年度 500）と見込まれた。 
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② X1事業年度には自己収入が 300見込まれたため、当該事業年度に交付される

運営費交付金から、1,700（当該事業年度の見積費用等 2,000－自己収入 300）

を運営費交付金配分額として設定した。 

③ また、X2事業年度の自己収入として 200が見込まれたため、X2事業年度の支

出見積額 500から自己収入 200を控除した 300と合わせ、運営費交付金配分予

定額を 2,000とした。 

④ 運営費交付金収益化のための業務の進行状況を測定する指標として、資金の

投入割合（資金投入額／運営費交付金配分予定額）を選択した。 

⑤ X1 事業年度における費用発生額は 1,400、固定資産取得額は 200（減価償却

費は省略）、自己収入は 300であった。 

 

 ＜X1事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 1,700  運営費交付金債務 1,700 
 

業務費用 1,400  現金預金 1,400 
 

固定資産 200  現金預金 200 
 

現金預金 300  自己収入 300 

期末 

運営費交付金債務 170  繰延運営費交付金（資産） 170 
 

運営費交付金債務 1,190  運営費交付金収益 1,190 

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。 
○ 運営費交付金で充当する固定資産取得額の算定：固定資産取得額 200×運営費交付金
配分額 1,700／（運営費交付金配分額 1,700＋自己収入 300）＝170 

○ 運営費交付金で充当する費用額の算定：業務費用 1,400×運営費交付金配分額 1,700／
（運営費交付金配分額 1,700＋自己収入 300）＝1,190 

○ X1事業年度末進行状況（運営費交付金財源分）：68％＝資金投入額 1,360／運営費交付
金配分予定額 2,000 

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,000×X1事業年度末進行状況 68％－繰延
運営費交付金（資産）振替額 170＝1,190 

○ 運営費交付金債務の繰越額：運営費交付金配分額 1,700－収益化額 1,190－資産見返運
営費交付金振替額 170＝340 

 

(2) X2事業年度 

① X2事業年度においては、交付された運営費交付金から 300（X2事業年度の支

出見積額 500－自己収入見込額 200）を当該業務に係る運営費交付金配分額と

して設定した（X1 事業年度からの繰越額 340 と合わせて X2 事業年度の運営費

交付金配分額は 640）。これにより、当該業務に係る運営費交付金配分予定額の

全額について運営費交付金が配分された。 
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② X2 事業年度における費用発生額は 700、固定資産取得額は 150（減価償却費

は省略）、自己収入は 200であった。 

 

＜X2事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 300  運営費交付金債務 300 
 

業務費用 700  現金預金 700 
 

固定資産 150  現金預金 150 
 

現金預金 200  自己収入 200 

期末 

運営費交付金債務 114  繰延運営費交付金（資産） 114 
 

運営費交付金債務 526  運営費交付金収益 526 

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。 
○ 運営費交付金で充当する固定資産取得額の算定：固定資産取得額 150×運営費交付金債

務残高 640／（運営費交付金債務残高 640＋自己収入 200）＝114 
○ X2事業年度末進行状況：100％（業務完了のため） 
○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,000（X1事業年度 1,700＋X2事業年度 300）×

X2事業年度末進行状況 100％－X1事業年度収益化額 1,190－X1事業年度繰延運営費交付
金（資産）振替額 170－X2事業年度繰延運営費交付金（資産）振替額 114＝526 

 

＜各事業年度の費用、収益、損益、資産に係る繰延収益振替額＞ 

 X1事業年度 X2事業年度 合計 
業務費用 1,400 700 2,100 
運営費交付金収益 1,190 526 1,716 
自己収入 300 200 500 
損益 90 26 116 
繰延運営費交付金（資産） 170 114 284 

 

３ 上記Ａ２の事例では、運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財

源に充当する方法を示したが、例えば、固定資産取得額について、運営費交付金あ

るいは自己収入を優先的に充当する方法も考えられる。 

いずれの充当方法を採用するかは独立行政法人の長の運営上の判断によるが、充

当方法によっては損益計算書の利益額が影響を受けることから、事後的に財源の充

当の優先順位を決定するのではなく、独立行政法人の内部において業務実施以前（既

存の業務については、新たな中期目標期間の開始以前を指す。）に充当財源を明確に

しておくとともに、事業の性質等によって処理方法を明確にしておく必要がある。 

４ また、Ａ１、Ａ２の事例では、運営費交付金収益化のための業務の進行状況を資

金の投入割合（資金投入額／運営費交付金配分予定額）で測定する方法を示したが、

支出見積額を基礎とした資金の投入割合（資金投入額／支出見積総額）で測定する
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方法なども考えられる。 

例えば、以下のような処理が考えられる。以下、具体的事例に則して説明する。 

(1) X1事業年度 

① 二事業年度にわたり業務を実施する予定であり、X1事業年度当初で費用総額

は 2,500（X1事業年度 2,000、X2事業年度 500）と見込まれた。 

② X1事業年度には自己収入が 300見込まれたため、当該事業年度に交付される

運営費交付金から、1,700（当該事業年度の見積費用 2,000－自己収入 300）を

運営費交付金配分額として設定した。 

③ また、X2事業年度の自己収入として 200が見込まれたため、X2事業年度の見

積費用 500から自己収入 200を控除した 300と合わせ、運営費交付金配分予定

額を 2,000とした。 

④ 運営費交付金収益化のための業務の進行状況を測定する指標として、資金の

投入割合（資金投入額／支出見積総額）を選択した。 

⑤ X1事業年度における費用発生額は 1,400、自己収入は 300であった。 

   

＜X1事業年度における処理＞ 

期中 

現金預金 1,700  運営費交付金債務 1,700 
 

業務費用 1,400  現金預金 1,400 
 

現金預金 300  自己収入 300 

期末 

運営費交付金債務 1,120  運営費交付金収益 1,120 

○ 運営費交付金と自己収入の収入額割合に応じて支出額の財源に充当する。 
○ X1事業年度末進行状況：56％＝業務費用 1,400／支出見積総額 2,500 
○ 収益化額の計算：運営費交付金配分予定額 2,000×X1事業年度末進行状況 56％＝1,120 
○ 運営費交付金債務繰越額：運営費交付金配分額 1,700－収益化額 1,120＝580 

 

(2) X2事業年度 

① X2事業年度においては、交付された運営費交付金から 300（X2事業年度の見

積費用 500－自己収入見込額 200）を当該業務に係る運営費交付金配分額とし

て設定した（X1 事業年度からの繰越額 580 と合わせて X2 事業年度の運営費交

付金配分額は 880）。これにより、当該業務に係る運営費交付金配分予定額の全

額について運営費交付金が配分された。 

② X2事業年度における費用発生額は 700、自己収入は 100であった。 

 

＜X2事業年度における処理＞ 

期中 
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現金預金 300  運営費交付金債務 300 
 

業務費用 700  現金預金 700 
 

現金預金 100  自己収入 100 

期末 

運営費交付金債務 880  運営費交付金収益 880 

○ X2事業年度末進行状況：100％（業務完了のため） 

○ 収益化額の計算：運営費交付金配分額 2,000（X1事業年度 1,700＋X2事業年度 300）×

X2事業年度末進行状況 100％－X1事業年度収益化額 1,120＝880 

 

＜各事業年度の費用、収益、損益額＞ 

 X1事業年度 X2事業年度 合計 
業務費用 1,400 700 2,100 
運営費交付金収益 1,120 880 2,000 
自己収入 300 100 400 
損益 20 280 300 

 

５ 財源の充当方法と同様に、業務の進行状況の測定方法によっては損益計算書の利

益額が影響を受けることから、業務の進行状況の測定方法及び運営費交付金の収益

化方法については、事業等の性質などを勘案し、独立行政法人において明確に定め

ておく必要がある。 

 

Ｑ８１－３１ 収益化単位の業務が、予定していた業務完了時期までに完了しなかっ

た場合の会計処理はどうなるのか。 

Ａ 

１ 注解６２第２項において、業務が完了した収益化単位の業務は、運営費交付金配

分額を収益化し、未了の収益化単位の業務については、運営費交付金配分額を収益

化単位の業務の進行状況に応じて収益化することとされている。 

２ また、法人の長は、業務を開始する際に、業務の全体像を客観的に明らかにした

もの、例えば業務計画やロードマップ、工程表等を用いて収益化単位の業務完了の

考え方を明確化するものとされているため、業務の実施に必要不可欠な行為が行え

なかったことにより、年度末までに当該業務計画等で明らかにされている「業務完

了」とならない場合には、当然に未了の収益化単位の業務として会計処理を行うこ

とになる。 

３ 業務の実施に必要不可欠な行為が行えず、業務が未了となった場合、明確になっ

ている業務完了の考え方を基に、業務未了であることを主務大臣や国民、監事や会

計監査人等に対して説明できるようにする必要がある。 

４ なお、法人の長が「完了までに複数年を要する」ことを合理的に説明できないた
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め、当該収益化単位の業務を、単年度で完了するとみなしている場合（Ｑ８１－２

４ Ａ５参照）には、業務完了時期の延長は認められず、年度末の到来を業務完了

とみなして会計処理を行う。 

 

Ｑ８１－３２ 運営費交付金は、事業年度開始時点にその全額を収益化単位の業務及

び管理部門の活動に配分することなく、その一部を運営費交付金債務のまま留保す

ることはできるのか。 

Ａ 

１ 注解６１において、法人の長は事業年度開始時点に、収益化単位の業務及び管理

部門の活動に対応する運営費交付金の配分額を示すことが定められている。 

２ 法人の長が運営費交付金の配分額を示す過程において、法人の長のマネジメント

の考え方によっては、例えば不測の事態に備える必要性が認められる場合には、当

該事項のために必要な額を運営費交付金債務のまま留保しておくことも認められる

と考えられる。 

３ 当該事項のために留保した必要な額（以下「配分留保額」という。）は、適切な時

期に収益化単位の業務として配分すること及び次年度に繰り越すことが考えられる。 

４ ただし、Ｑ８１－１に記載した、原則として業務達成基準により運営費交付金債

務を収益化することとしている会計基準の趣旨や、独立行政法人には効果的かつ効

率的な業務運営が求められ、必要最小限の財務基盤で質の高い業務を確保していく

必要があることを踏まえれば、配分留保額に対し、運営費交付金配分額の見直しに

伴う増額を行うことは認められない。 

５ また、配分留保額を収益化単位の業務に配分する場合には、第３四半期末までに

確定することが求められ、第４四半期に見直す場合には、法人の責めに帰さないコ

ントロール不可能な業務を取り巻く環境の変化など、通常想定することが困難な事

象に伴う業務の大幅な追加あるいは縮小が生じた場合に限られる（Ｑ８１－２０参

照）。 

  「単年度で業務完了するとみなした上で会計処理を行う」収益化単位の業務（Ｑ

８１－２４Ａ５参照）や期間進行基準による収益化を行う管理部門の活動（複数年

にわたって収益化を行う活動を除く。）において、資材調達業者の倒産や自然災害の

影響などの自己の責任ではない事由といった、通常想定することが困難な事象に伴

う業務の大幅な縮小が生じた場合、Ａ４にかかわらず、具体的な使用見込みがあり

必要性が認められる額の範囲内に限り配分留保額を増額することが認められる。 

６ なお、次年度に繰り越すことになった場合、附属明細書の運営費交付金債務残高

の明細には、債務残高の今後の使用見込みについて、その繰越事由と必要性を具体

的に記載することになる。 

７ さらに、注解６２第６項のとおり、中期目標等の期間の最後の事業年度に運営費

交付金債務が残る場合には、当該残額は、別途、精算のための収益化を行うことと
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なるが、配分留保額についても中期目標等の期間の最後の事業年度に残額があれば

当然に収益化を行うこととなる。 

８ 政策実施機能の最大化を図る観点から、法人の長の判断の下、各収益化単位の業

務の運営費交付金配分額を超過して支出することができる（Ｑ８１－２０Ａ８参照）

が、第４四半期において、当該超過支出を、配分留保額（Ａ５後段の規定により増

額した額を除く。）から賄うことも考えられる。 

この場合、適切な予算管理体制を整備する観点から、第３四半期末までに運営費

交付金配分額の確定を求める会計基準の趣旨に反するため、当該超過支出の財源と

なった運営費交付金債務の収益化を行うことは認められない。 

なお、当該超過支出の財源となった運営費交付金債務は次年度以降に繰り越され

るため、Ａ６に従い、附属明細書の運営費交付金債務残高の明細に、債務残高の今

後の使用見込みについて、その繰越事由と必要性を具体的に記載することになるが、

当該債務残高の今後の使用見込みは存在しないため、中期目標等の期間の最後の事

業年度において収益化する予定である旨の記載を行う必要がある。 

 

Ｑ８１－３３ 注解６２第３項において、「管理部門の活動は運営費交付金財源と期

間的に対応していると考えられる。そのため、管理部門の活動に限り、一定の期間

の経過を業務の進行とみなし、運営費交付金債務を収益化することを認める。」とあ

るが、管理部門の活動に業務達成基準を適用することは認められるか。 

Ａ 

注解６２第３項は、一般的に管理部門の活動は、運営費交付金財源と期間的に対

応していることを前提としたものである。したがって、管理部門の活動のうち、業

務の進行状況と運営費交付金の対応関係を明確に示すことができる部分については、

原則どおり業務達成基準を採用することは認められる。この場合、業務完了につい

ては、業務の全体像を客観的に明らかにしたもの、例えば業務計画やロードマップ、

工程表等を用いた上で、業務完了の考え方の合理性を主務大臣や国民、監事や会計

監査人等に対して説明できるようにする必要がある（Ｑ８１－２４参照）。 

 

Ｑ８２－１ 施設費により受け入れた金額は、全額独立行政法人の資産計上の対象と

なるべきものか。施設費で執行する固定資産の取得に関連して、固定資産の取得原

価を構成しない支出についてはどのような会計処理となるのか。 

Ａ 

１ 施設費を財源として固定資産を取得した場合であって、当該支出のうち固定資産

の取得原価を構成しない支出については、当期の費用として処理することとなるが、

この場合の施設費の会計処理については、費用相当額は、施設費収益の科目により

収益認識を行い、資本剰余金への振替は行わないことになる。 

２ 上記１に関連して、施設費を財源として支出することが可能な経費の範囲は、当
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該施設費の交付決定や交付要綱の内容により判断する必要があるが、附帯事務費と

して支出することが認められる経費は、設計料、検査・監督等の資産取得のために

直接必要となる経費に限られ、独立行政法人職員の人件費等の間接的な経費は含ま

れないものと考えられる。 

３ また、施設費は国においては、公債発行対象経費である施設整備費補助金として

予算に計上されるが、その計上額は、独立行政法人の要望を基礎として主務省で予

算要求を行うことから、独立行政法人が、施設費の要望額を計算するに際しては、

固定資産の原価を構成するものに限り施設費に計上し、費用処理すべき項目につい

ては、含めないようにすることが要請される。 

 

Ｑ８２－２ 施設費はその全額が前もって交付されるのではなく、最終的に施設が完

成した後に施設整備費補助金の請求を行って交付されるため、国の出納整理期間で

ある翌事業年度の４月に交付される場合がある。この場合、未収金の計上は可能か。 

Ａ 

１ 施設費は国の予算上は施設整備費補助金として計上され、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律等の規定に従って交付され、独立行政法人の資金繰り等

を考慮して概算で交付される場合もあるし、補助事業の完了後に精算交付される場

合もある。 

２ 出納整理期間である翌事業年度の４月に交付される施設費は精算交付の場合に限

られる。このため、補助金交付決定通知書等に記載された補助事業が補助事業の期

間内に完了しており、交付決定通知書等に記載された補助金等額の交付が確実であ

ると見込まれる場合には、未収金を計上することができる。 

 

Ｑ８２－３ ＮＴＴ無利子貸付金を財源として施設の整備（会計基準第８７第１項の

特定の償却資産に該当する。）を行った場合及び当該資金の償還時の会計処理はど

のようになるのか。 

Ａ 

１ ＮＴＴ無利子貸付金制度には、三つの事業形態があるが、独立行政法人に交付さ

れる無利子貸付金は、その償還時に償還金補助が行われるタイプであり、独立行政

法人から見れば、結果的には施設費補助金等によって施設の整備を行った場合と同

様の経済的効果をもたらすものである。したがって、ＮＴＴ無利子貸付金の償還が

終了した時点では、施設費により会計基準第８７第１項の特定の償却資産を整備し

た場合と同様の貸借対照表となるような会計処理を行うことが適切であると考える。 

２ 具体的な会計処理は、次のようになる。 

 ① ＮＴＴ無利子貸付金により施設の整備（会計基準第８７第１項の特定の償却資

産）を行ったとき（無利子借入金 1,000により建物 1,000を取得）       
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現金預金 1,000  無利子借入金 1,000 
 

建物 1,000  現金預金 1,000 

 ② ＮＴＴ無利子貸付金の償還時補助金の交付を受け、償還を行ったとき（償還時

補助金 500の交付を受け、同額の無利子借入金を償還） 

現金預金 500  預り補助金等 500 
 

無利子借入金 500  現金預金 500 
 

預り補助金等 500  資本剰余金 500 

３ なお、このような会計処理が認められるのは、償還時の補助を含めＮＴＴ無利子

貸付金に係る制度が法定されているからであり、ＮＴＴ無利子貸付金制度に係る会

計処理を他の事象にそのまま適用することは認められない。 

 

Ｑ８３－１ 補助金等は交付を受けた際には預り補助金等として整理し、補助金等の

交付の目的に従った業務の進行に応じ収益化することとされているが、具体的には、

どのように収益化すればよいのか。 

Ａ 

１ 補助金等は独立行政法人が行う業務のうち、特定の事務事業に対して交付される

ものであり、補助金等の交付の対象となる事務事業の範囲は交付決定通知書等で具

体的に示されている。 

２ したがって、交付決定通知書等で示された業務の進行に応じ、具体的には当該業

務に係る経費の支出に応じて収益化することになる。 

 

Ｑ８３－２ 補助金等を財源として会計基準第８７第１項の特定の償却資産を取得

することは可能か。 

Ａ 

  独立行政法人制度の基本的な仕組みとして、独立行政法人の会計上の財産的基礎

となる固定資産の取得については、出資による方法と施設費による方法が予定され

ており、補助金等による方法は予定されていない。したがって、補助金等により会

計基準第８７第１項の特定の償却資産を取得することは予定されていない。 

 

Ｑ８３－３ 補助金等が既に実施された業務の財源を補塡するために精算交付され

た場合には、補助金等の交付を受けたときに収益化する（注解６４）こととされて

いるが、既に実施された業務には棚卸資産の取得も含まれるのか。また、精算交付

が翌年度になされる場合、補助金等を未収計上することはできるのか。 

Ａ 

１ 補助金等は独立行政法人の業務のうち、特定の事務事業に対して交付されるもの



 160 

であり、補助金等の交付の目的、補助する経費の範囲等は、補助金等の交付決定通

知書、交付要綱等により明らかにされており、補助金等を充てられる支出であるか

否かはこれらにより判断することになる。 

２ 注解６４第１項で想定している補助金等の精算交付は、特定の事業の収支差額に

ついて決算額を基礎として交付される補助金等であり、質問にある棚卸資産の取得

費を事後に精算交付する補助金等は想定されない。なお、補助事業は、補助金等の

交付決定後に実施するのが原則であり、補助金等の交付決定前に購入した棚卸資産

の取得費に補助金等を充てることは、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律違反となり、罰則が課せられる場合もあり得る。 

３ 既に実施された業務に対する精算交付がなされる場合において、精算交付時期が

翌事業年度になるときには、Ｑ８２－２の施設費を未収計上できる場合の要件に準

じて判断の上、未収計上できるものとする。 

 

Ｑ８３－４ 補助金等を財源として「重要性が認められる棚卸資産」を取得した場合

にはどのような会計処理をすればよいか。 

Ａ 

１ 補助金等を財源として「重要性が認められる棚卸資産」（販売するために保有する

ものを除く。）を取得した場合には、会計基準第８３第４項（2）に基づき会計処理

を行う。 

２ この会計処理は、独立行政法人の経営努力を促進するインセンティブ機能改善の

一環として、平成 27年１月の会計基準等の改訂で見直されたものである。 

３ なお、この改訂は平成 27 年４月以降取得する棚卸資産に対して適用されること

となる。 

 

Ｑ８４－１ 事後に財源措置が行われる特定の費用に係る会計処理について、注解６

５に掲げられている例示のほかにはどのようなものが考えられるのか。 

Ａ 

  注解６５に例示している貸倒損失のほかには、独立行政法人が有する貸付金等の

債権について特定の事由によりその償還を免除した場合に当該免除額相当額を翌事

業年度以降に国が財源措置するようなケースが想定されるが、要件に照らして限定

的に考える必要がある。 

 

Ｑ８４－２ 中期計画の最終年度において、次の中期計画において財源措置すること

が予定される特定の費用が発生し、当該金額を未収財源措置予定額として資産に計

上した場合、当該未収財源措置予定額は次期中期目標期間に繰り越せるのか。 

Ａ 

  会計基準第８４及び注解６５は、次期中期目標期間に繰り越すことがあり得るこ
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とを前提とした規定である。なお、未収財源措置予定額として計上が認められるの

は、財源措置を行う費用の範囲、時期、方法等が中期計画等で明らかにされている

ことが必要であり、この財源措置の時期が、当該中期目標期間に限られている場合

は繰り越せないことになる。 

 

Ｑ８５－１ 会計基準第８５第１項(2)にいうところの寄附金を預り寄附金として計

上するための「使途の特定」とは、具体的にどのように行えばよいのか。 

 （関連項目：第１４ 負債の定義） 

Ａ 

１ 寄附金は、寄附者が独立行政法人の業務の実施を財政的に支援する目的で出えん

するものであって、その本来的な性格は、独立行政法人にとって直ちに会計的な意

味での負債に該当するものとはいえない。したがって、法人が寄附金を受領した時

点で預り寄附金として負債に計上するためには、基準が規定する負債の定義に合致

することが必要であって、受領した寄附金の全てについて預り寄附金として負債計

上できるとするものではない。負債の定義に合致しない場合には、企業会計の慣行

に立ち返り、受領時点で寄附金相当額を収益に計上することになる。 

２ 会計基準第１４第１項では、「独立行政法人の負債とは、過去の事象の結果として

独立行政法人に生じている現在の義務であり、その履行により独立行政法人のサー

ビス提供能力の低下又は経済的便益を減少させるもの」と規定している。独立行政

法人会計基準における負債に計上するには、その前提として、当該寄附金の受領が

独立行政法人に何らかの現在の義務を生じさせていることが必要である。 

３ このような観点から、会計基準では、①寄附者がその使途を特定した場合及び②

寄附者が特定していなくとも独立行政法人が使用に先立ってあらかじめ計画的に使

途を特定した場合において、負債に計上すると規定されたところである。 

４ 使途の特定の程度については、この趣旨に従い、独立行政法人において寄附金を

何らかの特定の事業のために計画的に充てなければならない責務が生じていると判

断できる程度、すなわち、法人に対して当該寄附金の使用状況について管理責任が

問える程度に特定されていることが必要である。 

５ 具体的には、独立行政法人の業務に使用するといった漠とした程度では不十分で

あり、当該法人の業務に関連した用途の種類、使用金額、使用時期などが明確にな

っていることが必要と考える。 

６ 特定の方法については、典型的には、中期計画において定めることを想定してい

るが、中期計画において特定することが客観的に難しいと判断される場合には、寄

附金受領後使用するまでに当該寄附金の使途を定めた事実が事後的に検証可能な事

例においても、中期計画において特定した場合に準じた取扱いも認められるものと

する。 
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Ｑ８５－２ 預り寄附金について、１年以内に使用されないと認められるものは長期

預り寄附金として表示されるものと考えるが、使途を特定した場合に、その使途の

発生時期が明確でない場合にはどのように処理するのか。 

Ａ 

  寄附金について、使途を特定するというのは、｢独立行政法人において寄附金を何

らかの特定の事業のために計画的に充てなければならない責務が生じていると判断

できる程度、すなわち、法人に対して当該寄附金の使用状況について管理責任が問

える程度に特定されていることが必要｣（Ｑ８５－１の回答４参照）であり、１年以

内に使用されるかどうかが分からない程度に使用時期が不明確な場合は使途を特定

した寄附金に該当しないことになる。 

 

Ｑ８５－３ 会計基準第８５第１項(2)の「当該使途に充てるための費用」とは、いわ

ゆる間接費を含めてよいのか。すなわち、寄附金を財源として特定の業務を行った

結果増加することとなった管理費等の費用も「当該使途に充てるための費用」に含

まれると解してよいのか、それとも特定の業務に関連するものとして直接的に把握

できる費用のみを「当該使途に充てるための費用」と解するのか。 

Ａ 

  寄附金の使途として定めた内容を実施するために発生した費用については、その

同額を預り寄附金から収益に振り替えることになるが、ここでいう費用とは直接的

か間接的かを問わない。したがって、管理部門などの費用についても、それが適切

に管理され寄附金の使途を実施するために発生したものであることを説明できるの

であれば、「寄附金の使途に充てるための費用」に含めることが認められる。 

 

Ｑ８５－４ ある事業の実施の財源として使途が特定された寄附金 15 百万円を受け

入れ、当該事業を実施したが、当該事業には間接費も含め 13 百万円の支出となっ

た。この場合の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

１ 会計基準第８５第１項(2)では、「寄附者がその使途を特定した場合又は寄附者が

使途を特定していなくとも独立行政法人が使用に先立ってあらかじめ計画的に使途

を特定した場合において、寄附金を受領した時点では預り寄附金として負債に計上

し、当該使途に充てるための費用が発生した時点で当該費用に相当する額を預り寄

附金から収益に振り替えなければならない。」とされている。 

２ したがって、受け入れた寄附金は○○事業の実施に当たり寄附者から使途特定さ

れたものであるので、受け入れた 15百万円は預り寄附金として処理し、当該費用の

発生した時点で当該費用相当額について預り寄附金を取り崩して寄附金収益として

収益計上されることになる。なお、「当該費用に相当する額」には、管理部門などの

費用も含めることができるとされている（Ｑ８５－３の回答参照）が、これらを含
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めてもなお、当該費用に相当する額が受け入れた寄附金の額よりも下回った場合に

ついては、使途が特定された事業が終了した時点で、受け入れた寄附金に対する負

債性はなくなると考えられるので、預り寄附金全額を取り崩し、寄附金収益として

処理するものと考えられる。 

 

Ｑ８５－５ 

(1) 寄附金で購入した償却資産の耐用年数が中期計画の期間より長い場合、当該資

産及び資産に係る繰延収益は中期計画期間を繰り越せるのか。 

(2) 寄附金を財源として、中期計画の想定の範囲外で非償却資産を取得した場合、当

該資産及び資産に係る繰延収益は中期計画期間を繰り越せるのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人が寄附金を受け、寄附者又は法人が当該寄附金の使途を特定したと

きには、まず、会計基準第８５第１項により、その使途を定めた寄附金の額と同額

を預り寄附金として負債に計上する。次に、その特定された使途として、①中期計

画等で想定していない非償却資産を購入した場合や、②償却資産を購入した場合に

は、会計基準第８５第２項(2)により、資産取得額と同額を預り寄附金から別の負債

項目である繰延寄附金（資産）へ振り替えることになる。 

２ このような使途の定めがある寄附金については、その特定された使途に沿って計

画的に業務を行っていくことが寄附者の意思を反映した法人の責務であると考えら

れ、この責務は中期計画の期間とは関係がないので、預り寄附金は中期計画期間に

は連動しない負債としての性格を持つことになる。したがって、預り寄附金は中期

計画期間が終了しても、当該使途に沿った費用が発生するまで負債のまま計上され

る（注解６６参照）。この、中期計画期間と連動しない負債としての性格は、資産の

取得に伴って預り寄附金から振り替えられた負債である繰延寄附金（資産）につい

ても同様なので、購入した資産が貸借対照表に資産として計上されている間は、繰

延寄附金（資産）も中期計画期間を越えて存続することになる。 

３ なお、寄附金の使途に基づいて実施していた業務が終了した場合には、新たに別

の使途が定められない限り、その時点で残っている預り寄附金や繰延寄附金（資産）

は収益化されることになる。 

 

Ｑ８５－６ 会計基準第８５第２項(2)にいう「当該資産が非償却資産であって、上記

(1)に該当しないとき」（すなわち、中期計画の想定の範囲外）とは、具体的にどの

ような状況を想定しているのか。この場合においては、当該非償却資産に相当する

額を繰延寄附金（資産）に計上したままとしておくのか、それともいずれかの時点

で収益化を行うのか。 

Ａ 

１ 会計基準第８５第２項(2)の｢当該資産が非償却資産であって、上記(1)に該当し
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ないとき｣とは、独立行政法人が寄附金を受け、寄附者又は独立行政法人によって当

該寄附金の使途として特定の業務を実施することが定められ、そのために土地など

の非償却資産を取得したものの、このような使途が主務大臣の認可を受けた中期計

画に記載されていなかったような場合を指している。この場合には、使途が定めら

れた時点でまず寄附金と同額が預り寄附金として負債計上されることになるが、資

産を取得した際の扱いとしては、主務大臣の監督の下で行う計画的な資本増強とは

いえないため、資本剰余金ではなく繰延寄附金（資産）へ振り替えることになる。 

２ この場合には､取得資産が非償却資産であるので､当該資産を保有している限り､中

期計画期間の終了とは関係なく､繰延寄附金（資産）として計上され続けることにな

る。 

 

Ｑ８５－７ 寄附金について使途を定めない場合には、結局のところ当該寄附金は国

庫に納付されてしまうのか。 

Ａ 

１ 寄附者や独立行政法人が寄附金について何らその使途を特定しなかった場合にお

いては、企業会計の慣行に立ち返り、寄附金は当該事業年度の収益として計上され

ることとなる。この場合において、結果的には当該年度に利益が出やすい構造にな

るものと推察される。 

２ 当該利益のうち通則法第 44 条第１項によって、積立金として整理されたものに

ついては、同条第４項に従い、個別法に定めるところによって処理される。したが

って、個別法の規定に従って処理した結果、国庫に納付されるものもあり得る。 

 

Ｑ８６－１ どのような取引に対して、会計基準第８６第２項に規定されている５つ

のステップを適用するのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人がそのサービスの提供等により得た収入のうち、企業会計基準の考

え方を参考に、金融商品に係る取引、リース、保険法（平成 20年法律第 56号）に

おける定義を満たす保険契約等を除く、「顧客との契約」から生じた取引に対して、

会計基準第８６第２項に規定されている５つのステップ（以下「５ステップ」とい

う。）を適用する。 

２ ５ステップを適用するか否かは、会計基準第８６第１項に規定されている「顧客」

及び「契約」の定義に照らして判断することとなるが、例を示すと以下のとおりで

ある。 

５ステップを適用する例 ５ステップを適用しない例 

・受託収入 

・手数料収入 

・運営費交付金収益 

・施設費収益 
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・入場料収入 

・財産賃貸等収入（リース

除く。） 

・売上高 

・補助金等収益 

・財源措置予定額収益 

・寄附金収益 

・賞与引当金見返に係る収益 

・退職給付引当金見返に係る収益 

・法令に基づく引当金等に係る収益 

・資産に係る繰延収益戻入 

・負担金 

・科学研究費補助金その他の補助金に係る間接経費

相当額 

・独立行政法人の通常の業務活動により生じたアウ

トプットではない固定資産の売却 

３ 独立行政法人の収益総額に占める割合が極めて小さいことから重要性が低いと認

められる取引は、５ステップの適用対象としないことができる。 

 

Ｑ８６－２ 注解６８第２項に取引価格の定義が示されているが、税込方式及び税抜

方式それぞれにおける取引価格の算出方法はどのように行えばよいか。 

Ａ 

  税抜方式を採用している独立行政法人においては、サービス等の顧客への移転と

交換に独立行政法人が権利を得ると見込む対価の額から消費税等を除いた額を取引

価格とする。一方、税込方式を採用している独立行政法人においては、消費税等を

含めた額を取引価格とする。 

 

Ｑ８６－３ 履行義務が一定の期間にわたり充足される又は一時点で充足されると

いうのは、どのような要件により判断するのか。 

Ａ 

１ 会計基準第８６に従い、独立行政法人は約束したサービス等（顧客との契約の対

象となるサービス等について、Ｑ８６－３において「資産」という。）を顧客に移転

することにより履行義務を充足した時に又は充足するにつれて、収益を認識する。

資産が移転するのは、顧客が当該資産に対する支配を獲得した時又は獲得するにつ

れてである。 

２ 契約における取引開始日に、Ａ３及びＡ４に従って、識別された履行義務のそれ

ぞれが、一定の期間にわたり充足されるものか又は一時点で充足されるものかを判

定する。 

３ 次の(1)から(3)までの要件のいずれかを満たす場合、資産に対する支配を顧客に

一定の期間にわたり移転することにより、一定の期間にわたり履行義務を充足し収

益を認識する。一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充
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足に係る進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識す

る。 

(1) 独立行政法人が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益

を享受すること 

(2) 独立行政法人が顧客との契約における義務を履行することにより、資産が生

じる又は資産の価値が増加し、当該資産が生じる又は当該資産の価値が増加す

るにつれて、顧客が当該資産を支配すること 

(3) 次の要件のいずれも満たすこと 

① 独立行政法人が顧客との契約における義務を履行することにより、別の用途

に転用することができない資産が生じること 

② 独立行政法人が顧客との契約における義務の履行を完了した部分について、

対価を収受する強制力のある権利を有していること 

４ Ａ３(1)から(3)までの要件のいずれも満たさず、履行義務が一定の期間にわたり

充足されるものではない場合には、一時点で充足される履行義務として、資産に対

する支配を顧客に移転することにより当該履行義務が充足される時に、収益を認識

する。 

 

Ｑ８６－４ 企業会計基準適用指針第 30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」

（最終改正令和６年９月 13日 企業会計基準委員会）第 80項には「契約において合

意された仕様に従っていることにより財又はサービスに対する支配が顧客に移転

されたことを客観的に判断できる場合には、顧客の検収は、形式的なものであり、

顧客による財又はサービスに対する支配の時点に関する判断に影響を与えない」と

あるが、独立行政法人ではどのような場合が考えられるか。 

Ａ 

  例えば、受託研究において、研究期間終了後に成果物報告書の提出が求められる

場合があるが、研究の遂行自体が主な目的である契約にあっては、研究期間満了に

より履行義務が充足するものもある、と考えられる。 

 

Ｑ８６－５ 契約資産、契約負債及び顧客との契約から生じた債権の具体例は何か。 

Ａ 

１ 例えば、複数のサービス（サービスＡ及びサービスＢ）を提供し、サービスＡを

提供し、サービスＡの提供に対する支払はサービスＢの提供を条件とすると契約で

定められている場合、独立行政法人は、サービスＡとサービスＢの両方が顧客に移

転されるまで、対価に対する無条件の権利（顧客との契約から生じた債権）を有さ

ない。この場合、サービスＡに関する履行義務を充足した際に契約資産を認識し、

サービスＢに関する履行義務を充足した際に顧客との契約から生じた債権を認識す

る。その際、サービスＡに関する契約資産は顧客との契約から生じた債権に振り替
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える。 

２ 例えば、受託研究契約において履行義務を充足する前に顧客から研究費の概算払

を受けたとき等に、契約負債を認識する。 

 

Ｑ８６－６ 注解６８第３項に「契約資産、契約負債又は顧客との契約から生じた債

権は、適切な科目をもって貸借対照表に表示する。」とあるが、具体的にどのように

表示すればよいか。 

Ａ 

１ 契約資産は、例えば、契約資産、受託研究未収金として表示する。契約負債は、

例えば、契約負債、前受金として表示する。顧客との契約から生じた債権は、例え

ば、受取手形、売掛金、未収金として表示する。 

２ 顧客との契約に基づくサービスの提供等の対価として当該顧客から支払を受ける

権利のうち、当該顧客に対する法的な請求権を有するものを「売掛金」以外の勘定

科目に整理している場合（Ｑ９－１の回答参照）、当該「売掛金」以外の勘定科目は

「契約資産」ではなく、「顧客との契約から生じた債権」として整理されることに留

意が必要である。 

３ 契約資産と顧客との契約から生じた債権のそれぞれについて、貸借対照表に他の

資産と区分して表示しない場合には、それぞれの残高を注記する。また、契約負債

を貸借対照表において他の負債と区分して表示しない場合には、契約負債の残高を

注記する。 

４ 例えば、受託研究の進行途上において計上される未収額（契約資産）と委託者に

対する法的な請求権として計上される未収額（顧客との契約から生じた債権）を同

じ「未収金」として表示する場合、契約資産と顧客との契約から生じた債権のそれ

ぞれの残高を注記することになる。 

 

Ｑ８６－７ 独立行政法人が契約負債を「前受金」として表示する場合、顧客との契

約から生じたものとそうでないものが混在することになると思われるが、契約負債

の残高の注記は必要か。 

Ａ 

  契約負債と他の負債を合算して「前受金」として貸借対照表において表示してい

る場合には、契約負債を他の負債と区分して貸借対照表に表示していないため、契

約負債の残高を注記する。 

 

Ｑ８６－８ 「契約資産」がほとんどないために、重要性から「顧客との契約から生

じた債権」と区分せず合算表示した場合であっても、契約資産と顧客との契約から

生じた債権のそれぞれの残高の注記は必要なのか。また、「契約負債」がほとんどな

いために、貸借対照表において他の負債と区分していない場合に残高の注記は必要
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なのか。 

Ａ 

  重要性が乏しい契約資産について、貸借対照表に他の資産と区分して表示しない

場合に、それぞれの残高を注記しないことができる。また、重要性が乏しい契約負

債について、貸借対照表に他の負債と区分して表示しない場合に、契約負債を注記

しないことができる。 

 

Ｑ８６－９ 収益認識の適用に伴う会計方針の変更の影響額については、どのような

取扱いとなるのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人においては、通則法第 44条が定める「利益及び損失の処理」との関

係から、会計方針の変更の影響額を期首の利益剰余金に加減することは認められず、

一時の損益として損益計算書に計上する必要がある。 

２ したがって、収益認識適用初年度の期首より前に新たな会計方針を適用した場合

の適用初年度の影響額を、当事業年度の財務諸表において認識し、当該事業年度開

始時点から新たな会計方針を適用することができる取扱いとすることが適当である。 

３ Ａ２において、収益認識適用初年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほ

とんど全ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を適用しないことができ

る。 

 

Ｑ８６－１０ 注解６８では、国又は地方公共団体からの受託による収益と他の主体

からの受託による収益は区別して表示することとされているが、国からの受託収入

には他の独立行政法人や特殊法人等を含めて考えてよいか。 

Ａ 

  国又は地方公共団体以外の法人である独立行政法人や特殊法人等からの受託収入

については、これらの法人で支出される委託費が国庫から交付される資金を財源と

している場合も想定されるが、表示区分上は、国からの受託収入は国から直接受託

を受ける場合とし、他の独立行政法人や特殊法人等からの受託である場合には、他

の主体からの収益に計上することとする。 

 

Ｑ８７－１ 

(1) 会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当する資産の範囲如何。 

(2) 資本剰余金に計上されている償却資産及び現物出資の償却資産が該当するのか。

目的積立金で購入した償却資産はどうか。 

(3) 主たる目的である研究開発用として所有している資産から副産物等の販売収入

がある場合、ここでいう特定の償却資産に該当するのか。 
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Ａ 

１ 会計基準第８７第１項の特定の償却資産に該当すると判断するには、当該独立行

政法人の財務構造等を勘案して主務大臣が、その減価に対応すべき収益の獲得が予

定されないものとして、あらかじめ取得時までに独立行政法人の外から個別に資産

を特定していることが必要であって、直ちに資本剰余金に計上されている償却資産

や現物出資の償却資産が該当するものではない。したがって、主務大臣が、当該資

産の使用目的等に照らし合わせ、減価に対応する収益を獲得することが可能である

かどうかを個々に判断して特定することになる。 

２ また、ここでいう特定の償却資産とは、当該資産に投下された資本を当該資本か

ら獲得される収益によって回収できない資産のことを指すものである。したがって、

当該資産の稼動によって生じる販売物の価格設定において当該資産の減価分を織り

込まず、それが資産の保有目的から妥当である場合には、ここでいう特定の償却資

産に該当するものと考えられる。 

３ なお、外側から特定する方法としては、具体的には、主務省令において対象資産

あるいは特定の要件や手続を規定することが適当と考えられる。 

 

Ｑ８７－２ 

(1) 現物出資財産のうち、減価に対応すべき収益の獲得が予定されていない固定資

産は、①貸借対照表上において、有形固定資産（資産の部）と政府出資金（純資産

の部）に計上するのか、②貸借対照表上において、有形固定資産（資産の部）と資

本剰余金（純資産の部）に計上するのか。 

(2) 上記①の場合には、現物出資の償却資産で、収益の獲得が予定されない償却資産

の減価償却に相当する額は資本剰余金の減価償却相当累計額（－）に計上されるの

で、資本剰余金合計がマイナスになることもあり得るのか、それでもよいのか。 

  （関連項目：第５７ 純資産の表示項目） 

Ａ 

  独立行政法人が政府から有形固定資産の現物出資を受けた場合には、貸借対照表

上、当該資産の評価額が有形固定資産に、またその同額が政府出資金に計上される

（譲与でなく現物「出資」である以上、資本剰余金となることはあり得ない）。当該

資産が、「その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないもの」として特定された

場合には、当該資産の減価償却に相当する額は、資本剰余金の控除項目である減価

償却相当累計額として計上することになるが（会計基準第５７第２項、第８７第１

項参照）、他に資本剰余金がない場合には、控除後の資本剰余金合計（広義の資本剰

余金）がマイナスとなることもある。 

 

Ｑ８７－３ 受託研究費で購入した償却資産で、その減価に対応すべき収益の獲得が

予定されていないものの会計処理はどうするのか。 
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 ① 受託研究費で償却資産を購入した年度で一括費用処理する。 

 ② 会計基準第８７第１項にいう特定の償却資産として、減価償却に相当する額は

損益計算書の費用には計上せず、資本剰余金を減額する。 

 ③ 減価償却費を計上する。 

Ａ 

１ 受託研究は、独立行政法人にとって受託収入として収益を獲得することを予定す

る活動であるので、受託研究にしか使用しない資産について会計基準第８７が適用

されることはあり得ないことになる。 

２ また、受託研究については、研究のための費用を投入することによって受託収入

として収益を獲得することが確実な活動であるため、研究開発基準が適用される研

究活動には当たらないものと考えられる。 

３ したがって、外部からの受託研究のために償却資産を取得する場合であって、当

該資産が特定の受託研究のためにしか用いられない見通しであるときには、当該資

産はその研究の使用予定期間に合わせて償却して費用化することになる。 

 

Ｑ８７－４ 取得後償却終了以前の途中の段階で、会計基準第８７第１項による特定

の償却資産に変更することはできるのか。また、一旦、会計基準第８７第１項によ

る特定がされた償却資産を、途中で変更し、通常の減価償却を行うものとすること

は可能か。 

Ａ 

１ 会計基準第８７第１項による減価償却の会計処理は、運営費交付金に依存する独

立行政法人については、資産の減価分が通常は運営費交付金の算定対象とならず、

また、減価分を運営費交付金以外の収益によって充当することも考えられないなど

といった状況にあることから、このような資産に限った例外的な扱いとして行われ

るものである。一般的には、資産を取得する際にその資産による収益獲得可能性を

推定することが可能と考えられ、また、資産の取得後にその見通しを安易に変更す

ることは好ましくないと考えられることから、注解６９では会計基準第８７のルー

ルが適用される資産の特定を資産の取得前に行うこととしている。 

２ しかしながら、理論的には、取得後の事情の変更により収益構造が大幅に変化し、

更新のための財源の負担者を変更することが決定している場合に、指定の解除又は

追加指定を行うことが排除されているわけではない。ただし、資産の特定は主務大

臣により法人の外部から行われることを想定しているので、主務大臣がこのような

指定の解除又は追加を行うためには、別途省令上の規定の整備を行う必要がある。 

 

Ｑ８７－５ 会計基準第８７第１項の特定の償却資産を取り替えた後の償却資産は、

会計基準第８７第１項による特定の償却資産となるのか。 
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Ａ 

会計基準第８７第１項の会計処理が適用されていた特定の償却資産を建て替え等

で取り替えた場合には、取替え後の資産が「その減価に対応すべき収益の獲得が予

定されないもの」に該当するかを改めて判断し、該当する場合には会計基準第８７

第１項の会計処理を行うことになる。 

 

Ｑ８７－６ 施設費を財源として取得した会計基準第８７第１項の特定の償却資産

について天災・事故等による毀損が生じた。この際に、受領した保険金をもって滅

失資産と同様に特定の償却資産たる代替資産を取得した場合の会計処理はどのよ

うになるか。 

Ａ 

１ 会計基準第８７第１項では、「独立行政法人が保有する償却資産のうち、その減価

に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産については、当

該資産の減価償却相当額は、損益計算上の費用には計上せず、資本剰余金を減額す

るものとする。」とされている。 

２ 一方、設問のように特定の償却資産に係る保険金をもって特定の償却資産たる代

替資産を取得した場合に、仮に受取保険金を収益として取り扱うと多額の利益が損

益計算書に計上されることになり、代替資産に係る減価償却に相当する額は資本剰

余金から控除されることとの均衡を失する結果となる。また、滅失資産の財源が施

設費であれば拠出者の意思を尊重して代替資産の取得財源も資本化する必要がある

ものと考えられる。 

３ したがって、滅失資産の財源が施設費であって、代替取得資産が特定の償却資産

化された場合には保険金のうち代替資産の取得価額を資本剰余金として処理するこ

とが妥当であると考える。なお、独立行政法人において圧縮記帳は認められない。 

  ＜例示＞ 

   火災の発生により、建物（取得価額 100、減価償却累計額 60）が滅失し、当該

建物に係る受取保険金 100により新たな建物 95を取得した。 

① 滅失資産の仕訳 

資本剰余金 

減価償却累計額 

100 

60 

 建物 

減価償却相当累計額 

100 

60 

② 保険金入金の仕訳 

現金預金 100  未決算勘定 100 

③ 代替資産取得時の仕訳 

建物 

未決算勘定 

95 

100 

 現金預金 

資本剰余金 

保険差益（臨時利益） 

95 

95 

5 
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Ｑ８７－７ 会計基準第８７第１項の特定の償却資産に運営費交付金財源で改修を

行い資本的支出があった場合、当該資本的支出に係る減価償却の会計処理はどうな

るのか。 

Ａ 

 特定の償却資産の減価をその他行政コストに計上する処理は、その減価に対応す

べき収益の獲得が予定されない場合に限られている。設問の場合には、資本的支出

を行ったときに当該資本的支出相当額を運営費交付金債務から繰延運営費交付金

（資産）に振り替え、当該資本的支出に係る資産の減価償却に相当する額を取り崩

して繰延運営費交付金（資産）戻入として収益に振り替える。 

 

Ｑ８７－８ 会計基準第８７第２項の有形固定資産及び無形固定資産を除く承継資

産のうち特定された資産に係る費用相当額についてはどのように会計処理を行う

のか。また、過年度に費用処理された承継資産が新たに特定された場合、どのよう

に会計処理を行うのか。 

Ａ 

１ 会計基準第８７第２項では「独立行政法人が取得した有形固定資産及び無形固定

資産を除く承継資産のうち、その費用相当額に対応すべき収益の獲得が予定されな

いものとして特定された資産については、当該資産の費用相当額は、損益計算上の

費用には計上せず、資本剰余金を減額するものとする。」とされている。具体的には、

費用相当額についてその他行政コストに計上することと同時に、貸借対照表におい

てその他行政コスト累計額として資本剰余金を減額することとなる（Ｑ２０－２参

照）。 

  ＜例示＞ 

   特定された承継資産である貯蔵品について、当期において 50費消した。 

承継資産に係る費用相当累計額 

（承継資産に係る費用相当額） 

50  貯蔵品 50 

２ 承継資産に係る費用が過年度に計上されており、当期において取得前に特定され

たとみなされた場合は、過年度に計上された費用の合計額を「承継資産の特定に伴

う利益」の科目で臨時利益に振り替えるとともに、その他行政コストを計上するこ

ととする。この場合も、Ａ１と同様に、その他行政コストの計上と同時に、その他

行政コスト累計額を計上することとなる（Ｑ２０－２参照）。この金額に重要性があ

る場合には、行政コスト計算書及び損益計算書にその内容を注記することとする。   

また、「承継資産の特定に伴う利益」は、独立行政法人の業務運営に関して国民の

負担に帰せられるコストの計算上、運営費交付金収益及び国又は地方公共団体から

の補助金等に基づく収益以外の収益として控除しない。なお、承継資産の特定の要

件や手続の規定については、主務省令で定める必要があることに留意する。 
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＜例示＞ 

   承継資産である棚卸資産について、当期において取得前に特定されたとみなさ

れた。過年度に計上した当該資産に係る費用は 70である。 

承継資産に係る費用相当累計額 

（承継資産に係る費用相当額） 

70  承継資産の特定に伴う利益 70 

 

＜注記例＞ 

（行政コスト計算書関係） 

承継資産に係る費用相当額のうち、70 は過年度に計上した費用分でありま

す。 

（損益計算書関係） 

臨時利益に計上した承継資産の特定に伴う利益 70は、過年度に計上した費

用に見合う収益であります。 

 

Ｑ８８－１ 会計基準第８８「賞与引当金に係る会計処理」は具体的にどのように行

えばよいか。 

Ａ 

１ 賞与について、会計基準第８８の要件に該当する場合には、賞与引当金を計上す

ることに加えて、賞与引当金見返を計上するとともに、賞与引当金見返に係る収益

を計上する必要がある。 

２ また、引当金の取崩時には会計基準第８１第７項に基づき、引当金見返とそれに

見合う運営費交付金債務とを相殺する必要がある。 

３ これらの財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与の会

計処理について、以下に具体的な事例に則して、説明を加える。 

前提条件 

法人の全職員の賞与に充てるべき財源措置が運営費交付金によってなされること

が中期計画で明らかにされている。 

X1年３月 31日における賞与引当金残高及び賞与引当金見返残高は 180である。 

X1年５月１日に運営費交付金が 1,000入金された。 

X1年６月 30日に賞与 320を支給した。 

X1年 12月 10日に賞与 290を支給した。 

X2 年３月 31 日において、X2 年６月 30 日に支給すると見込まれる賞与は 300 で

あった。 

 

(1) X1年５月１日 

運営費交付金の入金 
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現金 1,000  運営費交付金債務 1,000 

 

(2) X1年６月30日 

賞与の支給① 

賞与引当金 

賞与 

180 

140 

 現金 320 

引当金の取崩し（賞与の支給）に伴う、引当金見返と運営費交付金債務の相殺 

運営費交付金債務 180  賞与引当金見返 180 

 

(3) X1年12月10日 

賞与の支給② 

賞与 290  現金 290 

 

(4) X2年３月31日 

賞与引当金の計上 

 X2年６月30日に支給すると見込まれる賞与300のうち、X2事業年度発生分を

引当金に計上する。 

賞与引当金繰入 200  賞与引当金(*1) 200 

(*1) X2年６月30日支給見込額300÷６か月(支給対象期間X1年12月～X2年５月)×４か月

（X1年12月～X2年３月）＝200 

賞与引当金見返の計上 

賞与引当金見返 200  賞与引当金見返に係る収益 200 

運営費交付金債務の収益化（賞与に係る部分のみ） 

運営費交付金債務 430  運営費交付金収益(*2) 430 

(*2) 賞与の支給① 140＋賞与の支給② 290＝430 

 

Ｑ８８－２ 会計基準第８８「賞与引当金に係る会計処理」について、平成 31事業年

度の期首時点で発生している金額に係る会計処理はどのように行えばよいか。 

Ａ 

１ Ｑ８８－１に示した会計処理について、平成 30 年９月改訂の会計基準が適用さ

れる初年度である平成 31事業年度においては、期首時点で発生している賞与引当金

を計上する必要がある。 

２ このため、以下に具体的な事例に則して説明を加える。 

 ＜例示＞ 

   平成 31 事業年度の６月に支給される賞与 270 の支給対象期間は平成 30 年 12

月から翌年５月である。なお、当該賞与については、財源措置が運営費交付金に
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より行われることが中期計画で明らかにされている。 

会計基準改訂に伴う賞与

引当金繰入（臨時損失） 

180  賞与引当金(*1) 180 

 

賞与引当金見返 180  賞与引当金見返に係る収益

（臨時利益） 

180 

(*1) 平成 31 事業年度６月支給見込額 270÷６か月(支給対象期間平成 30 年 12 月～翌年５

月)×４か月（平成 30年 12月～平成 31年３月）＝180 

 

Ｑ８９－１ 会計基準第８９「退職給付に係る会計処理」は具体的にどのように行え

ばよいか。 

Ａ 

１ 退職給付債務について、会計基準第８９第１項の要件に該当する場合には、退職

給付引当金を計上することに加えて、退職給付引当金見返を計上するとともに、退

職給付引当金見返に係る収益を計上する必要がある。 

２ また、引当金の取崩時には会計基準第８１第７項に基づき、引当金見返とそれに

見合う運営費交付金債務とを相殺する必要がある。 

３ これらの財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退職給付

の会計処理について、以下に具体的な事例に則して、説明を加える。 

前提条件 

法人は退職一時金制度を採用しており、全職員の退職一時金に充てるべき財源措

置が運営費交付金によってなされることが中期計画で明らかにされている。 

X1 年３月 31 日における退職給付引当金残高及び退職給付引当金見返残高は 500

である。 

X1年５月１日に運営費交付金が 1,000入金された。 

X1年９月 30日付で職員Ａが退職したため、同日に退職金 200を支給した。 

X2年３月 31日における退職一時金の期末要支給額は 700であった。 

 

(1) X1年５月１日 

運営費交付金の入金 

現金 1,000  運営費交付金債務 1,000 

 

(2) X1年９月30日 

職員Ａへの退職金の支払 

退職給付引当金 200  現金 200 

引当金の取崩し（退職金の支払）に伴う、引当金見返と運営費交付金債務の相殺 

運営費交付金債務 200  退職給付引当金見返 200 
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(3) X2年３月31日 

退職給付引当金の計上 

 法人は退職一時金制度を採用しているため、会計基準第８９第２項に基づ

き、退職給付債務の見積額の計算に当たって、退職一時金の期末要支給額を

用いた計算によることができる。 

退職給付費用 400  退職給付引当金(*1) 400 

(*1) 期末要支給額700－(X1年３月31日残高500－X1年９月30日取崩し200)＝400 

退職給付引当金見返の計上 

退職給付引当金見返 400  退職給付引当金見返に係る収益 400 

４ なお、確定給付企業年金等に係る掛金に充てるべき財源措置が運営費交付金によ

って行われること等が明らかな場合の会計処理は以下のとおりである。 

 前提条件 

  法人は確定給付企業年金制度を採用しており、掛金に充てるべき財源措置及び、

積立不足の場合の積立不足額の解消のために必要となる財源措置が運営費交付金に

よって行われることが中期計画で明らかにされている。また、過去勤務費用及び数

理計算上の差異について遅延認識していない。 

 X1 年３月 31 日における退職給付債務、年金資産及び引当金見返の額は、それぞれ

900、400、500である。 

 X1年５月１日に運営費交付金が 1,000入金された。 

 X1年９月 30日に年金給付が 200行われた。 

 X1年 10月１日に年金資産への掛金 500が拠出された。 

 X2年３月 31日における退職給付債務の額は 1,100、年金資産の額は 700であった。 

 （X2事業年度の年金資産への拠出等は省略している。） 

 X3年３月 31日における退職給付債務の額は 1,100、年金資産の額は運用の結果 500

増加し 1,200であった。 

 

 

(1) X1年５月１日 

運営費交付金の入金 

現金 1,000  運営費交付金債務 1,000 

 

(2) X1年９月30日 

年金給付 

仕訳なし（*1）     

（*1）年金給付200により、退職給付債務及び年金資産の額はそれぞれ、700、200となってい
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る。 

 

(3) X1年10月１日 

年金資産への掛金の拠出 

退職給付引当金 500  現金 500 

引当金の取崩し（掛金の拠出）に伴う、引当金見返と運営費交付金債務の相殺 

運営費交付金債務 500  退職給付引当金見返 500 

 

(4) X2年３月31日 

退職給付引当金の計上 

退職給付費用（*2） 400  退職給付引当金（*3） 400 

（*2）期末退職給付債務1,100－X1年９月30日残高700＝400 

（*3）期末退職給付債務1,100－（X1年９月30日年金資産200＋掛金拠出額500）＝400 

退職給付引当金見返の計上 

退職給付引当金見返 400  退職給付引当金見返に係る収益 400 

 

(5) X3年３月31日 

年金資産の増加に伴う退職給付引当金の取消し及び前払年金費用の計上 

退職給付引当金（*4） 

前払年金費用（*5） 

400 

100 

 退職給付費用 500 

（*4）前期末退職給付引当金400 

（*5）期末年金資産1,200－前期末年金資産700-前期末退職給付引当金400=100 

(3)までに既に年金資産に拠出済みの運営費交付金に対応する退職給付引当金見

返の取消し及び繰延運営費交付金（前払年金費用）の計上 

退職給付引当金見返に係る

収益（臨時利益） 

 

500  退職給付引当金見返 

繰延運営費交付金（前払年金

費用） 

400 

100 

 

Ｑ８９－２ 会計基準第８９「退職給付に係る会計処理」について、平成 31事業年度

より前の事業年度に発生した金額に係る会計処理はどのように行えばよいか。 

Ａ 

１ Ｑ８９－１に示した会計処理について、平成 30 年９月改訂の会計基準が適用さ

れる初年度である平成 31 事業年度においては、平成 30 事業年度以前に発生した退

職給付に係る金額についても計上する必要がある。 

２ このため、以下に具体的な事例に則して説明を加える。 

 ＜例示＞ 
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   平成 30 事業年度以前に発生した、財源措置が運営費交付金により行われるこ

とが中期計画で明らかにされている退職一時金に係る退職給付債務は 500である。 

会計基準改訂に伴う退職給

付費用（臨時損失） 

500  退職給付引当金 500 

 

退職給付引当金見返 500  退職給付引当金見返に

係る収益（臨時利益） 

500 

 

Ｑ８９－３ 会計基準第８９第２項では、退職一時金に係る退職給付債務の見積額の

計算に当たっては、退職一時金の期末要支給額を用いた計算によることができると

あるが、期末要支給額を用いた計算とは具体的にどうするのか、またその他の方法

によることも可能なのか。 

Ａ 

「期末要支給額を用いた計算」とは、当該独立行政法人の職員が、期末において、

全員自己都合により退職した場合に支払われるべき退職一時金の総額を計算する方

法をいう。なお、上記の基準の趣旨は、会計基準「第３８ 退職給付引当金の計上方

法」に規定する原則法によって計算することを妨げるものではない。 

 

Ｑ８９－４ 運営費交付金により掛金及び年金積立不足額に対して財源措置がなさ

れる確定給付企業年金等について、平成 30事業年度までの「行政サービス実施コス

ト計算書」上、過去勤務費用及び数理計算上の差異を考慮した遅延認識を行わず、

「引当外退職給付増加見積額」を計上していた場合（平成 28年２月改訂Ｑ＆Ａ Ｑ

８９－５Ａ②参照）において、平成 31事業年度からの退職給付引当金の計上に当た

り、過去勤務費用及び数理計算上の差異を認識すべきか。 

Ａ 

平成 30 事業年度までの貸借対照表上、運営費交付金により掛金及び年金積立不

足額に対して財源措置がなされない確定給付企業年金等について、過去勤務費用及

び数理計算上の差異を認識した上で、退職給付引当金の計上を行っていた場合には、

当該方針に合わせ、過去勤務費用及び数理計算上の差異を加減算した上で、平成 31

事業年度期首における退職給付引当金を計上する必要がある。 

なお、平成 31事業年度の行政コスト計算書上、平成 31事業年度期首における過

去勤務費用及び数理計算上の差異相当額について加減算を行う必要はない。 

 

Ｑ８９－５ 自己収入を財源とする退職一時金に係る退職給付債務の計算対象とな

る職員数が 300人未満であるため、従来、会計基準第３８第８項に基づき、期末要

支給額による退職給付債務の見積額の計算（簡便法）を行っていた。平成 31事業年

度より、財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな退職一時金に係る
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債務を退職給付引当金として計上する結果、退職給付債務の計算対象となる職員数

が 300人以上となるが、この場合も簡便法によることは認められるか。 

Ａ 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな退職一時金に係る退職給

付債務の見積額の計算については、当該計算の対象となる職員数が 300人以上の場

合でも、退職一時金の期末要支給額を用いた計算によることができる（会計基準第

８９第２項参照）。 

また、自己収入を財源とする退職一時金に係る退職給付債務の計算対象となる職

員数が 300人未満である場合には、財源措置が運営費交付金によることが明らかな

退職一時金に係る退職給付債務の計算対象となる職員数と合算した職員数が 300人

以上となっても、簡便法によることが認められる。 

 

Ｑ９０－１ 債券発行差額を償却する会計処理はどうなるのか。 

Ａ 

償却原価法（注解２１を参照）による。すなわち、当該差額に相当する金額を償

還期に至るまで毎期一定の方法で債券の貸借対照表価額に加減する方法であり、こ

の場合には、当該加減額を支払利息に含めて処理する。なお、一定の方法とは、利

息法（注１）が原則であるが、簡便的な方法である定額法（注２）も継続適用を前提と

して、合理的な基準として認められる。 

（注１）利息法とは、債券のクーポン利率による債券利息の総額と金利調整差額の

合計額を債券の発行価額に対し一定率となるように、複利をもって各期の

損益に配分する方法をいい、当該配分額とクーポン利率による債券利息と

の差額を債券発行差額の帳簿価額から減ずる。 

（注２）定額法とは、債券発行差金の額を取得日又は受渡日から償還日までの期間

で除して各期の損益に配分する方法をいい、当該配分額を債券発行差額の

帳簿価額から減ずる。 

 

Ｑ９１－１ 会計基準第８７に定める特定の資産や運営費交付金により取得した償

却資産に係る資産除去債務に対応する除去費用等は全て、会計基準第９１に定める

資産除去債務に係る特定の除去費用等に該当することになると考えてよいか。 

Ａ 

１ 会計基準第９１（資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理）が適用され

る資産除去債務に係る除去費用等は、主務大臣が当該独立行政法人の財務構造等を

勘案して、当該除去費用等の発生期間において当該費用に対応すべき収益の獲得が

予定されないものとして、個別に除去費用等を特定していることが必要である。し

たがって、会計基準第８７に定める特定の資産及び運営費交付金により取得した償

却資産に係る資産除去債務に対応する除去費用等が直ちに会計基準第９１に定める
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特定の除去費用等に該当するということにはならない。 

２ 主務大臣においては、当該除去費用等に関連する償却資産の状況、当該除去費用

等の金額、除去債務が建物等の賃借契約に係る場合にあっては敷金計上の有無等を

勘案し、当該除去費用等の発生期間において当該費用に対応すべき収益を獲得する

ことが可能かどうかについて判断の上、特定することになると考えられる。 

３ なお、主務大臣による特定の手続等については、会計基準第８７（特定の資産に

係る費用相当額の会計処理）が適用される資産の特定の手続に準ずることが適当と

考えられる。 

 

Ｑ９１－２ 運営費交付金や施設費で取得した資産に係る資産除去債務について、会

計基準第９１による特定の除去費用等とせずに、毎年度発生する除去費用等を費用

計上した場合、これに対応して毎年度の運営費交付金債務の収益化を行う会計処理

は認められるか。 

Ａ 

１ 運営費交付金は、通常、独立行政法人に負託された業務に係る支出額に対応する

形で措置されることから、費用は発生するが支出を伴わない除去費用等については

運営費交付金の算定対象に含まれていない。 

２ 運営費交付金の収益化の考え方は、注解６２第１項に示されているところである

が、支出を伴わない費用に対応させた運営費交付金債務の収益化は想定していない。 

３ また、仮に、支出を伴わない除去費用等について運営費交付金債務を収益化した

場合には、将来の資産除去債務の履行時まで、当該収益化相当額が独立行政法人に

留保されることとなるため、予算の効率的な執行の観点からも適当ではないと考え

られる。 

 

Ｑ９１－３ 資産除去債務に係る特定の除去費用等に係る会計処理（仕訳）はどのよ

うに行うのか。 

Ａ 

１ 独立行政法人が保有する有形固定資産に係る資産除去債務に対応する除去費用等

のうち、当該費用に対応すべき収益の獲得が予定されていないものとして特定され

た除去費用等については、損益計算上の費用には計上せず、その他行政コストに計

上することとなる。 

２ 以下に、具体的な事例に則して、説明を加える。 

前提条件 

X1年４月１日に設備Ａを取得し、使用を開始した。当該設備の取得原価は 10,000、

耐用年数は５年であり、法人には当該設備を使用後に除去する法的義務が発生して

いる。当該設備の除去時の支出見積額は 1,000。なお、当該資産除去債務に対応す

る除去費用等は、当該費用に対応すべき収益の獲得が予定されていないものとして
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特定されている。 

X6 年３月 31 日に施設Ａを除去したが、実際の除去に係る支出額は 1,050 であっ

た（財源は施設費とする。）。 

資産除去債務は取得時にのみ発生するものとし、法人は当該設備について残存価

額ゼロで定額法により減価償却を行っている。割引率は 3.0％とする。 

 

① 設備Ａが会計基準第８７第１項の特定の償却資産の場合（設備Ａの財源は施設

費とする。） 

(1) X1年４月１日 

設備Ａの取得と関連する資産除去債務の計上 

有形固定資産（施設Ａ） 10,863  現金預金 10,000 

  資産除去債務(*1) 863 

(*1) 将来キャッシュ・フロー見積額1,000／(1.03)5＝863 

預り施設費の資本剰余金への振替 

預り施設費 10,000  資本剰余金 10,000 

 

(2) X2年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

26  資産除去債務(*2) 26 

(*2) X1年４月１日における資産除去債務863×3.0％＝26 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*3) 

2,173  減価償却累計額 2,173 

(*3) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＋除去費用資産計上額863／５年＝2,173 

 

(3) X3年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

27  資産除去債務(*4) 27 

(*4) X2年３月31日における資産除去債務(863＋26)×3.0％＝27 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*5) 

2,173  減価償却累計額 2,173 

(*5) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＋除去費用資産計上額863／５年＝2,173 
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(4) X4年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

27  資産除去債務(*6) 27 

(*6) X3年３月31日における資産除去債務(863＋26＋27)×3.0％＝27 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*7) 

2,173  減価償却累計額 2,173 

(*7) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＋除去費用資産計上額863／５年＝2,173 

 

(5) X5年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

28  資産除去債務(*8) 28 

(*8) X4年３月31日における資産除去債務(863＋26＋27＋27)×3.0％＝28 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*9) 

2,173  減価償却累計額 2,173 

(*9) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＋除去費用資産計上額863／５年＝2,173 

 

(6) X6年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

29  資産除去債務(*10) 29 

(*10) X5年３月31日における資産除去債務(863＋26＋27＋27＋28)×3.0％＝29 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*11) 

2,171  減価償却累計額 2,171 

(*11) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＋除去費用資産計上額863－173×4＝2,171 

設備Ａの除去及び資産除去債務の履行 

設備Ａを使用終了に伴い除去することとする。特定された除去費用等につい

ては、資産除去の実行時において、その実際の発生額を損益計算上の費用に計

上するものとする。また、注解７０第３項に基づき、資産除去債務の実行時ま

でに計上した資産除去に係る減価償却相当累計額及び利息費用相当累計額を、

その他行政コストにてそれぞれ減価償却相当額及び利息費用相当額の科目でマ

イナス計上する。なお、この処理を行う理由は、資産除去の実行時にその実際
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の発生額を損益計算書の費用に計上すると、これまで行政コスト計算書に表示

されていた資産除去コストの累計額が資産除去を実行した期の行政コスト計算

書にも表示されてしまうことから、行政コスト計算書において当該累計額を調

整し資産除去コストの重複認識を避ける必要があるためである。 

減価償却累計額 

除去費用 

10,863 

1,050 

 

 

有形固定資産（施設Ａ） 

現金預金 

10,863 

1,050 
 

資産除去債務(*12) 1,000  利息費用相当累計額 

（利息費用相当額）(*13) 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*14) 

137 

 

863 

(*12) X6年３月31日における資産除去債務863＋26＋27＋27＋28＋29＝1,000 

(*13) 利息費用相当額累計額26＋27＋27＋28＋29＝137 

(*14) 資産除去に係る減価償却相当累計額＝除去費用資産計上額 

除売却差額相当累計額(*15) 10,000  減価償却相当累計額 10,000 

(*15) 陳腐化等のために除却処分する場合を想定（関連Ｑ３１－５） 

財源として措置された預り施設費の振替（収益化） 

預り施設費 1,050  施設費収益 1,050 

 

② 設備Ａが取得時に資産に係る繰延収益が計上されている償却資産の場合（設備

Ａの財源は運営費交付金であった。） 

(1) X1年４月１日 

設備Ａの取得と関連する資産除去債務の計上 

有形固定資産（施設Ａ） 10,863  現金預金 

資産除去債務(*1) 

10,000 

863 

(*1) 将来キャッシュ・フロー見積額1,000／(1.03)5＝863 

運営費交付金債務を繰延運営費交付金（資産）へ振替 

運営費交付金債務 10,000  繰延運営費交付金（資産） 10,000 

 

(2) X2年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

26  資産除去債務(*2) 26 

(*2) X1年４月１日における資産除去債務863×3.0％＝26 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却費(*3-1) 2,000  減価償却累計額 2,173 
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減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*3-2) 

173 

(*3-1) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＝2,000 

(*3-2) 除去費用資産計上額863／５年＝173 

設備Ａの減価償却費相当額について繰延運営費交付金（資産）から繰延運営費交

付金（資産）戻入として収益振替 

繰延運営費交付金（資産） 2,000  繰延運営費交付金（資産）

戻入 

2,000 

 

(3) X3年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

27  資産除去債務(*4) 27 

(*4) X2年３月31日における資産除去債務(863＋26)×3.0％＝27 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却費(*5-1) 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*5-2) 

2,000 

173 

 減価償却累計額 2,173 

(*5-1) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＝2,000 

(*5-2) 除去費用資産計上額863／５年＝173 

設備Ａの減価償却費相当額について繰延運営費交付金（資産）から繰延運営費交

付金（資産）戻入として収益振替 

繰延運営費交付金（資産） 2,000  繰延運営費交付金（資産）

戻入 

2,000 

 

(4) X4年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

27  資産除去債務(*6) 27 

(*6) X3年３月31日における資産除去債務(863＋26＋27)×3.0％＝27 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却費(*7-1) 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*7-2) 

2,000 

173 

 減価償却累計額 2,173 

(*7-1) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＝2,000 

(*7-2) 除去費用資産計上額863／５年＝173 
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設備Ａの減価償却費相当額について繰延運営費交付金（資産）から繰延運営費交

付金（資産）戻入として収益振替 

繰延運営費交付金（資産） 2,000  繰延運営費交付金（資産）

戻入 

2,000 

 

(5) X5年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

28  資産除去債務(*8) 28 

(*8) X4年３月31日における資産除去債務(863＋26＋27＋27)×3.0％＝28 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却費(*9-1) 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*9-2) 

2,000 

173 

 減価償却累計額 2,173 

(*9-1) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＝2,000 

(*9-2) 除去費用資産計上額863／５年＝173 

設備Ａの減価償却費相当額について繰延運営費交付金（資産）から繰延運営費交

付金（資産）戻入として収益振替 

繰延運営費交付金（資産） 2,000  繰延運営費交付金（資産）

戻入 

2,000 

 

(6) X6年３月31日 

時の経過による資産除去債務の増加 

利息費用相当累計額 

（利息費用相当額） 

29  資産除去債務(*10) 29 

(*10) X5年３月31日における資産除去債務(863＋26＋27＋27＋28)×3.0％＝29 

設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却 

減価償却費(*11-1) 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*11-2) 

2,000 

171 

 減価償却累計額 2,171 

(*11-1) 施設Ａの減価償却費10,000／５年＝2,000 

(*11-2) 除去費用資産計上額863－173×4＝171 

設備Ａの減価償却費相当額について繰延運営費交付金（資産）から繰延運営費交

付金（資産）戻入として収益振替 

繰延運営費交付金（資産） 2,000  繰延運営費交付金（資産）

戻入 

2,000 
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設備Ａの除去及び資産除去債務の履行 

設備Ａを使用終了に伴い除去することとする。特定された除去費用等につい

ては、資産除去の実行時において、その実際の発生額を損益計算上の費用に計

上するものとする。また、注解７０第３項に基づき、資産除去債務の実行時ま

でに計上した資産除去に係る減価償却相当累計額及び利息費用相当累計額を、

その他行政コストにてそれぞれ減価償却相当額及び利息費用相当額の科目でマ

イナス計上する。なお、この処理を行う理由は、資産除去の実行時にその実際

の発生額を損益計算書の費用に計上すると、これまで行政コスト計算書に表示

されていた資産除去コストの累計額が資産除去を実行した期の行政コスト計算

書にも表示されてしまうことから、行政コスト計算書において当該累計額を調

整し資産除去コストの重複認識を避ける必要があるためである。 

減価償却累計額 

除去費用 

10,863 

1,050 

 有形固定資産（施設Ａ） 

現金預金 

10,863 

1,050 
 

資産除去債務(*12) 1,000  利息費用相当累計額 

（利息費用相当額）(*13) 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額）(*14) 

137 

 

863 

(*12) X6年３月31日における資産除去債務863＋26＋27＋27＋28＋29＝1,000 

(*13) 利息費用相当額累計額26＋27＋27＋28＋29＝137 

(*14) 資産除去に係る減価償却相当累計額＝除去費用資産計上額 

財源として措置された預り施設費の振替（収益化） 

預り施設費 1,050  施設費収益 1,050 

 

Ｑ９２－１ 

(1) 法令に基づく引当金等にはどのようなものが想定されるのか。 

(2) 法令に基づく引当金等の引当て及び取崩しはどのような基準で行うのか。 

(3) 注解７１第３項で、法令に基づく引当金等の計上が認められないとされている

「独立行政法人の責任に帰すべき損益を調整すること等」は、具体的にはどのよう

な場合か。 

Ａ 

１ 法令に基づく引当金等としては、独立行政法人日本スポーツ振興センターの「ス

ポーツ振興投票事業準備金」（独立行政法人日本スポーツ振興センター法第 22条第

２項）がある。なお、法令に基づく引当金等は、主務省令で定められることもある。 

２ 法令に基づく引当金等の引当て及び取崩しの方法は、法令によって、その基準が

定められることになる。 

  （スポーツ振興投票事業準備金の例） 
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   独立行政法人日本スポーツ振興センター法第22条第２項 

   センターは、前項に規定する収益から同項の規定により国庫に納付しなければ

ならない金額を控除した金額を、翌事業年度以後の事業年度における投票法第21

条第１項から第４項までに規定する業務の財源に充てるため、スポーツ振興投票

事業準備金として整理しなければならない。 

３ ｢独立行政法人の責任に帰すべき損益を調整すること等｣とは、通常の会計処理を

行った場合には当期純利益又は当期総利益が計上される場合に、当該当期純利益又

は当期総利益相当額を翌事業年度以降の損失の発生に備え引当金等として留保する

ようなことをいう。 

 

Ｑ９３－１ 信用の供与を主たる業務としている独立行政法人の判定に用いる信用

供与の業務の割合とは、何をもって測るのか。 

Ａ 

１ 信用の供与を主たる業務としている独立行政法人とは、民間企業又は個人に対し

て、資金の貸付、債務保証の実施等の信用の供与の業務を主たる業務として実施し

ており、信用の供与の業務以外の業務としては、信用の供与に必要となる調査等の

業務に限られる独立行政法人をいう。 

２ したがって、産業の振興等の目的で助成事業、指導事業等の業務と併せて、当該

産業の振興に資する資金の貸付、債務保証の実施を行っている独立行政法人は、含

まれない。 

 

Ｑ９６－１ 個別法において積立金を次の中期目標等期間に繰り越す旨の規定が設

けられている独立行政法人において作成が求められる「国庫納付金計算書」の様式

とはどのようになるか。 

Ａ 

  中期計画期間終了時に利益剰余金が存在する場合においては、「例えば半額を積

み立て半額を国庫納付する等別に法令で定めることとする。」（中央省庁等改革に係

る大綱（平成 11年１月 26日 中央省庁等改革推進本部決定））と規定され、個別法

において国庫納付金に関する規定が具体的に定められている。 

  この場合、中期目標期間の最終事業年度における「国庫納付金計算書」の様式は、

例えば、次のようになるものと考えられる。 
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国庫納付金計算書 

 
Ⅰ 積立金             ××× 
 
Ⅱ 次期中期目標期間繰越額     ××× 
 
Ⅲ 差引国庫納付金額        ××× 

 

 

Ｑ９６－２ 中期目標期間の最終年度においては目的積立金残額の積立金への振替

が行われ、積立金の国庫納付や次期中期目標期間への繰越しが行われることになる

が、これらの会計処理は具体的にはどのような処理となるのか。また、中期目標期

間の最終年度において当期未処理損失が生じ、損失の処理後に積立金が残った場合、

具体的にはどのような会計処理となるのか。 

Ａ 

１ 設問の事例における中期目標期間最終年度の会計処理は次のようになる。 

 〇 中期目標期間最終年度に当期未処分利益が生じた場合 

 (1) 中期目標期間最終年度に生じた当期未処分利益については、積立金として整

理する（会計基準第９６）。当該処分については、利益の処分に関する書類に表

示され、翌事業年度にその会計処理が行われることになる。 

 (2) 中期目標期間の最終年度に残っている目的積立金及び個別法の規定による前

中期目標等期間繰越積立金については、積立金に振り替える（会計基準第９６）。

当該振替については、利益の処分に関する書類に表示され、翌事業年度にその会

計処理が行われることになる。 

 (3) 上記(1)及び(2)の処理を行った後の積立金の残高については、個別法の規定

に従い、国庫納付又は次期中期目標期間に繰り越すことになる。 

 〇 中期目標期間最終年度に当期未処理損失が生じた場合 

 (1) 中期目標期間の最終年度に残っている目的積立金及び個別法の規定に基づく

前中期目標等期間繰越積立金については、積立金に振り替える（会計基準第９

６）。当該振替については、損失の処理に関する書類に表示され、翌事業年度に

その会計処理が行われることになる。 

 (2) 中期目標期間の最終年度に生じた当期未処理損失については、積立金を減額

して整理する。当該処理については、損失の処理に関する書類に表示され、翌事

業年度にその会計処理が行われることになる。 

 (3) 上記(1)及び(2)を行った後の積立金の残高については、個別法の規定に従い、

国庫納付又は次期中期目標期間に繰り越すことになる。 

２ 具体的な事例に基づき会計処理を説明すると、次のとおりである。 

 ＜前提＞ 

  X1事業年度に、積立金 25,000、目的積立金 950があった（前中期目標期間繰越積
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立金はない。）。 

  X2事業年度（中期目標期間の最終年度）に、X1事業年度に生じた当期未処分利益

1,000 のうち 350 について経営努力認定を受け、これを目的積立金として積み立て

た。 

  X2 事業年度に、中期計画であらかじめ定めた剰余金の使途に沿って固定資産

1,000を取得し、取得に要した額を取り崩して資本剰余金に振り替えた。 

  X3事業年度（次期中期目標期間の初年度）に、X2事業年度に生じた当期未処分利

益 500を積立金として整理するとともに、当該年度に残っている目的積立金 300（＝

950＋350-1,000）を積立金に振り替えた。その上で、積立金の残高 26,450（＝25,000

＋650＋500＋300）について、19,950 を国庫納付するとともに 6,500 を次期中期目

標期間に繰り越した。 

 

 ○ X2事業年度（中期目標期間の最終年度） 

 （仕訳） 

   X1事業年度の当期未処分利益 1,000に係る振替処理 

当期未処分利益 1,000  積立金 

目的積立金 

650 

350 

   固定資産 1,000の取得に伴う目的積立金の取崩処理 

目的積立金 1,000  資本剰余金 1,000 

 （利益の処分に関する書類） 

利益の処分に関する書類 

 

    Ⅰ 当期未処分利益           500 

        当期総利益      500 

    Ⅱ 積立金振替額                  300 

        目的積立金      300 

    Ⅲ 利益処分額 

        積立金              800 
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 （純資産変動計算書（関連部分を抜粋）） 

 

 ○ X3事業年度（次期中期目標期間の初年度） 

 （仕訳） 
   X2年度の当期未処分利益及び目的積立金の積立金への振替処理 

当期未処分利益 

目的積立金 

500 

300 

 積立金 800 

   国庫納付金及び次期中期目標期間繰越積立金の処理 

積立金 26,450  未払国庫納付金 

前中期目標期間繰越積立金 

19,950 

6,500 

 （純資産変動計算書（関連部分を抜粋）） 

 

 

 

 

Ⅱ 資本剰余金

－ 950 25,000 1,000 － 26,950 26,950

当期変動額

350 650 -1,000 － －

500 500 500 500

1,000 -1,000 -1,000 －

1,000 -650 650 -500 500 -500 500

1,000 300 25,650 500 500 26,450 27,450

当期変動額合計

当期末残高

　　　　利益処分による積立

　(２) その他

　　　　当期純利益

目的積立金

Ⅲ 利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産合計

　　　　目的積立金取崩額

　Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

　(１) 利益の処分

うち当期総利益 利益剰余金合計

当期首残高

積立金 当期未処分利益資本剰余金
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（国庫納付金計算書） 

 
国庫納付金計算書 

 
Ⅰ 積立金             26,450 
 
Ⅱ 次期中期目標期間繰越額      6,500 
 
Ⅲ 差引国庫納付金額        19,950 
 

３ 当期未処理損失の処理について具体的な事例に基づき会計処理を説明すると、次

のとおりである。 

 ＜前提＞ 

  X1事業年度に、積立金 300、目的積立金 200があった（前中期目標期間繰越積立

金はない。）。 

  X2事業年度（中期目標期間の最終年度）に、X1事業年度に生じた当期未処分利益

300のうち200について経営努力認定を受け、これを目的積立金として積み立てた。 

  X2事業年度（中期目標等期間の最終年度）に、中期計画であらかじめ定めた剰余

金の使途に沿って固定資産 100を取得し、取得に要した額を取り崩して資本剰余金

に振り替えた。 

  X3事業年度（次期中期目標期間の初年度）に、X2事業年度に残っている目的積立

金 300（＝200＋200-100）を積立金に振り替えるとともに、X2事業年度に生じた当

期未処理損失 500は、積立金を減額して整理した。その上で、積立金の残高 200（＝

300＋100＋300-500）について、100を国庫納付するとともに 100を次期中期目標期

間に繰り越した。 

 

 ○ X2事業年度（中期目標期間の最終年度） 
 （仕訳） 
   X1事業年度の当期利益の振替処理 

当期未処分利益 300  積立金 
目的積立金 

100 
200 

   固定資産 100の取得に伴う目的積立金の取崩処理 

目的積立金 100  資本剰余金 100 

 （損失の処理に関する書類） 

損失の処理に関する書類 

 

    Ⅰ 当期未処理損失          500 

       当期総損失      500 

    Ⅱ 積立金振替額           300 
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       目的積立金      300 

    Ⅲ 損失処理額            500 

       積立金        500 

 （純資産変動計算書（関連部分を抜粋）） 

 

 ○ X3事業年度（次期中期目標期間の初年度） 
 （仕訳） 
   目的積立金の積立金への振替処理 

目的積立金 300  積立金 300 

   前年度の当期損失を埋めるための積立金の取崩処理 

積立金 500  当期未処理損失 500 

   国庫納付金及び次期中期目標期間繰越積立金の処理 

積立金 200  未払国庫納付金 
前中期目標期間繰越積立金 

100 
100 

 （純資産変動計算書（関連部分を抜粋）） 
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（国庫納付金計算書） 

 
国庫納付金計算書 

 
Ⅰ 積立金             200 
 
Ⅱ 次期中期目標期間繰越額     100 
 
Ⅲ 差引国庫納付金額        100 
 

 

Ｑ９７－１ 目的積立金を財源に固定資産を取得した場合に取得原価を目的積立金

から資本剰余金に振り替えることになっているが、この場合利益処分に関する書類

を通さずに直接振替処理で行うと理解してよいか。 

Ａ 

１ 利益の処分に関する書類は、会計年度終了時における独立行政法人の当期未処分

利益を求め、その処分の内容を明らかにするものであるので、利益処分として目的

積立金を積み立てた旨を表示すれば書類として完結し、その後の目的積立金の取崩

しについてまで記載する必要はない。 

２ 目的積立金を財源として固定資産を取得した場合には、その取得時に当該資産の

取得価額と同額を目的積立金から資本剰余金へ振り替えることになるが、これは貸

借対照表の利益剰余金と資本剰余金との振替を意味する会計処理である。 

３ なお、当該会計処理は、純資産変動計算書の当期変動額に表示されることとなる

（Ｑ６９－１及びＱ９６－２参照）。 

 

Ｑ９７－２ 目的積立金を中期計画に定める「剰余金の使途」に従って固定資産を取

得したときは、当該積立金は資本剰余金に振り替えることとなるが、その場合、減

価償却に相当する額は資本剰余金を減額することになるのか。 

Ａ 

  目的積立金を元に「剰余金の使途」に従って取得した固定資産の減価償却につい

ても、他の資産の減価償却と同様である。すなわち、「その減価に対応すべき収益の

獲得が予定されないもの」であるかの判断が行われ、これに該当するものとして特

定された場合には、会計基準第８７第１項による会計処理が行われることになる。 

 

Ｑ９７－３ 通則法第 44 条第３項の剰余金の使途として機械装置のようなものも購

入可能か。 

Ａ 

  中期計画において当該装置を剰余金の使途として記載した上で、購入することは

可能である。この場合、機械装置購入額について目的積立金を取り崩して資本剰余
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金に振り替えることとなる。その後の減価償却の扱いについては、当該機械装置が

会計基準第８７第１項の特定の償却資産の減価に係る会計処理に該当するか否かに

より、行政コスト計算書上の減価償却相当額となるか損益計算書上の減価償却費と

なるかの処理に分かれる。 

 

Ｑ９７－４ 

(1) 会計基準第９７第２項ただし書きにおいて、「自己収入から生じた前中期目標等

期間繰越積立金のうち、資金の裏付けのない金額については、対応する費用（自己

収入を財源に取得した償却資産の減価償却費等）が生じた場合であっても、これに

対応する前中期目標等期間繰越積立金の取り崩しは行わない。」としている趣旨は

何か。 

(2) 取崩しは行わないこととする前中期目標等期間繰越積立金は、既に令和７事業

年度末に計上している前中期目標等期間繰越積立金も対象となるのか。 

(3) 会計基準第９７第２項において、「前中期目標等期間繰越積立金については、中

期計画及び中長期計画に定める使途に照らして、前項と同様の処理を行うことと

する。」とあるが、会計処理はどのようになるのか。また、前中期目標等期間繰越

積立金の取崩しを行わないこととした場合の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

１ 自己収入は対価性を伴うため、自己収入を財源とする取引から生じた資金の裏付

けがない前中期目標等期間繰越積立金は損益均衡を図る対象とはならず、本来はそ

の取崩額を当期純利益に加算する必要性はないものと考えられる。このような自己

収入の性格を踏まえ、通則法第 44 条に規定される利益が法人の活動成果を適切に

表すものとなるよう、取崩しは行わないこととしているものである。 

２ 既に令和７事業年度末に計上している前中期目標等期間繰越積立金も対象となる。 

３ 以下に具体的な事例に即して、説明を加える。 

 前提条件 

  X1 事業年度末時点の積立金 1,000 を前中期目標期間繰越積立金として次期中期

目標期間に繰り越すための申請を X2 事業年度の５月に行い、X2 事業年度の６月に

その承認を受けた。内訳は、中期目標期間の最終年度である X1事業年度に、目的積

立金に係る経営努力が認定される事由に相当する事由があるとされた 500と自己収

入を財源に取得した償却資産の未償却残高 500（残存耐用年数は５年）である。当

該償却資産について残存価額はゼロで定額法により償却している。いずれも次期中

期計画において、その使途を定めている。X2事業年度に、目的積立金相当分は、業

務効率化のためのシステム改修に充てられ、収益的支出として整理し、修繕費を計

上した。また、自己収入を財源に取得した償却資産に係る減価償却費を計上した。 
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   前中期目標期間繰越積立金 

積立金 1,000  前中期目標期間繰越積立金 1,000 

   修繕費 

    X2事業年度末に修繕が完了し、支出額は 500であった。 

    前中期目標期間繰越積立金について、中期計画であらかじめ定めた使途に沿

って修繕費が発生したため、その同額を取り崩して前中期目標期間繰越積立金

取崩額に振り替える。 

修繕費 
前中期目標期間繰越積立金 

500 
500 

 現金 
前中期目標期間繰越積立金
取崩額 

500 
500 

   減価償却費 

    X2事業年度末に減価償却費 100を計上した。 

    前中期目標期間繰越積立金について、自己収入を財源に取得した償却資産の

減価償却費等が生じた場合であっても、これに対応する前中期目標等期間繰越

積立金の取崩しは行わない。 

減価償却費 100  減価償却累計額 100 

 

Ｑ９７－５ 目的積立金を使用して固定資産を取得した場合には、その取得に要した

額を取り崩して資本剰余金に振り替える会計処理を行うこととされているが、この

会計処理は、取得した資産が償却資産の場合には、会計基準第８７第１項に規定す

る特定の償却資産に指定され、減価償却費相当額を費用には計上せず、資本剰余金

を減額する処理を行うことを前提として設定されていると考えられる。国からの財

源措置に依存せず独立採算型の業務運営が予定されており、会計基準第８７第１項

に規定する特定の償却資産の指定が予定されない独立行政法人においても、同様の

会計処理を行う必要があるのか。 

Ａ 

１ 会計基準第８７第１項に規定する特定の償却資産とは、「その減価に対応すべき

収益の獲得が予定されないもの」である場合に特定されるものであって、目的積立

金を使用して取得した固定資産であるか否かとは直接関係するものではない。した

がって、一般的には目的積立金を使用して償却資産を取得した場合は、会計基準第

９７による会計処理が行われることになる。 

２ しかしながら、特定の償却資産の指定が全く予定されず、会計基準第９７の会計

処理を行うことが合理的ではないと認められる独立行政法人については、これと異

なる会計処理を主務省令で定めることが考えられる。その場合の具体的な会計処理

としては、例えば、償却資産の取得に要した額の目的積立金を取り崩して資産に係

る繰延収益に振り替え、毎事業年度、減価償却費相当額を取り崩して、資産に係る
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繰延収益戻入として収益に計上する会計処理が考えられる。 

 

Ｑ９８－１ 政府出資に係る不要財産に係る国庫納付を行った場合の資本金の減少

の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が通則法第 46 条の２の規定により不要財産に係る国庫納付を行っ

た場合において、当該不要財産が政府からの出資に係るものであるときは、当該独

立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部分として主務大臣が定める金額を減少

することとなる。 

  以下、政府出資に係る不要財産に係る国庫納付に伴う資本金の減少の会計処理に

ついて事例に則して説明する。 

 

 前提条件 

  償却資産については、取得時の価額 100の資産（耐用年数５年で定額法、残存価

額ゼロ）を１年後に現物又は売却して納付した場合、非償却資産については、取得

時の価額 100の資産をその後に現物又は売却して納付した場合とする。 

  なお、①売却金額、②国庫納付額等及び③独立行政法人の資本金のうち当該納付

に係る部分として主務大臣が定める金額は、それぞれ以下のとおりとする。 

 

納付方法・①売却金額 

 

②国庫納付額等 

③独立行政法人の資本金のうち当該納付

に係る部分として主務大臣が定める金額 

現物出資の場合 金銭出資の場合 

現物納付の場合 現物 100 100 

売却して納

付の場合 

120で売却 120 100 100 

 60で売却 60 100 60 

 

 (1)現物出資の場合 

取得時 

資産 100  資本金 100 

 

① 現物納付した場合 

  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

返納時 

資本金 

減価償却累計額 

100 

20 

 資産 

資本剰余金（減資差益） 

100 

20 
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ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

返納時 

資本金 

減価償却累計額 

100 

20 

 資産 

減価償却相当累計額 

100 

20 

 

ｃ 非償却資産の場合 

返納時 

資本金 100  土地 100 

 

② 資産を売却し、現金で納付した場合 

  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

固定資産売却益 

100 

40 

返納時 

資本金 

国庫納付金（臨時損失） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

固定資産売却損 

60 

20 

20 

 資産 100 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

60 

40 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 
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減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

60 

40 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 120  土地 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 
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  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

40 

 土地 100 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

60 

40 

 

 (2) 金銭出資の場合 

出資時 

現金 100  資本金 100 

取得時 

資産 100  現金 100 

 

① 現物納付した場合 

  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

返納時 

資本金 

減価償却累計額 

100 

20 

 資産 

資本剰余金（減資差益） 

100 

20 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

返納時 

資本金 

減価償却累計額 

100 

20 

 資産 

減価償却相当累計額 

100 

20 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

返納時 

資本金 100  土地 100 

 

② 資産を売却し、現金で納付した場合 
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  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

固定資産売却益 

100 

40 

返納時 

資本金 

国庫納付金（臨時損失） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

固定資産売却損 

60 

20 

20 

 資産 100 

返納時 

資本金 60  現金 60 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 
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売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 60  現金 60 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 120  土地 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

40 

 土地 100 

返納時 

資本金 60  現金 60 

 

Ｑ９８－２ 取得時において資本剰余金として計上された資産を不要財産として国

庫納付した場合の資本剰余金の減少の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が政府からの支出により取得した固定資産の中には、取得原資拠出

者の意図や取得資産の内容等を勘案し、独立行政法人の会計上の財産的基礎を構成

すると認められる場合に、相当額を資本剰余金として計上する資産が存在する。こ

のため、会計基準第９８第３項において、取得時に資本剰余金として計上された資

産を不要財産として国庫納付した場合は、資本金の減少に係る会計処理に準じて、

当該納付に係る部分の金額を資本剰余金から減少することとされている。 



 202 

  以下、施設費等により取得し、資本剰余金に計上された資産を不要財産として国

庫納付した場合の会計処理について、事例に則して説明を加える。 

 

 前提条件 

  償却資産については、取得時の価額 100の資産（耐用年数５年で定額法、残存価

額ゼロ）を１年後に現物又は売却して納付した場合、非償却資産については、取得

時の価額 100の資産をその後に現物又は売却して納付した場合とする。 

  なお、売却して納付した場合の国庫納付額については、120で売却した場合は 120、

60で売却した場合は 60とする。 

取得時 

資産 

預り施設費 

100 

100 

 現金 

資本剰余金（施設費） 

100 

100 

 

① 現物納付した場合 

  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

減価償却累計額 

80 

20 

 資産 100 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

減価償却累計額 

100 

20 

 資産 

減価償却相当累計額 

100 

20 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

返納時 

資本剰余金（施設費） 100  土地 100 

 

② 資産を売却し、現金で納付した場合 

  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 
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減価償却費 20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

固定資産売却益 

100 

40 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

国庫納付金（臨時損失） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

固定資産売却損 

60 

20 

20 

 資産 100 

返納時 

資本剰余金（施設費） 60  現金 60 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 
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現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 60  現金 60 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 120  土地 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

40 

 土地 100 

返納時 

資本剰余金（施設費） 60  現金 60 

 

Ｑ９８－３ 取得時において資産に係る繰延収益が計上された資産を不要財産とし

て国庫納付した場合の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が運営費交付金や補助金等により償却資産又は非償却資産（運営費

交付金により中期計画の想定の範囲外として取得した場合）を取得した場合には、

相当額を資産に係る繰延収益として計上することとされている。 

  以下、資産に係る繰延収益を計上している固定資産を不要財産として国庫納付し

た場合の会計処理について、運営費交付金で取得した資産を例として説明する。 

 

 前提条件 
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  償却資産については、取得時の価額 100の資産（耐用年数５年で定額法、残存価

額ゼロ）を１年後に現物又は売却して納付した場合、非償却資産については、中期

計画の想定の範囲外において取得したものであり、取得時の価額 100の資産をその

後に現物又は売却して納付した場合とする。 

  なお、売却して納付した場合の国庫納付額については、120で売却した場合は 120、

60で売却した場合は 60とする。 

取得時 

資産 

運営費交付金債務 

100 

100 

 現金 

繰延運営費交付金（資産） 

100 

100 

 

① 現物納付した場合 

  ａ 償却資産の場合 

減価償却 

減価償却費 

繰延運営費交付金（資産） 

20 

20 

 減価償却累計額 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

20 

20 

返納時 

国庫納付金（臨時損失） 

減価償却累計額 

繰延運営費交付金（資産） 

80 

20 

80 

 資産 

 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

100 

 

80 

 

  ｂ 非償却資産の場合 

返納時 

国庫納付金（臨時損失） 

繰延運営費交付金（資産） 

100 

100 

 土地 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

100 

100 

 

② 資産を売却し、現金で納付した場合 

  ａ 償却資産の場合 

減価償却 

減価償却費 

繰延運営費交付金（資産） 

20 

20 

 減価償却累計額 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

20 

20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 
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売却時 

現金 

減価償却累計額 

繰延運営費交付金（資産） 

120 

20 

80 

 資産 

固定資産売却益 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

100 

40 

80 

返納時 

国庫納付金（臨時損失） 120  現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

固定資産売却損 

繰延運営費交付金（資産） 

60 

20 

20 

80 

 資産 

 

 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

100 

 

 

80 

返納時 

国庫納付金（臨時損失） 60  現金 60 

 

  ｂ 非償却資産の場合 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

 

繰延運営費交付金（資産） 

120 

 

100 

 土地 

固定資産売却益 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

100 

20 

100 

返納時 

国庫納付金（臨時損失） 120  現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

固定資産売却損 

繰延運営費交付金（資産） 

60 

40 

100 

 土地 

 

繰延運営費交付金（資産）

戻入 

100 

 

100 

返納時 
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国庫納付金（臨時損失） 60  現金 60 

 

Ｑ９８－４ 政府からの金銭出資により満期保有目的の債券を購入している場合に

おいて、当該債券の一部について不要財産として国庫納付を行った場合の会計処理

はどのようになるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が通則法第 46 条の２の規定により不要財産に係る国庫納付を行っ

た場合において、当該不要財産が政府からの出資に係るものであるときは、当該独

立行政法人は、当該独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部分として主務大

臣が定める金額を減少することとなる。 

  以下、事例に則して説明する。 

 

 前提条件 

  政府から 100 の金銭出資を受け満期保有目的で取得した債券（額面 100、取得時

の価額 100）について、不要財産として償還期限前に国庫納付した場合とする。 

  当該債券については、通則法第 46 条の２の規定に基づく不要財産の国庫納付の

対象となった時点において、その他有価証券に保有目的の変更を行っている。 

  なお、①売却金額、②国庫納付額等及び③独立行政法人の資本金のうち当該納付

に係る部分として主務大臣が定める金額は、それぞれ以下のとおりとし、年度を越

えて売却した場合における当該債券のＸ年度末の時価は 90 とする（評価差額につ

いては、その全額を純資産の部にその他有価証券評価差額金として計上する（Ｑ２

７－８参照）。）。また、税効果会計は適用されていないものとする。 

納付方法・①売却金額 ②国庫納付額等 ③独立行政法人の資本金のうち当該納付

に係る部分として主務大臣が定める金額 

現物納付の場合 現物 100 

売却して納

付の場合 

105で売却 105 100 

 95で売却 95 100 

出資時 

現金 100  資本金 100 

取得時 

投資有価証券 100  現金 100 

 

 (1) 債券の保有目的変更年度と同一年度において国庫納付した場合 

  ① 現物納付した場合 

返納時 
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資本金 100  投資有価証券 100 

 

  ② 資産を売却し、現金で納付した場合 

  イ 105で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 105  投資有価証券 

投資有価証券売却益（臨

時利益） 

100 

5 

返納時 

資本金 

国庫納付金（臨時損失） 

100 

5 

 現金 105 

 

 

  ロ 95で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

投資有価証券売却損（臨

時損失） 

95 

5 

 投資有価証券 

 

100 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

95 

5 

 

 (2) 債券の保有目的変更年度の翌年度において国庫納付した場合 

  Ｘ年度 

年度末 

有価証券 

その他有価証券評価差額金 

100 

10 

 投資有価証券 

有価証券 

100 

10 

 

① 現物納付した場合 

  Ｘ＋１年度 

年度初 

有価証券 10  その他有価証券評価差額金 10 

返納時 

資本金 100  有価証券 100 

 

② 資産を売却し、現金で納付した場合 

  Ｘ＋１年度 
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年度初 

有価証券 10  その他有価証券評価差額金 10 

 

  イ 105で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 105  有価証券 

有価証券売却益(臨時利益) 

100 

5 

返納時 

資本金 

国庫納付金（臨時損失） 

100 

5 

 現金 105 

 

 

  ロ 95で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

有価証券売却損（臨時損失） 

95 

5 

 有価証券 

 

100 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

95 

5 

 

Ｑ９８－５ 不要財産に係る譲渡取引と当該不要財産に係る国庫納付等が年度をま

たがった場合には、不要財産に係る国庫納付等に係る注記はどちらの年度において

行うことになるか。 

Ａ 

  不要財産に係る国庫納付等に係る注記は、独立行政法人が不要財産に係る譲渡取

引を行った年度及び実際に当該不要財産に係る国庫納付等を行った年度において記

載することとなる。なお、譲渡取引が行われた年度における注記について、国庫納

付等が行われないと記載できない事項については、財務諸表作成時点において判明

している事項を可能な限り取り込んで記載することとなる。 

 

Ｑ９８－６ 不要財産を譲渡し、この譲渡収入の範囲内で国庫納付する場合において、

通則法第 46 条の２第３項ただし書きに規定する主務大臣の認可があった場合の会

計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

  通則法第 46 条の２第３項ただし書きにおいては、不要財産の譲渡により生じた

簿価（取得時の簿価）超過額がある場合において、その全部又は一部の金額につい

て国庫に納付しないことについて主務大臣の認可を受けた場合においては、当該認
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可額については国庫に納付することを要しないとされている。 

  以下、政府出資に係る不要財産について国庫納付する場合で、通則法第 46条の２

第３項ただし書きにより簿価（取得時の簿価）超過額のうち一部の金額を国庫納付

しないことについて主務大臣が認可した場合の会計処理について、事例に則して説

明する。 

 

 前提条件 

  政府からの現物出資に係る会計基準第８７第１項の適用がある特定償却資産（取

得価額 100、耐用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）について１年後に不要財産と

して売却し、その収入をもって国庫納付した場合で、簿価（取得時の簿価）超過額

の一部の金額については国庫納付しないことについて主務大臣の認可がある場合と

する。 

  なお、①売却金額、②通則法第 46条の２第３項ただし書きにより主務大臣が認可

した金額、③国庫納付額及び④独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部分と

して主務大臣が定める金額は、それぞれ以下のとおりとする。 

①売却金額 ②通則法第 46 条の２第３

項ただし書きにより主務

大臣が認可した金額 

③国庫納付額 

（①－②） 

④独立行政法人の資本金の

うち当該納付に係る部分と

して主務大臣が定める金額 

120 15 105 100 

出資時 

資産 100  資本金 100 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

固定資産売却益 

100 

20 

 

20 
 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 

国庫納付金(臨時損失) 

100 

5 

 現金 105 

 

Ｑ９８－７ 注解７５で求められている不要財産に係る国庫納付等に係る注記につ
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いては、どのような様式で記載することとなるのか。 

Ａ 

  以下のようなものが考えられる。 

① 資産種類    

② 資産名称    

③ 帳簿価額 

(1)取得価額    

(2)減価償却    

(3)帳簿価額    

④ 不要財産となった理由    

⑤ 国庫納付等の方法    

⑥ 譲渡収入の額    

⑦ 控除費用    

⑧ 
国庫納付等の額 

納付等年月日 

(1)国庫納付額    

 納付年月日    

(2)地方公共団体への払戻額    

 納付年月日    

(3)その他民間等への払戻額    

 納付年月日    

⑨ 減資額    

⑩ 備考    

 

Ｑ９９－１ 政府出資に係る不要財産を譲渡し、この譲渡収入の範囲内で国庫納付す 

る場合において、当該譲渡取引が主務大臣により必要なものとして指定された場合

の国庫納付に伴う資本金の減少の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が通則法第 46 条の２の規定により不要財産として国庫に納付した

場合において、主務大臣が必要なものとして指定した譲渡取引に係る譲渡差額につ

いては、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余金を減額又は増額することとな

る。 

  以下、政府出資に係る不要財産の国庫納付に伴う資本金の減少の会計処理につい

て事例に則して説明する。 

 

 前提条件 

  償却資産については、取得時の価額 100の資産（耐用年数５年で定額法、残存価

額ゼロ）を１年後に売却して納付した場合、非償却資産については、取得時の価額

100の資産をその後に売却して納付した場合とする。 

  なお、①売却金額、②国庫納付額及び③独立行政法人の資本金のうち当該納付に

係る部分として主務大臣が定める金額は、それぞれ以下のとおりとする。 

 

①売却金額 

 

②国庫納付額 

③独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部分と

して主務大臣が定める金額 
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現物出資の場合 金銭出資の場合 

120 120 100 100 

60 60 100 60 

 

 (1) 現物出資の場合 

取得時 

資産 100  資本金 100 

 

 ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

60 

40 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 
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  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

60 

40 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 120  土地 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

除売却差額相当累計額 

60 

40 

 土地 100 
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（除売却差額相当額） 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

60 

40 

 

 (2) 金銭出資の場合 

出資時 

現金 100  資本金 100 

取得時 

資産 100  現金 100 

 

  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

返納時 

資本金 60  現金 60 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 20  減価償却累計額 20 
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（減価償却相当額） 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本金 60  現金 60 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 120  土地 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

20 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 60  土地 100 
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除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

40 

返納時 

資本金 60  現金 60 

 

Ｑ９９－２ 取得時に資本剰余金として計上された資産を不要財産として国庫納付

した場合において、当該不要財産の譲渡取引が主務大臣により必要なものとして指

定された場合の国庫納付に伴う資本剰余金の減少の会計処理はどのようになるの

か。 

Ａ 

  会計基準第９９の第１項において、取得時に資本剰余金として計上された資産を、

独立行政法人が通則法第 46 条の２の規定により不要財産として国庫に納付した場

合において、主務大臣が必要なものとして指定した譲渡取引に係る譲渡差額につい

ては、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余金を減額又は増額することとなる。 

  以下、施設費等により取得し、資本剰余金に計上された資産を不要財産として国

庫納付した場合の会計処理について、事例に則して説明を加える。 

 

 

 前提条件 

  償却資産については、取得時の価額 100の資産（耐用年数５年で定額法、残存価

額ゼロ）を１年後に売却して納付した場合、非償却資産については、取得時の価額

100の資産をその後に売却して納付した場合とする。 

  なお、売却して納付した場合の国庫納付額については、120で売却した場合は 120、

60で売却した場合は 60とする。 

取得時 

資産 

預り施設費 

100 

100 

 現金 

資本剰余金（施設費） 

100 

100 

 

  ａ 通常の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がない場合） 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

100 

40 
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 （除売却差額相当額） 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 

返納時 

資本剰余金（施設費） 60  現金 60 

 

  ｂ 特定の償却資産の場合（会計基準第８７第１項の適用がある場合） 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20  減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 100 
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除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 60  現金 60 

 

  ｃ 非償却資産の場合 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

 

120 

 

 土地 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

20 

返納時 

資本剰余金（施設費） 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

20 

 現金 120 

 

  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

40 

 土地 100 

返納時 

資本剰余金（施設費） 60  現金 60 

 

Ｑ９９－３ 政府からの金銭出資により取得した満期保有目的債券を不要財産とし

て売却して国庫納付した場合において、主務大臣が必要なものとして当該譲渡取引

を指定した場合の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が通則法第 46 条の２の規定により不要財産として国庫に納付した

場合において、主務大臣が必要なものとして指定した譲渡取引に係る譲渡差額につ

いては、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余金を減額又は増額することとな

る。 

  以下、事例に則して説明する。 

 

 前提条件 

  政府から 100 の金銭出資を受け満期保有目的で取得した債券（額面 100、取得時

の価額 100）について、不要財産として償還期限前に売却し、売却収入を国庫納付

した場合とする。 
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  当該債券については、通則法第 46 条の２に基づく不要財産の国庫納付の対象と

なった時点において、その他有価証券に保有目的の変更を行っている。 

  なお、①売却金額、②国庫納付額及び③独立行政法人の資本金のうち当該の納付

に係る部分として主務大臣が定める金額は、それぞれ以下のとおりとする。また、

年度を越えて売却した場合における当該債券のＸ年度末の時価は 90 とする（評価

差額については、その全額を純資産の部にその他有価証券評価差額金として計上す

る（Ｑ２７－８参照）。）。また、税効果会計は適用されていないものとする。 

①売却金額 ②国庫納付額 ③独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部

分として主務大臣が定める金額 

105 105 100 

95 95 100 

 

出資時 

現金 100  資本金 100 

取得時 

投資有価証券 100  現金 100 

 

 (1) 債券の保有目的変更年度と同一年度において国庫納付した場合 

  イ 105で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 105  投資有価証券 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

5 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

5 

 現金 105 

 

  ロ 95で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

95 

5 

 投資有価証券 100 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

95 

5 
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 (2) 債券の保有目的変更年度の翌年度において国庫納付した場合 

  Ｘ年度 

年度末 

有価証券 

その他有価証券評価差額金 

100 

10 

 投資有価証券 

有価証券 

100 

10 

 

  Ⅹ＋１年度 

年度初 

有価証券 10  その他有価証券評価差額金 10 

 

  イ 105で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 105  有価証券 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

5 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

5 

 現金 105 

 

  ロ 95で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

95 

5 

 有価証券 100 

返納時 

資本金 100  現金 

資本剰余金（減資差益） 

95 

5 

 

Ｑ９９－４ 政府出資に係る不要財産を譲渡し、この譲渡収入の範囲内で国庫納付す

る場合において、主務大臣が国庫納付額から控除を認める費用がある場合の資本金

の減少の会計処理はどのようになるのか。 

Ａ 

  独立行政法人が通則法第 46 条の２の規定により不要財産として国庫に納付した

場合において、主務大臣が必要なものとして指定した譲渡取引に係る譲渡費用につ

いては、損益計算上の損益には計上せず、資本剰余金を減額することとなる。 

  以下、事例に則して説明する。 
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 前提条件 

  政府からの金銭出資により取得した特定償却資産（取得価額 100）について１年

後に不要財産として売却し、その収入をもって国庫納付した場合（当該譲渡取引は

主務大臣の指定を受けている。）において、当該国庫納付に際し控除対象となる費用

10について主務大臣の指定がある場合を例とする。当該資産については、耐用年数

５年、残存価額ゼロで減価償却を行っているものとする。 

  なお、①売却金額、②控除を認められた費用の額、③国庫納付額及び④独立行政

法人のうち当該納付に係る部分として主務大臣が定める金額は、それぞれ以下のと

おりとする。 

①売却金額 ②控除を認めら

れた費用の額 

③国庫納付額 

（①－②） 

④独立行政法人の資本金のうち当該納付

に係る部分として主務大臣が定める金額 

120 10 110 100 

60 10 50 50 

 

出資時 

現金 100  資本金 100 

取得時 

資産 100  現金 100 

減価償却 

減価償却相当累計額 

（減価償却相当額） 

20 

 

 減価償却累計額 20 

 

  イ 120で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

 

120 

20 

 資産 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

100 

40 

 
 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

譲渡費用 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

10  現金 10 

返納時 

資本金 

資本剰余金（国庫納付差額） 

100 

10 

 現金 110 
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  ロ 60で売却した場合（現金取引とする。） 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

60 

20 

20 

 資産 

 

100 

 

 

除売却差額相当累計額 20  減価償却相当累計額 20 

譲渡費用 

除売却差額相当累計額 

（除売却差額相当額） 

10  現金 10 

返納時 

資本金 50  現金 50 

 

Ｑ９９－５ 不要財産に係る国庫納付等に関し、その不要財産を売却した年度と国庫

納付等をする年度が異なる場合の会計処理はどのようになるか。 

Ａ 

  資本金の減額の処理は、実際の国庫納付時に行うことになるが、国庫納付等予定

額が減少する資本金額を上回る場合においては、譲渡取引終了後、遅滞なく国庫に

納付することが求められており（通則法第 46条の２第２項）、その時点より国庫納

付義務は発生していることに鑑みて、決算書作成時までに国庫納付額が確定してい

るようであれば、国庫納付等予定額のうち減少する資本金額を上回る額について負

債計上を行っておくこととなる。なお、会計基準第９９第１項の規定に基づき資本

剰余金を減額又は増額した額についても同様の処理となる。 

  以下、具体的な事例に則して説明を加える（なお、減損処理については省略して

いる。）。 

 

 前提条件 

  Ｘ年度初に取得した取得時の価額 100の償却資産（会計基準第８７第１項の適用

がなく、耐用年数５年で定額法、残存価額ゼロ）をＸ年度末の３月に 120で売却（現

金取引とし、売却に当たっての費用はゼロ）し、翌年度４月上旬に主務大臣より国

庫納付等すべき金額 120の通知を受けた例とする。 

  なお、独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る部分として主務大臣が定める

金額については、100とする。 

  ＜Ｘ年度＞ 

取得時 
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資産 100  資本金 100 

減価償却 

減価償却費 20  減価償却累計額 20 

売却時 

現金 

減価償却累計額 

120 

20 

 資産 

固定資産売却益 

100 

40 

年度末 

国庫納付金（臨時損失） 20  国庫納付未払金 20 

 

  ＜Ｘ＋１年度＞ 

返納時 

資本金 

国庫納付未払金 

100 

20 

 現金 120 

第１３章 区分経理の会計処理 

Ｑ１００－１ 区分経理に係る会計処理の原則及び手続は、独立行政法人単位で統一

し、合理的な理由がない限り勘定ごとに異なる会計処理の原則及び手続を適用する

ことは認められないとされているが、合理的な理由とはどのような場合か。 

Ａ 

  合理的な理由があり、勘定ごとに異なる会計処理及び手続によることが認められ

る場合としては、独立採算で製造等の業務を行うＡ勘定とその他のＢ勘定とに区分

経理を行っている独立行政法人が所有する機械の減価償却方法について、Ａ勘定所

属の機械については定率法をＢ勘定所属の機械については定額法を適用する場合が

考えられる。 

 

Ｑ１００－２ 注解７８により、主務省令により区分して経理することが要請されて

いる場合はセグメント情報として整理することとされているが、各経理単位の共通

経費を特定の経理単位で経理している場合、そのままセグメント情報として開示し

てよいか。 

Ａ 

  主務省令等により区分して経理することが要請される場合の各経理単位の財務諸

表は勘定別財務諸表には該当せず、セグメント情報として位置付けられる。したが

って、共通経費が特定の勘定に集約して経理することとされている場合には、各セ

グメントの事業内容やそのコストが適切に判断できるように、共通経費を適切に配
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賦した上で開示する必要がある。 

  なお、当該セグメント情報は、注解４０第３項にいる追加的に開示されるセグメ

ント情報である。 

（関連項目：第１０３ 共通経費等配賦の原則） 

 

Ｑ１００－３ 区分経理が要請されている場合において、運営費交付金を特定の勘定

で受け入れた場合の収益を他の勘定へ付け替えることはできるか。 

Ａ 

  運営費交付金を特定の勘定で受け入れた場合、当該特定の勘定のみにおいて渡し

切り交付金としての性格を持つものであり、個別法において特別の規定が設けられ

ていない限り、他の勘定への付け替えは認められない。 

 

Ｑ１００－４ 区分経理を行っている場合、各勘定との内部取引時に使用する科目名

は何か。本支店会計の本店勘定のように｢○○勘定｣として表示して問題はないか。 

Ａ 

  期末時点で他の勘定に対する未清算の債権・債務は勘定別財務諸表の上では、未

収金、未払金に含めて表示することになると考える。損益計算書及びキャッシュ・

フロー計算書における勘定相互間の取引については、対価性が認められる取引につ

いては、通常の科目名（形態別）により表示されることになるが、法律に｢繰り入れ

る｣べき旨が規定されており、当該規定に従った繰入れである場合は、法律の規定に

従い「○○勘定へ繰入」等の科目名によることとなる。 

  なお、法人単位財務諸表の表示では勘定相互間の債権・債務及び勘定相互間の損

益取引における費用・収益並びに勘定相互間のキャッシュ・フローは相殺されるこ

とになる。 

 

Ｑ１００－５ 共通経費を各勘定に配賦した場合、各勘定のキャッシュ・フロー計算

書の上で、当該共通経費の支払額を開示するのか。 

Ａ 

  各勘定での実際支払額を開示する。 

 

Ｑ１００－６ 区分経理を行っている独立行政法人において、勘定間で職員等の異動

がある場合、各勘定における退職給付引当金の合理的計算は、どのような方法が考

えられるか。 

Ａ 

  複数の勘定間において共通する退職金制度を採用している場合には、原則として

勘定単位に帰属する職員等に係る退職給付債務を個別に計算した上で退職給付引当

金を算出すること、及び勘定間で職員等の異動がある場合には、個別職員ごとに計
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算された退職給付債務を異動させることにより、勘定別に設定された退職給付引当

金の取崩し及び繰入れを行うことが原則である。 

  しかしながら、複数の勘定間において過去からの職員異動等に係る履歴との対応

関係が不明確な状態になっていたこと等を起因として退職給付引当金の個別職員別

の帰属関係が特定し得ない場合等においては、費用対効果の観点から保険数理計算

等を詳細に実施することは経済合理性を欠く場合が想定される。この場合には、退

職給付債務及び年金資産の配分を各勘定の人員比等により行うことも容認し得る処

理と考えられる。 

 

Ｑ１００－７ 勘定間を職員が異動したことにより、退職給付債務及び年金資産を取

り崩し又は計上する場合において、当該取崩額又は計上額は退職給付費用に加減算

することとしてよいか。また、退職給付費用から減算した場合において、当該勘定

の退職給付費用がマイナスの金額となる場合があるが、このような場合どのように

処理するのが適切か。 

Ａ 

  職員の勘定間の異動によって生じた退職給付債務及び年金資産の増減額は退職給

付費用に加減算する。その結果、特定の勘定で退職給付費用がマイナスとなった場

合には、当該勘定において、退職給付費用のマイナス金額で処理する。 

 

Ｑ１０３－１ 注解８１第１項に、｢共通経費の配賦基準は、主務省令等で定められる

必要がある｣旨定められているが、共通経費の配賦基準は必ず主務省令で定める必

要があり、独立行政法人が定めることは出来ないのか。 

Ａ 

１ 会計基準｢第１３章 区分経理の会計処理｣は、独立行政法人独自の判断により経

理を区分するのではなく、法律の要請による独立行政法人外部からの要請に基づく

ものであり、区分された勘定ごとに利益処分の方法が異なる場合も多い。共通経費

の配賦は、勘定ごとの利益の額にも影響を与えるため、その配賦基準は、区分経理

を規定している独立行政法人個別法等の趣旨を踏まえ、国側で定める必要があると

の観点から注解８１第１項は設けられている。 

２ したがって、注解８１第１項の趣旨は、共通経費の配賦基準は国の関与の下で定

められる必要があるということであり、例えば、主務省令において共通経費の配賦

基準の基本的な考え方を示し、具体的な配賦基準は独立行政法人が作成の上、主務

大臣の承認に係らしめる方法等も認められる。 

３ なお、主務省令や主務大臣の承認を経た内規等で定められる配賦基準は、合理的

な基準であることが必要なほか、会計担当者の恣意的判断により配賦額が増減する

ことのない程度に具体的に定められる必要がある。 
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Ｑ１０３－２ 例えばＡ、Ｂ、Ｃの三つの勘定に区分されている独立行政法人におい

て、各勘定に共通的な経費である理事長の人件費がＡ勘定に手当されている場合、

当該費用はＡ勘定の費用として処理してよいのか。 

Ａ 

１ 共通経費の配賦は、配賦基準に従って行うことが必要であり、予算手当を基準と

して配賦することは認められない。 

２ なお、配賦基準は、個々の共通経費の各勘定への寄与度や予算手当の方法等を総

合的に勘案し、合理的な基準として定められる必要があるが、例えば、三つの勘定

に区分され、業務量がＡ勘定：40％、Ｂ勘定 30％、Ｃ勘定 30％の割合であり、理事

長、甲理事及び乙理事の３人の理事体制となっている独立行政法人において、「理事

長の人件費：Ａ勘定に配賦、理事甲の人件費：Ｂ勘定に配賦、理事乙の人件費：Ｃ

勘定に配賦」といった配賦基準を定めることも合理的な配賦基準として認められる

ものと考える。 

 

Ｑ１０３－３ Ａ勘定において当該勘定の業務に使用する目的で購入した資産を、他

のＢ勘定の業務に使用させる場合には、どのような会計処理を行うのか。 

Ａ 

１ 当該資産はＡ勘定で購入したものであり、その所有権もＡ勘定にあることから、

当該資産はＡ勘定に係る勘定別財務諸表に計上され、これに係る減価償却費につい

てもＡ勘定で会計処理される。 

２ 設問のケースでは、Ａ勘定の資産をＢ勘定で一時使用した事実を勘定相互間の取

引として整理する必要があるかについて検討する必要がある。勘定区分を法律が要

請していること、また、共通経費については合理的基準により配賦すべきこと（会

計基準第１０３第２項）とされていることから、原則として、勘定相互間の取引と

して適切に処理する必要がある。 

３ なお、当該資産のＢ勘定における使用状況が、一時的であり、かつ、Ａ勘定の業

務に支障を与えない範囲である場合には、重要性の原則を適用して勘定相互間の取

引に該当しないものとして整理することも認められるものと考える。 

 

Ｑ１０３－４ Ａ勘定で購入した固定資産をＢ勘定でも使用する場合、勘定区分別財

務諸表の適正性の観点から、固定資産をＡ勘定に計上し、減価償却費を共通経費と

して配分する方法を採用することは可能か。また、可能であるとした場合、この固

定資産が会計基準第８７第１項による特定化された固定資産であっても、減価償却

費相当額を配分すべきか。 

Ａ 

  Ｑ１０３－３にあるとおり、資産帰属と減価償却は一体で処理すべきであって共

通経費として取り扱うことはできない。配賦・請求する場合、一時使用している勘
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定では減価償却費ではなく賃借料に計上することが適切と考える。以上は特定の償

却資産とされた場合も同様である。 

 

Ｑ１０３－５ 特定の勘定でリース料を負担し、他の勘定と常時共用している場合に、

これに伴う減価償却費や支払利息については、共通経費として配賦すべきか否か。

財源は運営費交付金とする。 

Ａ 

  設問の場合、リース料を負担した勘定で固定資産が計上されることになる。資産

計上された固定資産が、他の勘定と共同利用されている場合にはＱ１０３－３に従

って勘定間の賃貸借料として処理することになる。 

 

Ｑ１０４－１ 会計基準第１０４第４項(1)の｢勘定相互間の関係を明らかにする書

類｣とは、具体的にはどのような書類か。 

Ａ 

１ 区分して経理することが要請されている場合の各勘定は、あたかも別の法人であ

るかのように厳格に区分した会計処理が要請されるところであるが、資金やその他

の経済資源の効率的使用の観点等から、勘定相互間での取引が予定されており、法

令の規定による贈与としての性格を有する資金の繰入れや対価性のある取引等が行

われ、補助金等の受入勘定と実際に使用する勘定が異なる場合も想定される。 

２ このため、法人単位財務諸表においては、補助金等の公的な資金が法人内部でど

のように流れ、国民等に対するサービスの提供のためにどのように使用されている

のかを明らかにすることが必要であり、このような観点から勘定相互間の関係を明

らかにする書類の作成が求められるものである。 

３ ｢勘定相互間の関係を明らかにする書類｣の形式や内容は、個々の独立行政法人に

おいて、各勘定が経理する業務の内容、勘定相互間の資金の流れを踏まえ、上記２

の趣旨に合致するものを工夫して作成することとなるが、例えば、勘定相互間の資

金の流れをフローチャート形式で示したものが考えられる。 

 

Ｑ１０４－２ 会計基準第７９ではセグメント情報は附属明細書の中で明らかにす

ることとされているが、会計基準第１０４では複数の勘定で経理される業務を一括

してセグメント情報として開示する必要がある場合の当該セグメント情報は法人

単位財務諸表に添付することとされている。両者の関係如何。 

Ａ 

１ 会計基準第４３第１項において、「独立行政法人が開示すべきセグメント情報は、

当該法人の中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメ

ント情報とする。」とされている。「中期目標等における一定の事業等のまとまり」

は、「独立行政法人の目標の策定に関する指針」（平成 26年９月２日 総務大臣決定、
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令和６年 11月 26日改定）において、「法人の内部管理の観点や財務会計との整合性

を確保した上で、少なくとも、目標及び評価において一貫した管理責任を徹底し得

る単位」とされていることから、複数の勘定をまたいで設定されることは通常想定

されない。 

  ただし、法人の事務・事業の特性から、複数の勘定をまたいで設定されている場

合、勘定別財務諸表にセグメント情報を開示した上で、法人単位財務諸表における

セグメント情報の開示に当たっては、財務諸表利用者に誤解を与えないよう、勘定

別財務諸表におけるセグメント情報との関係性を明らかにした上で、区分経理をま

たいだ事業等のまとまりごとに開示することが求められる。 

２ 会計基準第１０４第３項にいう「独立行政法人の事業内容等の実態から複数の勘

定で経理される業務を一括してセグメント情報として開示する必要がある場合」の

セグメント情報は、注解４０第３項において「各法人において適切と考えられるセ

グメント情報を追加で開示することを妨げない」とされているセグメント情報であ

る。 

３ Ａ２におけるセグメントは、勘定ごとに区分経理を行っている独立行政法人にお

いては、各勘定をセグメントに区分する場合と、法人全体を勘定区分にかかわらず

セグメントに区分する場合とが想定される。 

  前者については、勘定別財務諸表の附属明細書となるが、後者については、勘定

区分をまたがるセグメントであるため、法人単位財務諸表の附属明細書となる。 

４ 前者と後者の関係は、民間企業のセグメント情報に地域別セグメントと製品別セ

グメントが存在し得るように、セグメントの切り口の相違によるものであり、矛盾

するものではない。 

 

Ｑ１０４－３ 法人単位財務諸表の附属明細書のうち、法人単位の計算書と勘定別計

算書の関係を明らかにする書類の様式はどのようになるのか。 

Ａ 

  法人単位の計算書と勘定別計算書の関係を明らかにする書類の様式は、次のとお

りである。 

 

１ 貸借対照表 

科  目 Ａ勘定 Ｂ勘定 Ｃ勘定 調整 法人単位 

資産の部 
Ⅰ 流動資産 
  ・・・・・ 
Ⅱ 固定資産 
 １ 有形固定資産 
   ・・・・ 
 ２ 無形固定資産 
   ・・・・ 
 ３ 投資その他の資産 

     



 229 

   投資有価証券 
   長期貸付金 
   他勘定長期貸付金 
   ・・・・ 
    資産合計 
 
負債の部 
Ⅰ 流動負債 
  ・・・・・ 
Ⅱ 固定負債 
  資産に係る繰延収益 
   ・・・・ 
  長期借入金 
  他勘定長期借入金 
  引当金 
   ・・・・・ 
   負債合計 
 
純資産の部 
Ⅰ 資本金 
  政府出資金 
  地方公共団体出資金 
  ・・・・・・ 
Ⅱ 資本剰余金 
  資本剰余金 
  その他行政コスト累計額 
  ・・・・・・ 
Ⅲ 利益剰余金 
  ・・・・・・ 
Ⅳ 評価・換算差額等 
  ・・・・・・ 
   純資産合計 
    負債純資産合計 

 

２ 行政コスト計算書 

科  目 Ａ勘定 Ｂ勘定 Ｃ勘定 調整 法人単位 

Ⅰ 損益計算書上の費用 
 （何）業務費 
  一般管理費 
  財務費用 
  雑損 
  臨時損失 
  法人税、住民税及び事業税 
  法人税等調整額 
   損益計算書上の費用合計 
 
Ⅱ その他行政コスト 
  減価償却相当額 
  減損損失相当額 
  利息費用相当額 
  承継資産に係る費用相当額 
  除売却差額相当額 
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   その他行政コスト合計 
 
Ⅲ 行政コスト 

 

３ 損益計算書 

科  目 Ａ勘定 Ｂ勘定 Ｃ勘定 調整 法人単位 

経常費用 
 （何）業務費 
  減価償却費 
  （何）引当金繰入 
  ・・・・・ 
 一般管理費 
  ・・・・・ 
  減価償却費 
  ・・・・ 
 財務費用 
  支払利息 
  債券発行費 
  ・・・・・ 
 雑  損 
 経常費用合計 
 
経常収益 
  運営交付金収益 
  （何）手数料収入 
  受託収入 
  補助金等収益 
  財務収益 
   ・・・・・ 
  雑  益 
  経常収益合計 
   経常利益 
 
臨時損失 
  ・・・・・ 
 
臨時利益 
  ・・・・・ 
 
当期純利益 
目的積立金取崩額 
当期総利益 

     

 

４ キャッシュ・フロー計算書 

科  目 Ａ勘定 Ｂ勘定 Ｃ勘定 調整 法人単位 

Ⅰ 業務活動による・・・・ 
  原材料、商品・・・ 
  人件費支出 
  その他業務支出 
  運営費交付金収入 
  ・・・・・ 
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   小 計 
  利息及び配当金の受取額 
  ・・・・・ 
 業務活動による・・・・ 
 
Ⅱ 投資活動による・・・・ 
  有価証券の取得・・・ 
  ・・・・・ 
  施設費による収入 
  ・・・・・ 
 投資活動による・・・・ 
 
Ⅲ 財務活動による・・・・ 
  短期借入れによる収入 
  ・・・・・ 
  金銭出資の受入れ・・・ 
  ・・・・・ 
 財務活動による・・・・ 
 
Ⅳ 資金に係る換算差額 
Ⅴ 資金増加額（又は減少額） 
Ⅵ 資金期首残高 
Ⅶ 資金期末残高 

 

Ｑ１０４－４ 勘定ごとの会計処理の原則及び手続が同一の場合であっても、財務諸

表の注記は、法人単位財務諸表及び全ての勘定別財務諸表のそれぞれに必要なのか。 

Ａ 

  独立行政法人個別法が作成を要請している財務諸表は、勘定別財務諸表である。

このため、法人単位財務諸表及び個々の勘定別財務諸表はそれぞれが、個別に利用

される場合も想定される。このため、たとえ同一内容の注記であるとしても、全て

の財務諸表にそれぞれ注記をすることが必要である。 

第１４章 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の情報 

Ｑ１０５－１ 会計基準第１０５(1)アの「独立行政法人との関係」については具体的

にどのような記載を行う必要があるのか。 

Ａ 

  特定関連会社、関連会社又は関連公益法人等のいずれかを記載する。このうち、

関連会社の場合は、会計基準第１２０第２項(1)に該当する関連会社か、同項(2)に

該当する関連会社かを併せて記載することとする。 

 

Ｑ１０５－２ 関連公益法人等の財務状況の附属明細書における開示様式はどのよ

うになるか。 
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Ａ 

  様式１を参考にされたい。関連公益法人等が「公益法人会計基準」（令和６年 12

月 20日 内閣府公益認定等委員会）を適用している場合には、様式２を参考にされ

たい。 

 

様式１ 

 

 

様式２ 

 

 

Ｑ１０５－３ 附属明細書で明らかにしなければならない、関連公益法人等の収支計

算書に計上されている「当期収入合計額」及び「当期支出合計額」はどのような内

容か。 

Ａ 

  収支計算書の、事業活動、投資活動、財務活動及び予備費の各々の収入額及び支

出額の合計額とする。 

  適用している会計基準等により、関連公益法人等が収支計算書を作成していない

場合には、「収支計算書に計上されている当期収入合計額、当期支出合計額及び当期

収支差額」の記載を行う必要はないが、記載を行っていない旨及びその理由につい

て、附属明細書上で注記する必要がある。 

 

Ｑ１０６－１ 会計基準第１０６第２項(1)における、独立行政法人の役職員経験者

とは、過去に一度でも役職員を経験した者と解してよいか。若しくは、過去のどの

時点までの役職員の経験を含めるのか。 

Ａ 

１ 会計基準第１０６第２項(1)に定める「独立行政法人の役職員経験者」とは、独立

A B C=A-B D E=C+D F G H=F-G I J=H+I K=E+J

その他の収益

収益の内訳

受取補助金等 その他の収益その他の費用

費用の内訳

正味財産
期末残高

指定正味財産増減の部

収益 費用等 当期増減額
指定正味財
産期首残高

指定正味財
産期末残高

一般正味財産増減の部

収益 費用 当期増減額
一般正味財
産期首残高

一般正味財
産期末残高

事業費 管理費

収益の内訳

受取補助金等

A B C D=A-B±C E F=D+E G H I=G-H J K=I+J L=F+K

事業費その他の収益受取補助金等

純資産
期末残高

期末指定
純資産

その他の収益

当期収益
費用差額

費用等収益の内訳費用収益の内訳 費用の内訳 法人税等収益 収益

一般純資産の部 指定純資産の部

期首指定
純資産

当期収益
費用差額

期首一般
純資産

期末一般
純資産

受取補助金等その他の費用管理費
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行政法人設立に際し、権利義務を承継した特殊法人等での役職員経験者を含む概念

である。 

２ 同基準は公益法人が独立行政法人に対して重要な影響を受けるか否かの判断要素

としての基準であるため、相当期間前に独立行政法人に役職員であった以降役職員

でない場合には、該当しないとの解釈も妥当性があるものと考えるが、他方、国民

ニーズとは無関係な自己増殖を防止することや、徹底的な情報開示を行うことは、

独立行政法人制度の基本的な枠組みの一つでありこれらの要請も考慮することが必

要となる。 

３ 具体的な運用基準としては、国、地方公共団体又は他の特殊法人等からの出向に

より独立行政法人での勤務経験がある者であって、当該独立行政法人での役職が課

長相当職以下であった者については、独立行政法人での役職員経験者には含めない

取扱いとすることも合理的と考えられる。 

 

Ｑ１０６－２ 注解８４の「公益法人等とは、一般社団法人、一般財団法人、公益社

団法人、公益財団法人のほか、社会福祉法人、特定非営利活動法人、技術研究組合

等の」にある等には他にどのような法人が想定されているのか。 

Ａ 

１ 注解８４で列挙している以外では、例えば個別の法律により法人格を与えられた

団体が想定される。 

２ なお、関連公益法人等に該当するかどうかについては、独立行政法人の業務やそ

の関連組織等が国民ニーズとは無関係な自己増殖を防止する観点から、徹底的な情

報開示を行うことが求められていることを踏まえ、その判断を行うべきものと考え

る。 

 

Ｑ１０６－３ 第１０６における関連公益法人等に該当するか否かは、各年度末で判

断するのか。また、第２項(2)における「事業収入に占める独立行政法人との取引に

係る額が三分の一以上」であるかどうかは公益法人等の決算が終了してからでなけ

れば判断できず、６月末までに主務大臣に決算書類を提出することができなくなる

が、どうするのか。 

Ａ 

１ 原則として、監査・保証実務委員会実務指針第 52号「連結の範囲及び持分法の適

用範囲に関する重要性の原則の適用等に係る監査上の取扱い」（最終改正平成 26年

１月 14日 日本公認会計士協会）を参考に判断することが適当である。すなわち、

関連公益法人等に該当するか否かの判断に当たって「事業収入に占める独立行政法

人との取引に係る額が三分の一以上」であるかは、連結財務諸表作成会計期間と同

時期の各公益法人等の事業年度に係る正味財産増減計算書等によるものとする。た

だし、公益法人等の事業年度の末日が連結決算日と異なる場合においてその差異が
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３か月を超えないときは、当該公益法人等の事業収入の額は、当該事業年度に係る

ものによることができる。仮に前事業年度の決算数値を用いた場合、当事業年度に

おいて取引額が増加した場合や新規設立が反映されなくなり、適切ではないことに

なる。 

２ このように、関連公益法人等の判定に当たっては同時期の取引金額により行うこ

とになるが、公益法人等側の決算完了時期との関係から、独立行政法人の決算の主

務大臣提出に間に合わない場合には前事業年度の実績により判断することもやむを

得ないものと考える。前事業年度の実績により判断した場合には、その旨を附属明

細書に記載することが必要である。 

３ なお、当該事業年度における公益法人等と独立行政法人との取引額は独立行政法

人において把握が可能であり、公益法人の事業収入について仮決算額等を入手する

等の方法により、関連公益法人等に該当するかどうかの判断も可能であり、公益法

人等にも協力を要請すること等により、できる限り当該年度の実績により判断する

ことが要請される。 

 

Ｑ１０６－４ 関連公益法人等への該当を判断するに当たり、会計基準第１０６にお

いて「事業収入」とあるが、その範囲はどこまでなのか。 

Ａ 

  原則として、会計基準第１０６にいう「事業収入」とは、判断される公益法人等

に適用される会計基準により適正に作成された正味財産増減計算書、活動計算書等

の財務諸表における事業収入を指す。 

第１５章 連結財務諸表 

Ｑ１０８－１ 「注解８６重要性の原則の適用について」により、連結財務諸表を作

成するに当たっては重要性の原則の適用があることを示しているが、連結の範囲、

連結のための個別財務諸表の修正、特定関連会社の資産及び負債の評価、未実現利

益の消去、連結財務諸表の表示等に関する重要性の具体的な判断基準はどのような

ものか。 

Ａ 

  重要性の原則が適用されるのは、連結財務諸表の利用者の判断を誤らせることが

ない程度であれば、ある程度簡便な方法で作成することができることを示すもので

あり、一律に具体的な数値を用いて判断基準を制定することはできない。例えば連

結対象会社が多数存在する場合においては、連結対象会社間の少額の取引までを全

て相殺することは困難であり、そのような場合に重要性の原則を用いて処理するこ

とになる。重要性の原則は、法人集団の財政状態、運営状況及び公的資金の使用状
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況等に関する合理的な判断を妨げないかどうかという観点から、各法人の状況に応

じて適切に適用されるべきである。 

 

Ｑ１０９－１ 特定関連会社がなく、関連会社がある場合連結財務諸表を作成する必

要はあるか。 

Ａ 

１ 企業会計では、財務諸表等規則第８条の９において、連結財務諸表を作成してい

ない会社にあっては持分法損益等の注記を行う旨の規定があるように、連結子会社

がなく、関連会社のみがある場合には連結財務諸表を作成する必要はない。独立行

政法人においても特定関連会社がない場合には、連結財務諸表を作成しないことが

できると考えられる。 

２ なお、その場合において、企業会計における持分法損益等の注記と同様の注記を

行うことは不要である。当該関連会社に対する出資については個別財務諸表におい

て出資先持分額（会計基準第２７第２項(3)参照）による評価がなされるためである。 

 

Ｑ１０９－２ 連結の範囲及び持分法の適用範囲の重要性の判定基準はあるのか。例

えば資産に占める割合を勘案する場合、特定関連会社に出資している勘定ごとにそ

の勘定の総資産額等により判断するのか、法人全体の総資産等により判断するのか。 

Ａ 

  企業会計では、監査・保証実務委員会実務指針第 52号「連結の範囲及び持分法の

適用範囲に関する重要性の原則の適用等に係る監査上の取扱い」（最終改正平成 26

年１月 14日 日本公認会計士協会）において、資産基準、売上高基準、利益基準及

び利益剰余金基準によって連結の範囲及び持分法の適用範囲を判断することが規定

されている。独立行政法人においても同規程を適用することが合理的であると考え

られる。 

 

Ｑ１０９－３ 連結財務諸表における特定関連会社及び関連会社の範囲の決定基準

はあるのか。 

Ａ 

  会計基準第１０７にあるとおり、連結財務諸表は全ての特定関連会社を連結の範

囲に含めることが原則である。しかし、会計基準１０９第５項の場合や、注解８７

の重要性が乏しい場合には連結の範囲から除外することが可能である。関連会社の

持分法適用基準も同様である。 

 

Ｑ１０９－４ 会計基準「第１０９ 連結の範囲」第５項で「独立行政法人が、会社の

議決権の過半数を所有する場合であっても、当該議決権が、独立行政法人の出資に

よるものではなく」とは、どのようなケースを指すのか。また、この取扱いから連
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結の範囲から除外される場合に持分法の適用範囲及び会計基準第１０５の情報開

示の対象に含めないと理解してよいか。 

Ａ 

１ 独立行政法人化された特殊法人等では、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支

援機構が保有するＪＲ会社株式が該当する。ＪＲ会社株式は、同機構が承継したも

のであり、特殊法人等の出資によるものでなく、かつ、同機構が承継した旧日本国

有鉄道の債務の償還財源に充てられることとされている。 

２ このような出資に係る権利は、投資先に対する経営権はないと想定されるため、

連結の範囲から除外したものである。その場合には当然に持分法の適用範囲及び会

計基準第１０５の情報開示の対象からも除外となる。 

 

Ｑ１０９－５ 会計基準第１０９第２項の業務一体性の定義における「業務を実施し

ていること」については、過去の事業年度において業務を実施していた場合も該当

することとなるのか。 

Ａ 

独立行政法人の個別法に規定されている業務を行う根拠である「業務委託契約、

協定又はこれに類するもの」における「業務の実施期間」に基づき判断を行うこと

となる。すなわち、「業務の実施期間」が、当該事業年度に含まれる場合には、「業

務を実施していること」に該当するものと考えられる。 

 

Ｑ１０９－６ 再委託により法人の個別法に規定されている業務を行っている会社

は、会計基準第１０９第２項の業務一体性を有することとなるのか。 

Ａ 

独立行政法人の個別法に規定されている業務の再委託先は、独立行政法人との間

に「業務一体性」を有するとみなすべきものと考えられる。 

 

Ｑ１１０－１ 独立行政法人となるのが 10 月１日であるため、独法最初の決算は半

年分となるが、半期決算を行っていない特定関連会社との連結は、どのような方法

で行うのか（注解８８に規定している決算日の差異が３か月を超えてしまう場合）。 

Ａ 

  連結損益計算書は、当該期間における運営状況を示すもののため、半年決算を作

成し連結することが望ましい。 

 

Ｑ１１１－１ 独立行政法人においては、会計方針の変更及び過去の誤謬の訂正に伴

う過年度の財務諸表の遡及修正は行わないこととされているが（Ｑ８０－８参照）、

連結あるいは持分法の対象となる関係会社の決算において、過年度の財務諸表の遡

及修正が行われている場合、連結財務諸表の作成に当たり、どのような処理を行う
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べきか。 

Ａ 

１ 同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、独立行政法人及び関係会社

が採用する会計処理の原則及び手続は、会計基準の｢第１２章 独立行政法人固有

の会計処理｣に定めるものを除き、原則として独立行政法人の会計処理に統一しな

ければならないものとされている（会計基準第１１１第１項参照）。 

２ 過年度の財務諸表の遡及修正を行わないとする取扱いは、独立行政法人固有の会

計処理に該当するため、独立行政法人と会計処理を統一する必要はなく、当該関係

会社の決算数値をそのまま利用して、連結財務諸表を作成することとなる。 

  ただし、連結純資産変動計算書における連結剰余金の表示については、以下の取

扱いとすることが適当である。 

 ① 当期首残高 

   前年度の連結剰余金期末残高と同額を記載する。 

 ② 関係会社における過年度財務諸表の遡及修正による影響額 

   会計方針の変更による前年度以前の遡及適用の累積的影響額及び過去の誤謬に

よる前年度以前の修正再表示による累積的影響額を合計し、純額を「関係会社に

おける過年度財務諸表の遡及修正による影響額」として、上記①の次に区分記載

する。 

 ③ 上記影響額を反映した当期首残高 

   上記①に上記②の影響額を反映した金額を「上記影響額を反映した当期首残高」

として上記②の次に記載する。 

 

Ｑ１１５－１ 特定関連会社に該当することになった日が特定関連会社の決算日以

外の日である場合の取扱いについてはどうすべきか。 

Ａ 

  企業会計においては、みなし取得日として、株式の取得日の前後いずれか近い決

算日に株式の取得が行われたものとして連結財務諸表の作成をすることが認められ

ている。独立行政法人においても、原則としては特定関連会社に該当することにな

った日をもって連結を行うことが望まれるが、みなし取得日として株式の取得日の

前後いずれか近い決算日に株式の取得が行われたものとして連結を行うことも妨げ

ない。 

 

Ｑ１２０－１ ｢注解９０ 持分法適用の範囲からの除外について｣で、「重要な影響を

与えない場合」の基準は必要ないか。 

Ａ 

１ 持分法の適用範囲から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えない特定関連会

社及び関連会社（以下「非特定関連会社等」という。）か否かは、法人集団における
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個々の非特定関連会社等の特性並びに、少なくとも純損益及び連結剰余金に与える

影響をもって判断すべきものと考える。 

２ 独立行政法人の公的性格に鑑みて統一的な数量基準を示すことも考えられるが、

かえって形式的な持分法適用除外を助長する恐れもあるため、示さないこととした。 

 

Ｑ１２１－１ 独立行政法人において繰延資産を計上してはならないとされている

一方で連結貸借対照表には特定関連会社の繰延資産を計上することが認められて

いることは、会計基準第１１１の会計処理の統一と矛盾しないのか。 

Ａ 

  会計基準｢第８ 資産の定義｣の注解７に記載のとおり、独立行政法人において繰

延資産の計上を認めていないのは、独立行政法人制度では、通常、負託された業務

に係る支出額に対応する形で財源措置がなされること等から、企業会計において繰

延資産に計上される取引が想定されないためである。すなわち独立行政法人の特定

関連会社において企業会計原則等に従って計上された繰延資産そのものを否定する

ものではない。したがって、独立行政法人における繰延資産計上禁止と、特定関連

会社における繰延資産計上は、組織形態の違いによるものであり、会計処理の統一

上の問題とはならない。 

 

Ｑ１２９－１ 会計基準「第１２９ 表示区分及び表示方法」により、連結キャッシュ・

フロー計算書の表示方法は直接法によるものと考えられるが、一般事業会社は間接

法で作成していることが多く、一般事業会社に過度の事務負担をかけることになら

ないか。 

Ａ 

  連結キャッシュ・フロー計算書においては、多くの一般事業会社において間接法

が採用されている実務慣行と、直接法による連結キャッシュ・フロー計算書の作成

負担に鑑みて、間接法による開示も認められるものとする。 

 

Ｑ１３１－１ 連結セグメント情報の開示に際しての重要性基準はあるのか。 

Ａ 

  事業等のまとまりごとに従ったセグメント区分の情報は、重要性にかかわらず連

結の情報を開示すべきと考える。 

 



 239 

（別冊） 

「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固定資 

産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ 

 

 

Ｑ減損０－１ 「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準の設定及び独立行政法

人会計基準の改訂について」（平成 17年６月 29日 独立行政法人会計基準研究会 財

政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会公企業会計小委員会）において、

「企業会計における固定資産の減損会計基準等を適用することが適切であると認

められる場合には、主務省令においてその旨の定めを行うこと等により、本基準の

趣旨を踏まえた会計処理が望まれる」と記述されているが、この趣旨は何か。 

Ａ 

１ 減損会計基準は、国からの財源措置に依存した業務運営を行っておりその保有す

る固定資産について自己収入による投資額の回収が予定されていない独立行政法人

を念頭に設定されたものである。このため、固定資産からキャッシュ・フローが生

み出され、独立採算型の業務運営が行われているような独立行政法人について、固

定資産に投下された資本を市場を通じて回収することが予定されているような場合

には、企業会計における固定資産の減損会計基準を適用することが適切であると考

えられる。 

２ もっとも、固定資産に投下された資本が市場を通じて回収されることが予定され

ている場合であっても、当該固定資産や業務の特性から、企業会計における固定資

産の減損会計基準を適用することが必ずしも適切ではない独立行政法人においては、

固定資産の有効利用の促進及び市場価格が著しく下落した場合の帳簿価額への反映

といった減損会計基準の趣旨を踏まえ、企業会計における固定資産の減損会計基準

を一部修正して適用することが適切な場合も考えられる。 

３ このように、企業会計における固定資産の減損会計基準等を適用すべき場合を特

定して基準化することが困難なことから、その判断を主務省令等に委ねることにし

たものである。 

 

Ｑ減損０－２ 企業会計における固定資産の減損会計基準を適用することが適切で

あると認められる場合とは、具体的にどのような場合か。 

Ａ 

  独立行政法人が行っている業務内容は多様であり、企業会計における固定資産の

減損会計基準を適用することが適切な場合を一律かつ統一的に示すことは困難であ

るが、以下のような観点から、減損会計基準の設定の趣旨を踏まえ、総合的に判断

することが必要であると考える。 

 (1) 独立採算型等の観点 
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   国からの財源措置に依存しない業務運営を行っている場合や、事業費の一部に

ついて補助金等の交付を受けているがその金額が比較的小さい場合等が該当する。 

 (2) 業務の性格及び環境等の観点 

   市場から収益を得ている場合のように、業務の性格及び環境等が民間企業の活

動に類似していると認められる場合であって、投資額の回収が予定されている場

合が該当する。 

 

Ｑ減損０－３ 企業会計における固定資産の減損会計基準を適用することが適切か

どうかの判断は、法人単位で行うのか 

Ａ 

  企業会計の減損会計基準の適用の要否の判断は、法人又は法定の勘定区分を単位

として行うことを原則とする。 

  なお、法人又は同一の勘定内に独立採算型の業務と国の財源措置に依存した業務

がある場合等であって、独立採算型の業務がその他の業務と明確に区分できるよう

な場合には、当該業務に係る固定資産についてのみ企業会計の減損会計基準を適用

することも認められる。 

 

Ｑ減損０－４ 企業会計の減損会計基準を適用する場合には、財務諸表における表示

や注記等の全てについて企業会計の減損会計基準に準拠することになるのか。 

Ａ 

  財務諸表の利用者である国民及び主務大臣にできるだけ分かりやすい情報を提供

するとの観点から判断することが必要であり、このような観点から、企業会計の減

損会計基準を適用する範囲は、減損の兆候、認識、測定に関する部分とし、減損を

認識した場合の財務諸表における表示や注記の記載事項等については、できる限り

減損会計基準に準じて開示することが適切である。 

 

Ｑ減損１－１ 固定資産のサービス提供能力とは、具体的にどのようなものをいうの

か。 

Ａ 

１ 固定資産のサービス提供能力とは、「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基

準の設定及び独立行政法人会計基準の改訂について」（平成 17年６月 29日 独立行

政法人会計基準研究会 財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会公企業

会計小委員会）において述べられているように、「固定資産についてどの程度の使用

が想定されているか、すなわち、固定資産をどの程度使用する予定であるか」とい

う観点からみた場合の固定資産の能力である。 

 

２ 具体的事例を用いて説明すれば、以下のとおり。 
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 (1) 専ら宿泊の用に使用する目的で取得した研修宿泊施設のサービス提供能力は、

何人の研修生を宿泊させることが予定されているかという観点からサービス提供

能力が測定されることになる。 

   なお、サービス提供能力は、取得時の計画を基礎として測定されることになり、

物理的には 200人収容可能な施設であっても、取得時の計画が、通常業務におい

ては 180人の収容（繁忙時対応等のバッファー20人分）を予定していた場合のサ

ービス提供能力は 180人と測定される。 

  （注）取得時の計画収容者数が、物理的な収容可能者数を大きく下回る場合であ

って、合理的な理由がない場合には、取得計画の妥当性が問われ、減損の認

識に至ることもあり得る。 

   また、取得時においては 100人収容、その後の業務の進展に応じ５年後には 180

人の収容を計画して取得される場合もあり、この場合のサービス提供能力は取得

時には 100人であり、その後計画に従って増加し、５年後には 180人と測定され

る。 

 (2) インターネットを利用して情報提供のサービスを行うことを目的に取得した

コンピュータシステムのサービス提供能力は、その計画処理量の観点からサービ

ス提供能力が測定される。 

   すなわち、5,000 件／日の処理が見込まれることから、バックアップ機能等を

考慮して 7,000件／日の処理能力を有するコンピュータシステムを取得した場合

の当該コンピュータシステムのサービス提供能力は、5,000件／日と測定される。 

 

Ｑ減損２－１ 減損会計基準を適用しないことができる重要性の乏しい固定資産と

は、どのようなものが考えられるか。 

Ａ 

１ 減損会計基準を適用しないことができる重要性の乏しい固定資産とは、注解１に

示されているように、固定資産の金額的側面及び質的側面を勘案して独立行政法人

ごとに判断する必要があるが、例えば、以下の全ての要件に該当するものは、重要

性が乏しいものとして減損会計基準を適用しないことができる。 

 (1) 「機械及び装置並びにその他の附属設備」、「船舶及び水上運搬具」、「車両その

他の陸上運搬具」、「工具、器具及び備品」又は「無形固定資産」（償却資産に限る。）

であること。 

 (2) 取得価額が 5,000万円未満であること。 

 (3) 耐用年数が 10年未満であること。 

２ 上記１の要件は減損会計基準を適用すべき独立行政法人の全てに当てはまるもの

として示しているものであり、この要件に該当しない固定資産であっても、各独立

行政法人固有の状況に鑑みて重要性が乏しいと認められる固定資産については減損

会計基準を適用しないことができる。具体的な取扱いとしては、例えば、取得価額
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が少額の「器具及び備品」であって、耐用年数が 10年以上である（金属製の事務机、

金庫等が該当する。）ことから、上記１の要件に該当しないが、独立行政法人の資産

総額に占める割合が極めて小さいことから重要性が低いと認められる固定資産を減

損会計基準の適用対象としないこと等が考えられる。 

  なお、減損会計基準を適用しない固定資産の範囲について、上記１の要件と異な

る取扱いとする場合には、会計処理の透明性を確保し恣意的な運用を避けるため、

取扱いの基準をあらかじめ定めておくことが適切である。 

 

Ｑ減損２－２ 電話加入権、敷金・保証金及びソフトウェア等の無形固定資産につい

ても、減損会計基準を適用する必要があるか。 

Ａ 

１ 電話加入権については、非償却資産であり、Ｑ＆Ａ減損２－１で示す要件に該当

しないため減損会計基準を適用することになる。 

  他方、将来返還される建設協力金等の差入預託保証金及び預り預託保証金につい

ては、企業会計の金融商品に関する会計基準が適用される資産（移管指針第９号「金

融商品会計に関する実務指針」（最終改正令和７年３月 11日 企業会計基準委員会）

第 10項参照）であり、減損会計基準の適用はない。また、ソフトウェアについては、

償却資産たる無形固定資産であることから、その取得価額が 5,000万円未満であり、

かつ、耐用年数が 10年未満である場合には、減損会計基準を適用しないことが認め

られる。 

２ なお、Ｑ＆Ａ減損２－１で示す要件とは異なる取扱いを独自に定めており、電話

加入権が減損会計基準を適用しない固定資産に該当する独立行政法人であっても、

電話加入権は、全ての独立行政法人に共通して計上されている固定資産であること

と、及び先行独立行政法人における計上の経緯から、電話加入権については、減損

会計基準が統一的に実施されることが適切である。 

 

Ｑ減損３－１ 「固定資産が使用されている業務の実績が、中期計画、中長期計画及

び事業計画の想定に照らし、著しく低下したか、あるいは、低下する見込みである

こと」とは、どのような場合が考えられるか。 

Ａ 

  業務実績が以前に比べ低下した場合だけでなく、中期計画又は年度計画に照らし

て当初から低い場合も該当するものとする。また、資産から入場料や使用料等の収

入が生み出される場合には、その業務活動から生ずる損益又は収入が中期計画又は

年度計画における想定に比し著しく悪化している場合も該当する。 

 

Ｑ減損３－２ 「固定資産が使用されている範囲又は方法について、当該資産の使用

可能性を著しく低下させる変化が生じたか、あるいは、生ずる見込みであること」
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とは、具体的にどのような場合が考えられるか。 

Ａ 

  例えば、以下のような場合が考えられる。 

 (1) 固定資産が使用されている業務を廃止又は再編成すること。業務の再編成に

は、業務規模の大幅な縮小などが含まれる。 

 (2) 固定資産が遊休状態になっていること。 

 (3) 固定資産の稼働率が著しく低下した状態が続いていること。 

 (4) 固定資産に著しい機能的減価が観察できること。 

 (5) 建設仮勘定に計上している建設途中の固定資産について、建設の大幅な延期

が決定されたことや当初の計画に比べ著しく滞っていること。 

 

Ｑ減損３－３ 「固定資産が使用されている業務に関連して、業務運営の環境が著し

く悪化したか、あるいは、悪化する見込みであること」とは、具体的にどのような

場合が考えられるか。 

Ａ 

  例えば、以下のような場合が考えられる。 

 (1) 技術革新による著しい陳腐化や特許期間の終了による重要な関連技術の拡散

などの技術的環境が著しく悪化していること。 

 (2) 業務に関連する重要な法律改正、規制緩和や規制強化、重大な法令違反の発生

などの法律的環境が著しく悪化していること。 

 

Ｑ減損３－４ 減損会計基準「第３ 減損の兆候」第２項の(1)～(3)でいう「著しく低

下」及び「著しい悪化」の「著しい」とは、具体的にどのような場合をいうのか。 

Ａ 

１ 「著しい」とは、固定資産が使用されている業務の実績、固定資産の使用可能性

及び業務運営の環境について数量化できる場合には、50％を基準として判断するこ

とになる。 

  固定資産が使用されている業務の実績について例示すれば、取得時（独立行政法

人設立に伴う承継時）の想定が、年間 50,000人の利用を予定していた研修宿泊施設

について、実績利用人数が年間 20,000人の場合は、20,000人÷50,000人＝40％と

なり、減損の兆候に該当することになる。 

２ なお、直接的に数量化することが困難な場合であっても、関連する各種のデータ

等を参考にして、取得時の想定と比しておおむね 50％であるか否かで判断すること

になる。 

 

Ｑ減損３－５ 市場価格とは、何を指すのか。また、毎期末に固定資産の市場価格を

調査し、著しく下落しているかの判定を行う必要があるのか。 
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Ａ 

１ 「市場価格」とは、市場性を有する資産について、現実の社会経済情勢の下で合

理的と考えられる条件を満たす市場で形成されるであろう市場価値を表示する適正

な価格をいう。例えば、独立した第三者間において公正な取引条件下で成立し得る

資産の売却価額は、通常、市場価格であるといえる。 

２ 固定資産の市場価格が帳簿価額に比して著しく下落しているかの判断については、

次に例示するように、毎期末、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考

えられる指標を減損の兆候を把握するための市場価格とみなして使用することがで

きる。 

 (1) 固定資産が土地の場合 

   当該土地の相続税評価額（路線価）、近傍に所在する地価公示価格又は都道府県

地価調査における基準地価格のいずれかの指標を採用し、当該土地の取得時にお

けるこれらの価格と期末におけるこれらの価格とを比較し、減損の兆候の有無を

判断する方法 

 (2) 固定資産が建物等の場合 

   国土交通省が公表している建設工事費デフレーターを採用し、当該建物の取得

時における指数と期末における指数を比較し、減損の兆候の有無を判断する方法 

 (3) 固定資産が機械装置、器具備品等の場合 

   当該機械装置又は器具備品等の定価又はカタログ価格等（同じ製品の製造が行

われていない場合には同等の性能を有すると認められるものの定価又はカタログ

価格等）を指標として採用し、取得時におけるこれらの価格と期末におけるこれ

らの価格とを比較し、減損の兆候の有無を判断する方法 

 

Ｑ減損３－６ 資産等の市場価格がない場合にはどのような取扱いをするのか。 

Ａ 

１ 資産等の市場価格がない場合には、合理的と考えられる価額を算定する必要は必

ずしもないと考えられる。したがって、資産等の市場価格がない場合には、他の兆

候があるかどうかを判断することとなる。 

２ 博物館の収蔵品や美術品等のように、歴史的・美術的な価値を有し、他の物で代

替することが困難な固定資産については、その保有目的に鑑み、市場価格の変動が

たとえあったとしても、それを考慮するべきではないことから、市場価格の著しい

下落が見られるかどうかを判断する必要はない。したがって、市場価格については

変動がなかったものとみなすのと同じ結果となる。 

 

Ｑ減損３－７ 独立行政法人自らが使用しないという決定を行ったことには、閣議決

定や主務大臣の決定等により固定資産を使用しないこととなった場合も含まれる

のか。 
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Ａ 

  閣議決定等により独立行政法人の業務の廃止が決定され、固定資産が使用されな

いこととなった場合には、通常独立行政法人は、当該決定を受け、業務廃止計画の

策定等固定資産を使用しないという決定を行うことになることから、その場合には

独立行政法人自らが使用しないという決定を行ったものと解すべきである。なお、

主務大臣が未だ明示的な決定を行っていない等、固定資産が使用されないことが確

実ではない場合であっても、固定資産を使用しないこととなる可能性が高くなった

場合には、固定資産が使用されている範囲又は方法について当該資産の使用可能性

を著しく低下させる変化が生ずる見込みがあるものとして、減損会計基準「第３ 減

損の兆候」第２項(2)に該当する場合がある。 

 

Ｑ減損３－８ 複数の固定資産が一体となってそのサービスを提供するものと認め

られる場合には、減損の兆候の有無について、これらの資産を一体として判定する

ことができることとされているが、一体となってサービスを提供する場合とはどの

ような場合をいうのか。 

Ａ 

１ 固定資産の減損については、原則として個々の固定資産ごとに、兆候の有無の判

定、認識、測定を行うことになるが、減損の兆候の有無の判定については、複数の

固定資産が一体となってサービスの提供を行っていると認められる場合には、これ

らの資産を一体のものとして判定することができることとされている。 

２ 一体となってサービスを提供する場合とは、複数の固定資産が一体として使用さ

れることが通常想定されているものであって、具体的には、次のような事例が考え

られる。 

 (1) 印刷機と、印刷物を自動的に帳合するソーターが一体として使用されている

場合 

 (2) 研修用の教室（建物）と、専ら当該教室で使用するために設置されている放送

設備（講師用のマイクロフォンと、アンプ、スピーカー等の音響機器） 

 (3) コンピュータシステムと、当該コンピュータシステムのために設置されてい

る無停電電源装置 

 (4) 研究用の船舶と、当該船舶に設置されている研究用機器類 

 

Ｑ減損３－９ 減損の兆候の有無について、土地と建物を一体のものとして判定して

よいか。 

Ａ 

  土地と建物は、根源的なサービス提供の内容が異なることから、減損の兆候の有

無について、これらを一体のものとして判定することは妥当ではない。 

  したがって、例えば、土地の上の建物について、その半分を使用しないという決
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定が行われた場合、建物については使用しない部分につき減損の兆候が存在するこ

ととなるが、土地については、必ずしも半分を使用しないこととなるわけではない

ため、別途、どの程度使用しないという決定が行われたかにより判断することとな

る。 

 

Ｑ減損４－１ 資産の全部又は一部の使用が想定されないときと規定されているが、

固定資産の一部が減損する場合とはどのような場合を想定しているのか。また、機

械装置や器具備品等のようなものについても、一部減損があり得るのか。 

Ａ 

１ 固定資産の一部の減損とは、例えば、100 人収容可能な研修宿泊施設について、

ピーク時の利用を見込んでも恒常的に 30 人収容施設で対応可能と認められるよう

な場合であり、このような場合は利用が予定されない 70 人分の施設について減損

を認識することになる。 

２ 機械装置や器具備品等については、これらの固定資産は、印刷機であれば印刷の

ため、測定機であれば、計測のために、通常一つの目的のために保有しており、こ

のような場合には一部が減損するという概念は存在し得ず、固定資産の全部につい

て減損の有無を判定することになる。 

  なお、複数の機能を有しており、複数の目的のために保有している機械装置や器

具備品がある場合には、一部減損ということもあり得る。 

 

Ｑ減損４－２ 市場価格の回復の見込みがあると認められないときとは、例えばどの

ような場合か。 

Ａ 

  価格設定主体による価格の引き下げ（例えば、電話加入権）や技術進歩による旧

式機器の陳腐化によって市場価格が下落したような場合は、通常、回復可能性は認

められないと考えられる。 

 

Ｑ減損４－３ 固定資産の市場価格の回復の見込み並びに将来の使用見込及び使用

目的に従った機能を現に有していることについては、誰が根拠を示すのか。また、

どの程度の合理性が必要か。 

Ａ 

  固定資産の市場価格の回復の見込み並びに将来の使用見込及び使用目的に従った

機能を現に有していることについては、独立行政法人がその根拠を示さなければな

らない。また、独立行政法人が示す回復可能性が認められるとの根拠が明らかに合

理性に欠ける場合には、回復可能性がないものとする。 
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Ｑ減損４－４ 注解６において、「相当の期間内」とは、どの程度の期間か。また、「相

当程度まで回復する」とは、どの程度をいうのか。 

Ａ 

１ 「相当の期間内」については、当該固定資産が独立行政法人において使用されて

いるものであることから、その使用予定期間内に市場価格が回復することが必要で

ある。したがって、当該資産の残存耐用年数期間となる。 

  また、非減価償却資産や鉄筋コンクリート造の建物等のように耐用年数が永久又

は長期間に及ぶ固定資産については、独立行政法人制度の基本的枠組みである中期

目標期間を考慮すれば、次の中期目標期間までに回復しないような場合には、価格

回復の見込みがないと判断せざるを得ないことから、最大で 10 年程度とするのが

妥当である。 

２ 「相当程度まで回復する」とは、帳簿価額のおおむね 80％程度まで回復すること

が見込まれることである。 

 

Ｑ減損４－５ 複数の勘定で共有する固定資産について減損の兆候の有無を判定し

た結果、特定の勘定だけが減損の認識をしなければならない場合の取扱いはどのよ

うにするのか。 

Ａ 

１ 固定資産の減損は、原則として個々の固定資産ごとに、兆候の有無の判定、認識

及び測定を行うこととされている。この原則は、複数の勘定で共有する固定資産に

ついても同様であり、物理的に１個の固定資産については、当該固定資産が複数の

勘定で共有している場合であっても、物理的な１個の固定資産を単位として、減損

の兆候の判定、認識及び測定を行うことになる。 

２ 例えば、Ａ勘定とＢ勘定で共用する本部事務所建物については、当該建物が事務

所として使用されているか否かの観点から、減損の兆候の有無の判定、認識を行う

ことになる。判定の結果、その一部が事務所として使用されていないと判定され、

減損を認識した場合の減損損失額については、使用されないこととなった原因がＡ、

Ｂいずれの勘定の業務に起因するのかの判断を行い、①専らＡ勘定の業務の整理統

合に起因するものである場合には、減損額はＡ勘定に計上することになり、②Ａ、

Ｂ両方の勘定の業務に起因するものである場合には、減損額についても、両勘定に

計上することになる。 

 

Ｑ減損５－１ 「減価償却後再調達価額を算出することが困難である場合」とは、ど

のような場合が考えられるか。 

Ａ 

１ 減損が認識された固定資産がもはや市場に存在しない場合や、再調達価額の算出

に著しく費用が掛かる場合などが考えられる。 
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２ また、減損が認識された固定資産が建物等であって、独立行政法人自らが再調達

価額を算定することが困難であって委託費等の外注経費が必要となるような場合に

もこれに該当し、減損が認識された固定資産の帳簿価額に、当該資産につき使用が

想定されていない部分（使用しないという決定を行った部分を含む。）以外の部分の

割合を乗じて算出した額を減価償却後再調達価額とする方法を用いることができる。 

 

Ｑ減損５－２ 市場価格の著しい下落があり、減損を認識した場合であって、次のよ

うなケースにおける減損後の帳簿価額は、減価償却後再調達価額とするのか。 

  また、この場合には、減損処理後の年度においても減損の兆候（市場価格の著し

い下落）に該当することになるが、財務諸表の注記が必要となるのか。 

     帳簿価額     100,000   市場価格        30,000 

     正味売却価額    28,000   減価償却後再調達原価  70,000 

（売却に要する費用  2,000） 

Ａ 

１ 減損額の測定は、正味売却価額と使用価値（減価償却後再調達原価）のいずれか

高い額を基準として行うことから、質問のケースでは減損処理後の帳簿価額は

70,000となり、減損前の帳簿価額との差額 30,000が減損額となる。 

２ 質問のようなケースには電話加入権が該当することになるが、電話加入権につい

ては、減損処理後の会計年度の財務諸表において注記する必要はない。 

３ 電話加入権以外の固定資産については、減損処理後の年度においても財務諸表の

注記を行うことが必要である。これは、減価償却後再調達原価と市場価格との間に

乖離があることを国民及び主務大臣に開示することによって、当該固定資産を使用

した業務の必要性等の議論を喚起することにその目的がある。 

 

Ｑ減損６－１ 「中期計画等又は年度計画で定めた施設の利用促進方策を講じなかっ

たこと等経営上必要な措置を採らなかった」とは、具体的にどのような場合をいう

のか。 

Ａ 

 中期計画等又は年度計画において施設の利用促進方策等を具体的に定めることが

必要であり、例えば、施設の利用率、利用収入等が当初の想定以下（例えば施設の

入場者数 1,000 人／日と中期計画等又は年度計画で定めたのに対して、実績は 500

人／日となっている場合）であるにもかかわらず、経営者が具体的に経営改善方策

（例えば展示内容の変更、広告宣伝の実施及び営業時間の延長等）の策定及び指示

を実行していない場合などが想定される。 

 

Ｑ減損７－１ 減損会計基準「第７ 資産に係る繰延収益を計上している固定資産に

係る減損額の会計処理」(2)は具体的にどのような会計処理となるのか。 
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Ａ 

１ 資産に係る繰延収益を計上している固定資産に係る減損額については、行政コス

ト計算書がフルコスト情報の提供源となることを踏まえて、行政コストとして認識

すべきである。このため、独立行政法人が中期計画等又は年度計画で想定した業務

運営を行ったかどうかにかかわらず、減損額を減損損失として臨時損失に計上する

必要がある。 

２ また、当該減損が、独立行政法人が中期計画等又は年度計画で想定した業務運営

を行ったにもかかわらず生じたものであるときは、資産に係る繰延収益を臨時利益

に振り替えることとしている。 

３ なお、平成 30事業年度以前に認識された当該減損額の取扱いについては、減損額

と資産に係る繰延収益の減額が同額であったため純損益への影響がないこと及び貸

借対照表においてこれまでの減損損失累計額が把握されていることから、特段の取

扱いは不要である。 

 

Ｑ減損９－１ 「固定資産の減損に係る会計基準」（平成 14年８月９日 企業会計審議

会）を適用した場合、固定資産（無形固定資産を除く。）の貸借対照表における表示

は、直接控除方式でよいか。 

Ａ 

  「『固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準』及び『固定資産の減損に係る独

立行政法人会計基準注解』」を適用した場合と同様、当該資産に対する減損損失累計

額を、取得価額から間接控除する形式で行うものとする。 

  なお、間接控除を行わない場合は、附属明細書の「固定資産の取得及び処分並び

に減価償却費（「第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第９１ 資

産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）の

明細」に減損損失累計額を脚注することも認められる。 

 

Ｑ減損１０－１ 減損処理後の固定資産の減価償却は、減損処理前と同様に行うのか。 

Ａ 

  減損処理後の減価償却については、減損処理前の減価償却計算に適用されていた

耐用年数や残存価額を検証し、必要があれば見直しを行わなければならない。 

  なお、耐用年数や残存価額の見直しが必要な場合とは、例えば、 

  ① 固定資産の用途を変更した場合 

  ② 複数の用途に使用されている固定資産について、その主要な用途の部分につ

いて減損を認識し、残存部分が減損後の主たる用途となった場合 

 等が考えられる。 
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（別紙） 

 

固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準の適用事例 

 

 

【事例１】 

 Ａ独立行政法人は、美術品を展示することを目的として、2005 年に５階建て

の建物（耐用年数 50 年、残存価額 10％）を 10 億円で取得した。Ａ独立行政法

人の中期計画では、年間１万人が来場することが想定されていたが、2010 年度

の入場者数は 4,000 人であり、今後も入場者数の増加は見込めない状況であっ

た。入場者数は低下しているものの、Ａ独立行政法人は年度計画において、引き

続き建物全てを使用する計画を立てており、経常的な保守管理を行うなど、建物

としての機能を維持している。 

 

＜事例の検証＞ 

 (1) 減損の兆候 

   中期計画において想定された業務実績（年間 1万人）に比べ、60％低下してい

ることから、減損会計基準「第３ 減損の兆候」第２項(1)に該当し、減損の兆候

が認められる。 

 (2) 減損の認識 

   当該建物については、入場者数は減少しているものの、その全部について、使

用する合理的な計画を有し、また、その使用目的に従った機能を現に有している

ことから、当該資産の全部の使用が想定されていると認められるため、減損を認

識しない。 

 (3) 注記 

   減損の兆候が認められることから、減損会計基準「第１１ 注記」第２項に従い

注記する。 

 

【事例２】 

 公共的な施設の整備及び管理の業務を行っているＢ独立行政法人では、主務大

臣が策定する整備計画に基づきＹ施設の整備を行うため、補助金を財源として平

成 17事業年度及び平成 18事業年度に総額 20億円を支出して地質調査を実施し

た。当該調査費は、Ｙ施設の原価を構成することから、建設仮勘定に計上してい

る。 

 その後、平成 20年に、整備計画の見直しが行われ、Ｙ施設については計画の

中止が決定された。 
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 地質調査の結果はＹ施設の整備にのみ利用可能なものであることから、他の用

途への転用及び売却処分は困難と認められる。 

 

＜事例の検証＞ 

 (1) 減損の兆候 

   建設仮勘定に係る建設について、工事の中止が決定されたことから、減損会計

基準「第３ 減損の兆候」第２項(2)に該当し、減損の兆候が認められる。 

 (2) 減損の認識 

   当該施設の建設工事の再開予定が客観的に存在していないことから、減損を認

識する。 

 (3) 減損額の測定 

   当該資産の正味売却価額は０円である。また、使用価値相当額は、建設工事が

再開される予定がないことから、０円である。したがって、回収可能サービス価

額は０円であり、減損額は 2,000,000千円－０円＝2,000,000千円である。 

 (4) 減損額の会計処理 

   当該資産については、繰延補助金等（建設仮勘定）が計上されており、また、

減損が、独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営を行わなかったことによ

って生じたものではないことから、減損会計基準「第７ 資産に係る繰延収益を計

上している固定資産に係る減損額の会計処理」(2)に従い、以下のような処理を行

う。 

減損損失 2,000,000 

千円 

 建設仮勘定 2,000,000 

千円 
 

繰延補助金等（建設仮

勘定） 

2,000,000 

千円 

 繰延補助金等（建設仮勘

定）戻入（臨時利益） 

2,000,000 

千円 

 (5) 注記 

   減損を認識したことから、減損会計基準「第１１ 注記」第１項に従い注記する。 

 

【事例３】 

 Ｃ独立行政法人は、平成 17事業年度末に運営費交付金を財源として 75,000千

円のソフトウェア（耐用年数５年、残存価額なし）を取得した。当該ソフトウェ

アには機能Ｘと機能Ｙがあるが、技術革新により機能Ｘの部分が著しく陳腐化

し、高性能な機能Ｘを有するソフトウェアが廉価で販売された。平成 19年にＣ

独立行政法人はその高性能なソフトウェアを新たに取得したため、これまで有し

ていたソフトウェアは機能Ｙのみを使用することとした。ソフトウェアの陳腐化

及び新たに高性能のソフトウェアを取得したことは、Ｃ独立行政法人が中期計画

で想定した業務運営を行わなかったことによって生じたものであることが明確
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であるとまではいえないものであった。また、平成 19年時点において機能Ｙの

みを有するソフトウェアは 30,000千円で取得可能であり、これまで有していた

ソフトウェアの正味売却価額は 15,000千円である。 

 

＜事例の検証＞ 

 (1) 減損の兆候 

   当該ソフトウェアの機能Ｘの部分につき、著しい陳腐化が見られることから、

減損会計基準「第３ 減損の兆候」第２項(3)に該当し、減損の兆候が認められる。 

 (2) 減損の認識 

   Ｃ独立行政法人は機能Ｘを有する高性能なソフトウェアを新たに取得し、従来

使用していたソフトウェアは機能Ｙのみを使用することとしていることから、機

能Ｘの部分につき、減損を認識することとなる。 

 (3) 減損額の測定 

  ・ 平成 19 事業年度末のソフトウェアの帳簿価額：75,000 千円×3／5＝45,000

千円 

  ・ 機能Ｙのみのソフトウェアの減価償却後再調達価額：30,000 千円×3／5＝

18,000千円 

  ・ 当該資産の正味売却価額：15,000千円 

  ・ したがって、回収可能サービス価額：18,000千円 

  ・ 減損額：45,000千円－18,000千円＝27,000千円 

 (4) 減損額の会計処理 

   当該資産については、繰延運営費交付金（資産）が計上されており、また、減

損が、独立行政法人が中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生

じたものであることから、減損会計基準「第７ 資産に係る繰延収益を計上してい

る固定資産に係る減損額の会計処理」(2)に従い、以下のような処理を行う。 

減損損失 27,000千円  ソフトウェア 27,000千円 
 

繰延運営費交付金（資

産） 

27,000千円  繰延運営費交付金（資

産）戻入（臨時利益） 

27,000千円 

（無形固定資産であるため、固定資産の帳簿価額からの減損額を直接控除する。） 

 (5) 注記 

   減損を認識したことから、減損会計基準「第１１ 注記」第１項に従い注記する。 

 

【事例４】 

 Ｄ独立行政法人では、研修業務を実施しており、研修施設を東京及び大阪に所

有しているが、中期計画では、研修業務の効率化及び研修内容の充実等を図るた

め、早期に研修業務を東京に集中することとし、大阪の施設については廃止する
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ことが決定されている。 

 Ｄ独立行政法人は、平成 17事業年度末に大阪の研修施設を廃止することを決

定し、当該施設については、倉庫に転用することを決定した。 

   大阪の研修施設の概要 

構造 ＲＣ造 ５階建 数量 延 2,800㎡ 

耐用年数 
20年（平成 36年９月

30日まで） 

Ｄ独立行政法人の

取得価額 
2,450,000千円 

取得事由 

独立行政法人設立時
（平成 16 年 10 月１
日）に旧法人より承
継 

旧法人での取得時

期等 

昭和 49年 10月１日
（1974年10月１日）
建設、耐用年数 50年 

平成 17 事業年
度末帳簿価額 

2,284,625千円 
平成 17 事業年度
末減価償却累計額 

165,375千円 

残存価額 10％ 減価償却方法 定額法 

 なお、研修施設は会計基準第８７第１項の特定償却資産であり、同規模の倉庫

の調達価格は 3,000,000千円、その耐用年数は 38年と見積もられる。また、研

修施設の時価は 1,000,000千円、処分費用は 20,000千円と見積もられる。 

 

＜事例の検証＞ 

 (1) 減損の兆候 

   減損の兆候：独立行政法人自らが、大阪の施設について廃止することを決定し

たものであり、減損会計基準「第３ 減損の兆候」第２項(5)に該当し、減損の兆

候が認められる。 

 (2) 減損の認識 

   独立行政法人自らが施設の廃止及び倉庫に転用するという決定を行っており、

減損会計基準「第４ 減損の認識」第１項(3)に該当し、減損を認識することにな

る。 

 (3) 減損額の測定 

  ・ 当該施設の使用価値相当額：倉庫としての減価償却後再調達価格は、3,000,000

千円－（3,000,000千円×0.9×31.5／50）＝1,299,000千円となる。 

  ・ 当該施設の正味売却価額：時価 1,000,000 千円－処分費用は 20,000 千円＝

980,000千円となる。 

  ・ したがって、回収可能サービス価額は 1,299,000 千円、減損額は 2,284,625

千円－1,299,000千円＝985,625千円と測定される。 

 (4) 会計処理 

   中期計画に従った施設の廃止であることから、減損会計基準「第６ 減損額の会

計処理」(2)に該当し、以下の処理を行うことになる。 

減損損失相当累計額 

（減損損失相当額） 

985,625千円  減損損失累計額 985,625千

円 
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   なお、減損損失相当額 985,625千円については、行政コスト計算書に計上し、

減損損失相当累計額 985,625千円を資本剰余金から控除することになる。 

 (5) 注記 

   減損を認識したことから、減損会計基準「第１１ 注記」第１項に従い注記する。 

 (6) 減損後の会計処理 

   施設の廃止が決定され、用途変更が行われていることから、減損後の帳簿価額：

1,299,000千円、減損後の耐用年数：６年６月（38年－経過年数 31年６月）を基

礎として、減価償却を実施することになる。 

 

【事例５】 

 Ｅ独立行政法人では、電話加入権を 20回線所有しており、業務用に使用して

いる。この電話加入権については、市場価格が下落している状況にある。 

  電話加入権の概要 

数量 20回線 取得時期 平成 13年４月１日 

取得価額 
1,440千円 
（72千円×20回線） 

取得事由 
独立行政法人設立
時に国から承継 

平成 17 事業年
度末帳簿価額 

1,440千円 市場価格 
200千円 

（10千円×20回線） 
 

 

＜事例の検証＞ 

 (1) 減損の兆候 

   固定資産の使用状況等からの減損の兆候は見られないが、市場価格が帳簿価額

の 50％以上下落しており、減損会計基準「第３ 減損の兆候」第２項(4)に該当し、

減損の兆候が認められる。 

 (2) 減損の認識 

   電話加入権については、ＮＴＴの公定価格が 37,800円となっており、市場価格

の回復は見込まれないことから、減損会計基準「第４ 減損の認識」第１項⑵に該

当し、減損を認識することになる。 

 (3) 減損額の測定 

   ・ 電話加入権の使用価値相当額：再調達価額の 756千円となる。 

（36,000円×1.05×20回線＝756,000円） 

   ・ 当該施設の正味売却価額：時価は 200千円であり、処分費用は特に生じな

いものと見積もられることから、200千円となる。 

   ・ したがって、回収可能サービス価額は 756千円、減損額は 1,440千円－756

千円＝684千円と測定される。 

 (4) 会計処理 

   電話加入権は取得時の想定どおりに使用されており、市場価格の下落による減
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損であることから、減損会計基準「第６ 減損額の会計処理」(2)に該当し、以下

の処理を行うことになる。 

減損損失相当累計額 

（減損損失相当額） 

684千円  電話加入権 684千円 

（無形固定資産であるため、固定資産の帳簿価額からの減損額を直接控除する。） 

   なお、減損損失相当額 684千円については、行政コスト計算書に計上し、減損

損失相当累計額 684千円を資本剰余金から控除することになる。 

 (5) 注記 

   減損を認識したことから、減損会計基準「第１１ 注記」第１項に従い注記する。 

 

 




